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●はじめに●

■�本冊子は、統合賠償責任保険の普通保険約款、特別約款およ
び特約を記載したものです。必ずご一読いただき、内容をご
確認いただきますようお願いいたします。

■�本冊子には、「ご契約後のお手続き」、「事故が発生した場合
のお手続き」についても記載しておりますので、ご契約後も
保険証券とともに大切に保管いただきますようお願いいたし
ます。

■�ご不明な点、お気づきの点がございましたら、お気軽に取扱
代理店または弊社までご照会いただきますようお願いいたし
ます。

●特にご注意いただきたいこと●

■�保険料（分割払のときは初回保険料）は、特定の特約※をセッ
トされた場合を除き、ご契約と同時にお支払いください。保
険期間が始まった後でも保険料を領収する前に生じた事故に
ついては保険金をお支払いすることができません。

■�保険料をお支払いいただくと、特定の特約※をセットされた
場合を除き、弊社所定の領収証を発行しますので、お確かめ
ください。

■�弊社は、ご契約締結後に保険証券を発行しております。ご契
約後、１か月を経過しても保険証券が届かない場合は、お手
数ですが弊社へお問い合わせください。

■�申込書の記載内容について正しくご申告いただく「告知義
務」、およびその内容がご契約後に変更された場合にご通知
いただく「通知義務」があります。これらに誤りがある場合
で、故意または重大な過失があるときは保険金をお支払いで
きないことがありますのでご注意ください。

■�万一事故にあわれたら、遅滞なく、取扱代理店または弊社に
ご通知ください。

　※　特定の特約
　　�　保険始期日以降の所定の日に保険料（分割払の場合は第

１回分割保険料）を所定の方法により支払う特約をいいま
す。
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●代理店の役割について●

■�弊社代理店は、弊社との委託契約に基づき、保険契約の締結・
保険料の領収、保険料領収証の交付・ご契約の管理業務等の
代理業務を行っております。したがいまして、弊社代理店と
ご契約いただいて有効に成立したご契約につきましては、弊
社と直接契約されたものとなります。

■�取扱代理店は、ご契約者のみなさまのご契約状況を把握し、
より適切なご契約とするよう努力しておりますので、相談窓
口としてご利用いただきますよう、よろしくお願いいたしま
す。

●損害保険契約者保護制度について●

　引受保険会社が破綻した場合等には、保険金・解約返れい金
等のお支払いが一定期間凍結されたり金額が削減される等、支
障が生じることがあります。なお、損害保険会社が破綻した場
合の契約者保護のための制度として「損害保険契約者保護機
構」があり、下表の補償割合で保護されます。

＜損害保険契約者保護機構による統合賠償責任保険の補償内容＞

保険種類 補償割合

補償対象
契約

・�保険契約者が
個人、小規模
法人またはマ
ンション管理
組合である保
険

100％
（破綻時から３か月までに発
生した事故による保険金）

・�保険契約者が
上記以外の方
であっても、
被保険者であ
る個人等がそ
の保険料を実
質的に負担す
る保険契約の
うち、当該被
保険者にかか
る部分

80％
（それ以外の保険金および解
約返れい金等）

補償対象外
契約 上記以外の保険 損害保険契約者保護機構によ

る保護はありません。

　上記内容の詳細につきましては、取扱代理店または弊社にお
問い合わせいただくか、下記をご参照ください。
　●日新火災ホームページ
　　http://www.nisshinfire.co.jp/
　●損害保険契約者保護機構ホームページ
　　http://www.sonpohogo.or.jp/
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●お客さま情報のお取扱いに関するご案内●

　弊社は、保険契約に関して取得する個人情報を、保険契約の
履行、弊社、東京海上グループ各社および提携先企業の取り扱
う商品・各種サービスのご案内・ご提供ならびに保険契約の締
結、契約内容変更等の判断の参考とするために利用し、業務委
託先、再保険会社等に提供を行います。
　なお、保健医療などの特別な非公開情報（センシティブ情報）
については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確
保その他必要と認められる目的の範囲に限定して利用・提供し
ます。
　詳細につきましては、日新火災ホームページ
（http://www.nisshinfire.co.jp/）をご覧いただくか、取扱代理店ま
たは弊社営業店までお問い合わせください。

日新火災ホームページ
http://www.nisshinfire.co.jp/

●弊社のご連絡先●

■�万一事故にあわれたとき、ご契約に関するご質問やご相談等
がある場合は、取扱代理店または最寄りの日新火災までご連
絡ください。なお、夜間・休日などでご連絡がつかないとき
は、以下にご連絡ください。

＜事故発生時のご連絡先（サービス２４）＞
　フリーダイヤル　０１２０－２５－７４７４
　　［受付時間：24時間・365日］
＜ご契約に関するご質問やご相談等の問合せ先＞
　フリーダイヤル　０１２０－６１６－８９８
　　［受付時間：９：00 ～20：00（平日）、

９：00 ～17：00（土日祝日）］

■弊社のお客さま相談窓口は
　フリーダイヤル　０１２０－１７－２４２４
　　［受付時間：９：00 ～17：00（土日祝除く）］です。
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●保険約款と保険証券について●

１．保険約款とは
　�　お客さまと保険会社の各々の権利・義務など保険契約の内容
を詳細に定めたもので、「普通保険約款」、「特別約款」、「基本
特約」および「特約」から構成されています。

　（１）　「普通保険約款」は
　　�　基本的な補償内容、保険契約の成立・終了・管理や事故時

の対応などに関する権利・義務を定めたもので、全契約に適
用されます。

　（２）　「特別約款」は
　　�　保険金をお支払いする事故を各基本特約で定める旨や、統

合賠償責任保険に共通する事項（保険契約の被保険者、保険
金をお支払いしない場合など）について定めたものです。統
合賠償責任保険では「統合賠償責任保険特別約款」が全契約
に適用されます。

　（３）　「基本特約」は
　　�　基本的な補償内容・範囲を詳細に定めたもので、統合賠償

責任保険では補償したいリスクに応じて選択いただきます。
以下の基本特約の中で、保険証券の「ご契約された基本補償」
に○印が付された基本特約が適用されます。

　・�基本特約Ⅰ施設業務危険補償……施設の危険と仕事中の危険
　・�基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償……つくった物の危険と

仕事の結果危険
　・基本特約Ⅲ保管財物危険補償……預かっている物の損害
　・�基本特約Ⅳ管理自動車危険補償……預かっている自動車の損

害
　（４）　「特約」は
　　�　普通保険約款、特別約款、基本特約に定められた補償内容

や契約条件を補充・変更・削除・追加するものです。保険証
券の特約欄に表示された特約が適用されます。

２．保険証券とは
　�　保険証券とは、保険契約について補償内容や補償する金額を
定めた証となるものです。お客さまのご契約において個別に定
めた支払限度額、保険期間、セットされる特約等は保険証券に
表示されます。なお、ご契約内容に誤りがないか今一度ご確認
ください。

●ご契約時にお知らせいただきたいこと●

　ご契約者または被保険者には、告知事項【申込書に★印または
☆印で示した事項】について、弊社にお申出いただく義務（告知
義務）があります。告知義務の内容は普通保険約款、申込書、重
要事項説明書等に記載されていますのでご確認ください。申込書
に記載されたこれらの告知事項の内容が事実と違っている場合に
は、保険契約を解除させていただくことや保険金をお支払いでき
ないことがあります。
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●ご契約後にお知らせいただきたいこと●
　保険契約締結後、ご契約者または被保険者には、次の事項（こ
のほか、通知義務の対象として申込書または保険証券に記載され
た事項を含みます。）に変更がある場合には、弊社にお申出いただ
く義務（通知義務）があります。申込書または保険証券に記載され
たこれらの事項に変更がある場合は、あらかじめご通知ください。
あらかじめ通知いただけなかった場合は、保険契約を解除させて
いただくことや保険金をお支払いできないことがありますので、
これらの変更につきましては、必ず弊社へご連絡ください。

保険の対象となる施設、仕事、生産物、保管財物等の内容の変更

　なお、ご通知いただいた場合でも、次の場合には、保険契約を
解除させていただくことがありますので、ご了解ください。
　・�航空機の生産物完成引渡危険にかかわる賠償責任を補償する

ことになる場合
　・�自動車、オートバイ等のレースにかかわる賠償責任を補償す

ることになる場合
　・�海底掘削装置または掘削基地の稼動に起因する賠償責任を補

償することになる場合

●重大事由による解除●
　次のいずれかに該当する事由がある場合には、ご契約および特
約を解除することがあります。
①�　ご契約者、被保険者または保険金受取人が保険金を支払わせ
る目的で損害を生じさせた場合

②�　ご契約者または被保険者が暴力団関係者、その他反社会勢力
に該当すると認められたとき

③�　被保険者または保険金受取人が保険金の請求に対して詐欺を
行った場合　など

　この場合には全部または一部の保険金をお支払いいたしませ
ん。（②の場合で被保険者が暴力団関係者、その他反社会的勢力
に該当すると認められない場合、および被保険者に生じた法律上
の損害賠償責任の損害を除きます。）

●解約のお手続き●
　ご契約者のお申出によりご契約を解約された場合は、弊社所定
の方法により計算した返れい金をお支払いします。ご契約を解約
される場合には、取扱代理店または弊社にご連絡ください。解約
の条件によっては、未払保険料をご請求させていただくことがあ
ります。なお、返還または請求される保険料は、保険料のお支払
方法や解約の事由により異なります。詳細につきましては、取扱
代理店または弊社までご照会ください。

●満期のお手続き●
　ご契約の満期日が近づいてまいりましたら取扱代理店または弊
社よりご継続のご案内をいたします。
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●事故が発生した場合のお手続き●
　この保険で補償される事故が発生した場合は、遅滞なく弊社ま
たは取扱代理店にご通知ください。保険金請求のご案内をいたし
ます。なお、ご通知が遅れますと保険金のお支払いが遅れたり、
保険金の一部がお支払いできないことがありますのでご注意くだ
さい。

事故のご連絡・ご相談は
サービス２４

フリーダイヤル　0120-25-7474
［受付時間：24時間・365日］
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賠償責任保険普通保険約款

第１章　用語の定義条項

第１条（用語の定義）
この約款において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

売上高
保険期間中に、被保険者が販売したすべての商品の税
込対価の総額をいいます。

危険 損害の発生の可能性をいいます。

危険増加

告知事項についての危険が高くなり、この保険契約で
定められている保険料がその危険を計算の基礎として
算出される保険料に不足する状態になることをいいま
す。

告知事項

危険に関する重要な事項のうち、保険契約申込書の記
載事項とすることによって当会社が告知を求めたもの（注）

をいいます。

（注）他の保険契約等に関する事項を含みます。

事故 この約款に付帯する特別約款記載の事故をいいます。

身体の障害 生命または身体を害することをいいます。

損壊 滅失、損傷または汚損することをいいます。

他の保険契約等
この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同
じである他の保険契約または共済契約をいいます。

賃金

保険証券記載の業務に従事する被保険者の使用人に対
して、保険期間中における労働の対価として被保険者
が支払うべき金銭の総額をいい、その名称を問いませ
ん。

月割
12か月に対する月数の割合をいい、未経過期間および
既経過期間において１か月に満たない期間は１か月と
します。

入場者

保険期間中に、有料または無料を問わず保険証券記載
の施設に入場を許された総人員をいいます。ただし、
被保険者と同居する親族および被保険者の業務に従事
する使用人を除きます。

被保険者
保険証券記載の被保険者およびこの約款に付帯する特
別約款または特約記載の被保険者をいいます。

保険期間 保険証券記載の保険期間をいいます。

免責金額
支払保険金の計算にあたって法律上の損害賠償金から
差し引く金額をいいます。免責金額は、被保険者の自
己負担となります。

領収金
保険期間中に、保険証券記載の業務によって被保険者
が領収すべき税込金銭の総額をいいます。

第２章　補償条項

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故により、被保険者が他人の身体の障害またはその財

物の損壊について法律上の損害賠償責任を負担することによって被る
損害に対して、保険金を支払います。

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか

に該当する事由によって生じた事故による損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　保険契約者、被保険者（注１）またはこれらの者の法定代理人の故意
②　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
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これらに類似の事変または暴動（注２）および労働争議
③　地震、噴火、津波、洪水または高潮
④　核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同様とします。）もし
くは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みま
す。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性
に起因する事故

⑤　④に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
⑥　②から⑤までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩
序の混乱に基づいて生じた事故

（注１）保険契約者、被保険者
　　　　�保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取

締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。
（注２）暴動
　　　　�群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の

地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認
められる状態をいいます。

第４条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって被

る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場
合において、その約定によって加重された損害賠償責任

②　被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊について、その
財物に対し正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任

③　被保険者と同居する親族の身体の障害またはこれらの者が所有、
使用または管理する財物の損壊に起因する損害賠償責任

④　被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障
害に起因する損害賠償責任

第５条（損害の範囲）
第２条（保険金を支払う場合）の規定により、当会社が保険金を支

払うべき損害の範囲は、次に規定するものに限ります。
①　法律上の損害賠償金（注）

②　第23条（事故発生時の義務)①に規定する損害の発生または拡大の
防止のために必要または有益であった費用

③　第23条③に規定する権利の保全または行使に必要な手続をするた
めに要した費用

④　第２条の規定により保険金を支払う事故の原因となると思われる
偶然な事故が発生した場合において、損害の発生または拡大の防止
のために必要または有益と認められる手段を講じた後に法律上の損
害賠償責任がないことが判明したときは、その手段を講じたことに
よって要した費用のうち、応急手当、護送、診療、治療、看護その
他緊急措置のために要した費用

⑤　損害賠償に関する争訟について、被保険者が当会社の書面による
同意を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲裁、和解もしくは調
停に要した費用またはその他権利の保全もしくは行使に必要な手続
をするために要した費用

⑥　第26条（当会社による解決）の規定により、被保険者が当会社の
求めに応じて協力するために直接要した費用

（注）法律上の損害賠償金
　　　�被保険者が弁済によって代位取得するものがある場合は、その価

額を差し引くものとします。以下同様とします。

第６条（支払保険金の計算）
(1)　１回の事故につき当会社の支払う保険金の額は、次の算式によって

算出した額とします。ただし、前条①に規定する法律上の損害賠償金
から保険証券に記載された免責金額を差し引いた金額については、保
険証券記載の支払限度額を限度として算出し、前条②から⑥までの費
用については、その全額を支払います（注）。
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前条①に規定
する法律上の
損害賠償金

－
保険証券に
記載された
免責金額

＋
前条②から⑥
までの費用

＝ 保険金の額

（注）全額を支払います
　　　�前条①に規定する法律上の損害賠償金が保険証券に記載された免

責金額を下回る場合であっても、前条②から⑥までの費用は全額
支払うものとします。

(2)　(1)の規定にかかわらず、被保険者が被害者に支払うべき損害賠償金
が保険証券記載の支払限度額を超える場合、前条⑤に規定する費用は、
次の算式によって算出します。

前条⑤に規定
する費用

×
　　　支払限度額　　　

＝ 保険金の額前条①に規定する
法律上の損害賠償金

第３章　基本条項

第７条（保険責任の始期および終期）
(1)　当会社の保険責任は、保険期間の初日の午後４時（保険証券にこれ

と異なる時刻が記載されている場合はその時刻）に始まり、末日の午
後４時に終わります。

(2)　(1)の時刻は、日本国の標準時によるものとします。
(3)　保険期間が始まった後でも、当会社は、保険料領収前に生じた事故

による損害に対しては、保険金を支払いません。

第８条（保険責任のおよぶ地域）
当会社は、日本国内（日本国外における日本船舶内を含みます。）に

おいて生じた事故による損害に対してのみ保険金を支払います。

第９条（告知義務）
(1)　保険契約者または被保険者になる者は、保険契約締結の際、告知事

項について、当会社に事実を正確に告げなければなりません。
(2)　当会社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、告知

事項について、故意または重大な過失によって事実を告げなかった場
合または事実と異なることを告げた場合は、保険契約者に対する書面
による通知をもって、この保険契約を解除することができます。

(3)　(2)の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。
①　(2)に規定する事実がなくなった場合
②　当会社が保険契約締結の際、(2)に規定する事実を知っていた場合
または過失によってこれを知らなかった場合（注）

③　保険契約者または被保険者が、当会社が保険金を支払うべき事故
の発生前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当会社に申し出て、
当会社がこれを承認した場合。なお、当会社が、訂正の申出を受け
た場合において、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に
当会社に告げられていたとしても、当会社が保険契約を締結してい
たと認めるときに限り、これを承認するものとします。

④　当会社が、(2)の規定による解除の原因があることを知った時から
１か月を経過した場合または保険契約締結時から５年を経過した場
合

（注）�(2)に規定する事実を知っていた場合または過失によってこれを
知らなかった場合

　　　�当会社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げる
ことを妨げた場合または事実を告げないこともしくは事実と異な
ることを告げることを勧めた場合を含みます。

(4)　(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であって
も、第17条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、当会社は、
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保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支払ってい
たときは、当会社は、その返還を請求することができます。

(5)　(4)の規定は、(2)に規定する事実に基づかずに発生した事故による
損害については適用しません。

第10条（通知義務）
(1)　保険契約締結の後、告知事項の内容に変更を生じさせる事実（注）が

発生した場合には、保険契約者または被保険者は、遅滞なく、その旨
を当会社に通知しなければなりません。ただし、その事実がなくなっ
た場合には、当会社への通知は必要ありません。

（注）告知事項の内容に変更を生じさせる事実
　　　�告知事項のうち、保険契約締結の際に当会社が交付する書面等に

おいて、この条の適用がある事項として定めたものに関する事実
に限ります。

(2)　(1)の事実の発生によって危険増加が生じた場合において、保険契約
者または被保険者が、故意または重大な過失によって遅滞なく(1)の規
定による通知をしなかったときは、当会社は、保険契約者に対する書
面による通知をもって、この保険契約を解除することができます。

(3)　(2)の規定は、当会社が、(2)の規定による解除の原因があることを
知った時から１か月を経過した場合または危険増加が生じた時から５
年を経過した場合には、適用しません。

(4)　(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であって
も、第17条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、解除にかか
わる危険増加が生じた時から解除がなされた時までに発生した事故に
よる損害に対しては、当会社は、保険金を支払いません。この場合に
おいて、既に保険金を支払っていたときは、当会社は、その返還を請
求することができます。

(5)　(4)の規定は、その危険増加をもたらした事由に基づかずに発生した
事故による損害については適用しません。

(6)　(2)の規定にかかわらず、(1)の事実の発生によって危険増加が生じ、
この保険契約の引受範囲（注）を超えることとなった場合には、当会社は、
保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除す
ることができます。

（注）この保険契約の引受範囲
　　　�保険料を増額することにより保険契約を継続することができる範

囲として、保険契約締結の際に当会社が交付する書面等において
定めたものをいいます。

(7)　(6)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であって
も、第17条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、解除にかか
わる危険増加が生じた時から解除がなされた時までに発生した事故に
よる損害に対しては、当会社は、保険金を支払いません。この場合に
おいて、既に保険金を支払っていたときは、当会社は、その返還を請
求することができます。

第11条（保険契約者の住所変更）
保険契約者が保険証券記載の住所または通知先を変更した場合は、

保険契約者は、遅滞なく、その旨を当会社に通知しなければなりません。

第12条（保険料の精算）
(1)　保険料が、賃金、入場者、売上高または領収金等に対する割合によっ

て定められる場合においては、保険契約者は、保険契約の終了後、遅
滞なく、保険料を確定するために必要な書類を当会社に提出しなけれ
ばなりません。

(2)　当会社は、保険期間中および保険契約終了後１年間に限り、保険料
を算出するために必要な保険契約者または被保険者の書類をいつでも
閲覧することができます。

(3)　(1)または(2)の書類に基づいて算出された保険料と既に領収した保
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険料との間に過不足がある場合は、当会社はその差額を返還または請
求します。

第13条（保険契約の無効）
保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金

を不法に取得させる目的をもって締結した保険契約は無効とします。

第14条（保険契約の取消し）
保険契約者または被保険者の詐欺または強迫によって当会社が保険

契約を締結した場合には、当会社は、保険契約者に対する書面による
通知をもって、この保険契約を取り消すことができます。

第15条（保険契約者による保険契約の解除）
保険契約者は、当会社に対する書面による通知をもって、この保険

契約を解除することができます。

第16条（重大事由による解除）
(1)　当会社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約

者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することが
できます。
①　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、当会社

にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害
を生じさせ、または生じさせようとしたこと。

②　被保険者または保険金を受け取るべき者が、この保険契約に基づ
く保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとしたこと。

③　保険契約者が、次のいずれかに該当すること。
ア．反社会的勢力（注）に該当すると認められること。
イ．反社会的勢力（注）に対して資金等を提供し、または便宜を供与

する等の関与をしていると認められること。
ウ．反社会的勢力（注）を不当に利用していると認められること。
エ．法人である場合において、反社会的勢力（注）がその法人の経営
を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること。

オ．その他反社会的勢力（注）と社会的に非難されるべき関係を有し
ていると認められること。

④　①から③までに掲げるもののほか、保険契約者、被保険者または
保険金を受け取るべき者が、①から③までの事由がある場合と同程
度に当会社のこれらの者に対する信頼を損ない、この保険契約の存
続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

（注）反社会的勢力
　　　�暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反
社会的勢力をいいます。

(2)　当会社は、被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当する場合
には、保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約（注）

を解除することができます。

（注）保険契約
　　　�被保険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。

(3)　(1)または(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合
であっても、次条の規定にかかわらず、(1)①から④までの事由または
(2)の解除の原因となる事由が生じた時から解除がなされた時までに発
生した事故による損害に対しては、当会社は、保険金を支払いません。
この場合において、既に保険金を支払っていたときは、当会社は、そ
の返還を請求することができます。

(4)　保険契約者または被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当す
ることにより(1)または(2)の規定による解除がなされた場合には、(3)
の規定は、次の損害については適用しません。
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①　(1)③アからオまでのいずれにも該当しない被保険者に生じた損害
②　(1)③アからオまでのいずれかに該当する被保険者に生じた法律上

の損害賠償金の損害

第17条（保険契約解除の効力）
保険契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）
(1)　第９条（告知義務）(1)により告げられた内容が事実と異なる場合に

おいて、保険料を変更する必要があるときは、当会社は、変更前の保
険料と変更後の保険料との差に基づき計算した保険料を返還し、また
は追加保険料を請求します。

(2)　危険増加が生じた場合または危険が減少した場合において、保険料
を変更する必要があるときは、当会社は、変更前の保険料と変更後の
保険料との差に基づき計算した、危険増加または危険の減少が生じた
時以後の期間（注）に対する保険料を返還し、または追加保険料を請求
します。

（注）危険増加または危険の減少が生じた時以後の期間
　　　�保険契約者または被保険者の申出に基づく、危険増加または危険

の減少が生じた時以後の期間をいいます。

(3)　(1)または(2)の規定により、追加保険料を請求する場合において、
当会社の請求に対して、保険契約者がその支払を怠ったとき（注１）は、
当会社は、保険金を支払いません（注２）。ただし、危険増加が生じた場
合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による損
害については除きます。この場合において、当会社は、保険契約者に
対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することができ
ます。

（注１）保険契約者がその支払を怠ったとき
　　　　�当会社が、保険契約者に対し追加保険料を請求したにもかかわ

らず、相当の期間内にその支払がなかった場合に限ります。
（注２）当会社は、保険金を支払いません。
　　　　�既に保険金を支払っていた場合は、当会社は、その返還を請求

することができます。

(4)　当会社は、(1)および(2)のほか、保険契約締結の後、保険契約者が
書面をもって保険契約条件の変更を当会社に通知し、承認の請求を行
い、当会社がこれを承認する場合において、保険料を変更する必要が
あるときは、当会社は、変更前の保険料と変更後の保険料との差に基
づき計算した、未経過期間に対する保険料を返還し、または追加保険
料を請求します。

(5)　(4)の規定により、追加保険料を請求する場合において、当会社の請
求に対して、保険契約者が保険契約条件の変更日（注）までにその支払
を怠ったときは、当会社は、追加保険料領収前に生じた事故による損
害に対しては、保険契約条件の変更の承認の請求がなかったものとし
て、この普通保険約款に従い、保険金を支払います。

（注）保険契約条件の変更日
　　　�保険契約者による通知を当会社が受領し、承認した時以後で、保

険契約条件を変更すべき期間の初日をいいます。ただし、その日
がその通知を当会社が受領した日と同じである場合は、当会社が
保険契約条件の変更を承認した時とします。以下同様とします。

第19条（保険料の返還－無効または失効の場合）
(1)　第13条（保険契約の無効）の規定により保険契約が無効となる場合

には、当会社は、保険料を返還しません。
(2)　保険契約が失効（注）となる場合には、当会社は、領収した保険料か

ら既経過期間に対して月割によって計算した保険料を差し引いて、そ
の残額を返還します。
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（注）失効
　　　�保険契約の全部または一部の効力が、保険契約締結後に失われる

ことをいいます。以下同様とします。

(3)　(2)の規定にかかわらず、保険料が賃金、入場者、売上高または領収
金等に対する割合によって定められた保険契約が失効した場合には、
第12条（保険料の精算）(3)の規定によって保険料を精算します。ただ
し、最低保険料の定めがないものとして計算します。

第20条（保険料の返還－取消しの場合）
第14条（保険契約の取消し）の規定により、当会社が保険契約を取

り消した場合には、当会社は、保険料を返還しません。

第21条（保険料の返還－解除の場合）
(1)　第９条（告知義務）(2)、第10条（通知義務）(2)、(6)、第16条（重

大事由による解除）(1)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・
通知義務等の場合）(3)またはこの保険契約に適用される特約の規定に
より、当会社が保険契約を解除した場合には、当会社は、領収した保
険料から既経過期間に対して月割によって計算した保険料を差し引い
て、その残額を返還します。

(2)　第15条（保険契約者による保険契約の解除）の規定により、保険契
約者が保険契約を解除した場合には、当会社は、領収した保険料から
既経過期間に対し、別表に定める短期料率によって計算した保険料を
差し引いて、その残額を返還します。この場合において、保険契約者
が払い込むべき保険料のうち未払込部分があるときは、当会社は、そ
の額を返還する保険料から差し引いて、その残額を返還します。

(3)　(1)および(2)の規定にかかわらず、保険料が賃金、入場者、売上高
または領収金等に対する割合によって定められた保険契約の場合にお
いて、当会社または保険契約者が、第９条(告知義務)、第10条(通知義務)
(2)、(6)、第15条（保険契約者による保険契約の解除）、第16条（重大
事由による解除）(1)または第18条（保険料の返還または請求－告知義
務・通知義務等の場合）(3)の規定により、この保険契約を解除したと
きは、第12条（保険料の精算）(3)の規定によって保険料を精算します。

第22条（調査）
(1)　被保険者は、常に事故の発生を予防するために必要な措置を講ずる

ものとします。
(2)　当会社は、保険期間中いつでも(1)の予防措置の状況を調査し、かつ、

その不備の改善を被保険者に求めることができます。

第23条（事故発生時の義務）
保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、事故が発

生したことを知った場合は、次のことを履行しなければなりません。
①　損害の発生および拡大の防止に努めること。
②　次の事項を遅滞なく、書面で当会社に通知すること。
ア．事故の状況、被害者の住所および氏名または名称
イ．事故発生の日時、場所または事故の状況について証人となる者
がある場合は、その者の住所および氏名または名称

ウ．損害賠償の請求を受けた場合は、その内容
③　他人に損害賠償の請求（注１）をすることができる場合には、その権

利の保全または行使に必要な手続をすること。
④　損害賠償の請求を受けた場合には、あらかじめ当会社の承認を得
ないで、その全部または一部を承認しないこと。ただし、被害者に
対する応急手当または護送その他緊急措置を行う場合を除きます。

⑤　損害賠償の請求についての訴訟を提起し、または提起された場合
は、遅滞なく当会社に通知すること。

⑥　他の保険契約等の有無および内容（注２）について遅滞なく当会社に
通知すること。

⑦　①から⑥までのほか、当会社が特に必要とする書類または証拠と
なるものを求めた場合には、遅滞なく、これを提出し、また当会社
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が行う損害の調査に協力すること。

（注１）損害賠償の請求
　　　　�共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含み

ます。
（注２）他の保険契約等の有無および内容
　　　　�既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場

合には、その事実を含みます。

第24条（事故発生時の義務違反）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理

由がなく前条の規定に違反した場合は、当会社は、次の金額を差し引
いて保険金を支払います。
①　前条①の規定に違反した場合は、発生または拡大を防止すること
ができたと認められる損害の額

②　前条②または⑤から⑦までの規定に違反した場合は、それによっ
て当会社が被った損害の額

③　前条③の規定に違反した場合は、他人に損害賠償の請求（注）をす
ることによって取得することができたと認められる額

④　前条④の規定に違反した場合は、損害賠償責任がないと認められ
る額

（注）損害賠償の請求
　　　�共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含みま

す。

(2)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理
由がなく前条②もしくは⑦の書類に事実と異なる記載をし、またはそ
の書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。

第25条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
(1)　他の保険契約等がある場合であっても、当会社は、この保険契約に

より支払うべき保険金の額を支払います。
(2)　(1)の規定にかかわらず、他の保険契約等により優先して保険金もし

くは共済金が支払われる場合または既に保険金もしくは共済金が支払
われている場合には、当会社は、それらの額の合計額を、損害の額か
ら差し引いた額に対してのみ保険金を支払います。

(3)　(2)の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の
適用がある場合には、そのうち最も低い免責金額を差し引いた額とし
ます。

第26条（当会社による解決）
当会社は、必要と認めた場合は、被保険者に代わって自己の費用で

被害者による損害賠償請求の解決に当ることができます。この場合に
おいて、被保険者は、当会社の求めに応じ、その遂行について当会社
に協力しなければなりません。

第27条（保険金の請求）
(1)　当会社に対する保険金請求権は、被保険者が損害賠償請求権者に対

して負担する法律上の損害賠償責任の額について、被保険者と損害賠
償請求権者との間で、判決が確定した時、または裁判上の和解、調停
もしくは書面による合意が成立した時から発生し、これを行使するこ
とができるものとします。

(2)　被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を請求する
場合は、保険証券に添えて次の書類または証拠のうち、当会社が求め
るものを提出しなければなりません。
①　保険金の請求書
②　損害賠償金にかかわる保険金の請求に関しては、被保険者が損害

賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額を示す示
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談書および損害賠償金の支払または損害賠償請求権者の承諾があっ
たことを示す書類

③　財物の損壊にかかわる保険金の請求に関しては、被害が生じた物
の価額を確認できる書類、修理等に要する費用の見積書（既に支払
がなされた場合は、その領収書とします。）および被害が生じた物の
写真（画像データを含みます。）

④　死亡に関して支払われる保険金の請求に関しては、死亡診断書ま
たは死体検案書、逸失利益の算定の基礎となる収入の額を示す書類
および戸籍謄本

⑤　後遺障害に関して支払われる保険金の請求に関しては、後遺障害
診断書および逸失利益の算定の基礎となる収入の額を示す書類

⑥　傷害に関して支払われる保険金の請求に関しては、診断書、治療
等に要した費用の領収書および休業損害の額を示す書類

⑦　その他当会社が次条(1)に定める必要な事項の確認を行うために欠
くことのできない書類または証拠として、保険契約締結の際に当会
社が交付する書面等において定めたもの

(3)　被保険者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、保険金
の支払を受けるべき被保険者の代理人がいないときは、次のいずれか
に該当する者がその事情を示す書類をもってその旨を当会社に申し出
て、当会社の承認を得たうえで、被保険者の代理人として保険金を請
求することができます。
①　被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注）

②　①に規定する者がいない場合または①に規定する者に保険金を請
求できない事情がある場合には、被保険者と同居または生計を共に
する３親等内の親族

③　①および②に規定する者がいない場合または①および②に規定す
る者に保険金を請求できない事情がある場合には、①以外の配偶者
または②以外の３親等内の親族

（注）配偶者
　　　法律上の配偶者に限ります。以下(3)において同様とします。

(4)　(3)の規定による被保険者の代理人からの保険金の請求に対して、当
会社が保険金を支払った後に、重複して保険金の請求を受けたとして
も、当会社は、保険金を支払いません。

(5)　当会社は、事故の内容、損害の額、損害の程度、傷害の程度等に応じ、
保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者に対して、(2)に
定めるもの以外の書類もしくは証拠の提出または当会社が行う調査へ
の協力を求めることがあります。この場合には、当会社が求めた書類
または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。

(6)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理
由がなく(5)の規定に違反した場合または(2)、(3)もしくは(5)の書類
に事実と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しも
しくは変造した場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害
の額を差し引いて保険金を支払います。

第28条（保険金の支払時期）
(1)　当会社は、請求完了日（注）からその日を含めて30日以内に、当会社

が保険金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払
います。
①　保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の
原因、事故発生の状況、損害または傷害発生の有無および被保険者
に該当する事実

②　保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保
険金が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に
該当する事実の有無

③　保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額また
は傷害の程度、事故と損害または傷害との関係、治療の経過および
内容

④　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約
において定める解除、無効、失効または取消しの事由に該当する事
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実の有無
⑤　①から④までのほか、他の保険契約等の有無および内容、損害に
ついて被保険者が有する損害賠償請求権その他の債権および既に取
得したものの有無および内容等当会社が支払うべき保険金の額を確
定するために確認が必要な事項

（注）請求完了日
　　　�被保険者または保険金を受け取るべき者が前条(2)および(3)の規

定による手続を完了した日をいいます。以下この条において同様
とします。

(2)　(1)の確認をするため、次に定める特別な照会または調査が不可欠な
場合には、(1)の規定にかかわらず、当会社は、請求完了日からその日
を含めて次に定める日数（複数に該当する場合は、そのうち最長の日
数とします。）を経過する日までに保険金を支払います。この場合にお
いて、当会社は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期
を被保険者または保険金を受け取るべき者に対して通知するものとし
ます。
①　(1)①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その
他の公の機関による捜査または調査の結果の照会（注）　180日

②　(1)①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関そ
の他の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会　90日

③　(1)③の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認するた
めの、医療機関による診断、後遺障害の認定にかかわる専門機関に
よる審査等の結果の照会　120日

④　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された災害の被災地域
における(1)①から⑤までの事項の確認のための調査　60日

⑤　(1)①から⑤までの事項の確認を日本国内において行うための代替
的な手段がない場合の日本国外における調査　180日

（注）捜査または調査の結果の照会
　　　�弁護士法（昭和24年法律第205号）に基づく照会その他法令に基

づく照会を含みます。

(3)　(1)および(2)に定める必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保
険者または保険金を受け取るべき者が正当な理由がなくその確認を妨
げ、またはこれに応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場合
を含みます。）には、これにより確認が遅延した期間については、(1)
または(2)の期間に算入しないものとします。

第29条（時　効）
保険金請求権は、第27条（保険金の請求）(1)に定める時の翌日から

起算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。

第30条（先取特権）
(1)　第２条（保険金を支払う場合）の規定により保険金を支払う事故に

かかわる損害賠償請求権者は、被保険者の当会社に対する保険金請求
権（注）について先取特権を有します。

（注）保険金請求権
　　　�第５条（損害の範囲）の費用に対する保険金請求権を除きます。

以下同様とします。

(2)　当会社は、次のいずれかに該当する場合に、保険金の支払を行うも
のとします。
①　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をした後
に、当会社から被保険者に支払う場合（被保険者が賠償した金額を
限度とします。）

②　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前
に、被保険者の指図により、当会社から直接、損害賠償請求権者に
支払う場合
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③　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前
に、損害賠償請求権者が(1)の先取特権を行使したことにより、当会
社から直接、損害賠償請求権者に支払う場合

④　被保険者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前
に、当会社が被保険者に保険金を支払うことを損害賠償請求権者が
承諾したことにより、当会社から被保険者に支払う場合（損害賠償
請求権者が承諾した金額を限度とします。）

(3)　保険金請求権は、損害賠償請求権者以外の第三者に譲渡することは
できません。また、保険金請求権を質権の目的とし、または(2)③の場
合を除いて差し押さえることはできません。ただし、(2)①または④の
規定により被保険者が当会社に対して保険金の支払を請求することが
できる場合を除きます。

第31条（損害賠償請求権者の権利と被保険者の権利の調整）
保険証券記載の支払限度額が、前条(2)②または③の規定により損害

賠償請求権者に対して支払われる保険金と被保険者が第５条（損害の
範囲）の規定により当会社に対して請求することができる保険金の合
計額（注）に不足する場合は、当会社は、被保険者に対する保険金の支
払に先立って損害賠償請求権者に対する保険金の支払を行うものとし
ます。

（注）保険金の合計額
　　　第５条（損害の範囲）②から⑥までの費用を除きます。

第32条（代位）
(1)　損害が生じたことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権（注）

を取得した場合において、当会社がその損害に対して保険金を支払っ
たときは、その債権は当会社に移転します。ただし、移転するのは、
次の額を限度とします。
①　当会社が損害の額の全額を保険金として支払った場合
　　被保険者が取得した債権の全額
②　①以外の場合
　　被保険者が取得した債権の額から、保険金が支払われていない損

害の額を差し引いた額

（注）損害賠償請求権その他の債権
　　　�共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権を含み

ます。

(2)　(1)②の場合において、当会社に移転せずに被保険者が引き続き有す
る債権は、当会社に移転した債権よりも優先して弁済されるものとし
ます。

第33条�（保険契約者または保険金を受け取るべき者が複数の場合の取扱
い）

(1)　この保険契約について、保険契約者または保険金を受け取るべき者
が２名以上である場合は、当会社は、代表者１名を定めることを求め
ることができます。この場合において、代表者は他の保険契約者また
は保険金を受け取るべき者を代理するものとします。

(2)　(1)の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合に
は、保険契約者または保険金を受け取るべき者の中の１名に対して行
う当会社の行為は、他の保険契約者または保険金を受け取るべき者に
対しても効力を有するものとします。

(3)　保険契約者が２名以上である場合には、各保険契約者は連帯してこ
の保険契約に適用される普通保険約款、特別約款および特約に関する
義務を負うものとします。

第34条（訴訟の提起）
この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に

提起するものとします。
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第35条（準拠法）
この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。

別表
　短期料率表

既経過期間 短期料率

７日まで �10％

15日まで �15％

１か月まで �25％

２か月まで �35％

３か月まで �45％

４か月まで �55％

５か月まで �65％

６か月まで �70％

７か月まで �75％

８か月まで �80％

９か月まで �85％

10か月まで �90％

11か月まで �95％

１年まで 100％

附則
(1)　第30条（先取特権）(1)および同条(2)ならびに第31条（損害賠償請

求権者の権利と被保険者の権利の調整）の規定は、保険法（平成20年
法律第56号）の施行日以後に事故が発生した場合に適用します。

(2)　第30条（先取特権）(3)の規定は、保険法の施行日以後に保険金請求
権（注）の譲渡または保険金請求権を目的とする質権の設定もしくは差
押えがされた場合に適用します。

（注）保険金請求権
　　　�保険法の施行日前に発生した事故にかかわるものを除きます。以

下同様とします。
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統合賠償責任保険特別約款
第１条（事故）

この特別約款において、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」
といいます。）第２条（保険金を支払う場合）の「事故」とは、この特
別約款に付帯される基本特約に定める事故をいいます。

第２条（被保険者）
(1)　この契約において「被保険者」とは次の者をいいます。

①　保険証券に被保険者として記載のある者（以下「記名被保険者」
といいます。）

②　記名被保険者が保険証券上任意団体、組合、または共同企業とし
て記載されている場合、その構成員

③　記名被保険者が個人、組合、共同企業のいずれでもない法人の場合、
その役員

④　記名被保険者が個人の場合、その配偶者、同居の親族
(2)　(1)②から④までの者は、記名被保険者の業務に関してのみ被保険者

とします。

第３条（医学用等の原子力危険復活補償）
当会社は、普通約款第３条（保険金を支払わない場合－その１）④

および⑤の規定は、医学的、科学的または産業的利用に供されるラジオ・
アイソトープ（注）の原子核反応または原子核の崩壊については、これ
を適用しません。ただし、その使用、貯蔵または運搬に関し法令違反
があった場合を除きます。

（注）ラジオ・アイソトープ
　　　�ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化合物ならびに

これらの含有物を含みません。

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか

によって被保険者が損害賠償責任を負担することによって被った損害
に対しては、保険金を支払いません。
①　石綿または石綿を含む製品、石綿の代替物質、その代替物質を含
む製品またはカーボンナノチューブ等石綿と同種の有害特性を有す
る物質の発ガン性その他の有害な特性に起因して身体の障害または
財物の損壊が生じたことにより、被保険者が損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害

②　汚染物質（注）の排出、流出、溢
いつ

出または漏出に起因する損害賠償
責任を負担することによって被る損害。

　　ただし、汚染物質の排出、流出、溢
いつ

出または漏出が急激かつ偶然
なものである場合は、これを適用しません。

（注）汚染物質
　　　�固体状、液体状、気体状または熱を帯びた刺激物質および汚濁物

質をいい、煙、蒸気、すす、臭気、酸、アルカリ、化学製品なら
びに廃棄物（再生利用のための物質を含みます。）等を含みます。

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
(1)　当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次の①から③

までの事由（損害賠償請求者がその①から③までの事由を主張した場
合を含みます。）に起因する損害に対しては、保険金を支払いません。
①　年、日付もしくは時刻（以下「日付等」といいます。）のデータま
たは情報の処理、変換もしくは置換に関連して、コンピュータ等（注）

に生じた誤作動または機能喪失
②　日付等の変更に備え、もしくは対処するためにコンピュータ等に
実施した修正（試行を含みます。）またはその修正に関連して与えた
アドバイスもしくは行ったサービス

③　日付等の変更に関する被保険者もしくは第三者による行為、不作

統
合
賠
償
責
任
保
険
特
別
約
款

賠
償
責
任
保
険
普
通
保
険
約
款



22－ －

為または決定に起因して生じた財物または機器の不使用もしくは利
用不能

（注）コンピュータ等
　　　�コンピュータ、データ処理装置もしくはメディア・マイクロチッ

プ、オペレーティング・システム、マイクロプロセッサー（コン
ピュータ・チップ）、集積回路もしくはこれに類似の装置・機器
またはコンピュータ・ソフトウェア（被保険者または第三者のい
ずれの所有であるかを問いません。）をいいます。以下同様とし
ます。

(2)　日付等の変更とは、世紀、年、日付または時刻の変更をいい、コン
ピュータ等の誤作動または機能喪失の発生時期については、それぞれ
の年、日付または時刻の変更時の前後を問いません。

第６条（保険金を支払わない場合－その３）
当会社は、普通約款第８条（保険責任のおよぶ地域）の規定のほか、

国内事故による訴訟が日本国外の裁判所に提起され、その結果、被保
険者が損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保
険金を支払いません。

第７条（防御費用）
(1)　普通約款第5条（損害の範囲）②の「損害の発生または拡大の防止の

ために必要または有益であった費用」とは次のものをいいます。
①　事故再現実験費用、現場保存費用等、事故の原因究明のために要
した費用

②　損害賠償請求対応のための割増賃金等、労働力費用
③　事故対応のための交通費等の対応費用
④　その他損害の発生または拡大を防止するために支出した有益な費
用

(2)　(1)の費用を支出する場合には、(1)②および③の緊急を要する場合
を除き、被保険者はあらかじめ書面により当会社の同意を得なければ
なりません。

(3)　普通約款第６条（支払保険金の計算）（2)の規定にかかわらず、普通
約款第５条（損害の範囲）⑤の争訟費用の全額を支払います。

第８条（保険料の精算規定の不適用）
(1)　当会社は、保険料算出の基礎数値が、次の①または②のいずれかに

該当するときには、保険契約締結時に把握可能な実績（注１）に基づき保
険料を算出します。ただし、実績の把握ができない場合（注２）に限り、
事業計画書またはその他の計画書における予定数値（注３）に基づき保険
料を算出します。
①　保険期間中の売上高、請負金額、賃金総額、領収金、入場者数等、
保険期間中に累積される数値（注４）を使用することとしている場合

②　保険期間中の一定の日における被用者数、在籍者数等の平均値を
使用することとしている場合

（注１）保険契約締結時に把握可能な実績
　　　　�継続事業において直近会計年度（１年間）等における金額また

は数量（定例的に行われる１年未満の短期の事業の場合には、
その直近の事業の実績金額または数量とします。）をいいま
す。

（注２）実績の把握ができない場合
　　　　新規事業、有期個別事業を含みます。
（注３）事業計画書またはその他の計画書における予定数値
　　　　�有期個別事業における請負契約書に基づく請負金額等を含みま

す。
（注４）累積される数値
　　　　課税対象である場合は、税込みの金額をいいます。

(2)　保険契約者または被保険者は、保険契約の締結にあたり(1)の保険料
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算出の基礎数値を申告しなければなりません。
(3)　当会社は、いつでも(1)の保険料算出の基礎数値の申告に用いた資料

の提出を保険契約者または被保険者に求めることができます。
(4)　保険契約者または被保険者の故意または重大な過失により(1)の保険

料算出の基礎数値が、申告されるべき保険料算出の基礎数値に不足す
る場合において、普通約款に定めた規定に基づく解除がなされないと
きは、当会社は、その不足する割合により保険金の支払額を削減します。

(5)　(4)の場合において、既に(4)の規定を適用せずに損害に対して保険
金を支払っていたときは、当会社は、その差額の返還を請求すること
ができます。

(6)　当会社は、普通約款の保険料の精算に関する規定（注）を適用しません。

（注）保険料の精算に関する規定
　　　�保険期間終了後（失効または解除の場合を含みます。）、保険料を

確定するために保険契約者が当会社に提出した書類に基づき算出
された保険料と、既に当会社が領収した保険料の差額を精算する
規定をいいます。

第９条（普通約款の読替え）
当会社は、この保険契約においては、普通約款第21条（保険料の返

還－解除の場合)(2)の規定中「別表に定める短期料率」とあるのは、「月
割」と読み替えて適用します。

第10条（通知等の変更）
この契約が保険法（平成20年法律第56号）第36条第４号の規定に該

当する保険契約の場合、普通約款の規定を、次表のとおり、読み替え
て適用します。

読み替える規定 読替え後の規定

第10条（通知義
務）

(1)�保険契約締結の後、告知事項の内容に変更を生じ
させる事実（注）が発生した場合には、保険契約者
または被保険者は、事実の発生がその責めに帰す
べき事由によるときはあらかじめ、責めに帰すこ
とのできない事由によるときはその発生を知った
後、遅滞なく、その旨を当会社に申し出て、承認
を請求しなければなりません。ただし、その事実
がなくなった場合には、当会社に申し出る必要は
ありません。

（注）告知事項の内容に変更を生じさせる事実
　　　�告知事項のうち、保険契約締結の際に当会社

が交付する書面等においてこの条の適用があ
る事項として定めたものに関する事実に限り
ます。

(2)�(1)の事実がある場合（(4)ただし書の規定に該当
する場合を除きます。）には、当会社は、その事実
について契約内容変更依頼書を受領したと否とを
問わず、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を解除することができます。

(3)�(2)の規定は、当会社が、(2)の規定による解除の
原因があることを知った時から１か月を経過した
場合または(1)の事実が生じた時から５年を経過し
た場合には適用しません。
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読み替える規定 読替え後の規定

第10条（通知義
務）

(4)�(1)に規定する手続を怠った場合には、当会社は、
(1)の事実が発生した時または保険契約者もしくは
被保険者がその発生を知った時から当会社が契約
内容変更依頼書を受領するまでの間に生じた第２
条（保険金を支払う場合）の事故による損害に対
しては、保険金を支払いません。ただし、(1)に規
定する事実が発生した場合において、変更後の保
険料率が変更前の保険料率より高くならなかった
ときを除きます。

(5)�(4)の規定は、(1)の事実に基づかずに発生した第
２条（保険金を支払う場合）の事故による損害に
ついては適用しません。

第21条（保険料
の返還－解除の
場合）(1）

(1)�第９条（告知義務）(2)、第10条（通知義務）(2)、
第16条（重大事由による解除）(1)、第18条（保険
料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（3)またはこの保険契約に適用される特約の規
定により、当会社が保険契約を解除した場合には、
当会社は、領収した保険料から既経過期間に対し
て月割によって計算した保険料を差し引いて、そ
の残額を返還します。

第27条（保険金
の請求）(2)⑦

⑦�　その他当会社が次条(1)に定める必要な事項の確
認を行うために欠くことのできない書類または証拠
として保険契約締結の際に当会社が交付する書類等
において定めたもの

第28条（保険金
の支払時期）

(1)�当会社は、請求完了日（注）からその日を含めて30
日以内に、当会社が保険金を支払うために必要な
次の事項の確認を終え、保険金を支払います。

　①�　保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事
項として、事故の原因、事故発生の状況、損害ま
たは傷害発生の有無および被保険者に該当する事
実

　②�　保険金が支払われない事由の有無の確認に必要
な事項として、保険金が支払われない事由として
この保険契約において定める事由に該当する事実
の有無

　③�　保険金を算出するための確認に必要な事項とし
て、損害の額または傷害の程度、事故と損害また
は傷害との関係、治療の経過および内容

　④�　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項とし
て、この保険契約において定める解除、無効、失
効または取消しの事由に該当する事実の有無

　⑤�　①から④までのほか、他の保険契約等の有無お
よび内容、損害について被保険者が有する損害賠
償請求権その他の債権および既に取得したものの
有無および内容等、当会社が支払うべき保険金の
額を確定するために確認が必要な事項

（注）請求完了日
　　　�被保険者または保険金を受け取るべき者が前

条(2)および(3)の規定による手続を完了した
日をいいます。以下この条において同様とし
ます。
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読み替える規定 読替え後の規定

第28条（保険金
の支払時期）

(2)�(1)の確認をするため、次に掲げる特別な照会また
は調査が不可欠な場合には、(1)の規定にかかわ
らず、当会社は、請求完了日からその日を含めて
次に掲げる日数（複数に該当する場合は、そのう
ち最長の日数とします。）を経過する日までに、保
険金を支払います。この場合において、当会社は、
確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時
期を被保険者に対して通知するものとします。

　①�　(1)①から④までの事項を確認するための、警
察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調
査結果の照会（注）　180日

　②�　(1)①から④までの事項を確認するための、専
門機関による鑑定等の結果の照会　90日

　③�　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用さ
れた災害の被災地域における(1)①から⑤までの
事項の確認のための調査　60日

　④�　(1)①から⑤までの事項の確認を日本国内にお
いて行うための代替的な手段がない場合の日本国
外における調査　180日

　⑤�　損害賠償請求の原因となる事由もしくは事実の
検証・分析を行うために特殊な専門知識・技術を
要する場合、これらの事由もしくは事実が過去の
事例・判例等に鑑みて特殊である場合または同一
の行為による被害者が多数となる等被害が広範囲
におよぶ場合において、(1)①から④までの事項
を確認するための、専門機関による鑑定等の結果
の照会　180日

（注）捜査・調査結果の照会
　　　�弁護士法（昭和24年法律第205号）に基づく

照会その他法令に基づく照会を含みます。

(3)�(2)①から⑤までに掲げる特別な照会または調査を
開始した後、(2)①から⑤までに掲げる期間中に保
険金を支払う見込みがないことが明らかになった
場合には、当会社は、(2)①から⑤までに掲げる期
間内に被保険者との協議による合意に基づきその
期間を延長することができます。

(4)�(1)から(3)までに掲げる必要な事項の確認に際し、
保険契約者または被保険者が正当な理由なくその
確認を妨げ、またはこれに応じなかった場合（必
要な協力を行わなかった場合を含みます。）には、
これにより確認が遅延した期間については、(1)か
ら(3)までの期間に算入しないものとします。

第11条（準用規定）
この特別約款に定めのない事項については、この特別約款の趣旨に

反しないかぎり、普通約款の規定を準用します。
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基本特約Ⅰ施設業務危険補償

第１条（事故）
この特約における「事故」とは、次のいずれかに該当する事故をい

います。
①　被保険者が所有、使用または管理する保険証券記載の施設または
設備（以下「施設」といいます。）に起因して、保険期間中に生じた
偶然な事故

②　被保険者による保険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）
の遂行に起因して、保険期間中に生じた偶然な事故

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）および統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）
に定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接であると
にかかわらず、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　屋根、扉、窓もしくは通風孔等から入る雨または雪等による財物
の損壊に起因する損害賠償責任

②　排水または排気（煙を含みます。）に起因する損害賠償責任
③　次のいずれかの所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。
ただし、仕事が請負事業（注１）である場合における貨物の積込みまた
は積卸し作業を除きます。
ア．航空機
イ．自動車（原動機付自転車を含みます。）
ウ．船舶。ただし、仕事が請負事業でない場合には、施設外の船舶
に限ります。

エ．施設外における車両（原動力が専ら人力である場合を除きます。）
または動物。ただし、仕事が請負事業である場合を除きます。

④　被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占
有を離れ施設外にあるその他の財物に起因する損害賠償責任

⑤　仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は、引渡し）ま
たは放棄の後に、仕事の結果に起因する損害賠償責任（被保険者が
仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もしくは資材
は、仕事の結果から除きます。）

⑥　塵
じんあい

埃または騒音に起因する損害賠償責任
⑦　遊漁船業務（注２）に起因する損害賠償責任
⑧　託児業務（注３）の遂行に起因して、満１歳に満たない者の身体に障

害が生じたことによる損害賠償責任

（注１）請負事業
　　　　次のいずれかに該当する事業をいいます。以下同様とします。
　　　　①　建築、土木、組立その他の工事事業
　　　　②�　建築物設備、機械装置等の回収または維持（メンテナンス）

事業
　　　　③　荷役事業
　　　　④　清掃事業
（注２）遊漁船業務
　　　　�船舶により乗客を漁場に案内し、釣りその他の方法により魚類

その他の水産動物を採捕させる業務のうち、乗客が遊漁船の利
用を開始してから終了するまでの間の業務をいいます。

（注３）託児業務
　　　　�託児、保育、ベビーシッター等の名称を問わず乳幼児をその保

護者から預かることをいいます。

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
(1)　当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が行う
ＬＰガス販売業務の遂行（注）に起因して生じた損害に対しては、保険
金を支払いません。
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（注）ＬＰガス販売業務の遂行
　　　�ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または管理を

含みます。

(2)　(1)のＬＰガス販売業務とは、次の業務をいいます。
①　ＬＰガスの供給およびこれに伴うＬＰガスの製造、貯蔵、充てん、
移動等の業務

②　ＬＰガス容器その他のガス器具（以下「器具」といいます。）の販
売・貸与

③　配管、器具の取付け・取替えの作業
④　器具・導管の点検・修理等の作業

第４条（保険金を支払わない場合－その３）
(1)　当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が次の
①または②に掲げる法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　石油物質が公共水域に流出したことに起因する水の汚染による他

人の財物の損壊に起因する損害賠償責任
②　水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下した
ことに起因する損害賠償責任

(2)　当会社は、特別約款第７条（防御費用）の規定にかかわらず、石油
物質が保険証券記載の施設から流出し、公共水域の水を汚染し、また
はそのおそれがある場合において、処理費用その他損害の発生および
拡大の防止のために要した費用については、被保険者が支出したと否
とにかかわらず、保険金を支払いません。

(3)　石油物質とは、次の①から③に掲げるものをいいます。
①　原油、揮発油、灯油、軽油、重油、潤滑油、ピッチ、タール等の
石油類

②　①記載の石油類より誘導される化成品類
③　①または②に記載された物質を含む混合物、廃棄物および残渣

さ

(4)　公共水域とは、次の①から④までに掲げるものをいいます。
①　海
②　河川法（昭和39年法律第167号）にいう一級河川および二級河川
③　国または都道府県が管理する湖、沼、貯水池
④　運河

(5)　処理費用とは、石油物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処理、
乳化分散処理等に要する費用をいいます。

第５条（保険金を支払わない場合－その４）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者、その
使用人またはその他被保険者の業務の補助者が行う次のいずれかに該
当する行為に起因する損害賠償責任を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。
①　身体の障害の治療・軽減・予防・診察・診断、療養方法の指導、
出産の立会い、死体の検案、診断書・検案書・処方せんの作成・交
付等の医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産または採血

②　法令により、医師もしくは歯科医師、看護師、保健師または助産
師以外の者が行うことを許されていない行為、たんの吸引および経
管栄養

③　医薬品の調剤・投与・販売・供給または医薬品もしくは医療用具
等の治験

④　はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧もしくは柔道整復等ま
たはエステティック等の身体の美容

⑤　次の法律に違反し、または違反するおそれのある行為
ア．医師法（昭和23年法律第201号）
イ．薬事法（昭和35年法律第145号）
ウ．あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭
和22年法律第217号）

エ．柔道整復師法（昭和45年法律第19号）
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⑥　①から⑤に規定する行為のほか、理学療法士、作業療法士、臨床
工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険
労務士、土地家屋調査士、技術士、測量士または獣医師のその資格
に基づく行為

第６条（保険金を支払わない場合－その５）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者または
その下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い
発生した次のいずれかに該当する事由に起因する損害賠償責任を負担
することによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　土地の沈下・隆起・移動・振動もしくは土砂崩れに起因する土地
の工作物、その収容物および付属物、植物または土地の損壊

②　土地の軟弱化もしくは土砂の流出・流入に起因する地上の構築物
（基礎および付属物を含みます。）、その収容物または土地の損壊
③　地下水の増減

第７条（管理財物の範囲）
普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）②に定める「被

保険者が使用または管理する財物」とは次のいずれかに該当するもの
をいいます。

借用財物
有償、無償にかかわらず、被保険者が第三者から借用
中の財物（リース契約により被保険者が占有する財物
を含みます。）

支給財物

発注者等から被保険者に支給された資材・商品等の財
物（仕事の遂行のために使用する目的をもって購入す
る予定で被保険者が管理する財物または被保険者が販
売し販売先等の他人に所有権が移転しているものの、
引渡しもしくは設置が完了していない財物を含みま
す。）

受託財物

(1)�借用財物、支給財物を除き、被保険者が所有また
は賃借する施設において貯蔵・保管・組立・加工・
修理・点検等を目的として被保険者が受託してい
る財物

(2)�借用財物、支給財物、受託財物(1)を除き、被保険
者が運送・荷役・撤去・移設等を目的として受託
している財物

その他管理財物

借用財物、支給財物、受託財物を除き、目的がいかな
る場合でも、現実に被保険者の管理下にある財物。被
保険者が仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に
作業を行っている財物を含みます。

第８条（昇降機に積載した他人の財物に対する補償）
普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定は、

昇降機に積載した他人の財物についてはこれを適用しません。

第９条（施設内専用車危険補償）
(1)　施設内専用車（注１）は、仕事が行われる場所（注２）内に限り、第２条（保

険金を支払わない場合－その１）③イに規定する自動車もしくはエに
規定する車両とはみなしません。

（注１）施設内専用車
　　　　�工事場内および施設内において使用される以下の車両をいいま

す。以下同様とします。
　　　　①�　ブルドーザー、アングルドーザー、タイヤドーザー、スク

レーパー、モーターグレーダー、レーキドーザー、モーター
スクレーパー、ロータリスクレーパー、ロードスクレーパー
（キャリオール）、ロードローラー、除雪用スノーブラウ等排
土または整地機械として使用する工作車
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　　　　②�　パワーショべル、ドラグライン、クラムシェル、ドラグショ
べル、ショべルカー、万能掘削機、スクープモービル、ロッ
カーショべル、パケットローダー、ショべルローダー、その
他万能掘削機械として使用する工作車

　　　　③�　トラッククレーン、クローラクレーン、ホイールクレーン、
クレーンカー、その他揚重機械として使用する工作車

　　　　④�　トラクターショベル、スイングローダー、モートローダー、
フォークリフト、ストラドルキャリア、その他積込機械とし
て使用する工作車

　　　　⑤�　ポータブルコンプレッサー、ポータブルコンべヤー、発電
機自動車、コンクリートポンプ、ワゴンドリル

　　　　⑥�　①から⑤をけん引するトラクター、整地または農耕用トラ
クター

　　　　⑦�　マカダムローラー、タンデムローラー、タイヤローラー、
アスファルトフィニッシャ、その他道路建設用または補修用
機械として使用する工作車

　　　　⑧�　コンクリートミキサーカー、ミキサーモービル、コンクリー
卜アジテーター、生コンクリート運搬自動車、木材防腐加工
自動車、高所作業車、芝刈り機、清掃作業車、除雪車

　　　　⑨�　その他①から⑦に類するもの。ただし、ダンプカーを含み
ません。

　　　　⑩　ゴルフカート
（注２）仕事が行われる場所
　　　　�被保険者が仕事を行っている場所で、不特定多数の人が出入り

することを禁止されている場所をいいます。

(2)　当会社は、(1)に規定する仕事が行われる場所内において発生した同
項に規定する施設内専用車による事故については、普通約款第25条（他
の保険契約等がある場合の保険金の支払額）の規定にかかわらず、(1)
に掲げた施設内専用車に締結すべきもしくは締結されている自賠責保
険契約（注１）または自動車保険契約（注２）により支払われるべき保険金
の合算額を超過する場合に限り、その超過額のみに対して保険金を支
払います。

（注１）自賠責保険契約
　　　　�自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）に基づく責任保

険契約または責任共済契約をいいます。以下同様とします。
（注２）自動車保険契約
　　　　責任共済契約を含みます。以下同様とします。

(3)　普通約款第６条（支払保険金の計算）に規定する免責金額は、(1)に
規定する仕事が行われる場所内において発生した同項に規定する施設
内専用車による事故については、次のいずれか大きい金額とします。
①　自賠責保険契約および自動車保険契約により支払われるべき保険
金の合算額

②　保険証券に記載されたこの特約の免責金額

第10条（工事区域内作業用船舶危険補償）
(1)　当会社は、工事区域内に停泊中（工事遂行上工事区域内のみの短距

離移動を含みます。）の下欄記載のもの（以下、「作業用船舶」といい
ます。）は、第２条（保険金を支払わない場合－その１）③ウに規定す
る船舶とはみなしません。

(2)　(1)に規定する工事区域とは、主たる仕事（工事）区域として明確に
区分され、その工事遂行上必要かつ合理的な区域をいいます。

(3)　当会社は、作業用船舶による事故については、普通約款第25条（他
の保険契約等がある場合の保険金の支払額）の規定にかかわらず、そ
の作業用船舶に船舶保険契約が締結されているときは、その損害の額
がその船舶保険契約により支払われるべき保険金の額を超過する場合
に限り、その超過額のみを保険金として支払います。

(4)　普通約款第６条（支払保険金の計算）に規定する免責金額は、作業
用船舶による事故については、次のいずれか大きい金額とします。
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①　(3)に規定された船舶保険契約により支払われる損害賠償金の額
②　保険証券に記載された免責金額
下欄

浚
しゅんせつ

渫船、杭打船、起重機船、揚
びょう

錨船、艀
はしけ

、台船およびこれらと同等の
作業を行う船舶

第11条（被保険者の追加）
記名被保険者の仕事が請負事業である場合には、特別約款第２条（被

保険者）に規定される者のほか、その仕事に関する限りにおいて、そ
のすべての下請負人を被保険者に含みます。

第12条（保険期間の自動延長－有期個別契約の場合）
この保険契約の対象が特定の一有期個別業務（注）のみである場合に

おいて、保険証券に記載された保険期間内にその業務に関する仕事が
終了しないときは、保険契約者または被保険者は、仕事が終了しない
理由および終了予定日を、遅滞なく、書面で当会社に通知するものとし、
保険期間は、仕事の終了または放棄の時まで自動的に延長されるもの
とします。ただし、正当な理由がなくその通知をしなかった場合もし
くは遅滞した場合または当会社が別段の意思表示をした場合を除きま
す。

（注）一有期個別業務
　　　�建築、土木、組立その他の工事事業で、発注者、工事の名称なら

びに業務の開始および終了時期があらかじめ特定されたひとつの
業務をいいます。

第13条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。
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基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償

第１条（事故）
この特約における「事故」とは、次のいずれかに該当する事故をい

います。
①　被保険者の占有を離れた保険証券記載の財物（以下「生産物」と
いいます。）に起因して、保険期間中に生じた偶然な事故

②　被保険者が行った保険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）
の結果に起因して、仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場
合は、引渡し）または放棄の後、保険期間中に生じた偶然な事故

第２条（一事故の定義）
同一の原因から発生した一連の事故は、発生時間または発生場所が

異なる場合でも一事故とみなします。

第３条（回収措置義務）
(1)　被保険者は、生産物または仕事の目的物の欠陥に基づく事故が発生

した場合、または事故の発生するおそれのあることを知った場合は、
事故の発生または拡大を防止するため遅滞なく生産物または仕事の目
的物について、回収、検査、修理、交換その他の適切な措置（以下「回
収措置」といいます。）を講じなければなりません。

(2)　当会社は、被保険者が正当な理由なく、(1)の回収措置を怠った場合
は、その措置を講じなかったことによって被った損害の額を差し引い
て保険金を支払います。

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）および統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）
に定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接であると
にかかわらず、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　生産物または仕事の欠陥に起因するその生産物または仕事の目的
物の損壊自体（生産物または仕事の目的物の一部の欠陥によるその
生産物または仕事の目的物の他の部分の損壊を含みます。）の損害賠
償責任

②　被保険者が故意もしくは重大な過失により法令に違反して生産、
販売もしくは引き渡した生産物または行った仕事の結果に起因する
損害賠償責任

③　被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置
もしくは資材に起因する損害賠償責任

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
(1)　当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者、その
使用人またはその他被保険者の業務の補助者が行う次のいずれかに該
当する行為の結果に起因する損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　身体の障害の治療・軽減・予防・診察・診断、療養方法の指導、

出産の立会い、死体の検案、診断書・検案書・処方せんの作成・交
付等の医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産または採血

②　法令により、医師もしくは歯科医師、看護師、保健師または助産
師以外の者が行うことを許されていない行為、たんの吸引および経
管栄養

③　医薬品の調剤・投与・販売・供給または医薬品もしくは医療用具
等の治験

④　はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧もしくは柔道整復等ま
たはエステティック等の身体の美容

⑤　次の法律に違反し、または違反するおそれのある行為
ア．医師法（昭和23年法律第201号）
イ．薬事法（昭和35年法律第145号）
ウ．あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭
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和22年法律第217号）
エ．柔道整復師法（昭和45年法律第19号）

⑥　①から⑤に規定する行為のほか、理学療法士、作業療法士、臨床
工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険
労務士、土地家屋調査士、技術士、測量士または獣医師のその資格
に基づく行為

(2)　当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、輸血もしくは
血液製剤から生じた後天性免疫不全症候群、後天性免疫不全症候群の
原因物質またはＢ型もしくはＣ型肝炎に起因する損害賠償責任を被保
険者が負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払いま
せん。

(3)　当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか
に該当する生産物の製造、加工または輸入したこと、または次のいず
れかに該当する生産物に氏名その他の表示をしたことに起因する法律
上の損害賠償責任を被保険者が負担することによって被る損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　体内、体腔内に一時的または継続的に挿入される医療用具および
器具

②　体内移植用医療機械、器具および材料
③　臨床試験用医療用具および器具
④　医薬品
⑤　農薬、殺虫剤、殺菌剤および除草剤
⑥　武器
⑦　たばこ
⑧　化粧品

(4)　当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、土地造成工事、

地盤改良工事、埋立工事、護岸工事または浚
しゅんせつ

渫工事の結果に起因する
損害賠償責任を被保険者が負担することによって被る損害に対して
は、保険金を支払いません。

第６条（保険金を支払わない場合－その３）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、被保険者が支出したと否とにかかわらず、生産物もしくは
仕事の目的物、またはこれらが一部をなす財物につき回収措置が講じ
られた場合に、その措置に要した費用（注）については、保険金を支払
いません。

（注）措置に要した費用
　　　損害賠償金として請求されたものを含みます。

第７条（保険金を支払わない場合－その４）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、生産物または仕
事の結果が、意図した効能または性能を発揮しなかったことに起因す
る損害に対しては、保険金を支払いません。

第８条（保険金を支払わない場合－その５）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が次の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　生産物により製造または生産される財物の損壊に起因する損害賠
償責任

②　生産物を制御装置として使用している財物から製造または生産さ
れるその他の財物の損壊に起因する損害賠償責任

③　仕事の目的物により、製造または生産される財物の損壊に起因す
る損害賠償責任

④　生産物が成分、原材料または部品等として使用された財物（注）の
損壊に起因する損害賠償責任
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（注）成分、原材料または部品等として使用された財物
　　　�生産物が特定の製品の梱包またはコーティングを目的として製造

または販売された場合であって、その目的のとおりに使用された
財物を含みます。

第９条（保険金を支払わない場合－その６）
(1)　当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が行う
ＬＰガス販売業務の結果に起因して生じた損害に対しては、保険金を
支払いません。

(2)　(1)のＬＰガス販売業務とは、次の業務をいいます。
①　ＬＰガスの供給およびこれに伴うＬＰガスの製造、貯蔵、充てん、

移動等の業務
②　ＬＰガス容器その他のガス器具（以下「器具」といいます。）の販
売・貸与

③　配管、器具の取付け・取替えの作業
④　器具・導管の点検・修理等の作業

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。

統
合
賠
償
責
任
保
険
特
別
約
款



34－ －

基本特約Ⅲ保管財物危険補償

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

仕事 保険証券記載の仕事をいいます。

借用財物
有償、無償にかかわらず、第三者から借用中の財物
（リース契約により被保険者が占有する財物を含み
ます。）をいいます。

支給財物

発注者等から被保険者に支給された資材・商品等の
財物（仕事の遂行のために使用する目的をもって購
入する予定で被保険者が管理する財物または被保険
者が販売し販売先等の他人に所有権が移転している
ものの、引渡しもしくは設置が完了していない財物
を含みます。）をいいます。

受託財物

次のいずれかに該当する財物をいいます。
(1)�借用財物および支給財物を除き、被保険者が所

有または賃借する施設において貯蔵・保管・組立・
加工・修理・点検等を目的として被保険者が受
託している財物

(2)�借用財物、支給財物および(1)の財物を除き、被
保険者が運送・荷役・撤去・移設等を目的とし
て受託している財物

その他管理財物

借用財物、支給財物および受託財物を除き、目的が
いかなる場合でも、現実に被保険者の管理下にある
財物（被保険者が仕事を遂行するにあたり、現実か
つ直接的に作業を行っている財物を含みます。）を
いいます。

保管財物

仕事の遂行のために、被保険者が管理する保険証券
記載の財物で、次のいずれかに該当するものをいい
ます。
(1)借用財物
(2)支給財物
(3)受託財物
(4)その他管理財物

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）および同第4

条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわらず、被保
険者が保管財物を損壊し、紛失（注）し、または盗取もしくは詐取され
たこと（以下「事故」といいます。）により、保管財物について正当
な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害（以下「保管財物損害」といいます。）
に対して、保険金を支払います。ただし、被保険者が仕事の遂行の
ために他人から借用した不動産または受託財物である不動産を損壊し、
紛失し、盗取し、または詐取されたことによる損害を含みません。

（注）紛失
　　　誤配による紛失を含みます。

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が次の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　保険契約者、被保険者、被保険者の法定代理人（注）もしくは使用

人または被保険者の同居の親族が行い、または加担した盗取もしく
は詐取に起因する損害賠償責任
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②　被保険者が私的な目的で使用する保管財物の損壊、紛失、盗取ま
たは詐取に起因する損害賠償責任

③　被保険者の使用人が所有し、または私的な目的で使用する保管財
物の損壊、紛失、盗取または詐取に起因する損害賠償責任

④　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石または貴金属等の貴重
品の損壊、紛失または盗取もしくは詐取に起因する損害賠償責任

⑤　原因がいかなる場合でも、自然発火または自然爆発した保管財物
自体の損壊に起因する損害賠償責任

⑥　自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等の損壊
に起因する損害賠償責任

⑦　屋根、扉、窓もしくは通風孔等から入る雨または雪等による保管
財物の損壊に起因する損害賠償責任

⑧　自動車、原動機付自転車またはこれらの付属品の損壊、紛失、盗
取または詐取に起因する損害賠償責任

⑨　保管財物の目減り、原因不明の数量不足に起因する損害賠償責任
⑩　被保険者または被保険者の使用人が保管財物に対して行う修理、
点検または加工中に生じた損害のうち、技術の拙劣または仕上不良
によって生じた損害に起因する損害賠償責任

⑪　受託財物である冷凍品または冷蔵品に起因する損害賠償責任
⑫　被保険者がクリーニング業者である場合において、受託する洗た
く物に起因する損害賠償責任

⑬　動物または植物に起因する損害賠償責任

⑭　美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計書、証書、帳簿または

雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物の損壊、紛失、盗取または詐取に起
因する損害賠償責任

（注）被保険者の法定代理人
　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業

務を執行するその他の機関をいいます。

第４条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、被保険者が保管財物の使用不能に起因する損害賠償責任

（収益減少に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによっ
て被る損害に対しては、保険金を支払いません。

第５条（保険金を支払わない場合－その３）
当会社は、保管財物が委託者に引き渡された日からその日を含めて

２週間を経過した日以降に発見された保管財物の損害に対しては、保
険金を支払いません。

第６条（損害賠償金の範囲）
当会社が保管財物の損害について保険金を支払うべき金額は、被害

を受けた保管財物が、事故の生じた地および時において、もし被害を
受けていなければ有したであろう価額を超えないものとします。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。
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基本特約Ⅳ管理自動車危険補償

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味はそれぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

管理自動車

仕事（自動車運転代行業を除きます。）の遂行の通
常の過程で、被保険者が管理する他人（所有権留保
付売買契約の買主を含みます。）の自動車で、保険
証券に記載された範囲内のものをいいます。ただし、
被保険者の法定代理人（注）もしくは使用人または被
保険者の同居の親族が所有する自動車およびリース
またはレンタル契約により被保険者が借用した自動
車を含みません。

（注）�被保険者が法人である場合は、その理事、
取締役または法人の業務を執行するその他
の機関をいいます。以下「代理人」といい
ます。

仕事 保険証券記載の仕事をいいます。

自動車

(1)�　道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２
条（定義）第２項に定める自動車および同条第
３項に定める原動機付自転車をいいます。

(2)�　(1)に規定する自動車には、これに定着（注１）

または装備（注２）されている物（以下「付属品」
といいます。）を含みます。

(3)�　(2)に規定する付属品には、次に定めるものを
含みません。

�　①　燃料、ボディカバーおよび洗車用品
�　②�　法律、命令、規則または条例等により、自

動車に定着または装備することを禁止されて
いる物

�　③　通常装飾品と見なされる物
�　④　積載物（注３）

（注１）�ボルト、ナットまたはねじ等で固定され
ており、工具等を使用しなければ容易に
取り外せない状態をいいます。

（注２）�自動車の機能を充分に発揮させるために
備品として備えつけられている状態をい
います。

（注３）�積荷および搭乗者の身の回り品を含みま
す。

第２条（保険金を支払う場合）
当社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）および同第４条（保

険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわらず、被保険者が
管理自動車を損壊もしくは紛失（誤配による紛失を含みます。）したこ
と、または盗取もしくは詐取されたこと（以下「管理自動車事故」と
いいます。）により、管理自動車について正当な権利を有する者に対し
て、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害に対して、保険金を支払います。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって被る
損害に対しては、保険金を支払いません。
①　保険契約者、被保険者、被保険者の代理人もしくは使用人または
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被保険者の同居の親族が行い、または加担した盗取もしくは詐取に
起因する損害賠償責任

②　管理自動車の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減少に基づ
く損害賠償責任を含みます。）。ただし、盗取または詐取による場合
を除きます。

③　被保険者、被保険者の代理人もしくは使用人または被保険者の同
居の親族が、私的な目的で管理自動車を使用している間の管理自動
車事故に起因する損害賠償責任

④　管理自動車が委託者に引き渡された後に発見された管理自動車事
故に起因する損害賠償責任

⑤　被保険者の下請負人が管理している間における管理自動車事故に
起因する損害賠償責任

⑥　通常の作業工程上生じた修理、点検もしくは加工の拙劣または仕
上不良等による管理自動車の損壊に起因する損害賠償責任。ただし、
これらの事由によって火災または爆発が発生した場合を除きます。

⑦　管理自動車が法令に定められた運転資格（注１）を持たない者によっ
て運転されている間または酒気を帯びた状態（注２）の運転者によって
運転されている間に生じた管理自動車事故に起因する損害賠償責任

（注１）法令に定められた運転資格
　　　　運転する地における法令によるものをいいます。
（注２）酒気を帯びた状態
　　　　�道路交通法（昭和35年法律第105号）第65条（酒気帯び運転等

の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態をいいます。

第４条（損害賠償金の範囲）
当会社が保険金を支払うべき損害賠償金の額は、事故の生じた地お

よび時における管理自動車の価額（被害を受けた管理自動車と同一の
車種、同年式で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額をいいます。）
を超えないものとします。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。
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「共通の特約」など

◯95　保険料分割払特約（一般用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

提携金融機関
当会社と保険料口座振替の取扱いを提携している金
融機関等をいいます。

年額保険料 この保険契約に定められた総保険料をいいます。

第２条（保険料の分割払）
当会社は、この特約により、保険契約者が年額保険料を保険証券記

載の回数および金額（以下「分割保険料」といいます。）に分割して払
い込むことを、承認します。

第３条（分割保険料の払込方法）
(1)　保険契約者は、この保険契約の締結と同時に第１回分割保険料を払

い込み、第２回目以降の分割保険料については、保険証券記載の払込
期日（以下「払込期日」といいます。）までに払い込まなければなりま
せん。

(2)　保険料払込方式が口座振替による場合、払込期日は、提携金融機関
ごとに当会社の定める期日とします。ただし、払込期日が提携金融機
関の休業日に該当し、保険契約者の指定する口座からの口座振替によ
る第２回目以降の分割保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行わ
れた場合には、当会社は、払込期日に払込みがあったものとみなします。

(3)　保険料払込方式が口座振替による場合で、保険契約者が第２回分割
保険料を払い込むべき払込期日までにその払込みを怠り、かつ、払込
みを怠った理由が、提携金融機関に対して口座振替請求が行われなかっ
たことによるときは、当会社は、第３回分割保険料の払込期日をその
第２回分割保険料の払込期日とみなしてこの特約の規定を適用しま
す。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が保険契約者の責に
帰すべき事由による場合を除きます。

第４条（分割保険料領収前の事故）
保険証券記載の保険期間が始まった後でも、当会社は、前条(1)の第

１回分割保険料を領収する前に生じた事故による損害または傷害に対
しては、保険金を支払いません。

第５条（分割保険料不払により保険金を支払わない場合）
(1)　保険契約者が第２回目以降の分割保険料について、その分割保険料

を払い込むべき払込期日の属する月の翌月末日までにその払込みを
怠った場合は、当会社は、その払込期日の翌日以後に生じた事故によ
る損害または傷害に対しては、保険金を支払いません。

(2)　保険契約者が(1)の分割保険料の払込みを怠ったことについて、故意
および重大な過失がなかったと当会社が認めた場合には、当会社は、「払
込期日の属する月の翌月末日」を「払込期日の属する月の翌々月末日」
に読み替えてこの特約の規定を適用します。

第６条（追加保険料の払込み）
当会社が第８条（保険料の返還または請求）の規定による追加保険

料を請求した場合は、保険契約者は、その全額を一時に当会社に払い
込まなければなりません。

第７条（分割保険料不払の場合の保険契約の解除）
(1)　当会社は、次のいずれかに該当する場合には、この保険契約を解除

することができます。
①　払込期日の属する月の翌月末日までに、その払込期日に払い込ま

れるべき分割保険料の払込みがない場合
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②　払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき分割保険料の
払込みがなく、かつ、その翌月の払込期日（以下「次回払込期日」
といいます。）において、次回払込期日に払い込まれるべき分割保険
料の払込みがない場合

(2)　(1)の解除は、保険契約者に対する書面による通知をもって行うこと
とし、解除の効力は、次の時からそれぞれ将来に向かってのみ生じます。
①�　(1)①による解除の場合は、その分割保険料を払い込むべき払込期
日

②　(1)②による解除の場合は、次回払込期日
(3)　(1)の規定により、当会社が保険契約を解除した場合で、既に領収し

た保険料から、既経過期間に対し月割（注）をもって計算した保険料を
差し引いた残額があるときは、その額を返還します。

（注）月割
　　　�12か月に対する月数の割合をいい、既経過期間において１か月に

満たない期間は１か月とします。

第８条（保険料の返還または請求）
賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）の規定

による保険料の返還または請求にかかる事由が生じた場合には、当会
社は、普通約款の保険料の返還または請求に関する規定にかかわらず、
下表に従い、保険料を返還または請求します。なお、下表に定める未
経過期間および既経過期間において１か月に満たない期間は１か月と
します。ただし、保険料が賃金、入場者、売上高または領収金等に対
する割合によって定められた保険契約の場合は、普通約款第12条（保
険料の精算）(3)の規定に準じて保険料を精算します。

返還または請求に関す
る規定

返還または請求の方法

１ 普通約款第18条（保険
料の返還または請求－
告知義務・通知義務等
の場合）(1)の規定に
より保険料を返還また
は請求する必要がある
場合

当会社は、既に領収した保険料について、
変更前の年額保険料と変更後の年額保険料
との差に基づき算出した保険料を返還また
は請求します。

２ 普通約款第18条（保険
料の返還または請求－
告知義務・通知義務等
の場合）(2)の規定に
より保険料を返還また
は請求する必要がある
場合

(1)年額保険料が減額となるとき
当会社は、既経過期間（注）以降の期間
に対応する分割保険料について、危険
の減少後の条件に基づいて計算された
分割保険料に変更します。

（注）既経過期間
　　　�保険契約者または被保険者の申出

に基づく、危険の減少が生じた時
までの期間をいいます。

(2)年額保険料が増額となるとき
当会社は、変更前の年額保険料と変更
後の年額保険料との差に基づき、未経
過期間（注１）に対し月割（注２）をもって
計算した保険料を一時に請求します。

（注１）未経過期間
　　　　�保険契約者または被保険者の申

出に基づく、危険の増加が生じ
た時以降の期間をいいます。

（注２）月割
　　　　�12か月に対する月数の割合をい

います。
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返還または請求に関す
る規定

返還または請求の方法

３ 普通約款第18条（保険
料の返還または請求－
告知義務・通知義務等
の場合）(4)の規定に
より保険料を返還また
は請求する必要がある
場合

(1)年額保険料が減額となるとき
当会社は、既経過期間以降の期間に対
応する分割保険料について、変更後の
条件に基づいて計算された分割保険料
に変更します。

(2)年額保険料が増額となるとき
当会社は、変更前の保険料と変更後の
保険料との差に基づき、未経過期間に
対し月割（注）をもって計算した保険料
を一時に請求します。

（注）月割
　　　�12か月に対する月数の割合をいい

ます。

４ 普通約款第19条（保険
料の返還－無効または
失効の場合）(1)の規
定に該当する場合

当会社は、保険料を返還しません。

５ 普通約款第19条（保険
料の返還－無効または
失効の場合）(2)の規
定により保険料を返還
する必要がある場合

当会社は、既に領収した保険料から既経過
期間に対し月割（注）をもって算出した保険
料を差し引いて、その残額を返還します。

（注）月割
　　　�12か月に対する月数の割合をいい

ます。

６ 普通約款第20条（保険
料の返還－取消しの場
合）の規定に該当する
場合

当会社は、保険料を返還しません。

７ 普通約款第21条（保険
料の返還－解除の場
合）(1)の規定により
保険料を返還する必要
がある場合

当会社は、既に領収した保険料から既経過
期間に対し、月割（注）をもって算出した保
険料を差し引いて、その残額を返還します。

（注）月割
　　　�12か月に対する月数の割合をいい

ます。

８ 普通約款第21条（保険
料の返還－解除の場
合）(2)の規定により
保険料を返還する必要
がある場合

(1)�当会社は、既に領収した保険料から既
経過期間に対し、月割（注）をもって算
出した保険料を差し引いて、その残額
を返還します。

（注）月割
　　　�12か月に対する月数の割合をいい

ます。

(2)�(1)の規定にかかわらず、この保険契約
に付帯された特別約款または特約に契
約者からの解除請求に対し保険料を返
還しない旨の規定がある場合には、当
会社は、年額保険料から既に領収した
保険料を差し引いて、その残額を一時
に請求します。ただし、この保険契約
の保険契約者がこの保険契約と被保険
者を同一とし、かつ、この保険契約を
解除した日を保険期間の初日とする保
険契約を当会社と締結する場合を除き
ます。
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◯96　保険料分割払特約（大口用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

月割
12か月に対する月数の割合をいい、既経過期間にお
いて１か月に満たない期間は１か月とします。

提携金融機関
当会社と保険料口座振替の取扱いを提携している金
融機関等をいいます。

年額保険料 この保険契約に定められた総保険料をいいます。

第２条（保険料の分割払）
当会社は、この特約により、保険契約者が年額保険料を保険証券記

載の回数および金額（以下「分割保険料」といいます。）に分割して払
い込むことを、承認します。

第３条（分割保険料の払込方法）
(1)　保険契約者は、この保険契約の締結と同時に第１回分割保険料を払

い込み、第２回目以降の分割保険料については、保険証券記載の払込
期日（以下「払込期日」といいます。）までに払い込まなければなりま
せん。

(2)　保険料払込方式が口座振替による場合、払込期日は、提携金融機関
ごとに当会社の定める期日とします。ただし、払込期日が提携金融機
関の休業日に該当し、保険契約者の指定する口座からの口座振替によ
る第２回目以降の分割保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行わ
れた場合には、当会社は、払込期日に払込みがあったものとみなします。

(3)　保険料払込方式が口座振替による場合で、保険契約者が第２回分割
保険料を払い込むべき払込期日までにその払込みを怠り、かつ、払込
みを怠った理由が、提携金融機関に対して口座振替請求が行われなかっ
たことによるときは、当会社は、第３回分割保険料の払込期日をその
第２回分割保険料の払込期日とみなしてこの特約の規定を適用しま
す。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が保険契約者の責に
帰すべき事由による場合を除きます。

第４条（分割保険料領収前の事故）
保険証券記載の保険期間が始まった後でも、当会社は、前条(1)の第

１回分割保険料を領収する前に生じた事故による損害または傷害に対
しては、保険金を支払いません。

第５条（分割保険料不払により保険金を支払わない場合）
(1)　保険契約者が第２回目以降の分割保険料についてその分割保険料を

払い込むべき払込期日の属する月の翌月末日までにその払込みを怠っ
た場合は、当会社は、その払込期日の翌日以後に生じた事故による損
害に対しては、保険金を支払いません。

(2)　保険契約者が(1)の分割保険料の払込みを怠ったことについて、故意
および重大な過失がなかったと当会社が認めた場合には、当会社は、「払
込期日の属する月の翌月末日」を「払込期日の属する月の翌々月末日」
に読み替えてこの特約の規定を適用します。

第６条（追加保険料の払込み）
当会社が賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）

の規定による追加保険料を請求した場合は、保険契約者は、その全額
を一時に当会社に払い込まなければなりません。

第７条（分割保険料不払の場合の保険契約の解除）
(1)　当会社は、次のいずれかに該当する場合には、この保険契約を解除

することができます。
①　払込期日の属する月の翌月末日までに、その払込期日に払い込ま

れるべき分割保険料の払込みがない場合
②　払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき分割保険料の
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払込みがなく、かつ、その翌月の払込期日（以下「次回払込期日」
といいます。）において、次回払込期日に払い込まれるべき分割保険
料の払込みがない場合

(2)　(1)の解除は、保険契約者に対する書面による通知をもって行うこと
とし、解除の効力は、次の時からそれぞれ将来に向かってのみ生じます。
①　(1)①による解除の場合は、その分割保険料を払い込むべき払込期
日

②　(1)②による解除の場合は、次回払込期日
(3)　(1)の規定により、当会社が保険契約を解除した場合で、既に領収し

た保険料から、既経過期間に対し月割をもって計算した保険料を差し
引いた残額があるときは、その残額を返還します。

第８条（保険料の返還または請求－解除の場合）
普通約款第21条（保険料の返還－解除の場合）(2)の規定により保険

料を返還する必要がある場合には、普通約款の規定にかかわらず、当
会社は、既に領収した保険料から既経過期間に対し、月割をもって算
出した保険料を差し引いて、その残額を返還します。ただし、保険料
が賃金、入場者、売上高または領収金等に対する割合によって定めら
れた保険契約の場合は、普通約款第12条（保険料の精算）(3)の規定に
準じて保険料を精算します。

第９条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款の規定を準用します。

◯1Y ◯7Y ◯8Y　初回保険料の払込みに関する特約

第１条（特約の適用）
(1)　この特約は、保険契約締結の際に、当会社と保険契約者との間に、

あらかじめ次に掲げる保険料（以下「初回保険料」といいます。）を口
座振替の方法または当会社が定める口座振替以外の方法のいずれかに
より払い込むことについての合意がある場合に適用します。
①　保険料の払込方法が一時払の場合には一時払保険料または一時払

暫定保険料
②　保険契約に保険料を分割して払い込むことを承認する特約が適用
されている場合には第１回分割保険料

③　保険期間が１年を超える長期契約で保険料の払込方法が一時払以
外の場合には第１回保険料または第１回暫定保険料（注）

（注）第１回保険料または第１回暫定保険料
　　　�保険料の払込方法が一部一時払の場合の一時払保険料と将来の保

険料の全額を同時に前納する場合のその保険料とを含みます。

(2)　保険契約者が口座振替の方法により、この特約の適用を受けようと
する場合は、次に掲げる条件をいずれも満たすことを要します。
①　保険契約者の指定する口座（以下「指定口座」といいます。）が、
提携金融機関（注）に、保険証券記載の保険期間（以下「保険期間」
といいます。）の初日までに設定されていること。

②　この保険契約の締結および保険契約者から当会社への当会社所定
の損害保険料口座振替依頼書の提出が、保険期間の初日までになさ
れていること。

（注）提携金融機関
　　　�当会社と保険料口座振替の取扱いを提携している金融機関等をい

います。以下同様とします。

(3)　保険契約者が口座振替以外の方法により、この特約の適用を受けよ
うとする場合は、保険契約の締結が、保険期間の初日までになされて
いることを要します。
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第２条（初回保険料の払込み）
(1)　口座振替による初回保険料の払込みは、提携金融機関ごとに当会社

の定める日（以下「初回保険料払込期日」といいます。）に、指定口座
から当会社の口座に振り替えることによって行うものとします。

(2)　初回保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、指定口座か
らの振替による初回保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われ
た場合には、当会社は、初回保険料払込期日に払込みがあったものと
みなします。

(3)　保険契約者は、初回保険料払込期日の前日までに初回保険料相当額
を指定口座に預け入れておかなければなりません。

(4)　口座振替以外の方法による初回保険料の払込みの場合の初回保険料
払込期日は、当会社所定の期日とします。

(5)　この保険契約に保険料を分割して払い込むことを承認する特約が適
用されており、保険料払込方法が月払の場合で、初回保険料払込期日
が保険期間の初日の属する月の翌月となるときは、当会社は、初回保
険料および第２回保険料を同時に指定口座から当会社の口座に振り替
えます。

(6)　初回保険料払込期日に初回保険料の払込みが行われなかった場合に
は、保険契約者は、初回保険料を初回保険料払込期日の属する月の翌
月末日（以下「払込期限」といいます。）までに、当会社の指定した場
所に払い込まなければなりません。

(7)　保険契約者が(6)の初回保険料の払込みを怠ったことについて、故意
または重大な過失がなかったと当会社が認めた場合には、当会社は、「初
回保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「初回保険料払込期日の
属する月の翌々月末日」に読み替えてこの特約の規定を適用します。

第３条（初回保険料払込前の事故）
(1)　当会社は、保険契約者が払込期限までに初回保険料を払い込んだ場

合は、初回保険料払込前の事故（その原因を含みます。）に対して、こ
の特約が付帯された普通保険約款およびこれに付帯された他の特約に
定める保険料領収前に生じた事故の取扱いに関する規定を適用しませ
ん。

(2)　(1)の規定により、被保険者または保険金を受け取るべき者が、初回
保険料払込前の事故（その原因を含みます。）に対して保険金の支払を
受ける場合には、保険契約者は、その支払を受ける以前に、初回保険
料を当会社に払い込まなければなりません。

第４条（初回保険料不払の場合の保険契約の解除）
(1)　当会社は、第２条（初回保険料の払込み）に規定する払込期限まで

に初回保険料の払込みがない場合には、この保険契約を解除すること
ができます。

(2)　当会社は、(1)の解除を行う場合には、保険契約者に対する書面によ
りその旨を通知します。この場合の解除は保険期間の初日から将来に
向かってその効力を生じます。

第５条（継続に関する特約との関係）
この保険契約がこれに付帯された保険契約の自動継続に関する特約

の規定により継続される場合には、継続された保険契約については、
この特約を適用しません。

第６条（付帯される普通保険約款による読替規定）
この特約が下記の普通保険約款に付帯される場合は、第３条（初回

保険料払込前の事故）に規定する「事故（その原因を含みます。）」を
以下のとおり読み替えます。
①　医療費用保険普通保険約款－入院（その原因を含みます。）
②　失業時支援保険普通保険約款－失業（その原因を含みます。）
③　所得補償保険普通保険約款－就業不能、傷害または損害（その原
因を含みます。）

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない
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かぎり、普通保険約款およびこれに付帯された特別約款ならびに特約
の規定を準用します。

◯6M　確定精算（保険期間末日）特約

第１条（保険料不精算条項の不適用）
統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）第８条

（保険料の精算規定の不適用）の規定にかかわらず、当会社および保険
契約者は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）
の規定に従って、保険期間終了後に保険料の確定精算を行うものとし
ます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。

◯6K　確定精算（直近会計年度末）特約

第１条（保険料算出の基礎）
当会社は、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいま

す。）第８条（保険料の精算規定の不適用）の規定にかかわらず、保
険料算出基礎に係る同条(1)に記載の①および②のそれぞれの場合につ
き、次の方法により保険料算出の基礎数値を把握します。
①　同条(1)①に記載の場合
　　保険契約満期日（注）以前の把握可能な直近会計年度（１年間）の

その累積値
②　同条(1)②に記載の場合
　　保険契約満期日（注）以前の把握可能な直近会計年度（１年間）の
その平均値

（注）保険契約満期日
　　　�この特約が付帯された保険契約が満期日より前に、失効、解約ま

たは解除となった場合は、その失効、解約または解除の日としま
す。

第２条（保険料の精算）
(1)　保険契約者または被保険者は、前条の保険料算出基礎数値を把握す

るために必要な資料を当会社に提出しなければなりません。
(2)　当会社は、保険期間中および保険契約終了後１年間に限り、保険料

を算出するために必要な保険契約者または被保険者の書類をいつでも
閲覧することができます。

(3)　(1)または(2)の書類に基づいて算出された保険料と既に領収した保
険料との間に過不足がある場合は、当会社はその差額を返還または請
求します。

第３条（保険料の精算－失効、解約または解除の場合）
この特約が付帯された保険契約が失効、解約または解除の対象となっ

た場合には、当会社は、次の算式より算出した保険料を確定保険料とし、
既に領収した保険料との差額を返還または請求します。

確定保険料 ＝
第１条（保険料算出の基礎）に
定める保険料算出の基礎数値に
基づいて算出した保険料

×
既経過日数

365

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款および特別約款の規定を準用しま
す。
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◯6L　確定精算（C）特約

第１条（保険料算出の基礎）
当会社は、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいま

す。）第８条（保険料の精算規定の不適用）の規定にかかわらず、保
険料算出基礎に係る同条(1)に記載の①および②のそれぞれの場合につ
き、次の方法により保険料算出の基礎数値を把握します。
①　同条(1)①に記載の場合
　　保険契約満期日（注）の３か月前の応当日が属する月の末日から過

去１年間のその累積値
②　同条(1)②に記載の場合
　　保険契約満期日（注）の３か月前の応当日が属する月の末日時点か
ら過去１年間のその平均値

（注）保険契約満期日
　　　�この特約が付帯された保険契約が満期日より前に、失効、解約ま

たは解除となった場合は、その失効、解約または解除の日としま
す。

第２条（保険料の精算）
(1)　保険契約者または被保険者は、前条の保険料算出基礎数値を把握す

るために必要な資料を当会社に提出しなければなりません。
(2)　当会社は、保険期間中および保険契約終了後１年間に限り、保険料

を算出するために必要な保険契約者または被保険者の書類をいつでも
閲覧することができます。

(3)　(1)または(2)の書類に基づいて算出された保険料と既に領収した保
険料との間に過不足がある場合は、当会社はその差額を返還または請
求します。

第３条（保険料の精算－失効、解約または解除の場合）
この特約が付帯された保険契約が失効、解約または解除の対象となっ

た場合には、当会社は、次の算式より算出した保険料を確定保険料とし、
既に領収した保険料との差額を返還または請求します。

確定保険料 ＝
第１条（保険料算出の基礎）に
定める保険料算出の基礎数値に
基づいて算出した保険料

×
既経過日数

365

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款および特別約款の規定を準用しま
す。

◯A7　契約成績による保険料返還に関する特約

当会社は、特約等（注１）の規定に基づき、保険期間終了後、保険契約
の損害率（注２）または事故の有無により保険料の返還を行うことがあり
ます。

（注１）特約等
　　　　�この特約が付帯された保険契約に適用される特約書または他の

特約等をいいます。
（注２）損害率
　　　　�この保険契約の保険料に対するこの保険契約の支払保険金（未

払金がある場合はこれを含みます。）の割合をいい、特段の定
めがある場合はこれに従います。

統
合
賠
償
責
任
保
険
特
別
約
款



46－ －

共同保険に関する特約

第１条（独立責任）
この保険契約は、保険証券記載の保険会社（以下「引受保険会社」

といいます。）による共同保険契約であって、引受保険会社は、保険証
券記載のそれぞれの保険金額または引受割合に応じて、連帯すること
なく単独別個に、保険契約上の権利を有し、義務を負います。

第２条（幹事保険会社の行う業務）
保険契約者が保険契約の締結に際しこの保険契約の幹事保険会社と

して指名した保険会社は、すべての引受保険会社のために次の事項に
関する業務を行います。
①　保険契約申込書の受領ならびに保険証券等の発行および交付
②　保険料の収納および受領または返還
③　保険契約の内容の変更の承認または保険契約の解除
④　保険契約上の規定に基づく告知または通知に係る書類等の受領お
よびその告知または通知の承認等

⑤　保険金請求権等の譲渡の通知に係る書類等の受領およびその譲渡
の承認または保険金請求権等の上の質権の設定、譲渡もしくは消滅
の通知に係る書類等の受領およびその設定、譲渡もしくは消滅の承
認

⑥　保険契約の変更手続に係る承認書の発行および交付または保険証
券に対する裏書等

⑦　保険の対象その他の保険契約に係る事項の調査
⑧　事故発生もしくは損害発生の通知に係る書類等の受領または保険
金請求に関する書類等の受領

⑨　損害の調査、損害の査定、保険金等の支払および引受保険会社の
権利の保全

⑩　その他①から⑨までの事務または業務に付随する事項

第３条（幹事保険会社の行為の効果）
この保険契約に関し幹事保険会社が行った前条に掲げる業務は、す

べての引受保険会社がこれを行ったものとみなします。

第４条（保険契約者等の行為の効果）
この保険契約に関し保険契約者、被保険者または保険金を受け取る

べき者等が保険契約上の規定に基づいて幹事保険会社に対し行った通
知その他の行為は、すべての引受保険会社に対して行われたものとみ
なします。
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基本特約Ⅰに付帯される特約

◯3Q　事故対応費用補償特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

事故

普通約款、特別約款、基本特約Ⅰおよび基本特約Ⅰ
に付帯される他の特約（以下「基本特約Ⅰ等」とい
います。）により、保険金の支払対象となる可能性
のある事故をいいます。

事故対応費用
事故の対応のために要した訴訟対応費用、初期対応
費用、身体障害見舞費用で事故の解決のために有益
かつ必要と当会社が認めた費用をいいます。

初期対応費用

被保険者が事故の緊急な対応のために直接要した次
の費用であって、その額および使途が社会通念上妥
当なものをいいます。
①�事故現場の保存費用、事故状況調査・記録・写真
撮影費用または事故原因の調査費用

②事故現場の取片づけ費用
③�被保険者または被保険者の使用人を事故現場に派
遣するために必要な交通費、宿泊費等の費用

④通信費用
⑤その他①から④までに準ずる費用
⑥弁護士相談費用

身体障害見舞費用

事故による損害が他人の身体障害である場合におい
て、その身体の障害について被保険者が支払う見舞
金（香典を含みます。）または見舞品の購入費用を
いいます。

訴訟対応費用

第三者から被保険者に対して提起された損害賠償金
の支払を求める訴訟に対して対応を行うために直接
要した次の費用であって、その額および使途が社会
通念上妥当なものをいいます。
①�被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用
費用

②�被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊
費

③増設コピー機のリース費用
④�被保険者が自ら行う、または外部の実験機関に委
託して行う事故の再現実験費用

⑤事故原因調査費用
⑥訴訟に関する必要な文書の作成にかかる費用

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故が発生し、その結果として他人の身体障害または財

物の損壊が発生した場合において、被保険者が事故対応費用を負担す
ることによって被る損害に対して、この特約に従って、事故対応費用
保険金を支払います。

第３条（他の費用保険金との関係）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰ等により事故対応

費用に該当する費用が支払われる場合は、重複して事故対応費用保険
金を支払いません。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約により当会社が支払うべき事故対応費用の額は、別表１に
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記載された額を限度とします。
(2)　この特約の免責金額は、別表２に記載された額とします。
(3)　当会社がこの特約により支払った事故対応費用の額は、基本特約Ⅰ

の支払限度額には含みません。

第５条（身体障害見舞費用の請求）
(1)　当会社に対する身体障害見舞費用の保険金請求権は、第１条（用語

の定義）に定める身体障害見舞費用を支払った時から発生し、これを
行使することができるものとします。

(2)　被保険者が身体障害見舞費用の保険金の支払を受けようとする場合
は、普通約款第27条（保険金の請求）(2)に規定する書類のほかに、被
保険者が支払った見舞金に係る被害者の受領書等、被保険者の支払を
証明する書類を当会社に提出しなければなりません。

(3)　(2)の書類に故意に事実と異なる記載をし、もしくは事実を記載しな
かった場合、またはその書類を偽造もしくは変造した場合は、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。ただし、普通約款第16条（重大事由による解除）の規定により当
会社がこの保険契約を解除した場合を除きます。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰ等の規定を準用します。

別表１　支払限度額

身体障害見舞費用 １回の事故・１名につき10万円

事故対応費用

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
ただし、第１条（用語の定義）に定める初期対応費
用⑥の弁護士相談費用については、１回の事故につ
き、５万円を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害または財物
損壊の支払限度額のいずれか低い額。ただし、保
険期間中の支払限度額が設定されている場合で、
残存支払限度額がそれぞれの支払限度額を下回る
ときには、その額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払
限度額として、これと異なる額が記載されている
場合にはその額とします。

別表２　免責金額

０円

◯6P　被害事故弁護士費用等補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

記名被保険者
保険証券に被保険者として記載のある者をいいま
す。

財物損壊被害
記名被保険者が仕事の遂行のために所有、使用また
は管理する財物が損壊または盗取されることをいい
ます。

仕事 保険証券記載の仕事をいいます。
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用　　語 定　　義

身体障害被害

被害者が仕事に従事している間（通勤途上を含みま
す。）に被った身体の障害をいいます。ただし、次
のものを含みません。
①日射、熱射または精神的衝動による障害
②�被害者が症状を訴えている場合であっても、それ
を裏付けるに足りる医学的他覚所見（注）のないも
の

（注）医学的他覚所見
　　　�理学的検査、神経学的検査、臨床検査、画

像審査等により認められる異常所見をいい
ます。

被害事故
日本国内において発生した急激かつ偶然な外来の事
故により被害を受けることをいいます。

賠償義務者
被害にかかわる法律上の損害賠償請求を受ける者を
いいます。

被害 身体障害被害または財物損壊被害をいいます。

被害者

次の者をいいます。
①　記名被保険者
②�　記名被保険者が保険証券上、任意団体、組合ま
たは共同企業として記載されている場合、その構
成員

③�　記名被保険者が個人、組合、共同企業のいずれ
でもない法人の場合、その役員および被用者

④�　記名被保険者が個人の場合、その被用者および
家族従業者

被保険者

(1)�　特別約款第２条（被保険者）および基本特約Ⅰ
第11条（被保険者の追加）の規定にかかわらず、
この特約において、次の者をいいます。

�　①　被害者
�　②�　①に規定する者が個人である場合における、

その者の法定相続人。ただし、①に規定する
者が死亡した場合に限ります。

(2)�　(1)①の者は、記名被保険者の仕事に関しての
み被保険者とします。

弁護士費用

被保険者が委任した弁護士等（注１）および裁判所ま
たはあっせん・仲裁機関（注２）に対して、支出する
次の費用をいいます。ただし、あらかじめ当会社の
同意を得て支出した費用に限ります。
①　弁護士等への報酬
②　訴訟費用
③　仲裁、和解または調停に必要とした費用

（注１）弁護士等
　　　　�弁護士、司法書士または行政書士をいい

ます。以下同様とします。
（注２）あっせん・仲裁機関
　　　　�申立人の申立に基づき和解のためのあっ

せんまたは仲裁を行うことを目的として
弁護士会等が運営する機関をいいます。

法律相談

法律上の損害賠償請求に関する次の行為をいい、口
頭による鑑定、電話による相談またはこれらに付随
する手紙等の書面の作成もしくは連絡等、一般的に
その資格者の行う相談の範囲内と判断することが妥
当である行為を含みます。
①　弁護士が行う法律相談
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用　　語 定　　義

法律相談

②�　司法書士が行う、司法書士法（昭和25年法律第
197号）第３条第１項第５号および同項第７号に
定める相談

③�　行政書士が行う、行政書士法（昭和26年法律第
４号）第１条の３第３号に定める相談

法律相談費用
法律相談の対価として弁護士等に支払われるべき費
用をいいます。ただし、あらかじめ当会社の同意を
得て支出した費用に限ります。

保険金
弁護士費用保険金および法律相談費用保険金をいい
ます。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ

らず、次の①の損害に対して弁護士費用保険金を、②の損害に対して
法律相談費用保険金を支払います。
①　被害者の被った被害事故について、被保険者が法律上の損害賠償

請求を行う場合に弁護士費用を負担することによって被る損害
②　被害者の被った被害事故について、被保険者が法律相談を行う場
合に法律相談費用を負担することによって被る損害

(2)　当会社は、（1)①および②の損害に対しては、被害事故が保険期間中
に発生した場合にのみ、保険金を支払います。

(3)　当会社は、同一の原因によって発生した一連の被害事故は、被害事
故が生じた地および時、賠償義務者の数等にかかわらず、１回の被害
事故とみなし、その最初の被害事故が発生した時にすべての被害事故
が発生したものとみなします。

第３条（保険金の支払額）
当会社が支払うべき保険金の額は、次の算式によって算出した額と

します。ただし、１回の被害事故および保険期間中につき、100万円を
限度とします。

保険金の額 ＝
弁護士費用およ
び法律相談費用

－

弁護士費用および法律相談費
用のうち、普通約款、特別約
款および基本特約Ⅰ等、この
保険契約に適用される他の規
定により支払われるものがあ
る場合はその支払われる額

第４条（個別適用）
この特約の規定は、それぞれの被保険者ごとに個別に適用します。

ただし、これにより、前条ただし書きの当会社が支払うべき保険金の
限度額を増額するものではありません。

第５条（保険金を支払わない場合―その１）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか

に該当する事由によって生じた損害に対しては、保険金を支払いませ
ん。
①　保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の故意また
は重大な過失

②　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動（注１）

③　地震、噴火、津波、洪水または高潮
④　核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同様とします。）もし

くは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みま
す。）の放射性、爆発性その他の有害な特性の作用またはこれらの特
性に起因する事故

⑤　④に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
⑥　②から⑤までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩
序の混乱に基づいて生じた事故

⑦　差押え、収用、没収、破壊等国または公共団体の公権力の行使
⑧　被害者に対する刑の執行
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⑨　被害者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為
⑩　被害者が航空機、船舶または車両（注２）に搭乗中に生じた事故
⑪　被害者の妊娠、出産、早産または流産
⑫　被害者の相互間の事故

（注１）暴動
　　　　�群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の

地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認
められる状態をいいます。

（注２）船舶または車両
　　　　�原動力が専ら人力であるものおよびゴルフ場敷地内におけるゴ

ルフカートを除きます。

第６条（保険金を支払わない場合―その２）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか

に該当する事由によって生じた損害に対しては、保険金を支払いませ
ん。
①　被害者が麻薬、大麻、あへん、覚せい剤またはシンナー等の影響
を受けているおそれがある状態で発生した被害

②　液体、気体（注）または固体の排出、流出またはいっ出により生じ
た被害。ただし、不測かつ突発的な事由による場合は、この規定は
適用しません。

③　財物の次のいずれかの事由に起因して生じたその財物自体につい
ての財物損壊被害
ア．自然の消耗または劣化
イ．ボイラースケールの進行
ウ．性質による蒸れ、変色、変質、さび、かび、腐敗、腐食、浸食、
キャビテーション、ひび割れ、はがれ、肌落ちその他類似の事由

エ．ねずみ食いまたは虫食い等
④　財物の欠陥に起因して生じたその財物自体についての財物損壊被
害

⑤　記名被保険者が違法に所有または占有する財物についての財物損
壊被害

⑥　被害者が次の行為（不作為を含みます。）を受けたことによって生
じた身体障害被害
ア．診療、診察、検査、診断、治療、看護または疾病の予防
イ．医薬品または医療器具等の調剤、調整、鑑定、販売、授与また
は授与の指示

ウ．身体の整形
エ．あんま、マッサージ、指圧、はり、きゅうまたは柔道整復等

⑦　石綿もしくは石綿を含む製品が有する発ガン性その他の有毒な特
性または石綿の代替物質もしくはその代替物質を含む製品が有する
発ガン性その他の石綿と同種の有害な特性に起因する被害

⑧　外因性内分泌攪乱化学物質の有害な特性に起因する被害
⑨　電磁波障害に起因する身体障害被害
⑩　騒音、振動、悪臭、日照不足その他これらに類する事由に起因す
る被害

（注）気体
　　　煙、蒸気、じんあい等を含みます。

第７条（保険金を支払わない場合―その３）
当会社は、被保険者が次のいずれかにかかわる弁護士費用または法

律相談費用を負担したことによって生じた損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　他の被保険者に対する損害賠償請求またはこれに係る法律相談
②　被害に対して保険金の請求が行われる保険契約の保険者もしくは
共済金の請求が行われる共済契約の共済者に対する損害賠償請求ま
たはこれに係る法律相談

③　損害賠償請求が行われる地および時において、社会通念上不当な
損害賠償請求またはこれに係る法律相談
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④　日本国外において行われる損害賠償請求またはこれに係る法律相
談

第８条（事故発生時の義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、被害事故が発生した場合において、

第２条（保険金を支払う場合）の規定により被保険者が弁護士費用ま
たは法律相談費用を支出しようとするときは、次の事項を被害事故発
生の日の翌日から起算して180日以内に、かつ、費用の支出を行う前に
当会社に通知し、あらかじめ当会社の同意を得なければなりません。
①　被害事故によって被害が発生した日時、場所および被害の状況
②　賠償義務者の住所および氏名または名称
③　その他当会社が特に必要と認める事項

(2)　保険契約者または被保険者が、（1)の規定に違反した場合、または当
会社に知っている事実を告げず、もしくは事実と異なることを告げた
場合は、当会社はそれによって当会社が被った損害の額を差し引いて
保険金を支払います。ただし、被保険者が、過失がなく被害が発生し
たことを知らなかった場合、またはやむを得ない事由により、（1)の期
間に通知できなかった場合を除きます。

第９条（保険金の請求）
被保険者が、この特約の規定に従い、保険金の支払を請求する場合

は、普通約款第27条（保険金の請求）(2)に規定する書類または証拠に
加え、次に規定する書類のうち、当会社が求めるものを当会社に提出
しなければなりません。
①　当会社の定める事故報告書
②　法律相談を行った弁護士等による法律相談の日時、所要時間およ
び内容についての書類

③　弁護士費用または法律相談費用の内容を証明する書類

第10条（支払保険金の削減）
(1)　被保険者が弁護士費用保険金の支払いを受けようとする場合におい

て、この保険契約により弁護士費用保険金の支払対象となる被害事故
についての法律上の損害賠償責任（以下、「被害事故についての法律上
の損害賠償責任」といいます。）とその他の法律上の損害賠償責任につ
いての損害賠償請求を同時に行うときは、当会社は、次の算式によっ
て算出した額を弁護士費用保険金として支払います。

弁護士費用
保険金の額

＝

弁護士費用
を負担する
ことによっ
て被る損害
の額

×

被害事故についての法律上の損害
賠償責任の額

――――――――――――――――

被害事故についての法律上の損害
賠償責任の額およびその他の法律
上の損害賠償責任の額の合計額

(2)　被保険者が法律相談費用保険金の支払いを受けようとする場合にお
いて、この保険契約により法律相談費用保険金の支払対象となる被害
事故についての法律相談（以下、「被害事故についての法律相談」とい
います。）とその他の法律相談を同時に行うときは、当会社は、次の算
式によって算出した額を法律相談費用保険金として支払います。

法律相談費
用保険金の
額

＝

法律相談費
用を負担す
る こ と に
よって被る
損害の額

×

被害事故についての法律相談に要
した時間

――――――――――――――――

被害事故についての法律相談に要
した時間およびその他の法律相談
に要した時間の合計時間

(3)　被保険者が被害事故について弁護士に委任した時または法律相談を
行った時において、被保険者が被害事故についての法律上の損害賠償
責任の額のうち、既に受領済みの額があるときは、当会社は、次の算
式によって算出した額を保険金として支払います。
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保険金の額 ＝

弁護士費用およ
び法律相談費用
を負担すること
によって被る損
害の額

×
(

被害事故につい
ての法律上の損
害賠償責任の額

－
被保険者が既に
受領済みの額 )

――――――――――――――――――――――

被害事故についての法律上の損害賠償責任の額

第11条（支払保険金の返還）
(1)　当会社は、次のいずれかに該当する場合は、被保険者に支払った保

険金の返還を求めることができます。
①　弁護士等への委任の取消等により被保険者が支払った着手金の返

還を受けた場合
②　被害事故に関して被保険者が提起した訴訟の判決または和解に基
づき、被保険者が賠償義務者からその訴訟に関する弁護士費用の支
払を受けた場合で、次のイ．の額がア．の額を超過するとき。
ア．被保険者がその訴訟について弁護士または司法書士に支払った
費用の全額

イ．判決または和解で認定された弁護士費用の額と当会社が第２条
（保険金を支払う場合）の規定により既に支払った保険金の合計額

(2)　（1)の規定により当会社が返還を求める保険金の額は、次に規定する
とおりとします。
①　（1)①の場合は、返還された着手金の金額に相当する金額。ただし、
第２条の規定により支払われた保険金のうち、着手金に相当する金
額を限度とします。

②　（1)②の場合は、超過額に相当する金額。ただし、第２条の規定に
より支払われた保険金の額を限度とします。

第12条（被保険者の協力）
(1)　被保険者は、当会社の求めに応じ、訴訟、反訴または上訴の進捗状

況に関する必要な情報を当会社に提供しなければなりません。
(2)　被保険者が正当な事由がなく（1)の規定に違反した場合は、当会社

は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払
います。

第13条（損害賠償請求の撤回等）
(1)　被保険者は、訴訟の取り下げまたは損害賠償請求の放棄もしくは撤

回をする場合は、当会社に通知しなければなりません。
(2)　被保険者が正当な事由がなく（1)の規定に違反した場合は、当会社

は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払
います。

第14条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
他の保険契約等（注）がある場合において、それぞれの保険契約また

は共済契約につき他の保険契約がないものとして算出した支払うべき
保険金または共済金の額（以下「支払責任額」といいます。）の合計額
が第２条（保険金を支払う場合）の規定により支払われる損害の額（以
下「損害の額」といいます。）を超えるときは、当会社は次に定める額
を第２条の保険金として支払います。
①　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合
　　この保険契約の支払責任額
②　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合
�　損害の額から、他の保険契約等から支払われた保険金または共済
金の合計額を差し引いた残額。ただし、この保険契約の支払責任額
を限度とします。

（注）他の保険契約等
　　　�第２条の損害を補償する他の保険契約または共済契約をいいま

す。
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第15条（読替規定）
当会社は、この特約においては、普通約款第７条（保険責任の始期

および終期）（3)、第９条（告知義務）（3)、（5)、第10条（通知義務）（4)、
（5)、（7)、第16条（重大事由による解除）（3)、第18条（保険料の返還
または請求―告知義務・通知義務等の場合）（3)、（5)および第28条（保
険金の支払時期）（1)の規定中「事故」とあるのは「被害事故」と読み
替えます。

第16条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

限り、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯3L　被害者治療費等補償特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

事故
基本特約Ⅰ第１条（事故）に定める事故のうち、基
本特約Ⅰにより保険金の支払対象となる可能性のあ
る事故をいいます。

治療費等

原因となった事故の発生の日からその日を含めて１
年以内に被保険者が負担した、次のいずれかに該当
する費用をいいます。
①�医師による治療およびこれに伴う移送、入院、手
術、レントゲン撮影等に要した費用

②被害者が死亡した場合の葬祭費用

被害者
保険証券記載の保険期間中に生じた事故によって身
体に障害を被った者をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故により他人の身体の障害が発生し、その治療費等を

当会社の同意を得て負担することにより被る損害に対して、この特約
により保険金を支払います。ただし、被保険者が法律上の損害賠償責
任を負担する場合を除きます。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、次
のいずれかの事由によって生じた治療費等に対しては、保険金を支払
いません。
①　被保険者または被害者の闘争行為または犯罪行為（注１）

②　治療費等を受け取るべき者（注２）の故意
③　被保険者、被保険者の下請負人またはその使用人が被った身体の
障害

（注１）犯罪行為
　　　　過失犯を除きます。
（注２）治療費等を受け取るべき者
　　　　被害者を含みます。

第４条（損害賠償金との関係）
この特約により保険金が支払われた後に、被保険者が法律上の損害

賠償責任を負担することが判明し、この特約が付帯された保険契約に
より保険金が支払われる場合には、この特約により支払われた保険金
のうち、被保険者が負担すべき法律上の損害賠償責任部分に相当する
額は、普通約款第５条（損害の範囲）①に規定する損害賠償金として
支払われるべき保険金に充当します。この場合、損害賠償金に充当し
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た額は、この特約により支払われた保険金の額から差し引くものとし
ます。

第５条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約の支払限度額および免責金額は、別表に記載する額としま

す。
(2)　当会社が支払う保険金の額は、(1)により支払われる保険金の額と、

基本特約Ⅰにより支払われる保険金の額とを合算して、基本特約Ⅰの
身体障害の支払限度額を限度とします。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額

被害者１名
について

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�50万円。ただし、保険証券にこの特約の支
払限度額として、これと異なる金額が記載
されている場合には、その額とします。

②�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支
払限度額

一事故およ
び保険期間
中について

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支
払限度額。ただし、残存支払限度額が支払
限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約
の支払限度額として、これと異なる金額が
記載されている場合には、その額とします。

免責金額
一事故につ
いて

基本特約Ⅰ身体障害の免責金額と同額

◯3E　国外出張業務補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第８条（保険責任のおよぶ地域）の規定にかかわらず、基本特約
Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）第１条（事故）
に規定する事故のうち、被保険者が仕事の遂行のために日本国外に出
張して行う業務（注）に起因して日本国外で発生した事故による他人の
身体障害または財物損壊について、被保険者が法律上の損害賠償責任
を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い保険金を
支払います。

（注）日本国外に出張して行う業務
　　　�工事、組立、設置、修理、加工、据付、保守、調整、撮影、取材、

運送、配送または展示会等イベント運営に関する業務を除きます。

第２条（保険金を支払わない場合)
当会社は、普通約款、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」

といいます。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほ
か、第１条(保険金を支払う場合)の事故について、損害賠償請求に係
る訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合には、保険金を支払いま
せん。

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約の支払限度額は、別表に記載する額とします。
(2)　(1)の支払限度額は、基本特約Ⅰの支払限度額に含まれるものとしま

す。
(3)　当会社が、この特約により保険金を支払う場合には、１回の事故に

ついて保険証券に記載された基本特約Ⅰの免責金額を適用します。
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第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の支払限度額。ただし、保険期間中の支払限度額が設
定されている場合で、残存支払限度額が支払限度額を下回るときに
は、その額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯2C　縮小支払特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（保険金の縮小支払）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下｢普通約款｣といいます。）第６条
（支払保険金の計算）(1)の規定にかかわらず、同第２条（保険金を支
払う場合）に基づき当会社が１回の事故につき支払う保険金の額は、
次の算式によって算出した額とします。ただし、普通約款第５条（損
害の範囲）①に規定する法律上の損害賠償金から保険証券に記載され
た免責金額を差し引いた金額に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて
得た金額については、保険証券記載の支払限度額を限度として算出し、
同条②から⑥までの費用に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて得た
金額については、その全額を支払います。

保険金の額 ＝

普通約款第５
条①に規定す
る法律上の損
害賠償金

－
保険証券記載
の免責金額

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

＋
普通約款第５
条②から⑥ま
での費用

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

(2)　(1)以外の場合において、当会社が支払う保険金の額は、この特約の
付帯がない場合に支払われる保険金の額（免責金額に関する規定があ
る場合には、これを適用した後の額とします。）に保険証券記載の縮小
支払割合を乗じて得た額とします。ただし、その保険金に適用される
支払限度額を限度とします。

第２条（適用する基本特約）
この特約は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と

いいます。）について適用されます。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅰの規
定を準用します。

◯2A　漏水対象外特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、給排水管、暖冷房装置、湿度調節装置、消火栓、業務用

もしくは家事用器具からの蒸気、水の漏出、溢
いっ

出またはスプリンクラー

からの内容物の漏出もしくは溢
いっ

出による財物の損壊に起因する損害に
対して、保険金を支払いません。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない



57－ －

基
本
特
約
Ⅰ
に
付
帯
さ
れ
る
特
約

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅰ施設業務危険補償の規定を準用します。

◯2G　対物間接損害対象外特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（損害の範囲）
当会社は、この特約により、賠償責任保険普通保険約款（以下「普

通約款」といいます。）第５条（損害の範囲）①に規定する法律上の損
害賠償金のうち、財物の損壊に起因する損害賠償金に関しては、直接
の復旧費用のみについて保険金を支払うものとし、その財物の使用不
能に起因する損害賠償金（得べかりし利益（注）の喪失に起因する損害
賠償金を含みます。）等については保険金を支払いません。

（注）得べかりし利益
　　　�債務不履行または不法行為に基づく損害賠償請求において、その

損害賠償請求の原因となる事実がなければ得ることができたと考
えられる利益のことをいいます。

第２条（費用の範囲）
１回の事故につき、当会社の支払う普通約款第５条（損害の範囲）

⑤の費用は、次の算式によって算出した額とします。

保険金の額 ＝
普通約款第５
条⑤の費用

×

前条により当会社が支払うべき
直接の復旧費用に係る損害賠償金

被保険者が被害者に支払うべき
財物の損壊に起因する損害賠償金

第３条（適用約款）
この特約は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と

いいます。）について適用します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅰの規
定を準用します。

◯2H　記名被保険者交差責任補償特約（基本特約Ⅰ用）

第１条（交差責任の補償）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）、統合

賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）、基本特約Ⅰ
施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）およびこれに付
帯される他の特約の規定は、各記名被保険者につき別個にこれを適用
し、記名被保険者相互間の関係は、それぞれ互いに他人とみなします。
ただし、これにより、当会社の支払限度額は増額されません。

(2)　(1)の記名被保険者とは、特別約款第２条（被保険者）(1)①に定め
る記名被保険者をいいます。

第２条（下請負人の適用除外）
記名被保険者が行う請負事業（注）に起因する事故により、その請負

事業に従事中の元請負人もしくは下請負人またはこれらの使用人が
被った身体障害については、前条の規定を適用しません。

（注）請負事業
　　　�基本特約Ⅰ第２条（保険金を支払わない場合－その１）の（注）

に定める事業をいいます。以下同様とします。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。
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◯2W　請負業交差責任補償特約

第１条（本特約の対象）
本特約は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」とい

います。）において、記名被保険者（注１）の仕事が請負事業（注２）である
場合に適用されます。

（注１）記名被保険者
　　　　�統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）

第２条（被保険者）(1)①にて定義された「記名被保険者」を
いいます。以下同様とします。

（注２）請負事業
　　　　基本特約Ⅰ第２条（注）に記載される事業をいいます。

第２条（交差責任の補償）
財物の損壊に起因する事故については、記名被保険者（注１）と各下請

負人（注２）につき別個に基本特約Ⅰの規定を適用し、記名被保険者、各
下請負人および下請負人相互間の関係は、それぞれ互いに他人とみな
します。ただし、これにより当会社の支払限度額は増額されません。

（注１）記名被保険者
　　　　�記名被保険者が複数の場合は各記名被保険者とします。以下同

様とします。
（注２）下請負人
　　　　�基本特約Ⅰ第11条（被保険者の追加）において被保険者に追加

された下請負人をいいます。以下同様とします。

第３条（交差責任の対象外となる管理財物）
当会社は、被保険者の仕事の目的物の損壊に起因する損害に対して

は、第２条（交差責任の補償）の規定を適用しません。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、特別約款および基本特約Ⅰの規
定を準用します。

◯2X　共同企業体構成員間交差責任補償特約

第１条（本特約の対象）
本特約は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」とい

います。）において、記名被保険者（注１）の仕事が請負事業（注２）である
場合に適用されます。

（注１）記名被保険者
　　　　�統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）

第２条（被保険者）(1)①にて定義された「記名被保険者」を
いいます。以下同様とします。

（注２）請負事業
　　　　基本特約Ⅰ第２条（注）に記載される事業をいいます。

第２条（交差責任の補償）
(1)　この保険契約において、財物の損壊に起因する事故については、共

同企業体（注）構成員（以下「構成員」といいます。）につき別個に基本
特約Ⅰの規定を適用し、構成員相互間の関係は、それぞれ互いに他人
とみなします。ただし、これにより当会社の支払限度額は増額されま
せん。

（注）共同企業体
　　　�複数の建設業者が、一つの建設工事を受注し、施工することを目

的として形成する事業組織体のことをいいます。
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(2)　各構成員の下請負人については、他の構成員またはその下請負人と
の関係において、(1)の規定を適用するものとします。

第３条（交差責任の対象外となる管理財物）
当会社は、被保険者の仕事の目的物の損壊に起因する損害に対して

は、第２条（交差責任の補償）の規定を適用しません。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、特別約款および基本特約Ⅰの規
定を準用します。

◯3N　発注者追加被保険者特約

第１条（特約の対象）
この特約は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と

いいます。）において、記名被保険者（注１）の仕事が請負事業（注２）であ
る場合のその業務に適用されます。

（注１）記名被保険者
　　　　�統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）

第２条（被保険者）(1)①に定める「記名被保険者」をいいます。
以下同様とします。

（注２）請負事業
　　　　�基本特約Ⅰ第２条（保険金を支払わない場合－その１）の（注）

に記載された事業をいいます。以下同様とします。

第２条（発注者の行為の追加補償）
この契約において、記名被保険者の請負事業の発注者（注）は、これ

を被保険者に含めるものとします。ただし、記名被保険者の請負事業
に関してのみ被保険者とします。

（注）発注者
　　　�建築主等の発注者をいい、元請負人を含みません。以下同様とし

ます。

第３条（交差責任の補償）
この特約において、発注者とその他の被保険者の相互間の関係は、

それぞれ互いに他人とみなします。

第４条（個別適用）
賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）、特別

約款、基本特約Ⅰおよびこの保険契約に付帯される他の特約の規定は、
この特約の趣旨に反しないかぎり、各被保険者それぞれに個別に適用
します。ただし、これにより、当会社の支払限度額は増額されません。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯3Y　特定下請負人対象外特約

第１条（特定下請負人の除外）
基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）第

11条（被保険者の追加）において追加される被保険者（以下「追加被
保険者」といいます。）に関し、保険証券に特定下請負人として記載の
ある下請負人（以下「特定下請負人」といいます。）は、追加被保険者
には含みません。
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第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第２条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、普通約款、
統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）および
基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、事故（注）により、
被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　被保険者が特定下請負人に対して与えた損害に起因する損害賠償
責任

②　特定下請負人の使用人が、特定下請負人の業務に従事中に被った
身体の障害に起因する損害賠償責任

（注）事故
　　　基本特約Ⅰ第１条（事故）に定める事故をいいます。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯2V　地盤崩壊危険補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」とい

います。）第６条（保険金を支払わない場合－その５）の規定にかかわ
らず、被保険者が行う次のいずれかの工事に伴う地盤の崩壊（注）に起
因して、土地、土地の工作物（基礎、付属物および収容物を含みます。）
もしくは植物が損壊し、または動物が死傷したこと（以下「地盤崩壊
事故」といいます。）について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害に対して、この特約に従い保険金を支払
います。
①　地下工事
②　基礎工事
③　土地の掘削工事

（注）地盤の崩壊
　　　�不測かつ突発的に発生した土地の沈下、隆起、移動、振動もしく

は軟弱化、土砂崩れ、または土砂の流出もしくは流入をいいます。
以下同様とします。

(2)　当会社は、工事に伴う地下水の増減によって生ずる地盤の崩壊に起
因する地盤崩壊事故について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害に対して、保険金を支払います。

第２条（支払限度額および免責金額）
この特約の支払限度額および免責金額は、保険証券に記載される額

とします。

第３条（一事故の定義）
同一の原因または事由に起因して発生した一連の地盤崩壊事故は、

発生の時もしくは場所または被害者の数にかかわらず一つの地盤崩壊
事故とみなし、最初の事故が発生した時にすべての地盤崩壊事故が発
生したものとみなします。

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、直接である
と間接であるとにかかわらず、被保険者が次の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　無振動工法によらない工事に伴う土地の振動に起因する損害賠償
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責任
②　地下水の増減およびその利用にかかわる損害賠償責任
③　地盤の崩壊による道路（その付属物を含みます。）、河川または堤
防の損壊に起因する損害賠償責任

④　被保険者が仕様書に定める災害防止措置を講じなかったことによ
る地盤の崩壊に起因する損害賠償責任

⑤　保険期間終了後に発見された地盤の崩壊に起因する損害賠償責任
⑥　シールド工法によらない場合は、地盤の崩壊に起因して掘削予定
地域の外周線より掘削予定深度を水平に置き換えた距離内で生じた
地盤崩壊事故にかかわる損害賠償責任

⑦　シールド工法による場合は、地盤の崩壊に起因して掘削予定地域
内またはその上下の地域内で生じた地盤崩壊事故にかかわる損害賠
償責任

⑧　被保険者と発注者を同じくする他の請負業者（その業者の下請負
業者を含みます。）が施工中の工事の目的物またはその所有、使用ま
たは管理する財物の損壊に起因する損害賠償責任。ただし、これに
より保険金を支払わないのは、本特約を付帯することによって拡張
された支払責任に限ります。

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、被保険者が支出した次の費用に対しては、保険金を支払

いません。
①　薬液注入にかかわる費用
②　設計変更または工事変更のための費用

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯5W　塗装作業補償限定特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、直接であると間接であるとを問わず、

被保険者が次の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　被保険者が行う塗装業務のために使用する塗料またはその他の塗
装用材料が、塗装作業中に飛散または拡散したことによって生じた
損害賠償責任。ただし、容器等の破裂、爆発、落下または転倒に伴い、
塗料またはその他の塗料用材料が飛散または拡散したことにより生
じた損害賠償責任を除きます。

②　塗装対象物の誤認または塗料の色もしくは特性等の塗料の選択誤
りによって生じた損害賠償責任

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅰ施設業務危険補償の規定を準用します。

◯3D　工事遅延損害補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

請負契約書
工事名、工事期間、請負金額等を記載し、対象工事
の発注者と元請負人との間で双方の権利義務を定め
た文書をいいます。
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用　　語 定　　義

対象工事

保険証券記載の仕事のうち次のすべてに該当する工
事をいいます。
①�保険金を支払う原因となる事故が生じた日の翌日
から起算して30日以内に履行期日が到来する工事

②�対象工事について請負契約書が存在し、請負契約
書に遅延規定が定められている工事

③履行期日が請負契約書に定められている工事

遅延規定
対象工事が遅延した場合に記名被保険者が法律上の
損害賠償責任を負担することを予め定めた規定をい
います。

履行期日
対象工事が完成して対象工事の目的物を発注者に引
き渡すべき期日をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、この特約により次の①および②に該当する事由が生じた

場合において、対象工事の請負契約書の遅延規定に基づき、記名被保
険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（損害
賠償額の予定としての違約金に限り、違約罰は含みません。以下「工
事遅延損害」といいます。）に対して、保険金を支払います。
①　対象工事に基本特約Ⅰ第１条（事故）に規定する事故が生じ、こ

の保険契約において保険金支払の対象となること。
②　①に規定する損害の原因となった事故（以下「原因事故」といい
ます。）に起因して、対象工事が履行期日の翌日から起算して６日以
上遅延したこと。

(2)　請負事業がジョイント・ベンチャーである場合には、(1)の保険金は、
被保険者の負担すべき額とします。

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約で支払う保険金は、別表に記載する額を限度とします。
(2)　(1)の支払限度額は基本特約Ⅰの身体障害または財物損壊の支払限度

額に含まれるものとします。
(3)　基本特約Ⅰの免責金額は適用しません。

第４条（事故発生時の義務）
(1)　保険契約者および被保険者は、原因事故が発生したことを知った場

合は、発注者に対して履行期日の延長を要請しなければなりません。
(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由なく(1)の義務に違反した場

合は、当会社はそれによって当会社が被った損害の額を差し引いて保
険金を支払います。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害または財物損壊の支払限度額
のいずれか低い額。ただし、保険期間中の支払限度額が設定されて
いる場合で、残存支払限度額がそれぞれの支払限度額を下回るとき
には、その額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯2Y　管理財物拡張補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
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ず、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）第７条（管理財物の範囲）に定める借用財物、支給財物、
受託財物、その他管理財物（以下「補償管理財物」といいます。）の損
壊、紛失、盗取または詐取について、補償管理財物に対して正当な権
利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害（以下「補償管理財物損害」といいます。）に対
して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、補償管理財物が次のいずれかに該当する場合には、保険

金を支払いません。
①　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石もしくは貴金属等の貴

重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計

書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物
②　自動車（注１）または自動車の付属品
③　動物または植物
④　被保険者が仕事の遂行のために他人から借用した不動産または受
託財物である不動産

⑤　基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）の受託財物の定義中(2)に定
める財物

（注１）自動車
　　　　�原動機付自転車を含み、基本特約Ⅰ第９条（施設内専用車危険

補償）に定める施設内専用車が借用財物である場合および敷地
内借用自動車（注２）を除きます。

（注２）敷地内借用自動車
　　　　�被保険者が第三者から借用中の自動車で、不特定多数の人が出

入りすることを禁止され、かつ、被保険者が業務を行っている
場所にあるものをいいます。ただし、施設内専用車を除きます。

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、
直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに該当する事
由に起因する補償管理財物損害に対しては、保険金を支払いません。
①　補償管理財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に
発見された補償管理財物の損壊

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担した補償管理財物の盗取または詐取

③　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有し、または私的
な目的で使用する補償管理財物の損壊、紛失、盗取または詐取

④　補償管理財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、
変色、さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫
食い等の損壊

⑤　補償管理財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もし
くは自然爆発

⑥　補償管理財物に対して行う修理、点検または加工等の作業工程上
で生じた損害のうち、技術の拙劣または仕上がり不良によって生じ
た損害

⑦　傷など外観上の損壊にとどまり、補償管理財物の機能に支障のな
い損壊。ただし、支給財物および受託財物においては、これにより
新品の商品としての交換価値が損なわれた場合を除きます。

⑧　電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
⑨　借用財物の潤滑油･燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピ
ラ・タイヤ等の移動するための部品その他の消耗品または消耗材に
単独に生じた損壊

⑩　被保険者が私的な目的で使用する補償管理財物の損壊、紛失、盗
取または詐取

⑪　受託財物である冷凍品または冷蔵品に起因する損害賠償責任
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⑫　被保険者がクリーニング業者である場合において、受託する洗た
く物に起因する損害賠償責任

第４条（支払限度額）
(1)　当会社が、補償管理財物損害に対して支払う損害賠償金は、補償管

理財物が事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなけ
れば有したであろう価額を超えないものとします。

(2)　当会社は、補償管理財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益
減少に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る
損害に対しては、保険金を支払いません。

(3)　当会社が補償管理財物損害において１回の事故について支払うべき
保険金の額は別表１に記載する額を限度とします。

(4)　(3)に規定する支払限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅰの支
払限度額に含まれるものとします。

第５条（免責金額）
補償管理財物損害について当会社が保険金を支払う場合には、１回

の事故について別表２に記載の免責金額を適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

その他管理財物
支給財物
借用財物
受託財物

支払限度額

次の①または②のいずれか
低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約
Ⅰの財物損壊の支払限度
額。ただし、保険期間中
の支払限度額が設定され
ている場合で、残存支払
限度額が支払限度額を下
回るときにはその額とし
ます。

②�保険証券にこの特約の支
払限度額として記載ある
場合には、その額としま
す。

次の①または②のいずれか
低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約
Ⅰの財物損壊の支払限度
額。ただし、保険期間中
の支払限度額が設定され
ている場合で、残存支払
限度額が支払限度額を下
回るときにはその額とし
ます。

②�1,000万円。ただし、保険
証券にこの特約の支払限
度額として、これと異な
る額が記載されている場
合にはその額とします。

別表２　免責金額

その他管理財物
支給財物
借用財物
受託財物

免責金額

保険証券に記載された基本
特約Ⅰの財物損壊の免責金
額。ただし、保険証券にこ
の特約の免責金額として、
これと異なる金額が記載さ
れている場合には、その額
とします。

５万円。ただし、保険証券
にこの特約の免責金額とし
て、これと異なる金額が記
載されている場合には、そ
の額とします。

◯2Z　その他管理財物補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
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ず、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）第７条（管理財物の範囲）に定めるその他管理財物（以
下「その他管理財物」といいます。）の損壊、紛失、盗取または詐取に
ついて、その他管理財物に対して正当な権利を有する者に対して、被
保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（以
下「その他管理財物損害」といいます。）に対して、保険金を支払いま
す。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、その他管理財物が次のいずれかに該当する場合には、保

険金を支払いません。
①　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石もしくは貴金属等の貴

重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計

書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物
②　自動車（原動機付自転車を含みます。以下同様とします。）または
自動車の付属品

③　動物または植物

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、
直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに該当する事
由に起因するその他管理財物損害に対しては、保険金を支払いません。
①　その他管理財物について正当な権利を有する者に引き渡された後
に発見されたその他管理財物の損壊

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担したその他管理財物の盗取または詐取

③　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有し、または私的
な目的で使用するその他管理財物の損壊、紛失、盗取または詐取

④　その他管理財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、
変色、さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫
食い等の損壊

⑤　その他管理財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火も
しくは自然爆発

⑥　その他管理財物に対して行う修理、点検または加工等の作業工程
上で生じた損害のうち、技術の拙劣または仕上がり不良によって生
じた損害

⑦　傷など外観上の損壊にとどまり、その他管理財物の機能に支障の
ない損壊

⑧　被保険者が私的な目的で使用するその他管理財物の損壊、紛失、
盗取または詐取

第４条（支払限度額）
(1)　当会社が、その他管理財物損害に対して支払う損害賠償金は、その

他管理財物が事故の生じた地および時において、もし被害を受けてい
なければ有したであろう価額を超えないものとします。

(2)　当会社は、その他管理財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収
益減少に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被
る損害に対しては、保険金を支払いません。

(3)　当会社がその他管理財物損害において１回の事故について支払うべ
き保険金の額は別表１に記載する額を限度とします。

(4)　(3)に規定する支払限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅰの支
払限度額に含まれるものとします。

第５条（免責金額）
その他管理財物損害について当会社が保険金を支払う場合には、１

回の事故について別表２に記載の免責金額を適用します。
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第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�保険証券にこの特約の支払限度額として、これと異なる金額が記載
されている場合には、その額とします。

別表２　免責金額

保険証券に記載された基本特約Ⅰの財物損壊の免責金額。ただし、保
険証券にこの特約の免責金額として、これと異なる金額が記載されて
いる場合には、その額とします。

◯3A　借用財物補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
ず、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）第７条（管理財物の範囲）に定める借用財物（以下「借
用財物」といいます。）の損壊、紛失、盗取または詐取について、借用
財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損
害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「借用財物損害」
といいます。）に対して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、借用財物が次のいずれかに該当する場合には、保険金を

支払いません。
①　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石もしくは貴金属等の貴

重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計

書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物
②　自動車（注１）または自動車の付属品
③　動物または植物
④　不動産

（注１）自動車
　　　　�原動機付自転車を含み、基本特約Ⅰ第９条（施設内専用車危険

補償）に定める施設内専用車が借用財物である場合および敷地
内借用自動車（注２）を除きます。

（注２）敷地内借用自動車
　　　　�被保険者が第三者から借用中の自動車で、不特定多数の人が出

入りすることを禁止され、かつ、被保険者が業務を行っている
場所にあるものをいいます。ただし、施設内専用車を除きます。

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、
直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに該当する事
由に起因する借用財物損害に対しては、保険金を支払いません。
①　借用財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見
された借用財物の損壊

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担した借用財物の盗取または詐取
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③　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有し、または私的
な目的で使用する借用財物の損壊、紛失、盗取または詐取

④　借用財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、
さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等
の損壊

⑤　借用財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは
自然爆発

⑥　借用財物に対して行う修理、点検または加工等の作業工程上で生
じた損害のうち、技術の拙劣または仕上がり不良によって生じた損
害

⑦　傷など外観上の損壊にとどまり、借用財物の機能に支障のない損
壊

⑧　電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
⑨　借用財物の潤滑油･燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピ
ラ・タイヤ等の移動するための部品その他の消耗品または消耗材に
単独に生じた損壊

⑩　被保険者が私的な目的で使用する借用財物の損壊、紛失、盗取ま
たは詐取

第４条（支払限度額）
(1)　当会社が、借用財物損害に対して支払う損害賠償金は、借用財物が

事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなければ有し
たであろう価額を超えないものとします。

(2)　当会社は、借用財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減少
に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。

(3)　当会社が借用財物損害において１回の事故について支払うべき保険
金の額は、別表１に記載する額を限度とします。

(4)　(3)に規定する支払限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅰの支
払限度額に含まれるものとします。

第５条（免責金額）
借用財物損害について当会社が保険金を支払う場合には、１回の事

故について別表２に記載の免責金額を適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

５万円。ただし、保険証券にこの特約の免責金額として、これと異な
る金額が記載されている場合には、その額とします。

◯3B　支給財物補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
ず、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）第７条（管理財物の範囲）に定める支給財物（以下「支
給財物」といいます。）の損壊、紛失、盗取または詐取について、支給
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財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損
害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「支給財物損害」
といいます。）に対して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、支給財物が次のいずれかに該当する場合には、保険金を

支払いません。
①　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石もしくは貴金属等の貴

重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計

書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物
②　自動車（原動機付自転車を含みます。以下同様とします。）または
自動車の付属品

③　動物または植物

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、
直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに該当する事
由に起因する支給財物損害に対しては、保険金を支払いません。
①　支給財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見
された支給財物の損壊

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担した支給財物の盗取または詐取

③　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有し、または私的
な目的で使用する支給財物の損壊、紛失、盗取または詐取

④　支給財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、
さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等
の損壊

⑤　支給財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは
自然爆発

⑥　支給財物に対して行う修理、点検または加工等の作業工程上で生
じた損害のうち、技術の拙劣または仕上がり不良によって生じた損
害

⑦　傷など外観上の損壊にとどまり、支給財物の機能に支障のない損
壊。ただし、これにより新品の商品としての交換価値が損なわれた
場合を除きます。

⑧　被保険者が私的な目的で使用する支給財物の損壊、紛失、盗取ま
たは詐取

第４条（支払限度額）
(1)　当会社が、支給財物損害に対して支払う損害賠償金は、支給財物が

事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなければ有し
たであろう価額を超えないものとします。

(2)　当会社は、支給財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減少
に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。

(3)　当会社が支給財物損害において１回の事故について支払うべき保険
金の額は、別表１に記載する額を限度とします。

(4)　(3)に規定する支払限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅰの支
払限度額に含まれるものとします。

第５条（免責金額）
支給財物損害について当会社が保険金を支払う場合には、１回の事

故について別表２に記載の免責金額を適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。
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別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

５万円。ただし、保険証券にこの特約の免責金額として、これと異な
る金額が記載されている場合には、その額とします。

◯3C　受託財物補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
ず、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）第７条（管理財物の範囲）に定める受託財物（以下「受
託財物」といいます。）の損壊、紛失、盗取または詐取について、受託
財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損
害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「受託財物損害」
といいます。）に対して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、受託財物が次のいずれかに該当する場合には、保険金を

支払いません。
①　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、宝石もしくは貴金属等の貴

重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計

書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値を持つ財物
②　自動車（原動機付自転車を含みます。以下同様とします。）または
自動車の付属品

③　動物または植物
④　不動産
⑤　基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）の受託財物の定義中(2)に定
める財物

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、
直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに該当する事
由に起因する受託財物損害に対しては、保険金を支払いません。
①　受託財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見
された受託財物の損壊

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担した受託財物の盗取または詐取

③　被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有し、または私的
な目的で使用する受託財物の損壊、紛失、盗取または詐取

④　受託財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、
さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等
の損壊

⑤　受託財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは
自然爆発

⑥　受託財物に対して行う修理、点検または加工等の作業工程上で生
じた損害のうち、技術の拙劣または仕上がり不良によって生じた損
害

⑦　傷など外観上の損壊にとどまり、受託財物の機能に支障のない損
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壊。ただし、これにより新品の商品としての交換価値が損なわれた
場合を除きます。

⑧　被保険者が私的な目的で使用する受託財物の損壊、紛失、盗取ま
たは詐取

⑨　受託財物である冷凍品または冷蔵品に起因する損害賠償責任
⑩　被保険者がクリーニング業者である場合において、受託する洗た
く物に起因する損害賠償責任

第４条（支払限度額）
(1)　当会社が、受託財物損害に対して支払う損害賠償金は、受託財物が

事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなければ有し
たであろう価額を超えないものとします。

(2)　当会社は、受託財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減少
に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。

(3)　当会社が、受託財物損害において１回の事故について支払うべき保
険金の額は、別表１に記載する額を限度とします。

(4)　(3)に規定する支払限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅰの支
払限度額に含まれるものとします。

第５条（免責金額）
受託財物損害について当会社が保険金を支払う場合には、１回の事

故について別表２に記載の免責金額を適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

５万円。ただし、保険証券にこの特約の免責金額として、これと異な
る金額が記載されている場合には、その額とします。

◯2T　管理不動産補償特約（漏水その他危険補償）

第１条（保険金を支払う場合)
当会社は、この特約により、賠償責任保険普通保険約款(以下「普通

約款」といいます。)第４条(保険金を支払わない場合－その２)②の規
定にかかわらず、保険証券記載の仕事の遂行に基づき借用または管理
する不動産(以下「管理不動産」といいます。)が、次のいずれかに該
当する事故（以下「事故」といいます。）により損壊した場合において、
被保険者が管理不動産についてその貸主（転貸人を含みます。以下同
様とします。）に対して法律上の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対して、保険金を支払います。
①　火災
②　破裂または爆発（注）

③　給排水設備に生じた事故に伴う漏水、放水または溢
いっ

水による水濡
れ

④　不測かつ突発的な事故
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（注）破裂または爆発
　　　�気体または蒸気の急激な膨張を伴う破壊またはその現象をいいま

す。

第２条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と
いいます。）に定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間
接であるとを問わず、管理不動産が次のいずれかに該当する事由によっ
て損壊したことに起因して被保険者が被った損害に対しては、保険金
を支払いません。
①　被保険者の心神喪失または指図
②　管理不動産の改築、増築、取りこわし等の工事。ただし、被保険

者が自己の労力をもって行った仕事による場合を除きます。
(2)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、被保険者が次の損害賠償責任を負担すること
によって被った損害に対しても、保険金を支払いません。
①　被保険者と管理不動産の貸主との間に損害賠償に関する特別の約
定がある場合において、その約定によって加重された損害賠償責任

②　被保険者が管理不動産を貸主に引き渡した後に発見された管理不
動産の損壊に起因する損害賠償責任

(3)　当会社は、管理不動産に生じた次のいずれかに該当する損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　管理不動産の自然の消耗もしくは劣化または性質による変色、変
質、さび、かび、腐敗、浸食、ひび割れ、はがれ、肌落ちその他類
似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等によって生じた損害

②　管理不動産に生じたすり傷、かき傷、塗料のはがれ落ちその他単
なる外観上の損傷であって、管理不動産の機能に直接関係のない損
害

第３条（支払限度額および免責金額）�
この特約の支払限度額および免責金額は、保険証券記載のとおりと

します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯3Z　管理不動産補償特約（漏水その他危険対象外）

第１条（保険金を支払う場合)
当会社は、この特約により、賠償責任保険普通保険約款（以下「普

通約款」といいます。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②
の規定にかかわらず、保険証券記載の仕事の遂行に基づき借用または
管理する不動産(以下「管理不動産」といいます。)が、次のいずれか
に該当する事故（以下「事故」といいます。）により損壊した場合にお
いて、被保険者が管理不動産についてその貸主（転貸人を含みます。
以下同様とします。）に対して法律上の損害賠償責任を負担することに
よって被る損害に対して、保険金を支払います。
①　火災
②　破裂または爆発（注）

（注）破裂または爆発
　　　�気体または蒸気の急激な膨張を伴う破壊またはその現象をいいま

す。

第２条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
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います。）および基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と
いいます。）に定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間
接であるとを問わず、管理不動産が次のいずれかに該当する事由によっ
て損壊したことに起因して被保険者が被った損害に対しては、保険金
を支払いません。�
①　被保険者の心神喪失または指図
②　管理不動産の改築、増築、取りこわし等の工事。ただし、被保険

者が自己の労力をもって行った仕事による場合を除きます。
(2)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、被保険者が次の損害賠償責任を負担すること
によって被った損害に対しても、保険金を支払いません。
①　被保険者と管理不動産の貸主との間に損害賠償に関する特別の約
定がある場合において、その約定によって加重された損害賠償責任

②　被保険者が管理不動産を貸主に引き渡した後に発見された管理不
動産の損壊に起因する損害賠償責任

(3)　当会社は、管理不動産に生じた次のいずれかに該当する損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　管理不動産の自然の消耗もしくは劣化または性質による変色、変
質、さび、かび、腐敗、浸食、ひび割れ、はがれ、肌落ちその他類
似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等によって生じた損害

②　管理不動産に生じたすり傷、かき傷、塗料のはがれ落ちその他単
なる外観上の損傷であって、管理不動産の機能に直接関係のない損
害

第３条（支払限度額および免責金額）�
この特約の支払限度額および免責金額は、保険証券記載のとおりと

します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯5X　ゴルフ場構内専用車およびカートに関する特約

第１条（ゴルフ場専用車両補償）
この特約において、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」

といいます。）第９条（施設内専用車危険補償）の「施設内専用車」に
はゴルフ場専用車両（注１）を含むものとし、「仕事が行われる場所」に
は保険証券記載のゴルフ場を含むものとします。

（注１）ゴルフ場専用車両
　　　　�ゴルフ場敷地内（注２）においてのみ使用する車両をいいます。

ただし、敷地内に公道がある場合には、そこでの使用中を除き
ます。以下同様とします。

（注２）ゴルフ場敷地内
　　　　�囲いの有無を問わず、クラブハウスおよびこれに連続したゴル

フ場に使用される土地で、同一の保険契約者または被保険者に
よって占有されているものをいいます。また、公道、河川等が
介在していても敷地内は中断されることなく、これを連続した
土地とみなします。以下同様とします。

第２条（カートの許諾被保険者）
基本特約Ⅰ第９条（施設内専用車危険補償）(1)の「ゴルフカート」（以

下「カート」といいます。）の被保険者には、カートの操縦について被
保険者の許諾を得た者（記名被保険者の使用人を除きます。以下「カー
トの許諾被保険者」といいます。）を含みます。ただし、ゴルフ場敷地
内におけるカートの操縦についてのみとします。

第３条（交差責任の補償）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）、統合

賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）、基本特約Ⅰ
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およびこの特約の規定は、被保険者ごとに個別に適用するものとし、
かつ、この特約において次の被保険者間は互いに他人とみなします。
①　記名被保険者とカートの許諾被保険者間
②　カートの許諾被保険者間

(2)　(1)の規定は、これにより、この保険契約の支払限度額を増額するも
のではありません。

第４条（カート積載ゴルフ道具の補償）
当会社は、この特約により、普通約款第４条(保険金を支払わない場

合－その２)②の規定にかかわらず、カートに積載されているゴルフ道
具（以下「カート積載ゴルフ道具」といいます。）の損壊、紛失、盗取
または詐取について、カートの許諾被保険者がカート積載ゴルフ道具
に対して正当な権利を有する者に対し法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して保険金を支払います。

第５条（保険金を支払わない場合）
当会社は、前条に規定する損害については、普通約款（第４条（保

険金を支払わない場合－その２）②を除きます。）、特別約款および基
本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接
であるとを問わず、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　カート積載ゴルフ道具の使用不能に起因する損害賠償責任（収益
減少に基づく損害賠償責任を含みます。）

②　保険契約者、被保険者、被保険者の法定代理人（注）もしくは使用
人または被保険者の同居の親族が行い、または加担したカート積載
ゴルフ道具の盗取または詐取に起因する損害賠償責任

③　被保険者の使用人が所有し、または私的な目的で使用するカート
積載ゴルフ道具の損壊等に起因する損害賠償責任

④　原因がいかなる場合でも、自然発火または自然爆発したカート積
載ゴルフ道具自体の損壊に起因する損害賠償責任

⑤　自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等の損壊
に起因する損害賠償責任

⑥　カート積載ゴルフ道具の目減り、原因不明の数量不足に起因する
損害賠償責任

⑦　カート積載ゴルフ道具が正当な権利を有する者に引き渡された後
に発見された事由に起因する損害賠償責任

（注）被保険者の法定代理人
　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業

務を執行するその他の機関をいいます。

第６条（カート積載ゴルフ道具の支払限度額および免責金額）
(1)　カート積載ゴルフ道具に対する支払限度額は、別表記載のとおりと

します。
(2)　カート積載ゴルフ道具の免責金額は、基本特約Ⅰの財物損壊の免責

金額と同一とします。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　カート積載ゴルフ道具の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�100万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これと
異なる額が記載されている場合にはその額とします。
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◯5B　ロッカー保管財物盗難補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、ロッカーに保管された財物（以下「ロッカー保管物」と

いいます。）が盗取されたことにより、被保険者が法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害（以下「ロッカー保管物損害」と
いいます。）に対して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）
に定める保険金を支払わない事由のほか、被保険者が次の損害賠償責
任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払いませ
ん。
①　保険契約者、被保険者、被保険者の法定代理人（注）もしくは使用

人または被保険者の同居の親族が行い、または加担した盗取に起因
する損害賠償責任

②　被保険者が私的な目的で使用するロッカー保管物の盗取に起因す
る損害賠償責任

③　被保険者の使用人が所有し、または私的な目的で使用するロッカー
保管物の盗取に起因する損害賠償責任

（注）被保険者の法定代理人
　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業

務を執行するその他の機関をいいます。

第３条（保険金の範囲）
当会社が保険金を支払うべき額は、被害を受けた財物が、事故の生

じた地および時において、もし被害を受けていなければ有したであろ
う価額を超えないものとします。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約に基づき支払う保険金の額は、別表に記載する

金額を限度とします。ただし、基本特約Ⅰの支払限度額に含まれるも
のとします。

(2)　この特約における免責金額は、基本特約Ⅰと同一とします。

第５条（損害額の証明）
当会社は、ロッカー保管物損害について、被保険者が損害額を証明

できない場合は、その証明できない額については、保険金を支払いま
せん。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�ロッカー１個あたり10万円、１事故100万円
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◯5P　来訪者の携帯品に関する特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

携帯品
施設の来訪者が携帯する財物をいいます。ただし、
自動車およびロッカーに収納された物を除きます。

自動車
道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条（定
義）第２項に定める自動車および同条第３項に定め
る原動機付自転車をいいます。

受託品

保険証券記載の仕事のために被保険者が所有、使用
または管理する保険証券記載の施設において、被保
険者が来訪者から一時的な保管のみを目的として寄
託を受けた財物をいいます。ただし、自動車および
ロッカーに収納された物を除きます。

来訪者
保険証券記載の施設に、客として来場する者をいい
ます。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、この特約により、携帯品の紛失、盗取または詐取により、

被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に
対して、保険金を支払います。

(2)　当会社は、普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）②
の規定にかかわらず、この特約により、受託品の損壊、紛失、盗取ま
たは詐取（以下「損壊等」といいます。）について、受託品に対して正
当な権利を有する者に対し、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担
することによって被る損害に対して、保険金を支払います。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款（第２条（保険金を支払う場合）(2)に規定する

損害については、普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）
②を除きます。）、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を支払わ
ない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者
が次の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保
険金を支払いません。
①　自動車（ゴルフカートを除きます。）、これらの付属品、またはこ
れらに積載された物の損壊等に起因する損害賠償責任

②　携帯品または受託品の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減
少に基づく損害賠償責任を含みます。）

③　保険契約者、被保険者、被保険者の法定代理人（注）もしくは使用
人または被保険者の同居の親族が行い、または加担した携帯品また
は受託品の盗取または詐取に起因する損害賠償責任

④　被保険者の使用人が所有し、または私的な目的で使用する携帯品
または受託品の損壊等に起因する損害賠償責任

⑤　原因がいかなる場合でも、自然発火または自然爆発した携帯品ま
たは受託品自体の損壊に起因する損害賠償責任

⑥　自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等の損壊
に起因する損害賠償責任

⑦　携帯品または受託品の目減り、原因不明の数量不足に起因する損
害賠償責任

⑧　携帯品または受託品である冷凍品または冷蔵品の損壊等に起因す
る損害賠償責任

⑨　動物または植物に起因する損害賠償責任
⑩　受託品が委託者に引き渡された日からその日を含めて２週間を経
過した日以降に発見された事由に起因する損害賠償責任
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（注）被保険者の法定代理人
　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業

務を執行するその他の機関をいいます。

第４条（損害賠償金の範囲）
当会社が第２条（保険金を支払う場合）により保険金を支払うべき

普通約款第５条（損害の範囲）①に規定する損害賠償金の額は、携帯
品または受託品が事故の生じた場所および時に、被害を受けていなけ
れば有するであろう価額を超えないものとします。

第５条（貴重品等の補償）
当会社は、携帯品または受託品が貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、

宝石もしくは貴金属等の貴重品または証書、帳簿、美術品、骨董
とう

品、勲章、

徽
き

章、稿本、設計書もしくは雛
ひな

型等の主観的価値をもつ財物である場
合において、被保険者が損害額を証明できないときは、その証明でき
ない額については、保険金を支払いません。

第６条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約の支払限度額は、別表１に記載する金額とします。
(2)　(1)に規定する支払限度額は、基本特約Ⅰの支払限度額に含まれるも

のとします。
(3)　この特約の免責金額は、別表２のとおりとします。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

１名１事故それぞれにつき、次の①または②のいずれか低い額を限度
とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊に適用される支払限度額。た
だし、保険期間中の残存支払限度額が支払限度額を下回る場合には、
その額とします。

②�１名10万円、１事故100万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限
度額として、これと異なる額が記載されている場合にはその額とし
ます。

別表２　免責金額

適用しません。ただし、保険証券にこの特約の免責金額が記載されて
いる場合には、その額とします。

◯4B　賃貸物件使用不能損害補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、施設（注１）に火災、破裂または爆発（以下「事故」といい

ます。）が発生し、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」とい
います。）第２条（保険金を支払う場合）の他人の身体の障害または財
物の損壊が発生していない場合において、施設の占有者（以下「入居者」
といいます。）が事故により施設の使用を阻害されたことにより負担す
る次の収益の減少または費用について、被保険者が法律上の損害賠償
責任を負担することによって被る損害に対して、保険金を支払います。
①　入居者が施設の事故による損害を防止するために要した有益な費
用

②　入居者が事故対応をするために要した人件費等の諸経費
③　入居者の収益（注２）の減少による損害
④　施設が使用不能のため入居者が他の賃借物件に転居するために支
出した費用
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⑤　施設が復旧した時に入居者が他の賃借物件から転居してくるため
に支出した費用

（注１）施設
　　　　�基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいま

す。）第１条（事故）①に定める施設をいいます。以下同様と
します。

（注２）収益
　　　　�施設の使用が阻害されていなければ得られたであろう通常の収

益をいいます。以下同様とします。

(2)　(1)の入居者には次の者を含みません。
①　統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）第２
条（被保険者）(1)①の記名被保険者およびその使用人

②　①の記名被保険者の子会社（注）およびその使用人
③　同第２条(1)③の役員が役員となっている他の法人およびその使用
人

④　同第２条(1)④の配偶者、同居の親族およびこれらの者の使用人
⑤　④の配偶者、同居の親族が役員となっている他の法人およびその
使用人

（注）①の記名被保険者の子会社
　　　会社法（平成17年法律第86号）上の子会社をいいます。

第２条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約における支払限度額は、別表のとおりとします。ただし、

基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額に含まれるものとします。
(2)　この特約における免責金額は、基本特約Ⅰの財物損壊の免責金額と

します。

第３条（普通約款の費用保険金対象外）
(1)　当会社は、第１条（保険金を支払う場合）(1)で規定する損害につい

ては、普通約款第５条（損害の範囲）②から⑥の費用を支払いません。
(2)　(1)のほか、当会社は次の損害に対しても、保険金を支払いません。

①　入居者が営業機会を逸したことによる損害。ただし、第１条（保
険金を支払う場合）(1)③の収益を除きます。

②　入居者が他の賃借物件を使用するために支払った賃借料

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�5,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4C　施設居宅介護事業者特約

第１条（責任の範囲）
(1)　基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）第

１条（事故）の規定を次のとおり読み替えるものとします。

第１条（事故）
　�　この特約における「事故」とは、次のいずれかに該当する事故

をいいます。
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　　①�　被保険者が行う保険証券記載の介護サービス（注）のために所
有、使用または管理する施設または設備（以下「施設」とい
います。）に起因して、保険期間中に生じた偶然な事故

　　②�　被保険者による介護サービス（以下「仕事」といいます。）
の遂行に起因して、保険期間中に生じた偶然な事故

（注）介護サービス
　　　�次のものをいいます。ただし、この保険契約に居宅介護支援

（ケアマネジメント）特約が付帯されている場合には、同特
約第１条（用語の定義）に規定する「居宅介護支援（ケアマ
ネジメント）」を含むものとします。以下同様とします。

　　　ア�．介護保険法（平成９年法律第123号）に定義された「居
宅サービス」

　　　イ�．介護保険法に規定された「地域密着型サービス」および
「地域密着型介護予防サービス」

　　　ウ．介護保険法に規定された「施設サービス」
　　　エ．介護保険法に規定された「介護予防サービス」
　　　オ�．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号）に定める障害福祉サービ
スならびに児童福祉法（昭和22年法律第164号）に定める
児童発達支援および放課後等デイサービス

　　　カ�．「横出し」「上乗せ」サービス（ア．からウ．に関するサー
ビスに関して、介護保険による対象の範囲等を超えて市区
町村が条例に定め行うサービスをいいます。）

(2)　介護サービスには、介護保険法に定義する保健医療サービスおよび
福祉サービスにおいて、理学療法士、作業療法士が行う業務および看
護行為（注）を含むものとします。ただし、たんの吸引および経管栄養
を除きます。

（注）看護行為
　　　�看護師が行う保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第

５条の療養上の世話（ベッドメイキング、移動、体位交換、身体

の清拭、入浴、寝衣交換、排泄
せつ

、食事介助等で診療の補助に該当
しない行為をいいます。）をいいます。以下同様とします。

(3)　(2)に規定する理学療法士、作業療法士が行う業務および看護行為に
ついては、基本特約Ⅰ第５条（保険金を支払わない場合－その４）②
および⑥の規定を適用しません。

第２条（人格権侵害の補償）
(1)　当会社は、介護サービスに関しては、人格権侵害（注）に基づく損害

賠償責任に起因する損害に対しても、保険金を支払います。

（注）人格権侵害
　　　�施設および仕事の遂行に起因して、保険期間中に、被保険者また

は被保険者以外の者が行った次に掲げる不当な行為（以下「不当
行為」といいます。）をいいます。

　　　①　不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀
き

損
　　　②�　口頭、文書、図面その他これらに類する表示行為による名誉

毀
き

損またはプライバシーの侵害

(2)　不当行為が継続または反復して行われた場合には、不当行為が行わ
れた日時は、最初に行われた時とします。

第３条（人格権侵害にかかる特則）
人格権侵害に関しては、当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以

下「普通約款」といいます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特
別約款」といいます。）および基本特約Ⅰの保険金を支払わない事由の
ほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者が負担する
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次のいずれかの事由に起因する損害に対し、保険金を支払いません。
①　法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が

認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合
を含みます。）行った行為

②　被保険者の使用人の故意または犯罪行為。ただし、過失犯を除き
ます。

③　介護サービスの対象者に対する身体の拘束。ただし、被保険者お
よびその使用人が故意に行ったものに限ります。

④　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づい
て被保険者以外の者によって行われた犯罪行為。ただし、過失犯を
除きます。

⑤　被保険者による採用、雇用または解雇
⑥　不当行為と知りながら、被保険者によって、または被保険者の指
図により被保険者以外の者によって行われた人格権侵害　

⑦　被保険者によって、または被保険者のために被保険者以外の者に
よって行われた広告宣伝活動、放送活動または出版活動

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　理学療法士、作業療法士が行う業務および看護行為の遂行に起因す

る損害に適用される支払限度額は別表１記載のとおりとします。ただ
し、基本特約Ⅰの支払限度額の範囲内とします。

(2)　理学療法士、作業療法士が行う業務および看護行為にかかわる免責
金額は、基本特約Ⅰの免責金額と同一とします。

(3)　人格権侵害にかかわる支払限度額は、別表２記載のとおりとします。
ただし、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額の範囲内とします。

(4)　人格権侵害にかかわる免責金額は、基本特約Ⅰの身体障害の免責金
額と同一とします。

第５条（支払限度額に関する特則）
第２条（人格権侵害の補償）に定める損害について保険金を支払う

べき当会社の保険契約がある場合には、同一の事由において当会社が
支払う保険金の額は、他の保険契約と合算して５億円を超えないもの
とします。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　�理学療法士、作業療法士が行う業務および看護行為にかかわる支
払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの支払限度額。ただし、保険期間中の支
払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支払限度額を
下回るときにはその額とします。

②２億円

別表２　人格権侵害の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②２億円

◯4D　居宅介護支援（ケアマネジメント）特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。
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用　　語 定　　義

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

居宅介護支援（ケ
アマネジメント）

介護保険法（平成９年法律第123号）に規定する「居
宅介護支援」および「介護予防支援」をいいます。

純粋経済損害
身体の障害または財物の損壊の発生に起因しない経
済的損害をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）、特別約款第１条
（事故）および基本特約Ⅰ第１条（事故）の規定にかかわらず、被保険
者の居宅介護支援（ケアマネジメント）業務（以下「業務」といいま
す。）の遂行に起因して他人に生じた純粋経済損害につき、被保険者に
対して保険期間中に損害賠償請求が行われたことにより、被保険者が
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、こ
の特約に従い、保険金を支払います。

(2)　同一の事故、原因または事由に起因して提起されたすべての損害賠
償請求は、損害賠償請求が提起された時、場所または損害賠償請求者
の数等にかかわらず、最初の損害賠償請求が提起された時にすべてな
されたものとみなします。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに規定する保険金

を支払わない事由のほか、次に規定する損害賠償請求に対して、保険
金を支払いません。
①　被保険者の犯罪行為（注）に起因する損害賠償請求
②　法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が
認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合
を含みます。）行った行為に起因する損害賠償請求

③　被保険者の使用人の故意または犯罪行為に起因する損害賠償請求
④　被保険者の法的倒産手続の申立てまたは資金不足等による債務不
履行に起因する損害賠償請求

⑤　被保険者の公務員または会社の役員としての行為に起因する損害
賠償請求

⑥　不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀
き

損および口頭、

文書、図面その他これらに類する表示行為による名誉毀
き

損またはプ
ライバシーの侵害に起因する損害賠償請求

⑦　特許権、著作権または商標権等の知的財産権その他の権利侵害に
起因する損害賠償請求

⑧　業務の保証に起因する損害賠償請求
⑨　業務に対して与えられるまたは要求される報酬、手数料等または
その他の形態の代償の返還請求に起因する損害賠償請求

⑩　保険契約締結の際、保険契約者、被保険者またはその代理人が、
保険期間中に第２条（保険金を支払う場合）の損害賠償請求が提起
されるおそれのある事故、原因または事由が発生していることを知っ
ていた場合（知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含
みます。）に、その事故、原因または事由に起因する損害賠償請求

⑪　当会社が被保険者に対して行った損害賠償請求
⑫　他の被保険者から行われた損害賠償請求
⑬　被保険者の父母、配偶者、子または同居の親族から行われた損害
賠償請求

⑭　日本国外で行われた業務に起因する損害賠償請求
⑮　日本国外の裁判所に提起された損害賠償請求
⑯　日本国外の裁判所の確定判決（仲裁判断、和解等を含みます。）に
ついて、民事訴訟法（平成８年法律第109号）第118条に基づき、日
本国内の裁判所においてなされるその判決等の承認およびその執行
判決を求める訴えに起因する損害賠償請求
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（注）犯罪行為
　　　�刑を科せられるべき違法な行為をいい、時効の完成等によって刑

を科せられなかった行為を含みます。以下同様とします。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約により当会社が支払うべき支払限度額は、別表記載のとお

りとします。ただし、基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額に含まれる
ものとします。

(2)　この特約の免責金額は、基本特約Ⅰの財物損壊の免責金額と同一と
します。

第５条（通知）
(1)　保険契約者または被保険者は、保険期間中に、第２条（保険金を支

払う場合）の損害賠償請求が提起されるおそれのある事故、原因また
は事由が発生したことを知った場合は、知った日から60日以内に、次
の事項を、書面で当会社に通知しなければなりません。
①　事故の状況、被害者の住所および氏名または名称
②　事故の発生日時、場所または事故の状況について証人となる者が

ある場合は、その者の住所および氏名または名称
③　事故の原因または事由の具体的状況

(2)　当会社は、保険契約者または被保険者が、(1)の通知を行った場合に
おいて、その事故、原因または事由に起因して、保険期間終了後５年
以内に被保険者に対して損害賠償請求が提起されたときは、その損害
賠償請求は、保険期間の終了日に提起されたものとみなします。ただし、
この保険契約が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を
除きます。

(3)　当会社は、保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく、(1)の
通知を怠った場合は、その事故、原因または事由に起因する損害によっ
て当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第６条（読替規定）
当会社は、次のとおり普通約款を読み替えて適用します。

①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および終期）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
請求」

⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。
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◯4E　たんの吸引経管栄養補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

介護特約 施設居宅介護事業者特約をいいます。

介護サービス
介護特約第１条（責任の範囲）において読み替えら
れた基本特約Ⅰ第１条（事故）に定める「介護サー
ビス」をいいます。

登録事業者
都道府県に登録される登録特定行為事業者をいいま
す。

認定証
都道府県から交付される認定特定行為業務従事者認
定証をいいます。

第２条（介護サービスの範囲の拡張）
(1)　この特約により、被保険者が行う介護サービスには、登録事業者の

事業に従事する者のうち、認定証が交付された者または作業療法士、
理学療法士、言語聴覚士もしくは看護師が医師の指示のもとに行う次
の業務行為を含むものとします。
①　たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）
②　経管栄養（胃ろうまたは腸ろう、経鼻経管栄養）

(2)　介護特約第１条（責任の範囲）(2)のただし書きは、(1)の行為につ
いてはこれを適用しません。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅰおよび介護特約の規定を準
用します。

◯4G　警備業者補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

警備契約書
警備業務を行うことを約した契約書をいい、付属す
る警備計画書または警備仕様書を含みます。

警備業務
警備業法（昭和47年法律第117号）に基づく保険証
券に記載された警備業務をいいます。

警備対象物
警備契約書に記載された警備対象物件および警備対
象区域内にある財物をいいます。

第２条（責任の範囲）
基本特約Ⅰ第１条（事故）の規定を次のとおり読み替えるものとし

ます。

第１条（事故）
　この特約における「事故」とは、次のいずれかに該当する事故をいい
ます。
　①�被保険者が警備業務のために所有、使用または管理する施設または

設備（以下「施設」といいます。）に起因して、保険期間中に生じ
た偶然な事故
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　②�被保険者による警備業務の遂行に起因して保険期間中に生じた偶然
な事故

第３条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ

らず、事故により生じた他人の身体の障害またはその財物の損壊、紛
失もしくは盗取について被保険者が法律上の損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害（以下「損害」といいます。）に対して、保険金
を支払います。

第４条（普通約款および基本特約Ⅰの特則）
(1)　普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定は、

警備対象物の損壊、紛失または盗取に関しては、適用しません。
(2)　警備契約書に記載の期間中における警備業務の結果、保険期間中に

生じた事故については、基本特約Ⅰ第２条（保険金を支払わない場合
－その１）⑤の「仕事の結果」には該当しないものとみなします。

第５条　（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの保険金を支払わ

ない場合の規定に定める事由のほか、被保険者が次のいずれかの損害
賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払
いません。
①　被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して遂行した
警備業務に起因する損害賠償責任

②　警備業法に基づく認定を受けずに、または認定を取り消された以
後に遂行した業務に起因する損害賠償責任

③　警備契約書に基づかない警備業務の遂行に起因する損害賠償責任
④　警備対象物である貨幣・紙幣・有価証券・印紙・切手・証書・宝石・

貴金属・美術品・骨董
とう

品その他これらに類する財物の損壊、紛失ま
たは盗取に起因する損害賠償責任

⑤　警備対象物の核燃料物質（注１）または核燃料物質によって汚染され
た物（注２）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの
特性に起因する事故に基づく損害賠償責任

⑥　⑤に規定した以外の放射線照射または放射能汚染に起因する損害
賠償責任

⑦　警備対象物である銃火器または火薬類取締法（昭和25年法律第149
号）に定められる火薬類による事故に起因する損害賠償責任

⑧　被保険者が所有、使用または管理する航空機、自動車または警備
契約書の警備対象区域外にある車両・船舶（注３）による事故に起因す
る損害賠償責任。ただし、警備対象物の損壊に対する損害賠償責任
を除きます。

⑨　被保険者が製造、販売または提供した警備業務用機械装置の品質
上の欠陥による同機械装置自体の損壊、紛失または盗取に対する損
害賠償責任

（注１）核燃料物質
　　　　使用済燃料を含みます。以下この条において同様とします。
（注２）汚染された物
　　　　原子核分裂生成物を含みます。
（注３）車両・船舶
　　　　原動力が専ら人力であるものを除きます。

第６条（下請負人の取扱い）
普通約款、特別約款およびこの保険契約に付帯する特約にいう被保

険者には、特別約款第２条（被保険者）に規定される者のほか、記名
被保険者の警備業務に関するかぎりにおいて、そのすべての下請負人
を含みます。

第７条（保険期間と保険責任の関係）
当会社は、普通約款第７条（保険責任の始期および終期）(1)に掲げ

る保険期間中に他人の身体の障害または他人の財物の損壊、紛失もし
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くは盗取が発生した場合に限り、その損害に対して保険金を支払いま
す。

第８条（保険金の請求）
被保険者が保険金を請求する場合は、普通約款第27条（保険金の請

求）(2)に規定する書類のほか、警備契約書の写しを当会社に提出しな
ければなりません。

第９条（１回の事故の定義）
普通約款第６条（支払保険金の計算）(1)に規定する「１回の事故」

とは、同一原因または事由に起因して生じた一連の事故をいいます。

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯4H　運送業務補償特約（警備業者補償特約用）

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により警備業者補償特約（以下「警備業者特約」

といいます。）第３条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、警
備業務の遂行を目的とする、被保険者による警備対象物件の運送業務
（以下「運送業務」といいます。）に起因して保険期間中に生じた偶然
な事故により生じた他人の身体の障害またはその財物の損壊、紛失も
しくは盗取について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担するこ
とによって被る損害（以下「損害」といいます。）に対しても、保険金
を支払います。

第２条（読替規定）
この特約においては、警備業者特約を次のとおり読み替えて適用し

ます。
①　警備業者特約第１条（用語の定義）、同第４条（普通約款および基
本特約Ⅰの特則）、同第５条（保険金を支払わない場合）および同第
８条（保険金の請求）の規定中、「警備契約書」とあるのは「運送契
約書」（ただし、同第５条⑧を除きます。）

②　警備業者特約第１条、同第２条（責任の範囲）および同第５条の
規定中、「警備業務」とあるのは「運送業務」

③　警備業者特約第１条、同第４条および同第５条の規定中、「警備対
象物」とあるのは「運送受託物」

④　警備業者特約第１条の「警備対象物」の定義中、「警備契約書に記
載された警備対象物件および警備対象区域内にある財物」とあるの
は、「運送業務の受託物」

⑤　警備業者特約第１条および同第５条の規定中、「警備業法」および
「認定」とあるのは、「道路運送法（昭和26年法律第183号）」および「免
許」

⑥　警備業者特約第５条⑧の規定中、「警備契約書の警備対象区域外に
ある車両・船舶」とあるのは、｢車両・船舶｣

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅰ施設業務危険補償および警備業者特約の規定を準用します。

◯4J　現金・貴重品補償特約（警備業者補償特約用）

第１条（保険金を支払わない場合の適用除外）
当会社は、警備業務の対象物である現金・貴重品（注）については、

警備業者補償特約（以下「警備業者特約」といいます。）第５条（保険
金を支払わない場合）④の規定を適用しません。



85－ －

基
本
特
約
Ⅰ
に
付
帯
さ
れ
る
特
約

（注）現金・貴重品
　　　�警備対象物である貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、証書、宝

石、貴金属、美術品、骨董
とう

品その他これらに類する財物をいいま
す。以下同様とします。

第２条（盗取発生後の措置）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、現金・貴

重品について盗取が発生したことを知った場合は、次の事項を履行し
なければなりません。
①　直ちに所轄警察署に通報するとともに、遅滞なく当会社にこれを

通知すること。
②　盗取された現金・貴重品の発見、回収に努めること。
③　現金・貴重品について被保険者が第三者に対して有する権利の保
全または行使に努めること。

(2)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理
由がなく(1)の規定に違反した場合は、当会社は、次の額を差し引いて
保険金を支払います。
①　(1)①および②については損害の発生または拡大を防止することが
できたと認められる損害の額

②　(1)③については他人に損害賠償の請求をすることによって取得す
ることができたと認められる額

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅰ施設業務危険補償および警備業者特約の規定を準用します。

◯4L　危険物補償特約（警備業者補償特約用）

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、警備対象物である医学用・科学用・産業用ラジオ・アイ

ソトープ（注）の原子核反応または原子核の崩壊に起因して被保険者が
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、
賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３条(保
険金を支払わない場合－その１)④および⑤ならびに警備業者補償特約
第５条（保険金を支払わない場合）⑤および⑥の規定を適用しません。

（注）ラジオ・アイソトープ
　　　�ウラン、トリウム、プルトニウムおよびこれらの化合物ならびに

これらの含有物を含みません。

(2)　当会社は、警備対象物である銃火器または火薬類取締法（昭和25年
法律第149号）に定められる火薬類による事故に起因して被保険者が法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、警
備業者補償特約第５条（保険金を支払わない場合）⑦の規定を適用し
ません。

第２条（読替規定）
この保険契約に運送業務補償特約（警備業者補償特約用）が付帯さ

れている場合において、同特約の適用があるときには、前条の規定中
「警備対象物」とあるのを、「運送業務の受託物」と読み替えて適用し
ます。

第３条（準用規定)
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款、基本特約Ⅰ施設業務
危険補償の規定を準用します。
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◯4M　労働争議補償特約（警備業者補償特約用）

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、労働争議に起因して被保険者が法律上の損害賠償責任を

負担することによって被る損害に対しては、賠償責任保険普通保険約
款（以下「普通約款」といいます。）第３条（保険金を支払わない場合
－その１）②の規定を適用しません。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、普通約款第３

条（保険金を支払わない場合－その１）（労働争議については②を除き
ます。）、同第４条（保険金を支払わない場合－その２）（警備対象物の
損壊、紛失または盗取については②を除きます。）、統合賠償責任保険
特別約款（以下「特別約款」といいます。）、および基本特約Ⅰ施設業
務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）に定める保険金を支払
わない事由のほか、被保険者が次に掲げる損害賠償責任を負担するこ
とによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　被保険者の使用人の労働争議に起因して負担する損害賠償責任
②　被保険者の遂行する警備業務の依頼人の使用人の労働争議に起因
して、依頼人に対して負担する損害賠償責任

第３条（支払限度額）
(1)　この特約の支払限度額は、保険証券記載の基本特約Ⅰの支払限度額

とします。ただし、身体の障害および財物の損壊の保険証券記載の支
払限度額の合算が５億円を超える場合には、この特約の支払限度額は、
保険証券の記載にかかわらず身体の障害および財物の損壊を合算して
５億円とします。

(2)　この特約の支払限度額は、基本特約Ⅰの支払限度額に含まれるもの
とし、基本特約Ⅰの支払限度額を増額するものではありません。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯2N　有害鳥獣駆除に関する特約

第１条（事故）
この特約において、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約

Ⅰ」といいます。）第１条（事故）に規定する「事故」とは、鳥獣の保
護及び狩猟の適正化に関する法律(平成14年法律第88号。以下「法」と
いいます。)の許可に基づく有害鳥獣駆除（以下「駆除」といいます。）
の業務従事中に起因して生じた偶然な事故をいいます。

第２条（被保険者の範囲）
(1)　統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）第２条
（被保険者）の規定にかかわらず、この特約において「被保険者」とは
次の者をいいます。この場合において、②の被保険者は、賠償責任保
険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第４条(保険金を支
払わない場合－その２)④に規定する「被保険者の使用人」とはみなし
ません。　��
①地方公共団体またはその地方公共団体より委託を受けた猟友会その

他実施団体
②①の指示または監督の下、駆除を行う駆除従事者

(2)　前条の事故について、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定
は被保険者ごとに個別に適用され、(1)の被保険者間の関係は、それぞ
れ互いに他人とみなします。

(3)　(2)の規定は、当会社の支払限度額を増額するものではありません。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約�Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、被保険者が次の損害賠償責任を負担すること
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によって被る損害に対して、保険金を支払いません。
①　狩猟免許を受けないで駆除を行っている間に生じた事故に起因す

る損害賠償責任
②　銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第６号)に定める許可を受
けないで所持している銃器によって生じた事故に起因する損害賠償
責任

③　②の許可のないものに譲渡または貸与した銃器によって生じた事
故に起因する損害賠償責任

④　法の許可を受けた駆除期間および駆除時間駆除区域等、許可内容
を逸脱して駆除を行っている間に生じた事故に関する損害賠償責任

⑤　他人の猟犬を殺傷したことに起因する損害賠償責任
⑥　各都道府県の有害鳥獣駆除実施要領（名称は問いません。）に定め
る許可基準を満たさない、または違反した駆除または駆除従事者に
よって生じた事故に起因する損害賠償責任

第４条（保険料の返還）
普通約款第21条（保険料の返還－解除の場合）(2)の規定にかかわら

ず、普通約款第15条（保険契約者による保険契約の解除）の規定により、
保険契約者がこの保険契約を解除した場合は、当会社は、保険料を返
還しません。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯2P　わな・網等に関する特約

第１条（事故）
基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）第

１条（事故）にいう「施設」とは、被保険者が狩猟のために所持また
は使用するわな・網等（狩猟を目的として使用する鳥獣捕獲のための
道具をいいます。ただし、その目的に従って使用している間に限りま
す。）をいいます。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、被保険者が
次の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保険金
を支払いません。
①　狩猟免許を受けないで狩猟を行っている間に生じた事故に起因す
る損害賠償責任

②　法令により定められた狩猟期間または捕獲時間外に狩猟を行って
いる間に生じた事故に起因する損害賠償責任

③　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）
に違反して行った狩猟または捕獲に関する損害賠償責任

④　他人の猟犬を殺傷したことに起因する損害賠償責任
⑤　仕掛けたわな・網等に最後に接触してから10日以上経過した後に
生じた事故に起因する損害賠償責任

第３条（保険契約の失効）
保険契約締結の後、被保険者が死亡した場合は、保険契約は効力を

失います。

第４条（保険料の返還）
普通約款第15条（保険契約者による保険契約の解除）の規定により、

保険契約者がこの保険契約を解除した場合は、当会社は、保険料を返
還しません。

第５条（個別適用）
普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定は、被保険者ごとに個
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別に適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯2Q　業務外個人行為補償特約１（企業用）

第１条（用語の定義)
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

家族従業者

記名被保険者が個人事業主である場合の、記名被保
険者と生計を共にする同居の親族で、保険証券記載
の仕事において、記名被保険者の指揮命令に従う者
をいいます。

業務
記名被保険者が行う保険証券記載の業務をいいま
す。ただし、ＬＰガス販売業務を除きます。

業務外個人行為

被保険者が、記名被保険者の指示または管理下にお
いて通常の業務を行う時間中（業務に付随する休憩
時間、移動時間を含みます。）に次の場所で行った
行為で、業務と直接関係のないものをいいます。
①　保険証券記載の施設
②　保険証券記載の業務が遂行される場所
③�　①および②相互間の移動中ならびに①または②
と被保険者の自宅との通常の往復経路途上

施設

業務の遂行を直接の目的とする事務所、店舗、工場、
作業場、資材置場等の施設およびそれらの付属設備
等の不動産ならびに動産をいいます。ただし、ＬＰ
ガス販売業務に使用される施設を除きます。

被用者
施設において記名被保険者に使用され、賃金を支払
われる者をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、被保険者が保険期間中に行った業務外個人行為により、

他人の身体の障害またはその財物の損壊について法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い保険金
を支払います。

第３条（被保険者の定義）
この特約において被保険者とは次の者（責任無能力者を含みませ

ん。）をいいます。
①　記名被保険者が任意団体、組合または共同企業の場合は、その構
成員

②　記名被保険者が個人、任意団体、組合、共同企業のいずれでもな
い法人の場合は、その役員、被用者

③　記名被保険者が個人の場合は、記名被保険者、その被用者および
家族従業者

第４条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被
保険者が次の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して
も、保険金を支払いません。
①　被保険者の心神喪失に起因する損害賠償責任
②　被保険者または被保険者の指示による暴行・殴打に起因する損害
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賠償責任
③　記名被保険者の所有、使用または管理する財物の損壊に起因する
損害賠償責任

④　被保険者の職務や業務遂行に直接起因する損害賠償責任
(2)　(1)にかかわらず、この特約において、当会社は、基本特約Ⅰ第２条
（保険金を支払わない場合－その１）④および⑤の規定は適用しませ
ん。

第５条（支払限度額および免責金額）
この特約における、支払限度額および免責金額は別表記載のとおり

とします。

第６条（個別適用）
(1)　この特約の規定は、第３条（被保険者の定義）に定める被保険者に

つき別個にこれを適用し、被保険者相互間の関係は、それぞれ互いに
他人とみなします。ただし、家族従業者相互間については、これを適
用しません。

(2)　(1)の規定により、当会社の支払限度額は増額しません。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額
保険証券にこの特約の支払限度額として記載さ
れている額

免責金額 ０円

◯2R　業務外個人行為補償特約２（学校用）

第１条（用語の定義)
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

学校
学校教育法(昭和22年法律第26号)に定められる保険
証券記載の学校をいいます。

業務 学校が行う教育活動をいいます。

業務外個人行為

被保険者または被保護者が次のア、イまたはウの場
所で行った下記①から③までの行為をいいます。
ア．保険証券記載の施設
イ．保険証券記載の業務が遂行される場所
ウ�．ア、イおよび被保険者の自宅との通常の往復経
路途上または相互間

①�被保険者が第３条（被保険者の定義）(1)①から
③に該当する場合

　�学校の定める勤務時間内や教育活動時間内（休憩
時間等を含みます。）に行った行為で、業務と直
接関係のないものをいいます。

②�被保険者が第３条(1)④に該当する場合
　�被保険者が学校の管理下中に行った行為をいいま
す。

③被保険者が第３条(1)⑤に該当する場合
　�被保護者が学校の管理下中に行った行為をいいま
す。

施設
学校が業務の遂行を直接の目的として所有、使用も
しくは管理する施設または設備をいいます。
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用　　語 定　　義

被保護者
学校に所属する学生・生徒・児童および幼児のうち、
責任無能力者をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、被保険者が保険期間中に行った業務外個人行為により、

他人の身体の障害またはその財物の損壊について法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い保険金
を支払います。

第３条（被保険者の定義）
この特約において被保険者とは次の者をいいます。

①　学校の役員（学校の校長、理事、監事その他これらの地位に準ず
る者をいいます。）

②　学校の教職員（臨時雇いを含みます。）
③　学校の依頼を受けて学生・生徒・児童および幼児の教育活動に協
力する者（行政協力員等、学校教育の指導協力者として教育委員会
または学校の名簿等に登録された者をいいます。）

④　学校に所属する学生・生徒および児童。ただし、これらのうち、
責任無能力者を除きます。

⑤　被保護者の法定の監督義務者

第４条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、被保険者が次の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害に対して、保険金を支払いません。
①　被保険者の心神喪失に起因する損害賠償責任
②　被保険者または被保険者の指示による暴行・殴打に起因する損害

賠償責任
③　記名被保険者の所有、使用または管理する財物の損壊に起因する
損害賠償責任

④　被保険者の業務遂行に直接起因する損害賠償責任
(2)　(1)にかかわらず、この特約において、当会社は、基本特約Ⅰ第２条
（保険金を支払わない場合－その１）④および⑤の規定は適用しませ
ん。

第５条（支払限度額および免責金額）
この特約における、支払限度額および免責金額は別表記載のとおり

とします。

第６条（個別適用）
(1)　この特約の規定は、第３条（被保険者の定義）に定める被保険者に

つき別個にこれを適用し、被保険者相互間の関係は、それぞれ互いに
他人とみなします。ただし、被保険者とその配偶者および被保険者と
同居する親族相互間については、これを適用しません。

(2)　(1)の規定により、当会社の支払限度額は増額しません。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額
保険証券にこの特約の支払限度額として記載さ
れている額

免責金額 ０円
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◯2S　上乗せ契約特約（学校用）

第１条（保険金を支払う場合)
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第25条(他の保険契約等がある場合の保険金の支払額)の規定にか
かわらず、１回の事故について、被保険者が第三者に対して支払うべ
き損害賠償金が他の保険契約等の支払限度額を超過する場合に限り、
その超過額に対して、普通約款、統合賠償責任保険特別約款(以下「特
別約款」といいます。)および基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基
本特約Ⅰ」といいます。）の規定に従い、保険金を支払います。

第２条（支払保険金の計算）
当会社は、他の保険契約等により支払う保険金の額の合算額または

保険証券に記載された免責金額のいずれか大きい金額を免責金額とし
て普通約款第６条（支払保険金の計算）の規定を適用します。

第３条（特約の適用除外）
この特約は、業務外個人行為補償特約２（学校用）第２条（保険金

を支払う場合）の損害に対しては適用しません。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅰおよび業務外個人行為補償
特約２（学校用）の規定を準用します。

◯5Z　私立学校特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

お詫び金

被保険者が、あらかじめ当会社の同意を得て学校の
学生、生徒および児童（以下「生徒等」といいます。）
または学校が実施する入学試験を受験した者（以下
「受験生」といいます。）に対しお詫びのために支払
う社会通念上妥当とされる慰謝料をいいます。

学校
学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する学校
をいいます。

学校法人
私立学校法（昭和24年法律第270号）に規定する学
校法人をいいます。

広告宣伝活動

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、看板、インターネッ
トまたはこれらに準じる媒体によって不特定多数の
人に対して、被保険者の教育活動に関する情報の提
供を行うことをいいます。

人格権侵害

次の行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀

き

損
②�口頭、文書、図面その他これらに類する表示行為

による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵害

犯罪行為
刑に処せられるべき違法な行為をいい、時効の完成
等によって刑に処せられなかった行為を含みます。

第２条（被保険者の範囲）
この特約において、被保険者とは次に掲げる者をいいます。

①　学校法人（以下この特約において「記名被保険者」といいます。）
②　記名被保険者の役員（理事、監事その他これらの地位に準ずる者
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をいいます。）
③　記名被保険者の使用人である教職員（臨時雇いを含みます。）

第３条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）に規定する損害

のほか、被保険者が生徒等、受験生またはこれらの者の親権者もしく
は遺族から、次に掲げる損害賠償請求を受けたこと（損害賠償請求を
受けたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）により、法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、この
特約に従い保険金を支払います。
①　保険証券記載の学校以外の学校が実施する入学試験（注１）の申込手
続に過誤（不作為を含みます。）があり、生徒等が入学試験の受験資
格を喪失したことに起因する損害賠償請求

②　保険証券記載の学校が実施する入学試験のあらかじめ定められた
日時における結果発表（以下「合否発表」といいます。）において不
合格または補欠と発表した受験生を、合否発表の行われた日の翌日
以降に合格とする訂正を行ったことに起因する損害賠償請求

③　身体障害または財物損壊を除くその他の事由（注２）に起因する損害
賠償請求

（注１）入学試験
　　　　�試験問題を出して解答を求め、または実技による審査もしくは

調査により合否、採否を定めるものをいい、学校の生徒等が他
の学校に入学（転学を含みます。）する目的のものに限ります。
以下同様とします。

（注２）その他の事由
　　　　人格権侵害を含みます。

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、この特約において、普通約款、特別約款および基本特約

Ⅰの保険金を支払わない事由のほか、被保険者に対してなされた次の
いずれかに該当する損害賠償請求に起因する損害については、保険金
を支払いません。なお、第２条（被保険者の範囲）③に定める被保険
者については、②、⑤および⑦の適用の判断を、被保険者ごとに個別
に行うものとします。ただし、これにより当会社の支払限度額を増額
するものではありません。
①　被保険者による、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて
被保険者以外の者による犯罪行為に起因する損害賠償請求

②　法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が
認識していた（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合
を含みます。）行為に起因する損害賠償請求

③　建築、土木、組立その他の工事の遂行に起因する損害賠償請求
④　被保険者の研究者、公務員または会社の役員としての行為に起因
する損害賠償請求

⑤　特許権、著作権または商標権等の知的財産権その他の権利侵害に
起因する損害賠償請求

⑥　業務の保証に起因する損害賠償請求
⑦　被保険者によって、または被保険者のために被保険者以外の者に
よって行われた広告宣伝活動に起因する人格権侵害にかかわる損害
賠償請求

⑧　教職員や講師等が不足したことに起因する損害賠償請求
⑨　教育活動以外の収益事業に起因する損害賠償請求
⑩　保険契約や保険証券の手配に起因する損害賠償請求

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、前条に定めるほか、被保険者に対してなされた次の事由

に起因する損害賠償請求に起因する損害に対しても、保険金を支払い
ません。なお、次の事由が実際に生じたか否かにかかわらず、それら
の事由があったとの申立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求
がなされた場合にも、この規定を適用します。
①　被保険者の破産、解散または倒産
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②　学校閉鎖

第６条（保険金を支払わない場合－その３）
(1)　当会社は、前２条に定めるほか、第３条（保険金を支払う場合）②

における損害賠償請求があった場合で、記名被保険者が合否発表の結
果を訂正する受験生に対し、その通知を次の期間内に行わなかったと
きは、通知を行わなかったその受験生から提起された損害賠償請求に
ついても、お詫び金を除き、保険金を支払いません。
①　合否発表の日からその日を含めて１年以内
②　記名被保険者が合否発表に過誤があったことを知った日からその

日を含めて60日以内
(2)　当会社は、この特約の保険責任が開始する時点より前に、保険契約者、

被保険者またはこれらの者の代理人が、保険期間中に第３条（保険金
を支払う場合）の損害賠償請求を提起されるおそれのある事由または
その原因が発生していることを知っていた場合（知っていたと判断で
きる合理的な理由がある場合を含みます。）は、一切の損害に対して保
険金を支払いません。

第７条（損害の範囲）
当会社は、次に掲げる費用または損害賠償金を被保険者が負担する

ことによって生じる損害に対して、この特約に従い保険金を支払いま
す。
①　第３条（保険金を支払う場合）①における損害賠償請求の場合は、
入学試験の受験資格を喪失した生徒等に対しお詫び金を支払うこと
に要した費用

②　第３条②における損害賠償請求の場合は、次のアおよびイの費用
ア．合否発表の結果を訂正した受験生に対しお詫び金を支払うこと
に要した費用

イ．合否発表の結果が訂正された受験生が保険証券記載の学校に編
入学する場合に、その受験生が予備校または他の学校等に入学金
または学費等（注１）を支払っており、かつ、返還が不可能となった
ために負担する法律上の損害賠償金

③　第３条③における損害賠償請求の場合は、次のアおよびイの費用
ア．法律上の損害賠償金
イ．争訟費用（注２）

（注１）入学金または学費等
　　　　�合否発表の行われた日の前日までに支払われたものを除きま

す。
（注２）争訟費用
　　　　普通約款第５条（損害の範囲）⑤に定める費用をいいます。

第８条（１損害賠償請求）
この特約において、同一の原因または事由に起因する一連の損害賠

償請求は、損害賠償請求の時もしくは場所または損害賠償請求者の数
にかかわらず、被保険者に対して最初の損害賠償請求がなされた時に
すべての損害賠償請求がなされたものとみなします。

第９条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社がこの特約で支払う保険金の額は、１損害賠償請求につき、

別表記載の支払限度額を限度とします。
(2)　この特約の免責金額は、１損害賠償請求につき、別表に記載された

額とします。

第10条（支払限度額に関する特則）
人格権侵害について損害賠償金を支払う事由に対して保険金を支払

うべき他の保険契約が当会社に付保されている場合には、同一の事由
において当会社が支払う保険金の額は、この特約で支払う他の保険金
を含め、他の保険契約と合算して５億円を超えないものとします。
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第11条（通知義務に関する特則）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、保険期間

中に、第３条（保険金を支払う場合）の損害賠償請求が提起されるお
それのある事由またはその原因が発生したことを知った場合は、知っ
た日から60日以内に、その事由またはその原因の具体的状況を、書面
で当会社に通知しなければなりません。

(2)　当会社は、保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、
正当な理由がなく、(1)の規定に違反した場合は、それによって当会社
が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第12条（損害賠償請求ベースに関する特則）
当会社は前条(1)の通知がなされた場合において、その原因または事

由に起因して保険証券記載の保険期間終了後５年以内に被保険者に対
する損害賠償請求がなされたときには、その請求は、この保険契約の
保険期間の末日になされたものとみなします。ただし、この保険契約
が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

第13条（読替規定）
当会社は、この特約においては、次のとおり普通約款を読み替えて

適用します。
①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および終期）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
請求」

⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第14条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額
（１事故および期
間中）　　　　�　

①�保険証券の「私立学校特約」欄記載の身体障害の
金額。

　�なお、②および③で規定する支払限度額は、この
支払限度額に含まれるものとします。

②�お詫び金の受験生１名あたりの支払限度額は、次
のアまたはイのいずれか低い額とします。

　ア.30万円
　イ．①で定めた支払限度額
③�人格権侵害に起因する損害賠償請求における被害
者１名あたりの支払限度額は、次のアまたはイの
いずれか低い額とします。

　ア．1,000万円
　イ．①で定めた支払限度額

免責金額
保険証券の「私立学校特約」欄記載の免責金額。
ただし、１損害賠償請求につきお詫び金のみを支払
う場合は、これを適用しません。
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◯6J　国公立学校特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

お詫び金

被保険者が、あらかじめ当会社の同意を得て学校の
学生、生徒および児童（以下「生徒等」といいます。）
または学校が実施する入学試験を受験した者（以下
「受験生」といいます。）に対しお詫びのために支払
う社会通念上妥当とされる慰謝料をいいます。

学校
学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する学校
をいいます。

国公立学校
学校教育法に規定する国立学校および公立学校をい
います。

広告宣伝活動

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、看板、インターネッ
トまたはこれらに準じる媒体によって不特定多数の
人に対して、被保険者の教育活動に関する情報の提
供を行うことをいいます。

人格権侵害

次の行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀

き

損
②�口頭、文書、図面その他これらに類する表示行為

による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵害

犯罪行為
刑に処せられるべき違法な行為をいい、時効の完成
等によって刑に処せられなかった行為を含みます。

第２条（被保険者の範囲）
この特約において被保険者とは、保険証券記載の国公立学校の設置

者をいいます。

第３条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）に規定する損害

のほか、被保険者が保険証券記載の国公立学校の業務に関して、生徒等、
受験生またはこれらの者の親権者もしくは遺族から、次に掲げる損害
賠償請求を受けたこと（損害賠償請求を受けたと判断できる合理的な
理由がある場合を含みます。）により、法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して、この特約に従い保険金を支払いま
す。
①　保険証券記載の国公立学校以外の学校が実施する入学試験（注１）の
申込手続に過誤（不作為を含みます。）があり、生徒等が入学試験の
受験資格を喪失したことに起因する損害賠償請求

②　保険証券記載の国公立学校が実施する入学試験のあらかじめ定め
られた日時における結果発表（以下「合否発表」といいます。）にお
いて不合格または補欠と発表した受験生を、合否発表の行われた日
の翌日以降に合格とする訂正を行ったことに起因する損害賠償請求

③　身体障害または財物損壊を除くその他の事由（注２）に起因する損害
賠償請求

（注１）入学試験
　　　　�試験問題を出して解答を求め、または実技による審査もしくは

調査により合否、採否を定めるものをいい、学校の生徒等が他
の学校に入学（転学を含みます。）する目的のものに限ります。
以下同様とします。

（注２）その他の事由
　　　　�人格権侵害を含みます。
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第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、この特約において、普通約款、特別約款および基本特約

Ⅰの保険金を支払わない事由のほか、被保険者に対してなされた次の
いずれかに該当する損害賠償請求に起因する損害については、保険金
を支払いません。
①　被保険者による、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて
被保険者以外の者による犯罪行為に起因する損害賠償請求

②　法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が
認識していた（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合
を含みます。）行為に起因する損害賠償請求

③　建築、土木、組立その他の工事の遂行に起因する損害賠償請求
④　特許権、著作権または商標権等の知的財産権その他の権利侵害に
起因する損害賠償請求

⑤　被保険者によって、または被保険者のために被保険者以外の者に
よって行われた広告宣伝活動に起因する人格権侵害にかかわる損害
賠償請求

⑥　教職員や講師等が不足したことに起因する損害賠償請求
⑦　保険契約や保険証券の手配に起因する損害賠償請求

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、前条に定めるほか、被保険者に対してなされた次の事由

に起因する損害賠償請求に起因する損害に対しても、保険金を支払い
ません。なお、次の事由が実際に生じたか否かにかかわらず、それら
の事由があったとの申立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求
がなされた場合にも、この規定を適用します。
①　被保険者の破産、解散または倒産
②　学校閉鎖

第６条（保険金を支払わない場合－その３）
(1)　当会社は、前２条に定めるほか、第３条（保険金を支払う場合）②

における損害賠償請求があった場合で、記名被保険者が合否発表の結
果を訂正する受験生に対し、その通知を次の期間内に行わなかったと
きは、通知を行わなかったその受験生から提起された損害賠償請求に
ついても、お詫び金を除き、保険金を支払いません。
①　合否発表の日からその日を含めて１年以内
②　記名被保険者が合否発表に過誤があったことを知った日からその

日を含めて60日以内
(2)　当会社は、この特約の保険責任が開始する時点より前に、保険契約者、

被保険者またはこれらの者の代理人が、保険期間中に第３条（保険金
を支払う場合）の損害賠償請求を提起されるおそれのある事由または
その原因が発生していることを知っていた場合（知っていたと判断で
きる合理的な理由がある場合を含みます。）は、一切の損害に対して保
険金を支払いません。

第７条（損害の範囲）
当会社は、次に掲げる費用または損害賠償金を被保険者が負担する

ことによって生じる損害に対して、この特約に従い保険金を支払いま
す。
①　第３条（保険金を支払う場合）①における損害賠償請求の場合は、
入学試験の受験資格を喪失した生徒等に対しお詫び金を支払うこと
に要した費用

②　第３条②における損害賠償請求の場合は、次のアおよびイの費用
ア．合否発表の結果を訂正した受験生に対しお詫び金を支払うこと
に要した費用

イ．合否発表の結果が訂正された受験生が保険証券記載の国公立学
校に編入学する場合に、その受験生が予備校または他の学校等に
入学金または学費等（注１）を支払っており、かつ、返還が不可能と
なったために負担する法律上の損害賠償金

③　第３条③における損害賠償請求の場合は、次のアおよびイの費用
ア．法律上の損害賠償金
イ．争訟費用（注２）
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（注１）入学金または学費等
　　　　�合否発表の行われた日の前日までに支払われたものを除きま

す。
（注２）争訟費用
　　　　普通約款第５条（損害の範囲）⑤に定める費用をいいます。

第８条（故意等の判定）
この特約が付帯された保険契約においては、普通約款第３条（保険

金を支払わない場合－その１）①の規定は、次のいずれかの者の故意
を含むものとします。
①　保険証券記載の国公立学校の意思決定が理事会等複数のメンバー
の合議でなされるにはこれらのメンバー

②　①以外の場合には保険証券記載の国公立学校の最高責任者および
次席の責任者等の管理職

③　保険証券記載の国公立学校が教育委員会の管理下にある場合に
は、教育委員会委員

第９条（１損害賠償請求）
この特約において、同一の原因または事由に起因する一連の損害賠

償請求は、損害賠償請求の時もしくは場所または損害賠償請求者の数
にかかわらず、被保険者に対して最初の損害賠償請求がなされた時に
すべての損害賠償請求がなされたものとみなします。

第10条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社がこの特約で支払う保険金の額は、１損害賠償請求につき、

別表記載の支払限度額を限度とします。
(2)　この特約の免責金額は、１損害賠償請求につき、別表に記載された

額とします。

第11条（支払限度額に関する特則）
人格権侵害について損害賠償金を支払う事由に対して保険金を支払

うべき他の保険契約が当会社に付保されている場合には、同一の事由
において当会社が支払う保険金の額は、この特約で支払う他の保険金
を含め、他の保険契約と合算して５億円を超えないものとします。

第12条（通知義務に関する特則）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、保険期間

中に、第３条（保険金を支払う場合）の損害賠償請求が提起されるお
それのある事由またはその原因が発生したことを知った場合は、知っ
た日から60日以内に、その事由またはその原因の具体的状況を、書面
で当会社に通知しなければなりません。

(2)　当会社は、保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、
正当な理由がなく、(1)の規定に違反した場合は、それによって当会社
が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第13条（損害賠償請求ベースに関する特則）
当会社は前条(1)の通知がなされた場合において、その原因または事

由に起因して保険証券記載の保険期間終了後５年以内に被保険者に対
する損害賠償請求がなされたときには、その請求は、この保険契約の
保険期間の末日になされたものとみなします。ただし、この保険契約
が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

第14条（読替規定）
当会社は、この特約においては、次のとおり普通約款を読み替えて

適用します。
①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および終期）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」
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③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
請求」

⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第15条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額
（１事故および期
間中）　　　　�　

①�保険証券の「国公立学校特約」欄記載の身体障害
の金額。

　�なお、②および③で規定する支払限度額は、この
支払限度額に含まれるものとします。

②�お詫び金の受験生１名あたりの支払限度額は30万
円とします。

③�人格権侵害に起因する損害賠償請求における被害
者１名あたりの支払限度額は1,000万円とします。

免責金額
保険証券の「国公立学校特約」�欄記載の免責金額。
ただし、１損害賠償請求につきお詫び金のみを支払
う場合は、これを適用しません。

◯4F　人材派遣業者特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

機密情報

派遣先の有する技術情報、営業機密、ノウハウ、顧
客情報など、他に漏えいされれば派遣先の損失とな
る技術上、営業上その他の情報であって、派遣契約
締結日からその契約が満了または合意解約により終
了するまでの期間中に、派遣先が派遣労働者に対し
て機密である旨を明示して開示した情報をいいま
す。ただし、次の①から④に掲げた情報については
含みません。
①既に公知、公用の情報
②�開示を受けた時に、派遣労働者が既に知得してい
た情報

③�開示後、派遣労働者が正当な権限を有する第三者
より守秘義務を課されることなく入手した情報

④�法令等により、公に開示することが義務づけられ
た情報

雇用上のセクハ
ラ・パワハラ行為

次の①から③までのいずれかの行為をいいます。
①�派遣労働者の意に反する性的な言動によりその労
働者の就業環境が不快なものとなったため、能力
の発揮に重大な悪影響が生じる等、その労働者が
就業するうえで看過できない支障が生じる行為、
または精神的苦痛を与える行為
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用　　語 定　　義

雇用上のセクハ
ラ・パワハラ行為

②�派遣労働者の意に反する性的な言動に対するその
労働者の対応により、その労働者が解雇、降格、
減給などの労働条件に不利益を受ける行為

③�派遣先の使用人等（派遣先責任者、その他派遣先
の使用人またはその役員をいいます。以下同様と
します。）が職務権限等の社会的地位を用いて職
務とは関係ない事項について、または職務権限の
適正な範囲を超えて、有形無形かつ継続的に派遣
労働者に圧力を繰り返し、精神的苦痛を与える行
為

財物の損壊
滅失、損傷、汚損もしくは紛失すること、または盗
取もしくは詐取されることをいいます。

仕事
被保険者が派遣事業等のために行う営業、管理、企
画等の業務をいいます。

職場

派遣労働者が業務を遂行する場所をいいます（飲食
店での取引先との接待など、その労働者が通常就業
している場所以外の場所で行われた業務を含みま
す。）。

派遣業務 派遣労働者が派遣先において行う業務をいいます。

派遣先
派遣元から労働者派遣の役務の提供を受ける者をい
います。

派遣事業等 労働者派遣法等に基づく派遣事業をいいます。

派遣元
保険証券記載の被保険者で労働者派遣法により許可
を受けた者または届出を行った者をいいます。

派遣労働者
労働者派遣法等に基づき派遣元から派遣先に派遣さ
れた者をいいます。

不誠実行為
窃盗、強盗、詐欺、横領または機密情報漏えいなど
の背任行為をいいます。

不当行為

次の①または②に掲げる不当な行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀

き

損
②�口頭、文書、図画その他これらに類する表示行為

による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵害

労働者派遣 労働者派遣法等の定義に従います。

労働者派遣法等

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律（労働者派遣法）」（昭和60
年法律第88号）もしくは「職業安定法」（昭和22年法
律第141号）またはその他日本国の労働者派遣事業
法令（通達、告示、指針等を含みます。）をいいます。

第２条（派遣業務の遂行による第三者危険補償）
(1)　基本特約Ⅰ第１条（事故）②の事故には、派遣元が行う派遣事業等

において、派遣労働者が派遣業務を遂行することにより他人の生命も
しくは身体を害し（以下「身体の障害」といいます。）、またはその財
物を損壊したことを含みます。

(2)　この条においては、特別約款第２条（被保険者）の規定のほか、派
遣先を被保険者に含みます。

第３条（派遣先財物補償）
(1)　当会社は、普通約款第４条（保険金を支払わない場合－その２）②

の規定にかかわらず、派遣労働者が派遣業務を遂行することにより、
派遣先が所有、使用または管理する財物（以下「派遣先財物」といい
ます。）を損壊した場合において、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害（以下「派遣先財物損害」といいます。）
に対しても、保険金を支払います。

(2)　当会社は、次のいずれかに該当する派遣先財物損害に対しては、保
険金を支払いません。
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①　派遣先財物について正当な権利を有する者に引き渡された日から
その日を含めて２週間を経過した日以降に発見されたその派遣先財
物の損壊に起因する損害賠償責任

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が加担した盗取
または詐取に起因する損害賠償責任

③　原因がいかなる場合でも、自然発火または自然爆発した派遣先財
物の損壊に起因する損害賠償責任

④　派遣先財物の目減り、原因不明の数量不足
⑤　電気的または機械的な原因により生じた派遣先財物の損壊
⑥　派遣先財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、
変色、さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫
食い等の損壊

⑦　傷などの外観上の損壊にとどまり、派遣先財物の機能に支障のな
い損壊。ただし、これにより新品の商品としての交換価値が損なわ
れた場合を除きます。

⑧　派遣先財物の潤滑油･燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタ
ピラ・タイヤ等の移動するための部品その他の消耗品または消耗材
に単独に生じた損壊。ただし、派遣先が第三者から商品として預かっ
ている物そのものの損壊は除きます。

(3)　当会社は、派遣先財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減
少に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損
害に対しては、保険金を支払いません。

(4)　当会社が、派遣先財物損害に対して支払う損害賠償金は、派遣先財
物が事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなければ
有したであろう価額を超えないものとします。

(5)　派遣先財物損害に関する支払限度額は、別表１記載のとおりとしま
す。ただし、基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額に含まれるものとし
ます。

(6)　派遣先財物損害に関する免責金額は、基本特約Ⅰの財物損壊の免責
金額と同一とします。

第４条（人格権侵害－派遣元補償）
(1)　当会社は、仕事を遂行することに伴い、保険期間中に被保険者また

は被保険者以外の者が行った不当行為により、被保険者が法律上の損
害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「人格権侵害損害」
といいます。）に対して、保険金を支払います。

(2)　不当行為が継続または反復して行われた場合には、不当行為が行わ
れた日時は、最初に行われた時とします。

(3)　当会社は、被保険者が次の賠償責任を負担することによって被る人
格権侵害損害に対しては、保険金を支払いません。
①　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づい

て被保険者以外の者によって行われた犯罪行為（過失犯を除きま
す。）に起因する損害賠償責任

②　直接であると間接であるとにかかわらず、被保険者による採用、
雇用または解雇に関して、被保険者によって、または被保険者以外
の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任

③　不当行為と知りながら、被保険者によって、または被保険者の指
図により被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損
害賠償責任

④　被保険者によって、または被保険者のために被保険者以外の者に
よって行われた広告宣伝活動、放送活動または出版活動に起因する
損害賠償責任

(4)　人格権侵害損害に関する支払限度額は、別表２記載のとおりとしま
す。ただし、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額に含まれるものとし
ます。

(5)　人格権侵害損害に関する免責金額は、基本特約Ⅰの身体障害の免責
金額と同一とします。

(6)　(1)に定める損害について保険金を支払うべき当会社の保険契約があ
る場合には、同一の事由において当会社が支払う保険金の額は、他の
保険契約と合算して５億円を超えないものとします。
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第５条（人格権侵害－派遣先補償）
(1)　当会社は、派遣業務を遂行するに伴い、保険期間中に、派遣労働者

が行った不当行為により、派遣先が法律上の損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害に対して、保険金を支払います。

(2)　(1)の適用にあたっては、派遣先を被保険者として前条を準用します。

第６条（不誠実行為－派遣元補償）
(1)　当会社は、派遣業務を遂行することに伴い、保険期間中に、派遣労

働者が行った不誠実行為により、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害（以下「不誠実行為損害」といいます。）
に対して、保険金を支払います。

(2)　不誠実行為が継続または反復して行われた場合には、不誠実行為が
行われた日時は、最初に行われた時とします。

(3)　当会社は、被保険者によって、または被保険者の了解、同意もしく
は指図に基づいて行われた不誠実行為によって生じた不誠実行為損害
に対しては保険金を支払いません。

(4)　不誠実行為損害に関する支払限度額は、別表３記載のとおりとしま
す。ただし、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額に含まれるものとし
ます。

(5)　不誠実行為損害に関する免責金額は、基本特約Ⅰの身体障害の免責
金額と同一とします。

第７条（不誠実行為－派遣先補償）
(1)　当会社は、派遣業務を遂行することに伴い、保険期間中に、派遣労

働者が行った不誠実行為により、派遣先が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害に対して、保険金を支払います。

(2)　(1)の適用にあたっては、派遣先を被保険者として前条を準用します。

第８条（雇用慣行補償）
(1)　当会社は、派遣労働者に対して派遣先の職場において行われた雇用

上のセクハラ・パワハラ行為に起因して、保険期間中に被保険者に対
して損害賠償請求されたことについて法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害（以下「セクハラ・パワハラ損害」といいま
す。）に対しても、保険金を支払います。

(2)　損害賠償請求が提起された時もしくは場所または損害賠償請求者の
数、損害賠償請求を受ける被保険者の数等にかかわらず、同一の行為
またはその行為に関連する他の行為に起因するすべての損害賠償請求
は、最初の損害賠償請求が提起された時にすべてなされたものとみな
します。

(3)　当会社は、雇用上のセクハラ・パワハラ行為につき、使用人等（派
遣元責任者、その他派遣元の使用人またはその役員をいいます。以下
同様とします。）が派遣労働者の申出により、その行為が生じていたこ
とを知っていた場合（知っていたことを合理的に推定できる場合を含
みます。）に、派遣労働者の申出を受けた日を含めて１か月以内に、派
遣元が派遣先へ事実関係の確認を行い、その経過を定期的に把握する
など適切な対処を行っていないときは、保険金を支払いません。ただし、
使用人等が怠りなく派遣労働者を管理している場合で、その行為につ
いて使用人等が知りえなかったことに正当な理由があるときを除きま
す。

(4)　当会社は、被保険者に対して次のいずれかに掲げる損害賠償請求が
なされたことによる損害に対しては、保険金を支払いません。
①　法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が

認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合
を含みます。）行った行為に起因する損害賠償請求

②　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づい
て被保険者以外の者によって行われた犯罪行為に起因する損害賠償
請求

③　この保険契約において、当会社が保険責任を開始する時点より前
に、損害賠償請求がなされるおそれがある状況を被保険者が知って
いた場合（知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含み
ます。）、その状況に起因する一連の損害賠償請求
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④　身体の障害または財物の損壊に起因する損害賠償請求
(5)　保険契約者または被保険者は、保険期間中に、(1)の損害賠償請求が

提起されるおそれのある雇用上のセクハラ・パワハラ行為またはその
原因が発生したことを知った場合は、知った日からその日を含めて60
日以内に、その雇用上のセクハラ・パワハラ行為またはその原因の具
体的状況を、書面で当会社に通知しなければなりません。

(6)　当会社は、保険契約者または被保険者が、(5)の通知を行った場合に
おいて、その雇用上のセクハラ・パワハラ行為またはその原因に起因
して、保険期間終了の翌日から起算して５年以内に被保険者に対して
損害賠償請求が提起されたときは、その損害賠償請求は、保険期間の
終了日に提起されたものとみなします。ただし、この保険契約が保険
期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

(7)　当会社は、保険契約者または被保険者が、正当な理由がなくて、(5)
の通知を怠った場合は、その雇用上のセクハラ・パワハラ行為または
その原因に起因する損害により当会社が被った損害の額を差し引いて
保険金を支払います。

(8)　当会社は、この条においては、次のとおり普通約款を読み替えて適
用します。
①　第３条（保険金を支払わない場合－その１）の規定中「事故」と

あるのは「保険金を支払う損害賠償請求」
②　第５条（損害の範囲）④の規定中「事故の原因」とあるのは「損
害賠償請求の原因」、「偶然な事故」とあるのは「雇用上のセクハラ・
パワハラ行為」

③　第７条（保険責任の始期および終期）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

④　第９条（告知義務）(3)③の規定中「事故の発生」とあるのは「損
害賠償請求の提起」

⑤　第９条(4)、第10条（通知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」
とあるのは、「損害賠償請求が提起された後に」

⑥　第９条(5)、第10条(7)、第16条（重大事由による解除）(3)、第18
条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）(3)の
規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」

⑦　第８条（保険責任のおよぶ地域）、第18条(5)の規定中「生じた事故」
とあるのは「提起された損害賠償請求」

⑧　第６条（支払保険金の計算）(1)、第10条(5)、第30条（先取特権）
(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

(9)　セクハラ・パワハラ損害に関する支払限度額は、別表４記載のとお
りとします。ただし、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額に含まれる
ものとします。

（10)�セクハラ・パワハラ損害に関する免責金額は、基本特約Ⅰの身体障
害の免責金額と同一とします。

第９条（保険金を支払わない場合－共通事項）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの保険金を支払わ

ない場合の規定に定めるほか、次に掲げる損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　被保険者が、故意または重大な過失によって法令に違反して行い
または受け入れた派遣事業に起因する損害

②　労働派遣法等において派遣を禁止されている業務に起因する損害
③　労働派遣法等において定められた派遣の要件を満たさず行われる
業務に起因する損害

④　高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）
第46条に基づき設立されたシルバー人材センターが行う業務に起因
する損害

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。



103－ －

基
本
特
約
Ⅰ
に
付
帯
さ
れ
る
特
約

別表１　派遣先財物損害の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　人格権侵害損害の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表３　不誠実行為損害の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表４　セクハラ・パワハラ損害の支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4N　キーシリンダー交換費用特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第４条（保険金を支払わない場合－その２）②の規定にかかわら
ず、被保険者が基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」と
いいます。）の保険証券記載の仕事の一環として、全部または一部のマ
スターキー（注１）を管理している他人の建物（以下「管理建物」といい
ます。）のマスターキー（注１）を紛失、盗取または詐取されたこと（以
下「事故」といいます。）により、キーシリンダーの交換費用（注２）に
ついて、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対
し、保険金を支払います。

（注１）マスターキー
　　　　管理建物の扉、ドアまたは戸等の鍵をいいます。
（注２）キーシリンダーの交換費用
　　　　�マスターキー（注１）で施錠・開錠可能な扉のキーシリンダーの

交換および紛失、盗取されたマスターキー（注１）以外の鍵の再
作製費用をいいます。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第

４条（保険金を支払わない場合－その２）（②を除きます。）、統合賠償
責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）、および基本特約
Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、保険契約者、被保険者、
被保険者の法定代理人（注）、使用人または被保険者の同居の親族が行
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い、または加担した盗取もしくは詐取に起因する損害賠償責任に対し
ては、保険金を支払いません。

（注）被保険者の法定代理人
　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業

務を執行するその他の機関をいいます。

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が第１条（保険金を支払う場合）の規定により支払う保険金

の額は、１事故につき別表１に記載する額を限度とします。
(2)　この特約に適用される免責金額は、別表２のとおりとします。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�500万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これと
異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

次の①または②のいずれか高い額とします。
①保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の免責金額
②５万円

◯2U　動物に関する特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、保険証券記載の仕事において、被保険者が所有、使用ま

たは管理する動物に関しては、この特約により、基本特約Ⅰ施設業務
危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）第２条（保険金を支払わ
ない場合－その１）③エ．の規定を次のとおり読み替えます。
エ．施設外における車両（原動力が専ら人力である場合を除きま

す。）。ただし、仕事が請負事業である場合を除きます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅰの規定を準用します。

◯3H　使用不能損害拡張補償特約(基本特約Ⅰ用) 

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下｢基本特約Ⅰ｣�といい

ます。）第１条(事故)に規定される事故に起因して、被保険者が他人の
財物（注１）を滅失、破損または汚損することなく使用不能（注２）にした
ことにより、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（以下「純粋使用不能損害」といいます。）に対して保険金
を支払います。

（注１）他人の財物
　　　　被保険者が所有、使用または管理する財物を除きます。
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（注２）使用不能
　　　　�財物が本来有する機能、用途または利用価値の全部または一部

を阻害することをいい、収益を減少させることを含みます。以
下同様とします。

第２条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、被保険者が次の事由に起因する損害賠償責任を負担する

ことによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に定める借用財物、支給財物、

受託財物またはその他管理財物を使用不能にしたこと（注）

②　被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者に
よってなされた契約の履行遅滞その他の債務不履行に起因して発生
した純粋使用不能損害

③　基本特約Ⅰ第２条（保険金を支払わない場合－その１）④または
⑤の事由

（注）使用不能にしたこと
　　　�滅失、破損または汚損したことによって使用不能にした場合を含

みます。

(2)　当会社は、(1)の規定のほか、賠償責任保険普通保険約款（以下｢普
通約款｣�といいます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下｢特別約款｣�
といいます。）およびこの保険契約に付帯される他の特約に定める保険
金を支払わない場合の規定において「損壊」とあるのを、「損壊または
使用不能」と読み替えて適用します。

第３条（支払限度額および免責金額）
（1)　当会社がこの特約で支払う純粋使用不能損害の額は、別表記載のと

おりとします。ただし、基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額に含まれ
るものとします。

(2)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、基本特約Ⅰの財
物損壊の免責金額を適用します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯2K　人格権侵害補償特約 

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、被保険者が所有、使用もしくは管理する保険証券記載の

施設または設備（以下「施設」といいます。）および保険証券記載の仕
事（以下「仕事」といいます。）の遂行に起因して、被保険者または被
保険者以外の者が保険期間中に行った次に掲げる不当な行為（以下「不
当行為」といいます。）により、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害に対して、この特約に従い、保険金を支
払います。
①　不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀

き

損
②　口頭、文書、図面その他これらに類する表示行為による名誉毀

き

損
またはプライバシーの侵害

(2)　不当行為が継続または反復して行われた場合には、不当行為が行わ
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れた日時は、最初に行われた時とします。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」といいます。）
の保険金を支払わない場合の規定に定めるほか、被保険者が次のいず
れかに該当する賠償責任を負担することによって被る損害に対して
は、保険金を支払いません。
①　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づい
て被保険者以外の者によって行われた犯罪行為（過失犯を除きま
す。）に起因する損害賠償責任

②　被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者によって、
または被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害
賠償責任

③　不当行為と知りながら、被保険者によって、または被保険者の指
図により被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損
害賠償責任

④　被保険者によって、または被保険者のために被保険者以外の者に
よって行われた広告宣伝活動、放送活動または出版活動に起因する
損害賠償責任

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約で支払う保険金の額（以下「特約保険金」とい

います。）は、別表に記載する額を限度とします。ただし、特約保険金
は、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額に含まれるものとします。

(2)　当会社が、この特約によって保険金を支払う場合には、１回の事故
について保険証券に記載された基本特約Ⅰの身体障害の免責金額を適
用します。

第４条（支払限度額に関する特則）
第１条（保険金を支払う場合）に定める損害について保険金を支払

うべき当会社の保険契約がある場合には、同一の事由において当会社
が支払う保険金の額は、他の保険契約と合算して５億円を超えないも
のとします。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②５億円

◯3F　データ損壊復旧費用補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、この特約により、保険期間中に、被保険者による保険証

券記載の仕事の遂行に起因して、他人の身体の障害または財物の損壊
を発生させることなく、他人の情報機器の記録媒体に記録されている
情報（注）を消失または損壊したこと（以下「事故」といいます。）によ
り、消失または損壊した情報を復旧させるために被保険者が負担した
費用に対して保険金を支払います。

（注）他人の情報機器の記録媒体に記録されている情報
　　　�磁気的または光学的に記録されたプログラムまたはデータをい

います。以下「情報」といいます。
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(2)　この特約において、費用とは、被保険者以外の第三者が作業を行い、
それに伴い発生した費用に限ります。

第２条（情報機器の範囲）
この特約において、情報機器とは、次のいずれかに該当するものを

いいます。
①　コンピュータおよび端末装置等の周辺機器
②　①に規定する情報機器と同一の敷地内（注）に所在する通信回線お
よび配線

（注）敷地内
　　　�特別の約定がないかぎり、囲いの有無を問わず、保険の対象の

所在する場所およびこれに連続した土地で、同一の保険契約者
または被保険者によって占有されているものをいいます。また、
公道、河川等が介在していても敷地内は中断されることなく、こ
れを連続した土地とみなします。

第３条（一事故の定義）
同一の原因から発生した一連の事故は、発生時間または発生場所が

異なる場合でも一事故とみなし、最初の事故が発生した時にすべての
事故が発生したものとみなします。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約によって支払うべきデータ復旧費用保険金の支

払限度額は、別表記載のとおりとします。
(2)　(1)に規定する支払限度額は、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基

本特約Ⅰ」といいます。）の財物に対する支払限度額に含まれるものと
します。

(3)　当会社が、この特約によってデータ復旧費用保険金を支払う場合に
は、１回の事故について保険証券に記載された財物損壊の免責金額を
適用します。

第５条（普通約款等の読替え）
この特約については、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」

といいます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といい
ます。）、基本特約Ⅰおよびこの契約に付帯されるその他の特約におけ
る保険金を支払わない場合の規定中、「法律上の損害賠償責任」、「損害
賠償責任」または「賠償責任」とあるのを「データ復旧費用」と読み
替えて適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅰおよびこの契約に付帯され
るその他の特約の規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯3P　雇用慣行賠償補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。
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特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

一連の損害賠償
請求

損害賠償請求がなされた時、場所または損害賠償請
求者の数等にかかわらず、同一の不当行為またはそ
の不当行為に関連する他の不当行為に起因するすべ
ての損害賠償請求をいいます。
なお、一連の損害賠償請求は、最初の損害賠償請求
がなされた時にすべてなされたものとみなします。

継続契約

この特約を付帯した普通約款、特別約款および基本
特約Ⅰに基づく当会社との保険契約（以下「雇用慣
行賠責契約」といいます。）の保険期間の終了日（注）

を保険期間の始期日とし、記名被保険者を同一とす
る雇用慣行賠責契約をいいます。

（注）�その雇用慣行賠責契約が終了日前に解除ま
たは解約されていた場合にはその解除また
は解約の日とします。

差別的行為
国籍、宗教、年齢または性別その他の特性を理由と
して解雇すること、採用しないことまたは労働条件
に関して差別的な取扱いを行うことをいいます。

使用人
記名被保険者に雇用され、記名被保険者の業務に従
事するものをいいます。

初年度契約 継続契約以外の雇用慣行賠責契約をいいます。

セクシャル
ハラスメント

職場において行われる性的な言動に対する役員また
は使用人の対応によりその役員または使用人がその
労働条件につき不利益を受けるものまたはその性的
な言動により使用人の就業環境が害されるものをい
います。

争訟費用

被保険者に対する損害賠償請求に関する争訟（注１）

によって生じた費用（注２）で、被保険者が当会社の
同意を得て支出したものをいいます。

（注１）�訴訟、調停、和解または仲裁等をいいま
す。

（注２）�記名被保険者の役員および使用人の報
酬、賞与または給与等を除きます。

不当解雇

正当な理由なく、雇用契約（注）を一方的に解約する
ことをいい、労使の合意による退職を含みません。

（注）形式を問いません。

法律上の
損害賠償金

法律上の損害賠償責任に基づく賠償金をいいます。
ただし、税金、罰金、科料、過料、課徴金、懲罰的
損害賠償金、倍額賠償金（注）の加重された部分、公
序良俗に反するとの理由で法令により保険適用外と
されるものおよび被保険者と他人との間に損害賠償
に関する特別の約定がある場合においてその約定に
よって加重された損害賠償金を含みません。

（注）類似するものを含みます。

役員
記名被保険者の会社法（平成17年法律第86号）上の
取締役および監査役、ならびにこれらに準じる者を
いいます。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、被保険者が役員または使用人に対して行った次のいずれ

かに該当する不当な行為（不作為を含みます。以下「不当行為」とい
います。）に起因して、保険証券記載の保険期間（以下「保険期間」と
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いいます。）中に被保険者に対して損害賠償請求がなされたことによ
り、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害（以下「損害」といいます。）に対して、この特約に従って、保険金
を支払います。
①　差別的行為
②　セクシャルハラスメント
③　不当解雇

(2)　(1)①から③までに定める不当行為には、既に退職または退任した者
および採用応募者に対してなされたものを含みます。

第３条（被保険者）
特別約款第２条（被保険者）および基本特約Ⅰ第11条（被保険者の

追加）の規定にかかわらず、この特約において、被保険者とは次のい
ずれかに該当する者とします。
①　記名被保険者
②　記名被保険者のすべての役員および使用人（注）。ただし、記名被保
険者の業務の遂行に起因して、第２条（保険金を支払う場合）に規
定する「損害」を被る者に限ります。

（注）記名被保険者のすべての役員および使用人
　　　�既に退職または退任した者および採用応募者を含みます。ただし、

初年度契約の保険期間の始期日より前に退任した役員および退職
した使用人を除きます。以下同様とします。

第４条（損害の範囲および支払限度額）
(1)　当会社が第２条（保険金を支払う場合）の規定により保険金を支払

う損害は、普通約款第５条（損害の範囲）の規定にかかわらず、次の
いずれかに該当するものを被保険者が負担することによって生じる損
害に限ります。
①　法律上の損害賠償金
②　争訟費用

(2)　当会社が一連の損害賠償請求に対してこの特約で支払う保険金の額
は、別表に記載する額を限度とします。ただし、基本特約Ⅰの身体障
害の支払限度額に含まれるものとします。

(3)　普通約款第５条（損害の範囲）および同第６条（支払保険金の計算）
の規定にかかわらず、(1)②に定める争訟費用は損害の一部であり、(1)
①および②の合算額に対して、(2)の規定が適用されるものとします。

第５条（保険責任のおよぶ地域）
(1)　当会社は、被保険者が日本国内において行った不当行為に起因して、

保険期間中に被保険者に対して日本国内においてなされた損害賠償請
求により、被保険者が被る損害に対してのみ保険金を支払います。

(2)　(1)にかかわらず、当会社は、日本国外で既になされた損害賠償請求
に対する判決等の承認または執行について、日本国内で提起された損
害賠償請求に起因する損害に対しては、保険金を支払いません。

第６条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被
保険者に対してなされた次のいずれかに該当する損害賠償請求に起因
する損害については保険金を支払いません。
なお、次の①から③までの中で記載されている事由または行為が、

実際に生じたまたは行われたと認められる場合に本条の規定が適用さ
れるものとし、その適用の判断は、被保険者ごとに個別に行われるも
のとします。
①　被保険者の犯罪行為（注１）に起因する損害賠償請求
②　被保険者（注２）の故意または重大な過失による法令違反に起因する
損害賠償請求

③　被保険者が他人に損失を与える意図を持って行った行為に起因す
る損害賠償請求
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（注１）犯罪行為
　　　　�刑を科せられるべき違法な行為をいい、時効の完成等によって

刑を科せられなかった行為を含みます。
（注２）被保険者
　　　　�被保険者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の

業務を執行するその他の機関をいいます。

第７条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被
保険者に対してなされた次のいずれかに該当する損害賠償請求に起因
する損害については保険金を支払いません。
なお、次のいずれかに記載されている事由または行為については、

実際に生じたまたは行われたと認められる場合に限らず、それらの事
由または行為があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害
賠償請求がなされた場合にも、本条の規定は適用されます。
①　初年度契約の保険期間の始期日より前に行われた行為に起因する
一連の損害賠償請求

②　この保険契約における当会社の保険責任が開始するより前に、被
保険者に対する損害賠償請求がなされるおそれがある状況を被保険
者が知っていた場合（注）に、その状況の原因となる行為に起因する
一連の損害賠償請求

③　この保険契約における当会社の保険責任が開始するより前に、被
保険者に対してなされていた損害賠償請求の中で申し立てられてい
た行為に起因する一連の損害賠償請求

（注）�被保険者に対する損害賠償請求がなされるおそれがある状況を被
保険者が知っていた場合

　　　知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。

第８条（保険金を支払わない場合－その３）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被
保険者に対してなされた次のいずれかに該当する損害賠償請求に起因
する損害については保険金を支払いません。
①　役員または使用人が業務に従事中に被った身体の障害（注１）に起因
する損害賠償請求（注２）

②　労働争議または団体交渉に起因する損害賠償請求
③　施設や設備等の新設、修理または改造等（注３）に起因する損害賠償

請求

（注１）身体の障害
　　　　障害に起因する死亡を含みます。
（注２）損害賠償請求
　　　　�労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働者災害補償保険法（昭

和22年法律第50号）もしくは船員保険法（昭和14年法律第73号）
またはその他労働災害補償法令に定められた業務上災害補償の
履行に関する損害賠償請求を含みます。

（注３）施設や設備等の新設、修理または改造等
　　　　法令等により定められているものを含みます。

第９条（保険金を支払わない場合－その４）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、セ
クシャルハラスメントを行った者に対してなされた損害賠償請求に起
因する損害に対しては、保険金を支払いません。

(2)　(1)の規定はセクシャルハラスメントが実際に生じたまたは行われた
と認められる場合に限らず、セクシャルハラスメントがあったとの申
立てに基づき損害賠償請求がなされた場合にも適用されます。
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第10条（保険金を支払わない場合－その５）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、労
働組合法（昭和24年法律第174号）第７条（不当労働行為）または同様
の内容を規定する各国・各地域の法令等（注）による不当労働行為によっ
て生じた損害賠償請求に起因する損害に対しては、保険金を支払いま
せん。

（注）各国・各地域の法令等
　　　成文法であると、慣例法であるとを問いません。

(2)　(1)の規定は不当労働行為が実際に行われたと認められる場合に適用
されます。

第11条（保険金を支払わない場合－その６）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、被
保険者の使用人に支払われる賃金（注）の支払によって被保険者が被る
損害に対しては保険金を支払いません。

（注）支払われる賃金
　　　本来支払われるべきであった賃金を含みます。

第12条（保険金を支払わない場合の適用除外）
第６条（保険金を支払わない場合－その１）の規定は、それらの行

為を行った者に対する監督不履行があったとの申立てに基づき、記名
被保険者に対してなされた損害賠償請求については適用しません。

第13条（損害賠償請求等の通知）
(1)　保険契約者または被保険者は、被保険者に対してなされたすべての

損害賠償請求を遅滞なく当会社に対して書面にて、損害賠償請求者の
氏名および被保険者が最初にその請求を知った時の状況を含め、申し
立てられている行為および原因となる事実に関する情報を通知しなけ
ればなりません。

(2)　保険契約者または被保険者が、保険期間中に、被保険者に対して損
害賠償請求がなされるおそれのある状況（注）を知った場合には、その
状況ならびにその原因となる事実および行為について、発生日および
関係者等に関する詳細な内容を添えて、遅滞なく、当会社に対し書面
により通知しなければなりません。この場合において、通知された事
実または行為に起因して、被保険者に対してなされた損害賠償請求は、
通知の時をもってなされたものとみなします。

（注）被保険者に対して損害賠償請求がなされるおそれのある状況
　　　�損害賠償請求がなされることが合理的に予想される状況に限りま

す。

(3)　当会社は、保険契約者または被保険者が、(2)の通知を行った場合に
おいて、その状況に起因して、保険期間終了後５年以内に被保険者に
対して損害賠償請求が提起されたときは、その損害賠償請求は、保険
期間の終了日に提起されたものとみなします。ただし、この保険契約
が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

(4)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(1)もしくは(2)に
規定する通知を行わない場合または事実と異なることを告げた場合に
は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保
険金を支払います。

第14条（�損害賠償請求がなされた場合の義務および義務違反の場合の取
扱い）

(1)　保険契約者または被保険者は、被保険者に対して損害賠償請求がな
された場合または被保険者に対して損害賠償請求がなされるおそれの
ある状況を知った場合は、次に掲げる事項を履行しなければなりませ
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ん。
①　損害の発生および拡大の防止に努めること。
②　他人に損害賠償の請求（注１）をすることができる場合には、その権

利の保全および行使に必要な手続をすること。
③　損害賠償の請求についての訴訟を提起し、または提起された場合
は、遅滞なく当会社に通知すること。

④　他の保険契約等の有無および内容（注２）について遅滞なく当会社に
通知すること。

⑤　①から④までのほか、当会社が特に必要とする書類または証拠と
なるものを求めた場合には、遅滞なく、これを提出し、また当会社
が行う損害の調査に協力すること。

（注１）損害賠償の請求
　　　　�共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含み

ます。以下本条において同様とします。
（注２）他の保険契約等の有無および内容
　　　　�既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場

合には、その事実を含みます。

(2)　(1)の規定に違反した場合は、当会社は、次の額を差し引いて保険金
を支払います。
①　(1)①の場合
　　発生または拡大を防止することができたと認められる損害額
②　(1)②の場合
　　他人に損害賠償の請求をすることによって取得することができた
と認められる額

③　(1)③から⑤までの場合
　　それによって当会社が被った損害の額

(3)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(1)⑤の書類に事実
と異なる記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変
造した場合で、普通約款第16条（重大事由による解除）に基づき当会
社が保険契約を解除しないときには、当会社は、それによって当会社
が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第15条（争訟費用および法律上の損害賠償金）
(1)　当会社は、当会社が必要と認めた場合は、損害賠償請求の解決に先

立って、あらかじめ争訟費用を支払うことができるものとします。た
だし、被保険者は、既に支払われた争訟費用の全額または一部につい
て、この特約の規定により保険金が受けられないこととなった場合に
は、支払われた額を限度として当会社へ返還しなければなりません。

(2)　当会社は、この保険契約によって防御の義務を負担するものではあ
りません。

(3)　被保険者は、あらかじめ当会社の書面による同意がないかぎり、損
害賠償責任の全部もしくは一部を承認し、または争訟費用の支払を行っ
てはなりません。この保険契約においては、当会社が同意した法律上
の損害賠償金および争訟費用のみが損害として、保険金の支払の対象
となります。

(4)　この特約の適用に当たっては、特別約款第７条（防御費用）の規定
は適用しません。

第16条（他の保険契約等がある場合の支払保険金）
当会社は、普通約款第５条（損害の範囲）、同第６条（支払保険金の

計算）および同第25条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
の規定にかかわらず、他の保険契約等がある場合においては、損害の
額が他の保険契約等により保険金を支払う対象となる金額とその免責
金額の合計額、またはこの保険契約の保険証券記載の免責金額のいず
れか大きい金額を超過するときに限り、その超過額についてのみ保険
金を支払います。ただし、他の保険契約等が、この保険契約の支払責
任限度額の超過額に対して適用されると明記している場合は、本条の
規定は適用されません。
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第17条（雇用慣行賠償責任保険金の請求）
(1)　当会社に対する保険金の請求権は、被保険者が損害賠償請求権者に

対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、被保険者と損害
賠償請求権者との間で、判決が確定した時、または裁判上の和解、調
停もしくは書面による合意が成立した時から発生し、これを行使する
ことができるものとします。

(2)　被保険者が雇用慣行賠償責任保険金のうち争訟費用を請求する場合
は、普通約款第27条（保険金の請求）(2)の規定による書類または証拠
のほか、争訟費用の額を示す見積書または請求書（既に支払がなされ
た場合はその領収書とします。）を提出しなければなりません。

(3)　保険金の請求権は、(1)に定める時の翌日から起算して３年を経過し
た場合は、時効によって消滅します。

第18条（普通約款の読替え）
当会社は、この特約においては、次のとおり普通約款を読み替えて

適用します。
①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および期間）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
請求」

⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第19条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表　支払限度額

次のいずれか低い額を限度とします。
①�　保険証券記載の身体障害の支払限度額。ただし、保険期間中の支
払限度額が設定されている場合において、保険金の支払があったと
きは、残存支払限度額とします。

②�　1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、こ
れと異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4A　広告宣伝権利侵害補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

広告宣伝活動

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、看板、インターネッ
トまたはこれらに準じる媒体によって不特定多数
の人に対して、被保険者の商品、サービスまたは
事業活動に関する情報の提供を行うことをいいま
す。
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用　　語 定　　義

宣伝侵害

記名被保険者が製造、販売または提供した商品・
サービス等に関して行われた広告宣伝活動により
発生した次の侵害をいいます。
①他人の著作権の侵害
②�他人またはその商品・サービス等に対する誹謗・
中傷による権利侵害

情報漏えい

記名被保険者により管理されている個人情報また
は法人情報が被害者以外の他者に知られたこと、
または知られたと判断できる合理的な理由がある
場合をいいます。

個人情報

個人に関する情報で、その情報に含まれる氏名、
生年月日その他の記述等により特定の個人を識別
することができるものをいい、他の情報と容易に
照合することができ、それにより特定の個人を識
別することができる情報を含みます。

法人情報
実在する法人に関する情報で、その法人が公表し
ていない内部情報をいいます。

人格権侵害

次の行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉

毀
き

損
②�口頭、文書、図面その他これらに類する表示行

為による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵害

他者
被保険者または被害者以外の者をいいます。ただ
し、情報漏えい事故が生じなくても、個人情報ま
たは法人情報を容易に知り得る者を除きます。

被害者
情報漏えいによって識別される個人または法人を
いいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、被保険者が行った広告宣伝活動に起因した宣伝侵害によっ

て、被保険者に対して保険期間中に損害賠償請求が行われたこと（以
下「広告宣伝事故」といいます。）により、被保険者が被る損害に対し
て、この特約に従い保険金を支払います。

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は次の事由により生じた広告宣伝事故に対しては、保険金を

支払いません。
①　当会社がこの特約の保険責任を開始する時点より前に、保険契約
者または被保険者が、宣伝侵害が生じていたことを知っていた、ま
たは知っていたと合理的に推定できる広告宣伝事故

②　当会社がこの保険契約の保険責任を開始する時点より前に、保険
契約者または被保険者が、広告宣伝事故のおそれのある事実、原因
または事由が生じていたこと（以下「宣伝侵害のおそれ」といいま
す。）を知っていた、または知っていたと合理的に推定できる広告宣
伝事故

第４条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、次のいずれかに該当する事由または行為に起
因する損害に対しても保険金を支払いません。
①　事実と異なることを認識しながら、被保険者によって、または被
保険者の指図により行われた広告宣伝活動

②　被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づい
て行われた犯罪行為。ただし、過失犯を除きます。

③　被保険者の事業が広告、出版、放送または通信の事業である場合に、
被保険者の広告宣伝活動に起因する損害

④　契約違反による広告宣伝事故
⑤　製造、販売または提供する商品・サービス等の価格、品質または
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性能に関する宣伝の過誤
⑥　情報漏えいに起因する損害

第５条（一つの広告宣伝事故）
同一の原因または事由に起因する一連の損害賠償請求は、損害賠償

請求の時もしくは場所または損害賠償請求者の数にかかわらず、一回
の広告宣伝事故によるものとみなし、被保険者に対して最初の損害賠
償請求がなされた時にすべての損害賠償請求がなされたものとみなし
ます。

第６条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約により当会社が支払うべき支払限度額は、別表記載のとお

りとします。ただし、基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額の範囲内と
します。

(2)　この特約の免責金額は、基本特約Ⅰの身体障害の免責金額と同一と
します。

第７条（広告宣伝事故の通知義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、宣伝侵害のおそれを知った場合は、

その原因または事由の具体的な状況を遅滞なく当会社に書面で通知し
なくてはなりません。

(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由なく(1)の通知を怠った場合
は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保
険金を支払います。

第８条（支払限度額に関する特則）
宣伝侵害が人格権侵害となる場合において、その人格権侵害につい

て損害賠償金を支払う事由に対して保険金を支払うべき他の保険契約
が当会社に付保されているときには、同一の事由において当会社が支
払う保険金の額は、この特約で支払う他の保険金を含め、他の保険契
約と合算して５億円を超えないものとします。

第９条（損害賠償請求ベースに関する特則）
当会社は前条(1)の通知がなされた場合において、その原因または事

由に起因して保険証券記載の保険期間終了後５年以内に被保険者に対
する損害賠償請求がなされたときには、その請求は、この保険契約の
保険期間の末日になされたものとみなします。ただし、この保険契約
が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

第10条（読替規定）
当会社は、この保険契約においては、次のとおり普通約款を読み替

えて適用します。
①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および期間）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
請求」

⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第11条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。
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別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの身体障害の支払限度額。ただし、保険
期間中の支払限度額が設定されている場合で、残存支払限度額が支
払限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯3G　情報漏えい補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味はそれぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

個人情報

個人に関する情報で、その情報に含まれる氏名、生
年月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるものをいい、他の情報と容易に照合す
ることができ、それにより特定の個人を識別するこ
とができる情報を含みます。
ただし、その情報の記録媒体が日本国内に所在する
ものに限ります。

事故対応期間
保険契約者、被保険者または当会社が最初に情報漏
えい事故を発見した時からその翌日を起算日として
180日が経過するまでの期間をいいます。

情報漏えい

記名被保険者により管理されている個人情報または
法人情報が他者に知られたこと、または知られたと
判断できる合理的な理由がある場合をいいます。た
だし、過去または現在において以下の者が他人に知
らせる行為を除きます。
①保険契約者
②記名被保険者
③�記名被保険者が法人（④に該当する場合を除きま
す。）である場合は、その役員

④�記名被保険者が地方公共団体である場合は、地方
公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３号
１から２の２までの職にある者（首長、議員、地
方公営企業の管理者または長、条例により設けら
れた委員、都道府県労働委員会の委員等）

情報漏えい事故

被保険者による保険証券記載の仕事（以下「仕事」
といいます。）の遂行に起因して生じた次のいずれ
かに該当する情報漏えいをいいます。
①ネットワーク上で生じた情報漏えい
②�紙または磁気ディスク等の盗難または紛失により
生じた情報漏えい

③�被保険者の使用人（注）による持ち出し等により生
じた情報漏えい

（注）�情報漏えいの定義中①から④に規定する者
または組織に属する者以外の使用人をいい
ます。



117－ －

基
本
特
約
Ⅰ
に
付
帯
さ
れ
る
特
約

用　　語 定　　義

情報漏えい事故
対応費用

記名被保険者が行った情報漏えい事故の対応のため
に要した次の費用のうち、当会社が必要かつ不可欠
と認めたものをいいます。
(1)法律相談費用

弁護士費用をいいます。ただし、保険契約者ま
たは被保険者に雇用され、またはこれらの者か
ら定期的に報酬が支払われている弁護士に対す
るものを除きます。

(2)事故対応費用
情報漏えい事故の直接の結果として、または既
に発生した情報漏えい事故の影響を防止または
軽減するための行為に直接必要とした次のいず
れかに該当する費用をいいます。
①�電話、郵便等による通信費用（文書の作成お
よび封筒代を含みます。）

②�通信業務のコールセンター会社への委託費用
③�事故対応により生じる人件費のうち通常要す
る人件費を超える部分

④�事故対応により生じる出張費および宿泊費
⑤事故の原因調査費用
⑥�記名被保険者が他人に対して損害賠償請求を
提起したことによる争訟費用

⑦�記名被保険者に個人情報または法人情報の管
理を委託した者が、被保険者以外の者に対し
て損害賠償請求を提起したことによる争訟費
用について被保険者が負担するべき費用

(3)広告宣伝活動費用
情報漏えい事故に起因するブランドイメージの
回復もしくは失墜防止または信頼回復のために、
新聞・テレビ・雑誌等のマスメディアを通じて
事故に関する説明または謝罪を行うために要し
た費用および社告または公告に要した費用をい
います。

(4)コンサルティング費用
第三者のコンサルティングを起用した場合の費
用をいいます。ただし、情報漏えい事故発生時
の対策または情報漏えい事故の再発防止対策に
ついての助言の対価としてのものに限ります。

(5)見舞金・見舞品購入費用
情報漏えい事故により、謝罪のために被害者に
対して支出する次の費用をいいます。
①見舞金
②�金券の購入費用。ただし、保険契約者または
被保険者が販売・提供する商品またはサービ
スに関する金券を除きます。

③�見舞品の購入費用。ただし、保険契約者また
は被保険者が製造または販売する製品につい
ては、その製造原価相当額に限ります。

(6)漏えいした情報を回収するための費用

人格権侵害

次の行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名

誉毀
き

損
②�口頭、文書、図面その他これらに類する表示

行為による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵
害

他者
被保険者または被害者以外の者をいいます。ただし、
情報漏えい事故が生じなくても、個人情報または法
人情報を容易に知り得る者を除きます。
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用　　語 定　　義

ネットワーク

情報の処理または通信を主たる目的とするコン
ピュータ等の情報処理機器・設備が、回線を通じて
接続されたものをいい、接続に使用される情報処理
機器または設備および通信用回線を含みます。

被害者
情報漏えいによって識別される個人または法人をい
います。

法人情報
実在する法人に関する情報で、その法人が公表して
いない内部情報をいいます。ただし、その情報の記
録媒体が日本国内に所在するものに限ります。

利用目的 法人情報、個人情報の利用の目的をいいます。

第２条（基本特約Ⅰの適用除外）
当会社は、基本特約Ⅰの規定を適用せず、この特約の規定に従い保

険金を支払います。

第３条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、次の損害に対して保険金を支払います。

①　情報漏えい事故に起因して、保険期間中に被保険者に対し提起さ
れた損害賠償請求（被害者以外の第三者が、情報漏えい事故に起因
して費用を負担することによって被る損害について、保険期間中に
被保険者に対し提起された損害賠償請求を含みます。）について、被
保険者が法律上の損害賠償責任を負担することにより被る損害

②　保険期間中に生じた情報漏えい事故に起因して、被保険者が事故
対応期間内に情報漏えい事故対応費用を負担することによって被る
損害。ただし、他人から回収できる金額がある場合は、その金額を
控除した額とします。

(2)　(1)②の損害については、情報漏えい事故が次のいずれかの事由によ
り客観的に明らかになった場合に限ります。ただし、情報漏えい事故
の発生を合理的に推定することができない場合は、保険契約者、被保
険者または当会社のいずれかが最初に事故を発見した時をもって事故
の発生時とみなします。
①　個人情報が漏えいした場合
ア．被保険者による公的機関への文書による届出または報告
イ．新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、インターネットまたはこれらに
準じる媒体による発表または報道

②　法人情報が漏えいした場合
ア．①アまたはイに規定する事由
イ．被害者に対するお詫び状の送付等、法人情報の漏えいを客観的
に確認できる事由

第４条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、次のいずれかに該当する情報漏えい事故に起因する損害に
対しては、保険金を支払いません。
①　当会社がこの保険契約の保険責任を開始する時点（以下「保険責
任開始時」といいます。）より前に、保険契約者または被保険者が、
情報漏えい事故が生じていたことを知っていた、または知っていた
と合理的に推定できる情報漏えい事故

②　保険責任開始時より前に、保険契約者または被保険者が、情報漏
えい事故のおそれのある事実、原因または事由（以下「情報漏えい
事故のおそれ」といいます。）が生じていたことを知っていた、また
は知っていたと合理的に推定できる情報漏えい事故

第５条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれかに
該当する事由または行為に起因する損害に対しても保険金を支払いま
せん。
①　保険契約者または被保険者の故意または重大な過失による法令違
反
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②　被保険者による窃盗、強盗、詐欺、横領、背任行為またはその他
犯罪行為（刑に処せられるべき違法な行為をいい、時効の完成等に
よって刑に処せられなかった行為を含みます。）。ただし、過失犯を
除きます。

③　被保険者が法令に違反することまたは他人に損害を与えるべきこ
とを認識していた（認識していたと判断できる合理的な理由がある
場合を含みます。）行為

④　国、または公共団体の公権力の行使（行政指導、法令等による規
制または要請を含みます。）による個人情報または法人情報の収容、
没収、破壊、開示、傍受等

⑤　履行不能または履行遅延
⑥　他人の身体障害
⑦　他人の財物損壊、紛失、盗取もしくは詐取またはその使用の不能
もしくは阻害

⑧　被保険者によって、または被保険者のために行われた広告・宣伝
活動、放送活動または出版活動

⑨　株価または売上高の変動

⑩　信用の毀
き

損、信頼の失墜またはブランド力の低下
⑪　不正な手段により取得した個人情報または法人情報の取扱い
⑫　保険契約者または被保険者による不正アクセス等の侵害行為
⑬　あらかじめ被害者の同意を得ないで、利用目的の達成に必要な範
囲を超えて行う個人情報または法人情報の取扱い

⑭　利用目的の変更が、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると
合理的に認められないことによりなされた損害賠償請求

⑮　被保険者が被害者に対して利用目的もしくは利用目的の変更を通
知しない、または公表しないことによりなされた損害賠償請求

⑯　被保険者が、他人に個人情報もしくは法人情報を提供し、または
個人情報もしくは法人情報の一部もしくは全部の取扱いを委託した
ことが情報漏えいに該当するとしてなされた損害賠償請求

⑰　被保険者が他人と個人情報または法人情報を共同で利用したこと
が個人情報または法人情報の漏えいに該当するとしてなされた損害
賠償請求

⑱　被保険者が、他人から個人情報もしくは法人情報を提供され、ま
たは個人情報もしくは法人情報の一部もしくは全部の取扱いを委託
されたことが情報漏えいに該当するとしてなされた損害賠償請求

⑲　被保険者が被害者の求めに応じてその被害者が識別される個人情
報または法人情報の他人への提供を停止しないことによりなされた
損害賠償請求

⑳　被保険者が、被害者の求めに応じてその被害者が識別される個人
情報または法人情報の開示、訂正、追加、削除、利用の停止または
消去を行わないことによりなされた損害賠償請求

㉑　株主代表訴訟または住民訴訟に起因する損害賠償責任
㉒　風評損害に起因する損害賠償請求
㉓　被保険者または委託者が支出したと否とにかかわらず違約金に起
因する損害賠償請求

㉔　漏えいした個人情報または法人情報が事実と異なることに起因す
る損害賠償請求

第６条（一つの情報漏えい事故）
同一の原因または事由に起因する一連の損害賠償請求は、損害賠償

請求の時または場所もしくは損害賠償請求者の数にかかわらず、一つ
の情報漏えい事故によるものとみなし、被保険者に対して最初の損害
賠償請求がなされた時にすべての損害賠償請求がなされたものとみな
します。

第７条（支払限度額）
当会社がこの特約で支払う保険金の額は、一つの情報漏えい事故お

よび保険期間中につき、別表１記載の支払限度額を限度とします。また、
第11条（損害賠償請求ベースに関する特則）の規定に従い、この保険
契約の保険期間中になされたものとみなされる損害賠償請求について
は、別表１記載の支払限度額が適用されるものとみなします。
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第８条（支払限度額に関する特則）
個人情報の情報漏えいによる人格権侵害について損害賠償金を支払

う事由に対して保険金を支払うべき他の保険契約が当会社に付保され
ている場合には、同一の事由において当会社が支払う保険金の額は、
この特約で支払う他の保険金を含め、他の保険契約と合算して５億円
を超えないものとします。

第９条（免責金額）
情報漏えい事故について当会社が保険金を支払う場合には、一つの

情報漏えい事故について別表２記載の免責金額を適用します。

第10条（情報漏えい等の通知義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、保険期間中に情報漏えい事故または

情報漏えい事故のおそれが発生したことを知った場合は、知った日か
ら60日以内に、当会社に対して書面により次の事項を通知しなければ
なりません。
①　情報漏えい事故または情報漏えい事故のおそれが発生したこと。
②　情報漏えい事故の発生日、または情報漏えい事故のおそれが発生

したことを知った日
③　情報漏えい事故または情報漏えい事故のおそれの発生について警
察署その他公的機関に届出を行った場合は、その届出日

④　既に情報漏えい事故が生じている場合は、漏えいした個人情報お
よび法人情報の内容

⑤　その他当会社が必要と認める事項
(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由なく(1)に規定する義務に違

反した場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差
し引いて保険金を支払います。

第11条（損害賠償請求ベースに関する特則）
当会社は前条(1)の通知がなされた場合において、その原因または事

由に起因して保険証券記載の保険期間終了後５年以内に被保険者に対
する損害賠償請求がなされたときには、その請求は、この保険契約の
保険期間の末日になされたものとみなします。ただし、この保険契約
が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を除きます。

第12条（読替規定）
当会社は、第３条（保険金を支払う場合）(1)①の損害については、

次のとおり普通約款を読み替えて適用します。
①　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条（保険料の返
還または請求－告知義務・通知義務等の場合）(5)の規定中「生じた
事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」

②　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

③　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

④　第７条（保険責任の始期および期間）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

⑤　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

⑥　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された
損害賠償請求」

第13条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。
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別表１　支払限度額

①�　第３条（保険金を支払う場合）
(1)①の損害に対して支払う保険
金（一つの情報漏えい事故およ
び保険期間中）。ただし、次の②
に該当する場合を除きます。

保険証券の基本特約Ⅰの財物損壊
欄記載の金額。
なお、②、③、④および⑤で規定
する支払限度額は、この支払限度
額に含まれるものとします。

②�　第３条(1)①の損害に対して支
払う保険金（クレジットカード
番号、口座番号または暗証番号
等の情報漏えいにより、それら
の番号が使用されたことによっ
て、被害者の所有する財産に損
害が生じた場合。一つの情報漏
えい事故および保険期間中。）

1,000万円

③�　情報漏えい事故対応費用の定
義中(1)、(2)(3)および(6)の費
用

1,000万円。ただし、保険証券にこ
の特約の支払限度額として異なる
金額が記載されている場合には、
その額とします。

④�　情報漏えい事故対応費用の定
義中(4)の費用

一つの情報漏えい事故につき500万
円

⑤�　情報漏えい事故対応費用の定
義中(5)の費用

ア．被害者が個人の場合
　被害者１名につき500円
イ．被害者が法人の場合
　被害者１名につき５万円

別表２　免責金額

免責金額

保険証券の基本特約Ⅰの財物損壊
欄記載の免責金額。情報漏えい事
故対応費用の定義中(1)から(6)の
費用に関する免責金額は、この免
責金額と同額とします。

◯6N　ネットワーク危険補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

アクセス
コンピュータを利用できる状態にすることまたはそ
の内部電子情報を取り扱うことをいいます。

コンピュータ・
ウィルスまたは
コンピュータ・

ワーム

他人の情報に対して、意図的になんらかの被害を及
ぼすように作られたプログラムまたはファイルで
あって、次に掲げる①または②の機能を有するもの
をいいます。
①�自らの機能によって他のプログラムに自らを複写
し、またはシステム機能を利用して自らを他のシ
ステムに複写すること（注）等により、他のシステ
ム、プログラムまたはファイルに自らを増殖また
は伝染させる機能

②�情報等の破壊や設計者の意図しない動作を行う機
能

（注）�システム感染機能、ファイル感染機能およ
び複合感染機能を含みます。
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用　　語 定　　義

人格権侵害

次の行為をいいます。
①�不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀

き

損
②�口頭、文書、図面その他これらに類する表示行為

による名誉毀
き

損またはプライバシーの侵害

人格周辺権侵害

差別、虚偽告訴、侮辱、信用毀
き

損、氏名権（自己の
氏名を他人に冒用されない権利をいいます。）の侵
害、肖像権（注１）の侵害またはパブリシティー権（注２）

の侵害をいいます。

（注１）�自己の肖像を無断で他人に撮影、使用ま
たは公表されない権利をいいます。

（注２）�経済的利益または価値を有する自己の氏
名もしくは名称または肖像を無断で他人
に使用されない権利をいいます。

電子情報

情報システム（注）で取り扱われる、またはネットワー
クで通信される、電子的に存在する情報または電子
的に存在する形で利用されることが予定されている
情報で、データ、プログラムを含みます。

（注）�コンピュータを中心とする情報処理および
通信に係るシステムをいいます。

電子情報の欠陥

次のいずれかに掲げるものをいいます。
①�電子情報の構成が予定されたフォーマット（記憶
形式）になっていないこと。

②�電子情報の内容が予定された内容と異なっている
こと（送付先情報が異なっている場合を含みま
す。）。

③�電子情報の完全性（注）が損なわれていること。

（注）�電子情報が作成された時点のものと完全に
合致していることをいいます。

ホームページ
ＷＷＷシステムを用いてインターネット上で公開さ
れているＷｅｂページ群（Ｗｅｂサイト）のことを
いいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、情報漏えい補償特約第３条（保険金を支払う場合）の規

定に加え、日本国内において記名被保険者が行うホームページの運営、
管理および被保険者またはその使用人等（被保険者の仕事に従事して
いる場合にかぎり、その下請負人を含みます。以下「使用人等」とい
います。）が記名被保険者の業務遂行のために行う電子メールの送信ま
たは受信にあたり、次に掲げる事由（以下「ネットワーク事故」とい
います。）に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求が
なされたことにより被る損害に対しても、この特約の規定に従い保険
金を支払います。
①　次のアからウに規定する事由に起因する他人の業務遂行の全部ま
たは一部の阻害
ア．コンピュータ・ウィルスまたはコンピュータ・ワームの感染
イ．被保険者以外の者による不正アクセス
ウ．被保険者またはその使用人等が電子メールで発信した電子情報
の欠陥

②　次のアからウに規定する事由に起因する他人の電子情報の消失ま
たは損壊
ア．コンピュータ・ウィルスまたはコンピュータ・ワームの感染
イ．被保険者以外の者による不正アクセス
ウ．被保険者またはその使用人等が電子メールで発信した電子情報
の欠陥
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③　人格権侵害および人格周辺権侵害（ただし、個人情報の情報漏え
いに起因する人格権侵害および人格周辺権侵害は除きます。）

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
当会社は、次のいずれかに該当するネットワーク事故に起因する損

害に対しては、保険金を支払いません。
①　当会社がこの特約の保険責任を開始する時点（以下「保険責任開
始時」といいます。）より前に、保険契約者または被保険者が、ネッ
トワーク事故が生じていたことを知っていた、または知っていたと
合理的に推定できるネットワーク事故

②　保険責任開始時より前に、保険契約者または被保険者が、ネット
ワーク事故が生じるおそれのある事故、原因または事由（以下「ネッ
トワーク事故のおそれ」といいます。）が生じていたことを知ってい
た、または知っていたと合理的に推定できるネットワーク事故

第４条（保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、普通約款、特別約款および情報漏えい補償特約における

保険金を支払わない場合に定める規定のほか、次の①から③までの損
害賠償請求に起因する損害に対しても、保険金を支払いません。
①　電子マネー（注）に起因する損害賠償請求
②　ソフトウェア開発に起因する損害賠償請求
③　記名被保険者の業務遂行の結果を利用して、製造、加工、配合、
組立または建築等の工程を経て製作された製品、半製品、商品また
は工作物等の財物の不具合に起因する損害賠償請求

（注）電子マネー
　　　�出入金など金銭の情報を電子化した、現物の通貨と同様の動きを

するものをいいます。

第５条（支払限度額および免責金額）
この特約により当会社が支払うべき支払限度額および免責金額は、

別表１および別表２に記載のとおりとします。

第６条（一つのネットワーク事故）
同一の原因または事由に起因する一連の損害賠償請求は、損害賠償

請求の時もしくは場所または損害賠償請求者の数にかかわらず、１回
のネットワーク事故によるものとみなし、被保険者に対して最初の損
害賠償請求がなされた時にすべての損害賠償請求がなされたものとみ
なします。

第７条（支払限度額に関する特則）
ネットワーク事故による人格権侵害について損害賠償金を支払う事

由に対して保険金を支払うべき他の保険契約が当会社に付保されてい
る場合には、同一の事由において当会社が支払う保険金の額は、この
特約で支払う他の保険金を含め、他の保険契約と合算して５億円を超
えないものとします。

第８条（ネットワーク事故等の通知義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、保険期間中にネットワーク事故また

はネットワーク事故のおそれが発生したことを知った場合は、知った
日から60日以内に、当会社に対して書面により次の事項を通知しなけ
ればなりません。
①　ネットワーク事故またはネットワーク事故のおそれが発生したこ

と。
②　ネットワーク事故の発生日、またはネットワーク事故のおそれが
発生したことを知った日

③　その他当会社が必要と認める事項
(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由なく(1)に規定する義務に違

反した場合は、当会社はそれによって当会社が被った被害の額を差し
引いて保険金を支払います。
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第９条（損害賠償請求ベースに関する特則）
当会社は前条(1)の通知がなされた場合において、そのネットワーク

事故またはネットワーク事故のおそれに起因して、保険証券記載の保
険期間終了後５年以内に被保険者に対して損害賠償請求が提起された
ときは、その損害賠償請求は、この保険契約の保険期間の末日に提起
されたものとみなします。
ただし、この保険契約が保険期間の末日までに失効しまたは解除さ

れた場合を除きます。

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および情報漏えい補償特約の規定を準用
します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①情報漏えい補償特約別表１支払限度額①に定める支払限度額
②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

情報漏えい補償特約別表２免責金額に定める免責金額

◯2L　油濁賠償責任補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

公共水域

次に掲げるものをいいます。
①海
②�河川法(昭和39年法律第167号)にいう一級河川お
よび二級河川

③国または都道府県が管理する湖、沼、貯水池
④運河

施　　設 保険証券記載の施設をいいます。

準用河川

一級河川、二級河川以外の河川で市町村長が準用河
川として指定し、河川法の規定が準用される河川の
うち、直接または間接的に公共水域に連続するもの
をいいます。

処理費用
石油物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処
理、乳化分散処理等に要する費用をいいます。

石油物質

次に掲げるものをいいます。
①�原油、揮発油、灯油、軽油、重油、潤滑油、ピッ
チ、タール等の石油類

②①に記載された石油類より誘導される化成品類
③�①および②に記載された物質を含む混合物、廃棄

物および残渣
さ

第２条（適用除外）
(1)　当会社は、この特約において、基本特約Ⅰの規定はすべて適用せず、

この特約の規定を適用するものとします。
(2)　当会社は、この特約において、特別約款第７条（防御費用）の規定

は適用しません。
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第３条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、普通約款第２条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ

らず、石油物質が施設から公共水域へ不測かつ突発的に流出したこと
に起因して、被保険者が次の法律上の損害賠償責任を負担することに
よって被る損害に対して、この特約の規定に従い保険金を支払います。
①　水の汚染による他人の財物の損壊に対する損害賠償責任
②　水の汚染によって漁獲高が減少し、または漁獲物の品質が低下し

たことに基づく漁業権者に対する損害賠償責任
(2)　当会社は、保険期間中に石油物質が施設から不測かつ突発的に被保

険者の所有、使用または管理する区域外に流出し、公共水域の水を汚
染した場合において、処理費用を被保険者が支出したときは、その金
額を支払います。

(3)　当会社は、(1)②または(2)において保険金を支払う場合に限り、次
の損害または費用に対して保険金を支払います。
①　(1)の公共水域への流出と同一の原因により、石油物質が施設から
準用河川へ不測かつ突発的に流出したことに起因して、被保険者が
(1)②の損害賠償責任を負担することによって被る損害

②　(2)の公共水域への流失と同一の原因により、石油物質が施設から
不測かつ突発的に被保険者の所有、使用または管理する区域外に流
出し、準用河川の水を汚染した場合において、処理費用を被保険者
が支出したときは、その費用

第４条（油濁損害の範囲）
普通約款第５条（損害の範囲）の規定にかかわらず、当会社が前条

の規定により保険金を支払うべき損害の範囲は、次に規定するものに
限ります。
①　被保険者が被害者に支払うべき損害賠償金
②　石油物質が被保険者の所有、使用または管理する区域外に流出し、
被保険者が支出した処理費用

③　他人から損害の賠償を受けることができる場合において、その権
利の保全または行使のために被保険者が支出した費用または有益な
費用

④　損害賠償に関する争訟につき、被保険者が当会社の書面による同
意を得て支出した費用

⑤　当会社による損害賠償責任の解決に協力するために被保険者が支
出した費用

第５条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款および特別約款に定める保険金を支払わない事

由のほか、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに起因
する油濁損害に対しては、保険金を支払いません。
①　施設の修理、改造または取りこわし等の工事
②　自動車、船舶または航空機の所有、使用または管理
③　排水または排気（煙を含みます。）。ただし、不測かつ突発的に石
油物質が流出した場合を除きます。

④　被保険者の占有を離れた商品または被保険者の占有を離れた施設
外にあるその他の財物

⑤　仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は、引渡しとし
ます。）または放棄の後の、仕事の結果（注）

（注）仕事の結果
　　　�被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置

もしくは資材は、仕事の結果とはみなしません。

第６条（支払保険金の計算）
(1)　普通約款第６条（支払保険金の計算）の規定にかかわらず、当会社

がこの特約の規定に従い支払う保険金の額は、次のとおりとします。
①　第４条（油濁損害の範囲）①の損害賠償金および②の処理費用は、

その合算額が１回の事故について保険証券に記載された免責金額を
超過する場合に限り、その超過額のみを、保険証券に記載された１
事故支払限度額を限度として支払います。
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②　当会社が保険期間中に支払う保険金の額は、第４条③から⑤まで
の費用を除き、期間中総支払限度額を超えないものとします。なお、
期間中総支払限度額は、保険証券に記載された１事故支払限度額と
同額とし、保険証券に記載された「１事故支払限度額」の文言は「１
事故支払限度額および期間中総支払限度額」と読み替えます。

(2)　第４条（油濁損害の範囲）④の費用は、同条①の損害賠償金および
②の処理費用の合算額が(1)②の期間中総支払限度額（当会社が既に保
険金を支払っている場合は、その額を差し引きます。以下同様としま
す。）を超える場合は、期間中総支払限度額の前記合算額に対する割合
によって、これを支払います。

第７条（共有施設）
施設の全部または一部が共有である場合には、当会社は、その共有

施設に起因する事故に関しては、その施設の全共有者が負担した第４
条（油濁損害の範囲）①の損害賠償金および②の処理費用の合算額に
持分割合を乗じた額が、１回の事故について、保険証券に記載された
免責金額に持分割合を乗じた額を超過する場合に限り、その超過額の
みを、保険証券に記載された１事故支払限度額に持分割合を乗じた額
を限度として支払います。

第８条（損害賠償請求権者の権利と被保険者の権利の調整）
普通約款第31条（損害賠償請求権者の権利と被保険者の権利の調整）

の規定にかかわらず、保険証券記載の支払限度額が、同条の規定によ
り損害賠償請求権者に対して支払われる保険金と被保険者が第４条
（油濁損害の範囲）の規定により当会社に対して請求することができる
保険金の合計額に不足する場合は、当会社は、被保険者に対する保険
金の支払に先立って損害賠償請求権者に対する保険金の支払を行うも
のとします。

第９条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および特別約款の規定を準用します。

◯3U　施設災害補償特約

第１条（補償保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、被保険者の所有、使用または管理する保険証券記載の施

設（以下「施設」といいます。）内において急激かつ偶然な外来の事故
（以下「事故」といいます。）によって他人が身体に傷害を被った場合
は、被保険者がその傷害を被った者（以下「被災者」といいます。）に
対して支払う補償金にあてるため、賠償責任保険普通保険約款（以下
「普通約款」といいます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約
款」といいます。）、基本特約Ⅰ施設業務危険補償（以下「基本特約Ⅰ」
といいます。）およびこの特約の規定に従い、被保険者に補償保険金（注）

を支払います。

（注）補償保険金
　　　�死亡補償保険金、後遺障害補償保険金および入院補償保険金をい

います。以下同様とします。

(2)　(1)の傷害には、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一
時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に生ずる中毒症状（注）を含
みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。

（注）中毒症状
　　　�継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒症状を除きま

す。

第２条（補償保険金を支払わない場合－その１）
(1)　当会社は、次のいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対し
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ては、補償保険金を支払いません。
①　保険契約者（注１）、被保険者、これらの者の法定代理人（注２）または
被災者の故意または重大な過失。ただし、被災者の故意または重大
な過失については、その被災者以外の者の被った傷害を除きます。

②　被災者の法定相続人の故意または重大な過失。ただし、その者が
一部の相続人である場合には、補償保険金を支払わないのはその者
が相続すべき金額に限ります。

③　被災者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為。ただし、その被災
者以外の者の被った傷害を除きます。

④　被災者の脳疾患、疾病または心神喪失。ただし、その被災者以外
の者が被った傷害を除きます。

⑤　被災者の妊娠、出産、早産または流産
⑥　被災者に対する外科的手術（注３）その他の医療処置。ただし、外科

的手術その他の医療処置によって生じた傷害が、当会社が補償保険
金を支払うべき傷害の治療（注４）によるものである場合を除きます。

⑦　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動（注５）

⑧　地震もしくは噴火またはこれらによる津波
⑨　核燃料物質（注６）もしくは核燃料物質によって汚染された物（注７）

の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事
故

⑩　⑦から⑨までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩
序の混乱に基づいて生じた事故

⑪　⑨以外の放射線照射または放射能汚染
⑫　施設の新築、改築、増築、改造、修理、取壊し、その他の工事
⑬　航空機の墜落または自動車等（注８）の事故

（注１）保険契約者
　　　　�保険契約者が法人である場合は、その理事、取締役または法人

の業務を執行するその他の機関をいいます。
（注２）法定代理人
　　　　�保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取

締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。以
下「代理人」といいます。

（注３）外科的手術
　　　　�治療を直接の目的として、メス等の器具を用いて患部または必

要部位に切除、摘出等の処置を施すことをいいます。以下同様
とします。

（注４）治療
　　　　�医師による治療をいいます。ただし、被災者が医師である場合

は、被災者以外の医師による治療をいいます。以下同様としま
す。

（注５）暴動
　　　　�群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の

地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認
められる状態をいいます。

（注６）核燃料物質
　　　　�使用済燃料を含みます。以下本条において同様とします。
（注７）汚染された物
　　　　�原子核分裂生成物を含みます。
（注８）自動車等
　　　　自動車または原動機付自転車をいいます。

(2)　当会社は、被災者が頸
けい

部症候群（注１）、腰痛その他の症状を訴えてい
る場合であっても、それを裏付けるに足りる医学的他覚所見（注２）のな
いものに対しては、その症状の原因がいかなるときでも、補償保険金
を支払いません。

（注１）頸
けい

部症候群
　　　　いわゆる「むちうち症」をいいます。
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（注２）医学的他覚所見
　　　　�理学的検査、神経学的検査、臨床検査、画像検査等により認め

られる異常所見をいいます。

第３条（補償保険金を支払わない場合－その２）
当会社は、次のいずれかに該当する傷害に対しては、補償保険金を

支払いません。
(1)　被保険者の使用人（注）が被保険者の業務に従事中に被った傷害

（注）被保険者の使用人
　　　被保険者が法人である場合は、その役員を含みます。

(2)　施設（注）の保守、保安、点検、警備、消防、清掃、その他これらに
類似の業務または新築、改築、増築、改造、修理、取壊し、その他の
工事に従事する者がそれらの業務または工事に従事中に被った傷害

（注）施設
　　　施設が建物の一部である場合は、その建物の他の部分を含みます。

第４条（死亡補償保険金の支払）
当会社は、被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被

り、その直接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて180日
以内に死亡した場合は、被災者１名について保険証券記載の補償保険
金額（以下「補償保険金額」といいます。）の全額（注）を死亡補償保険
金として被保険者に支払います。

（注）補償保険金額の全額
　　　�その被災者について、同一の事故による傷害に対して既に支払っ

た後遺障害補償保険金がある場合は、１名あたりの補償保険金額
から既に支払った金額を差し引いた残額とします。

第５条（後遺障害補償保険金の支払）
(1)　当会社は、被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被り、

その直接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて180日以内
に後遺障害（注）が生じた場合は、次の算式によって算出した額を後遺
障害補償保険金として被保険者に支払います。

補償保険金額 ×
別表１に
掲げる割合

＝ 後遺障害補償保険金の額

（注）後遺障害
　　　�治療の効果が医学上期待できない状態であって、被災者の身体に

残された症状が将来においても回復できない機能の重大な障害に
至ったものまたは身体の一部の欠損をいいます。以下同様としま
す。

(2)　(1)の規定にかかわらず、被災者が事故の発生の日からその日を含め
て180日を超えてなお治療を要する状態にある場合は、当会社は、事故
の発生の日からその日を含めて181日目における被災者以外の医師の診
断に基づき後遺障害の程度を認定して、(1)のとおり算出した額を後遺
障害補償保険金として支払います。

(3)　別表１に掲げる後遺障害に該当しない後遺障害に対しては、当会社
は、身体の障害の程度に応じ、かつ、別表１に掲げる区分に準じ、後
遺障害補償保険金の支払額を決定します。ただし、別表１の１．(3)、(4)、
２．(3)、４．(4)および５．(2)に掲げる機能障害に至らない障害に対
しては、後遺障害補償保険金を支払いません。

(4)　同一事故により２種以上の後遺障害が生じた場合には、当会社は、
その各々に対し(1)から(3)までの規定を適用し、その合計額を支払い
ます。ただし、別表１の７．から９．までに掲げる上肢（注１）または下
肢（注２）の後遺障害に対しては、１肢ごとの後遺障害補償保険金は補償
保険金額の60％をもって限度とします。
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（注１）上肢
　　　　腕および手をいいます。
（注２）下肢
　　　　脚および足をいいます。

(5)　既に身体に障害のあった被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）
の傷害を被り、その直接の結果として、新たな後遺障害が加わったこ
とにより別表２のいずれかに該当した場合は、加重された後の後遺障
害の状態に対応する別表１に掲げる割合を適用して、後遺障害補償保
険金を支払います。ただし、既存障害（注）がこの保険契約に基づく後
遺障害補償保険金の支払を受けたものである場合は、次の割合により
後遺障害補償保険金を支払います。

加重された後の
後遺障害の状態
に対応する割合

－
既存障害（注）に
対応する割合

＝ 適用する割合

（注）既存障害
　　　既にあった身体の障害をいいます。

(6)　(1)から(5)までの規定に基づいて、当会社が支払うべき後遺障害補
償保険金の額は、被災者１名について補償保険金額をもって限度とし
ます。

第６条（入院補償保険金の支払）
(1)　当会社は、被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被り、

その直接の結果として、平常の業務に従事することまたは平常の生活
ができなくなり、かつ、次のいずれかに該当した場合は、その期間に
対し、入院補償保険金を被保険者に支払います。
①　入院（注）した場合
②　別表３のいずれかに該当し、かつ、治療を受けた場合

（注）入院
　　　�治療が必要な場合において、自宅等での治療が困難なため、病院

または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念する
ことをいいます。以下同様とします。

(2)　(1)の入院補償保険金は、次の算式によって算出した額とします。

入院補償保険
金日額（注） ×

(1)①また
は②に該当
した日数

＝ 入院補償保険金の額

（注）入院補償保険金日額
　　　�保険証券記載の入院補償保険金日額をいいます。以下同様としま

す。

(3)　(1)の期間には、臓器の移植に関する法律（平成９年法律第104号）
の規定によって、医師により「脳死した者の身体」との判定を受けた後、
その身体への処置がされた場合であって、その処置が同法附則に定め
る医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付としてされたものとみ
なされる処置（注）であるときには、その処置日数を含みます。

（注）�医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付としてされたものと
みなされる処置

　　　�医療給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各法の適用
があれば、医療の給付としてされたものとみなされる処置を含み
ます。

(4)　当会社は、いかなる場合においても、事故の発生の日からその日を
含めて180日を経過した後の期間に対しては、入院補償保険金を支払い



130－ －

ません。
(5)　被災者が入院補償保険金の支払を受けられる期間中にさらに入院補

償保険金の支払を受けられる傷害を被った場合においても、当会社は、
重複しては入院補償保険金を支払いません。

第７条（他の身体の障害または疾病の影響）
(1)　被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に

存在していた身体の障害もしくは疾病の影響により、または同条の傷
害を被った後にその原因となった事故と関係なく発生した傷害もしく
は疾病の影響により同条の傷害が重大となった場合は、当会社は、そ
の影響がなかったときに相当する金額を支払います。

(2)　正当な理由がなく被災者が治療を怠ったことまたは保険契約者、被
保険者もしくは補償保険金を受け取るべき者が治療をさせなかったこ
とにより第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害が重大となった場
合も、(1)と同様の方法で支払います。

第８条（被災者等への支払義務）
(1)　被保険者は、第４条（死亡補償保険金の支払）、第５条（後遺障害補

償保険金の支払）、第６条（入院補償保険金の支払）および前条の規定
により受領した補償保険金の全額を、被災者またはその法定相続人（以
下「被災者等」といいます。）に支払わなければなりません。

(2)　被保険者は、(1)の支払を証明するために被災者等の補償金受領書を
補償保険金受領後30日以内に当会社に提出しなければなりません。た
だし、被保険者が30日以内に被災者等の補償金受領書を提出できない
ことを当会社が認めた場合は、補償金受領書を取付け後、遅滞なく当
会社に提出するものとします。

(3)　(1)および(2)の規定に違反した場合は、被保険者は既に受領した補
償保険金の全額を当会社に返還しなければなりません。

第９条（損害賠償保険金との関係）
被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被った場合で、

被保険者が被災者に対して法律上の損害賠償責任を負担するときに
は、この特約により支払う補償保険金は、当会社が普通約款、特別約
款および基本特約Ⅰの規定により被保険者に対して支払う損害賠償保
険金に充当します。

第10条（事故の通知）
(1)　被災者が第１条（補償保険金を支払う場合）の傷害を被った場合は、

保険契約者または被保険者は、その原因となった事故の発生の日から
その日を含めて30日以内に事故発生の状況および傷害の程度を当会社
に通知しなければなりません。この場合において、当会社が書面によ
る通知もしくは説明を求めたときまたは被災者の診断書もしくは死体
検案書の提出を求めたときは、これに応じなければなりません。

(2)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(1)の規定に違反し
た場合、またはその通知もしくは説明について知っている事実を告げ
なかった場合もしくは事実と異なることを告げた場合は、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて補償保険金を支払
います。

第11条（補償保険金の請求）
(1)　当会社に対する補償保険金請求権は、次の時から、それぞれ発生し、

これを行使することができるものとします。
①　死亡補償保険金については、被災者が死亡した時
②　後遺障害補償保険金については、被災者に後遺障害が生じた時ま

たは事故の発生の日からその日を含めて180日を経過した時のいずれ
か早い時

③　入院補償保険金については、被災者が平常の業務に従事すること
もしくは平常の生活ができる程度に治った時、第６条（入院補償保
険金の支払）(1)①および②のいずれにも該当しない程度に治った時
または事故の発生の日からその日を含めて180日を経過した時のいず
れか早い時
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(2)　被保険者が補償保険金の支払を請求する場合は、別表４に掲げる書
類のうち当会社が求めるものを提出しなければなりません。

(3)　当会社は、事故の内容または傷害の程度等に応じ、保険契約者また
は被保険者に対して、(2)に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提出
または当会社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合
には、当会社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力
をしなければなりません。

(4)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(3)の規定に違反し
た場合または(2)もしくは(3)の書類に事実と異なる記載をし、もしく
はその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合は、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて補償保険金を支払
います。

第12条（補償保険金の支払時期）
(1)　当会社は、請求完了日（注）からその日を含めて30日以内に、当会社

が補償保険金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、補償保険
金を支払います。
①　補償保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事
故の原因、事故発生の状況、傷害発生の有無および被保険者または
被災者に該当する事実

②　補償保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項とし
て、補償保険金が支払われない事由としてこの保険契約において定
める事由に該当する事実の有無

③　補償保険金を算出するための確認に必要な事項として、傷害の程
度、事故と傷害との関係、治療の経過および内容

④　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約
において定める解除、無効、失効または取消しの事由に該当する事
実の有無

（注）請求完了日
　　　�被保険者が前条(2)の規定による手続を完了した日をいいます。

以下同様とします。

(2)　(1)の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な
場合には、(1)の規定にかかわらず、当会社は、請求完了日からその日
を含めて次に掲げる日数（注１）を経過する日までに、補償保険金を支払
います。この場合において、当会社は、確認が必要な事項およびその
確認を終えるべき時期を被保険者に対して通知するものとします。
①　(1)①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その
他の公の機関による捜査・調査結果の照会（注２）　180日

②　(1)①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関そ
の他の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会　90日

③　(1)③の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認するた
めの、医療機関による診断、後遺障害の認定に係る専門機関による
審査等の結果の照会　120日

④　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された災害の被災地域
における(1)①から④までの事項の確認のための調査　60日

⑤　(1)①から④までの事項の確認を日本国内において行うための代替
的な手段がない場合の日本国外における調査　180日

（注１）請求完了日からその日を含めて次に掲げる日数
　　　　複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。
（注２）公の機関による捜査・調査結果の照会
　　　　�弁護士法（昭和24年法律第205号）に基づく照会その他法令に

基づく照会を含みます。

(3)　(1)および(2)に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保
険者または被災者が正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応
じなかった場合（注）には、これにより確認が遅延した期間については、
(1)または(2)の期間に算入しないものとします。
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（注）�正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった場合
　　　必要な協力を行わなかった場合を含みます。

(4)　(1)または(2)の規定による補償保険金の支払は、保険契約者または
被保険者と当会社があらかじめ合意した場合を除いては、日本国内に
おいて、日本国通貨をもって行うものとします。

第13条（当会社の指定する医師が作成した診断書等の要求）
(1)　当会社は、第10条（事故の通知）の規定による通知または第11条（補

償保険金の請求）の規定による請求を受けた場合は、傷害の程度の認
定その他補償保険金の支払にあたり必要な限度において、保険契約者
または被保険者に対し当会社の指定する医師が作成した被災者の診断
書または死体検案書の提出を求めることができます。

(2)　(1)の規定による診断または死体の検案（注１）のために要した費用（注２）

は、当会社が負担します。

（注１）死体の検案
　　　　死体について、死亡の事実を医学的に確認することをいいます。
（注２）診断または死体の検案のために要した費用
　　　　収入の喪失を含みません。

第14条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
当会社は、この特約において、普通約款第25条（他の保険契約等が

ある場合の保険金の支払額）の規定は適用しません。

第15条（代位）
当会社が補償保険金を支払った場合であっても、被災者等がその傷

害について第三者に対して有する損害賠償請求権は、当会社に移転し
ません。

第16条（読替規定）
この特約の適用については、普通約款の規定をそれぞれ次のとおり

読み替えて適用します。
①　普通約款第７条（保険責任の始期および終期）(3)、第８条（保険
責任のおよぶ地域）、第９条（告知義務）(5)、第10条（通知義務）(4)、
(5)および(7)、第16条（重大事由による解除）(3)または第18条（保
険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）中「事故に
よる損害」とあるのは「施設災害補償特約第１条（補償保険金を支
払う場合）(1)の事故による傷害」

②　普通約款第22条（調査）中「事故」とあるのは、「施設災害補償特
約第１条（補償保険金を支払う場合）(1)の事故」

③　普通約款第９条（告知義務）(4)および第10条（通知義務）(4)、(7)
中「損害」とあるのは、「施設災害補償特約第１条（補償保険金を支
払う場合）(1)の事故による傷害」

第17条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。

別表１　�後遺障害補償保険金支払区分表　第５条（後遺障害補償保険金の
支払）関係

１．眼の障害
(1)　両眼が失明した場合�………………………………………………�100％
(2)　１眼が失明した場合�………………………………………………��60％
(3)　１眼の矯正視力が0.6以下となった場合�………………………���5％

(4)　�１眼が視野狭窄
さく

（正常視野の角度の合計の60％以下
�　となった場合をいう。）となった場合� …………………………���5％

２．耳の障害
(1)　両耳の聴力を全く失った場合�……………………………………��80％
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(2)　１耳の聴力を全く失った場合�……………………………………��30％
(3)　１耳の聴力が50㎝以上では通常の話声を解せない場合� ……���5％
３．鼻の障害
　(1)　鼻の機能に著しい障害を残す場合�……………………………��20％

４．咀
そ

しゃく、言語の障害

(1)　咀
そ

しゃくまたは言語の機能を全く廃した場合�…………………�100％

(2)　咀
そ

しゃくまたは言語の機能に著しい障害を残す場合�…………��35％

(3)　咀
そ

しゃくまたは言語の機能に障害を残す場合�…………………��15％
(4)　歯に５本以上の欠損を生じた場合� ……………………………���5％

５．外貌
ぼう

（顔面・頭部・頸
けい

部をいう。）の醜状

(1)　外貌
ぼう

に著しい醜状を残す場合�……………………………………��15％

(2)�　外貌
ぼう

に醜状（顔面においては直径２㎝の瘢
はん

痕
こん

、

�　長さ３㎝の線状痕
こん

程度をいう。）を残す場合�……………………���3％

６．脊
せき

柱の障害

(1)　脊
せき

柱に著しい変形または著しい運動障害を残す場合�…………��40％

(2)　脊
せき

柱に運動障害を残す場合�………………………………………��30％

(3)　脊
せき

柱に変形を残す場合�……………………………………………��15％
７．腕（手関節以上をいう。）、脚（足関節以上をいう。）の障害
(1)　１腕または１脚を失った場合�……………………………………��60％
(2)　１腕または１脚の３大関節中の２関節または３関節の
�　機能を全く廃した場合�………………………………………………��50％
(3)　１腕または１脚の３大関節中の１関節の機能を全く廃した
　　場合� …………………………………………………………………��35％
(4)　１腕または１脚の機能に障害を残す場合� ……………………���5％
８．手指の障害
(1)　１手の母指を指節間関節以上で失った場合�……………………��20％
(2)　１手の母指の機能に著しい障害を残す場合�……………………��15％
(3)　母指以外の１指を遠位指節間関節以上で失った場合� ………���8％
(4)　母指以外の１指の機能に著しい障害を残す場合� ……………���5％
９．足指の障害
(1)　１足の第１の足指を指節間関節以上で失った場合�……………��10％
(2)　１足の第１の足指の機能に著しい障害を残す場合� …………���8％
(3)�　第１の足指以外の１足指を遠位指節間関節以上で失った
　　場合� …………………………………………………………………���5％
(4)　第１の足指以外の１足指の機能に著しい障害を残す場合� …���3％
10�．その他身体の著しい障害により終身常に介護を要する場合�……�100％

注１　�７．から９．までの規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部
分をいいます。

注２　関節等の説明図

母 指

遠位指節間関節

遠位指節間関節

指節間関節

指節間関節

第１の足指

脊柱
せき

（股関節）

足関節

（ひざ関節）

（肩関節）

手関節

（ひじ関節）

上
肢
の
３
大
関
節

下
肢
の
３
大
関
節

足

手
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別表２　第５条（後遺障害補償保険金の支払）(5)の後遺障害
１．両眼が失明した場合
２．両耳の聴力を全く失った場合
３�．両腕（手関節以上をいう。）を失った場合または両腕の３大関節中の
２関節もしくは３関節の機能を全く廃した場合

４�．両脚（足関節以上をいう。）を失った場合または両脚の３大関節中の
２関節もしくは３関節の機能を全く廃した場合

５�．１腕を失ったかまたは３大関節中の２関節もしくは３関節の機能を全
く廃し、かつ、１脚を失ったかまたは３大関節中の２関節もしくは３関
節の機能を全く廃した場合

注１　�３．および４．の規定中「手関節」および「足関節」については別
表１注２の関節の説明図によります。

注２　�３．および４．の規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部分
をいいます。

別表３　�第６条（入院補償保険金の支払）(1)②の入院補償保険金を支払
う状態

１．両眼の矯正視力が0.06以下になっていること。

２．咀
そ

しゃくまたは言語の機能を失っていること。
３．両耳の聴力を失っていること。
４．両上肢の手関節以上のすべての関節の機能を失っていること。
５．１下肢の機能を失っていること。
６�．胸腹部臓器の障害のため身体の自由が主に摂食、洗面等の起居動作に
限られていること。

７�．神経系統または精神の障害のため身体の自由が主に摂食、洗面等の起
居動作に限られていること。

８�．その他上記部位の合併障害等のため身体の自由が主に摂食、洗面等の
起居動作に限られていること。

注１　�４．の規定中「手関節」および「関節」については別表１・注２の
関節等の説明図によります。

注２　４．の規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部分をいいます。

別表４　補償保険金請求書類　第11条（補償保険金の請求）関係

補償保険金種類
提出書類

死亡 後遺障害 入院

１．補償保険金請求書 ○ ○ ○

２．保険証券 ○ ○ ○

３．当会社の定める傷害状況報告書 ○ ○ ○

４．�公の機関（やむを得ない場合には、第
三者）の事故証明書

○ ○ ○

５．�被災者（死亡の場合は法定相続人）が、
被保険者から補償金相当額を受け取っ
たことを証する書類

○ ○ ○

６．死亡診断書または死体検案書 ○

７．�後遺障害もしくは傷害の程度または手
術の内容を証明する被災者以外の医師
の診断書

○ ○

８．�入院日数を記載した病院または診療所
の証明書類

○

９．�死亡補償保険金受取人（法定相続人）
の印鑑証明書

○

10．被災者の印鑑証明書 ○ ○

11．被災者の戸籍謄本 ○

12．�被災者の法定相続人の戸籍謄本 ○
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補償保険金種類
提出書類

死亡 後遺障害 入院

13．�委任を証する書類および委任を受けた
者の印鑑証明書（保険金の請求を第三
者に委任する場合）

○ ○ ○

14.��その他当会社が第12条（補償保険金の
支払時期）(1)に定める必要な事項の
確認を行うために欠くことのできない
書類または証拠として保険契約締結の
際に当会社が交付する書面等において
定めたもの

○ ○ ○

注　補償保険金を請求する場合には、○を付した書類のうち当会社が求め
るものを提出しなければなりません。

◯3V　限定危険補償特約（施設災害補償特約用）

第１条（補償保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、この特約により、被保険者の所有、使用または管理する

保険証券記載の施設（以下「施設」といいます。）内またはその施設に
隣接する道路にある者が他人の行為によって身体に傷害を被った場合
にのみ、施設災害補償特約（以下「施設災害特約」といいます。）第１
条（補償保険金を支払う場合）の規定に従い、被保険者に補償保険金
を支払います。

（2)　当会社は(1)に定める場合のほか、施設内またはその施設に隣接する
道路にある者が、他人の行為により不法な支配を受けた場合（注）には、
次の規定に従い、特別補償保険金または補償保険金を支払います。

（注）不法な支配を受けた場合
　　　不法な支配が引き続き施設外で行われる場合を含みます。

①　他人の行為により不法な支配を受けて平常の生活または業務に従
事することができない場合は、入院補償保険金日額と同額を特別補
償保険金として支払います。ただし、30日を限度とします。

②　他人の行為により不法な支配を受けさらに身体に傷害を被った場
合は、①の特別補償保険金と(1)の補償保険金を支払います。

第２条（補償保険金を支払わない場合）
当会社は、施設災害特約に定める補償保険金を支払わない事由のほ

か、次のいずれかに該当する事由によって生じた傷害および不法な支
配については補償保険金および特別補償保険金を支払いません。

(1)　被災者の行為。ただし、その被災者以外の者の被った傷害および不
法な支配については除きます。

(2)　被保険者と住居および生計をともにする親族の行為
(3)　被保険者の業務に従事中の被保険者の使用人（被保険者が法人であ

る場合はその役員を含みます。）の行為
(4)　被保険者のために警備等の保安業務に従事中の者の行為
(5)　施設の欠陥

第３条（読替規定）
この特約の適用については、賠償責任保険普通保険約款（以下「普

通約款」といいます。）および施設災害特約の規定をそれぞれ次のとお
り読み替えて適用します。
①　普通約款第７条（保険責任の始期および終期）(3)、第８条（保険
責任のおよぶ地域）、第９条（告知義務）(5)、第10条（通知義務）(4)、
(5)および(7)、第16条（重大事由による解除）(3)または第18条（保
険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）中「事故に
よる損害」とあるのは「傷害または不法な支配」

②　普通約款第22条（調査）、第23条（事故発生時の義務）中「事故」
とあるのは、「傷害または不法な支配」

③　施設災害特約第２条（補償保険金を支払わない場合－その１）(1)
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本文、③、④および第３条（補償保険金を支払わない場合－その２）
に「傷害」とあるのは「傷害または不法な支配」

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款、基本特約Ⅰ施設業務
危険補償および施設災害特約の規定を準用します。

◯3W　通院補償保険金支払特約（施設災害補償特約用）

第１条（通院補償保険金の支払）
(1)　当会社は、この特約により、施設災害補償特約（以下「施設災害特約」

といいます。）第１条（補償保険金を支払う場合）に定める被災者がそ
の被った傷害を直接の結果として、平常の業務に従事することまたは
平常の生活に支障が生じ、かつ、通院（注１）した場合は、次の算式によっ
て算出した額を通院補償保険金として被保険者に支払います。ただし、
平常の業務に従事することまたは平常の生活に支障がない程度に傷害
がなおった時以降の通院に対しては、通院補償保険金を支払いません。

通院補償保険
金日額（注２） × 通院した日数（注３） ＝ 通院補償保険金の額

（注１）通院
　　　　�治療が必要な場合において、病院もしくは診療所に通い、また

は往診により、治療を受けることをいいます。以下同様としま
す。

（注２）通院補償保険金日額
　　　　�保険証券記載の通院補償保険金日額をいいます。
（注３）通院した日数
　　　　90日を限度とします。

(2)　被災者が通院しない場合においても、骨折等の傷害を被った部位を
固定するために被災者以外の医師の指示によりギプス等を常時装着し
た結果、平常の業務に従事することまたは平常の生活に著しい支障が
生じたときは、その日数について、(1)の通院をしたものとみなします。

(3)　当会社は、(1)および(2)の規定にかかわらず、施設災害特約第６条
（入院補償保険金の支払）の入院補償保険金が支払われるべき期間中の
通院に対しては、通院補償保険金を支払いません。

(4)　当会社は、いかなる場合においても、事故の発生の日からその日を
含めて180日を経過した後の通院に対しては、通院補償保険金を支払い
ません。

(5)　被災者が通院補償保険金の支払を受けられる期間中にさらに通院補
償保険金の支払を受けられる傷害を被った場合においても、当会社は、
重複しては通院補償保険金を支払いません。

第２条（読替規定）
この特約の適用については、施設災害特約の規定を次のとおり読み

替えて適用します。
①　第１条（補償保険金を支払う場合）(1)中「（注）補償保険金　死
亡補償保険金、後遺障害補償保険金および入院補償保険金をいいま
す。」とあるのは、「（注）補償保険金　死亡補償保険金、後遺障害補
償保険金、入院補償保険金および通院補償保険金をいいます。」

②　第８条（被災者等への支払義務）(1)中「第４条（死亡補償保険金
の支払）、第５条（後遺障害補償保険金の支払）、第６条（入院補償
保険金の支払）および前条の規定により受領した補償保険金の全額」
とあるのは、「第４条（死亡補償保険金の支払）、第５条（後遺障害
補償保険金の支払）、第６条（入院補償保険金の支払）、前条および
通院補償保険金支払特約第１条（通院補償保険金の支払）の規定に
より受領した補償保険金の全額」

③　別表４　補償保険金請求書類中「入院」とあるのは、「入院・通院」
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第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅰ施設業務危険補償および施設災害特約の規定を準用します。

J01 　構内専用自動車補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

構内

保険証券記載の仕事に使用する施設内（ただし、基
本特約Ⅰの対象施設を特定している場合はその施設
とします。）およびにこれが所在する土地をいいま
す。ただし、道路を除きます。

構内専用自動車

構内のみで運行される、車両登録をしていない自動
車（原動機付自転車を含みます。）をいいます。た
だし、基本特約Ⅰ第９条（施設内専用車危険補償）
に定める施設内専用車を除きます。

自賠責保険
自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）に基
づく責任保険および責任共済をいいます。

道路

道路法�（昭和27年法律第180号）による道路および
道路運送法�（昭和26年法律第183号）による自動車
道およびその他の一般交通の用に供する場所をいい
ます。

第２条（構内専用自動車）
この保険契約においては、構内専用自動車は、基本特約Ⅰ第２条（保

険金を支払わない場合－その１）③イの自動車とはみなしません。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰに定める保険金を

支払わない事由のほか、構内専用自動車が道路上で運行されている間
の事故によって被保険者が損害賠償責任を負うことにより被る損害に
対しては、保険金を支払いません。

第４条（自動車保険等との関係）
(1)　当会社は、この特約により、普通約款第25条（他の保険契約等があ

る場合の保険金の支払額）の規定にかかわらず、構内専用自動車の所
有、使用または管理に起因して、当会社が保険金を支払うべき損害が
発生した場合において、その構内専用自動車に自賠責保険の契約を締
結すべき、もしくは締結しているときまたは自動車保険契約（共済契
約を含みます。）を締結しているときは、その損害額がその自賠責保険
および自動車保険契約により支払われるべき金額の合計額を超過する
場合に限り、その超過額のみに対して保険金を支払います。

(2)　当会社は、自賠責保険および自動車保険契約により支払われるべき
保険金の額の合算額または保険証券に記載された免責金額のいずれか
大きい金額を免責金額として普通約款第６条（支払保険金の計算）の
規定を適用します。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。
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J02 　カート許諾被保険者補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

カート
店舗内で、購入した商品の運搬、幼児の搭乗または
ペットの積載のために主に客が使用するために作ら
れたカートで、動力のないものをいいます。

小売店舗
基本特約Ⅰにおいて対象となる小売店舗をいいま
す。

駐車場
小売店舗に付属する駐車場で、小売店舗の営業のた
めに被保険者が独占的に所有、使用または管理する
ものをいいます。

店舗 小売店舗、付属設備および駐車場をいいます。

付属設備
小売店舗に付属する作業場等の付属設備をいいま
す。

第２条（カートの許諾被保険者）
(1)　当会社は、特別約款第２条（被保険者）に定める被保険者以外の者が、

被保険者の明示または黙示による許可を得て、店舗においてカートを
使用する場合には、そのカートの使用に起因する事故に限り、その使
用者をこの特約の被保険者（以下「カートの許諾被保険者」といいま
す。）とみなします。

(2)　この特約において、基本特約Ⅰの規定は、記名被保険者と各カート
の許諾被保険者（以下「各被保険者」といいます。）において別個にこ
れを適用し、各被保険者間は互いに他人とみなします。ただし、これ
により、支払限度額を増額するものではありません。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅰの規定を準用します。
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基本特約Ⅱに付帯される特約

◯3R　事故対応費用補償特約（基本特約Ⅱ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

事故

普通約款、特別約款、基本特約Ⅱおよび基本特約Ⅱ
に付帯される他の特約（以下「基本特約Ⅱ等」とい
います。）により、保険金の支払対象となる可能性
のある事故をいいます。

事故対応費用
事故の対応のために要した訴訟対応費用、初期対応
費用、身体障害見舞費用で事故の解決のために有益
かつ必要と当会社が認めた費用をいいます。

初期対応費用

被保険者が事故の緊急な対応のために直接要した次
の費用であって、その額および使途が社会通念上妥
当なものをいいます。
①�事故現場の保存費用、事故状況調査・記録・写真
撮影費用または事故原因の調査費用

②事故現場の取片づけ費用
③�被保険者または被保険者の使用人を事故現場に派
遣するために必要な交通費、宿泊費等の費用

④通信費用
⑤その他①から④に準ずる費用
⑥弁護士相談費用

身体障害見舞費用

事故による損害が他人の身体障害である場合におい
て、その身体の障害について被保険者が支払う見舞
金（香典を含みます。）または見舞品の購入費用を
いいます。

訴訟対応費用

第三者から被保険者に対して提起された損害賠償金
の支払を求める訴訟に対して対応を行うために直接
要した次の費用であって、その額および使途が社会
通念上妥当なものをいいます。
①�被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用
費用

②�被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊
費

③増設コピー機のリース費用
④�被保険者が自ら行う、または外部の実験機関に委
託して行う事故の再現実験費用

⑤事故原因調査費用
⑥訴訟に関する必要な文書の作成にかかる費用

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故が発生し、その結果として他人の身体障害または財

物の損壊が発生した場合において、被保険者が事故対応費用を負担す
ることによって被る損害に対して、この特約に従って、事故対応費用
保険金を支払います。

第３条（他の費用保険金との関係）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ等により事故対応

費用に該当する費用が支払われる場合は、重複して事故対応費用保険
金を支払いません。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　支払限度額の適用にあたり、同一の原因または事由から発生した一
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連の事故は、発生時間または発生場所が異なる場合でも１回の事故と
みなします。

(2)　この特約により当会社が支払うべき事故対応費用の額は、別表１に
記載された額を限度とします。

(3)　この特約の免責金額は、別表２に記載された額とします。
(4)　当会社がこの特約により支払った事故対応費用の額は、基本特約Ⅱ

の支払限度額には含みません。

第５条（身体障害見舞費用の請求）
(1)　当会社に対する身体障害見舞費用の保険金請求権は、第１条（用語

の定義）に定める身体障害見舞費用を支払った時から発生し、これを
行使することができるものとします。

(2)　被保険者が身体障害見舞費用の保険金の支払を受けようとする場合
は、普通約款第27条（保険金の請求）(2)に規定する書類のほかに、被
保険者が支払った見舞金に係る被害者の受領書等、被保険者の支払を
証明する書類を当会社に提出しなければなりません。

(3)　(2)の書類に故意に事実と異なる記載をし、もしくは事実を記載しな
かった場合、またはその書類を偽造もしくは変造した場合は、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。ただし、普通約款第16条（重大事由による解除）の規定により当
会社がこの保険契約を解除した場合を除きます。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ等の規定を準用します。

別表１　支払限度額

身体障害見舞費用 １回の事故・１名につき10万円

事故対応費用

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
ただし、第１条（用語の定義）に定める初期対応費
用⑥の弁護士相談費用については、１回の事故につ
き、５万円を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害または財物
損壊の支払限度額のいずれか低い額。ただし、残
存支払限度額がそれぞれの支払限度額を下回る場
合には、その額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払
限度額として、これと異なる額が記載されている
場合にはその額とします。

別表２　免責金額

０円

◯2J　記名被保険者交差責任補償特約（基本特約Ⅱ用）

第１条（交差責任の補償）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）、統合

賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）および基本特
約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」といいます。）の規
定は、各記名被保険者につき別個にこれを適用し、記名被保険者相互
間の関係は、それぞれ互いに他人とみなします。ただし、これにより、
当会社の支払限度額は増額されません。

(2)　(1)の記名被保険者とは、特別約款第２条（被保険者）(1)①に定め
る記名被保険者をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。
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◯3M　被害者治療費等補償特約（基本特約Ⅱ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

事故
基本特約Ⅱ第１条（事故）に定める事故のうち、基
本特約Ⅱにより保険金の支払対象となる可能性のあ
る事故をいいます。

治療費等

原因となった事故の発生の日からその日を含めて１
年以内に被保険者が負担した、次のいずれかに該当
する費用をいいます。
①�医師による治療およびこれに伴う移送、入院、手
術、レントゲン撮影等に要した費用

②被害者が死亡した場合の葬祭費用

被害者
保険証券記載の保険期間中に生じた事故によって身
体に障害を被った者をいいます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故により他人の身体の障害が発生し、その治療費等を

当会社の同意を得て負担することにより被る損害に対して、この特約
により保険金を支払います。ただし、被保険者が法律上の損害賠償責
任を負担する場合を除きます。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとにかかわらず、次
のいずれかの事由によって生じた治療費等に対しては、保険金を支払
いません。
①　被保険者または被害者の闘争行為または犯罪行為（注１）

②　治療費等を受け取るべき者（注２）の故意
③　被保険者、被保険者の下請負人またはその使用人が被った身体の
障害

（注１）犯罪行為
　　　　過失犯を除きます。
（注２）治療費等を受け取るべき者
　　　　被害者を含みます。

第４条（損害賠償金との関係）
この特約により保険金が支払われた後に、被保険者が法律上の損害

賠償責任を負担することが判明し、この特約が付帯された保険契約に
より保険金が支払われる場合には、この特約により支払われた保険金
のうち、被保険者が負担すべき法律上の損害賠償責任部分に相当する
額は、普通約款第５条（損害の範囲）①に規定する損害賠償金として
支払われるべき保険金に充当します。この場合、損害賠償金に充当し
た額は、この特約により支払われた保険金の額から差し引くものとし
ます。

第５条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約の支払限度額および免責金額は、別表に記載する額としま

す。
(2)　当会社が支払う保険金の額は、(1)により支払われる保険金の額と、

基本特約Ⅱにより支払われる保険金の額とを合算して、基本特約Ⅱの
身体障害の支払限度額を限度とします。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない
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かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額

被害者１名
について　

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�50万円。ただし、保険証券にこの特約の支
払限度額として、これと異なる金額が記載
されている場合には、その額とします。

②�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害の支
払限度額

一事故およ
び保険期間
中について

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害の支
払限度額。ただし、残存支払限度額が支払
限度額を下回るときにはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約
の支払限度額として、これと異なる金額が
記載されている場合には、その額とします。

免責金額
一事故につ
いて　　　

基本特約Ⅱ身体障害の免責金額と同額

◯4V　生産物・仕事の目的物自体損壊補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以

下「基本特約Ⅱ」といいます。）第１条（事故）に規定する損害が発生
した場合であって、被保険者が他人の身体の障害または事故の原因と
なったその生産物または仕事の目的物（以下これらを「目的物」とい
います。）以外の財物の損壊について法律上の損害賠償責任を負担し、
かつ、当会社が基本特約Ⅱに基づき、その責任に対して損害賠償金を
支払うべき場合に限り、基本特約Ⅱ第６条（保険金を支払わない場合
－その３）にかかわらず目的物自体の損害および目的物を回収、検査、
修理、交換するために被保険者が被った損害に対して、この特約の規
定に従い、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅱ（第６条（保険金を支払わない場合－その３）を除き
ます。）に定める保険金を支払わない事由のほか、次のいずれかに該当
する財物の損壊に起因して損害賠償責任を負担することによって被る
損害に対しては、第１条（保険金を支払う場合）に規定する保険金を
支払いません。
①　生産物が成分、原材料または部品等として使用された財物
②　生産物を用いて製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工
される財物

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約で支払う保険金は、別表に記載する額を限度とします。た

だし、基本特約Ⅱの財物損壊の支払限度額に含まれるものとします。
(2)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故につ

いて保険証券に記載された基本特約Ⅱの財物損壊の免責金額を適用し
ます。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。
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別表　　支払限度額

次のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の残存支払限度額が支払限度額を下回る場合にはその額とし
ます。

②�500万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額としてこれと異
なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4W　国外流出生産物補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）第８条（保険責任のおよぶ地域）の規定にかかわらず、基本特約
Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」といいます。）第１条
（事故）に規定する事故のうち、国外流出生産物（注）に起因して日本国
外で発生した事故による他人の身体障害または財物損壊について、被
保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対
して、この特約に従い保険金を支払います。

（注）国外流出生産物
　　　�被保険者が日本国内において製造・販売または供給した生産物の

うち、被保険者以外の日本国内に住所を有する者により日本国外
に持ち出された生産物をいいます。ただし、以下の生産物を除き
ます。

　　　①�輸出用製品またはその構成部品、原材料として製造、販売また
は提供された生産物

　　　②�次のいずれかに該当する生産物
　　　　ア�.�医療機器、医療品、医薬部外品またはこれらに使用される

原材料や部品、成分
　　　　イ�.�航空機、自動車、鉄道、船舶またはこれらに使用される材

料、装置などの部品類
　　　　ウ.�たばこ

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」

といいます。）および基本特約Ⅱに定める保険金を支払わない事由のほ
か、直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかに該当する損
害賠償請求および生産物に起因する損害に対しては、保険金を支払い
ません。
①　この保険契約の保険期間満了後または解約後、１年以上経過した
あとに行われた損害賠償請求

②　訴訟が日本国外の裁判所に提起された損害賠償責任

第３条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社がこの特約により支払う保険金の額は、別表に記載する額を

限度とします。ただし、基本特約Ⅱの支払限度額に含まれるものとし
ます。

(2)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故につ
いて保険証券に記載された基本特約Ⅱの免責金額を適用します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅱおよびこの契約に付帯され
るその他の特約の規定を準用します。
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別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額とします。
①�保険証券記載の支払限度額。ただし、残存支払限度額が支払限度額
を下回る場合にはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4X　不良完成品損害補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

完成品

生産物自体が成分、原材料もしくは部品等として使
用された財物（注）または生産物自体が製造機械もし
くはその部品（以下「機械等」といいます。）であ
る場合に、その機械等が製造する財物をいいます。

（注）�生産物が、特定の製品の梱包またはコー
ティングを目的として製造または販売され
た場合であって、その目的のとおりに使用
された財物を含みます。

生産物自体
基本特約Ⅱ第１条（事故）①に規定する生産物をい
います。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、基本特約Ⅱ第８条（保険金を支払わない場合－その５）

の規定にかかわらず、生産物自体を原因とする完成品の滅失、破損ま
たは汚損により、被保険者が被る損害（以下「不良完成品損害」とい
います。）に対して、この特約により保険金を支払います。

(2)　不良完成品損害に関し、普通約款第５条（損害の範囲）に規定する
法律上の損害賠償金は、不良完成品の時価（注１）（以下「時価損害額」と
いいます。）を超えないものとします。

（注１）不良完成品の時価
　　　　�生産物自体が原材料または部品等として使用されている場合に

は、生産物自体の価額を差し引いた時価（注２）とします。
（注２）時価
　　　　�事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなけれ

ば有したであろう価額をいいます。

(3)　当会社は、不良完成品の使用不能に起因する法律上の損害賠償金（注）

については、保険金を支払いません。

（注）不良完成品の使用不能に起因する法律上の損害賠償金
　　　�得べかりし利益の喪失に起因する法律上の損害賠償金を含みま

す。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ（第８条（保険金

を支払わない場合－その５）を除きます。）に定める保険金を支払わな
い事由のほか、生産物自体が原材料または部品等として使用されてい
る場合において、次のいずれにも該当するときには、前条の規定にか
かわらず、保険金を支払いません。
①　完成品を滅失、破損または汚損することなく、生産物自体を完成
品から取り外すことが可能である場合

②　生産物自体を完成品から取り外すことにより、生産物自体以外の
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部分の完成品が滅失、破損または汚損していない状態となる場合

第４条（費用の範囲）
当会社は、普通約款第５条（損害の範囲）⑤の費用については、特

別約款第７条（防御費用）(3)の規定にかかわらず、第２条（保険金を
支払う場合）により当会社が保険金を支払うべき時価損害額を基準と
した損害賠償金の、不良完成品損害に対する割合を乗じて算出した額
を支払います。

第５条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社がこの特約により支払うべき保険金の限度額は、普通約款第

５条（損害の範囲）①から④までに規定する法律上の損害賠償金およ
び当会社が支払うべき費用の合計額について、別表のとおりとします。

(2)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、１回の事故につ
いて保険証券に記載された基本特約Ⅱの財物損壊の免責金額を適用し
ます。

(3)　(1)に規定する限度額は、保険証券に記載された基本特約Ⅱの支払限
度額に含まれるものとします。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の残存支払限度額が支払限度額を下回る場合にはその額とし
ます。

②�１億円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これと
異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯2D　縮小支払特約（基本特約Ⅱ用）

第１条（保険金の縮小支払）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下｢普通約款｣といいます。）第６条
（支払保険金の計算）(1)の規定にかかわらず、同第２条（保険金を支
払う場合）に基づき当会社が１回の事故につき支払う保険金の額は、
次の算式によって算出した額とします。ただし、普通約款第５条（損
害の範囲）①に規定する法律上の損害賠償金から保険証券に記載され
た免責金額を差し引いた金額に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて
得た金額については、保険証券記載の支払限度額を限度として算出し、
同条②から⑥までの費用に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて得た
金額については、その全額を支払います。

保険金の額 ＝

普通約款第５
条①に規定す
る法律上の損
害賠償金

－
保険証券記載
の免責金額

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

＋
普通約款第５
条②から⑥ま
での費用

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

(2)　(1)以外の場合において、当会社が支払う保険金の額は、この特約の
付帯がない場合に支払われる保険金の額（免責金額に関する規定があ
る場合には、これを適用した後の額とします。）に保険証券記載の縮小
支払割合を乗じて得た額とします。ただし、その保険金に適用される
支払限度額を限度とします。
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第２条（適用する基本特約）
この特約は、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」

といいます。）について適用されます。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅱの規
定を準用します。

◯4P　対物間接損害対象外特約（基本特約Ⅱ用）

第１条（損害の範囲）
当会社は、この特約により、賠償責任保険普通保険約款（以下「普

通約款」といいます。）第５条（損害の範囲）①に規定する法律上の損
害賠償金のうち、財物の損壊に起因する損害賠償金に関しては、直接
の復旧費用のみについて保険金を支払うものとし、その財物の使用不
能に起因する損害賠償金（得べかりし利益（注）の喪失に起因する損害
賠償金を含みます。）等については保険金を支払いません。

（注）得べかりし利益
　　　�債務不履行または不法行為に基づく損害賠償請求において、その

損害賠償請求の原因となる事実がなければ得ることができたと考
えられる利益のことをいいます。

第２条（費用の範囲）
１回の事故につき、当会社の支払う普通約款第５条（損害の範囲）

⑤の費用は、次の算式によって算出した額とします。

保険金の額 ＝
普通約款第
５条⑤の費
用

×

前条により当会社が支払うべき
直接の復旧費用に係る損害賠償金

被保険者が被害者に支払うべき
財物の損壊に起因する損害賠償金

第３条（適用約款）
この特約は、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」

といいます。）について適用します。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅱの規
定を準用します。

◯4S　保険責任の始終に関する特約

第１条（当会社の支払責任）
当会社は、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償(以下「基本特約Ⅱ」

といいます。)第１条（事故）に規定する事故による損害に対して、事

故がその発生日を起算日として保険証券記載の期間を遡
さかのぼ

った日より前
に製造もしくは販売された生産物または終了した仕事の結果に起因す
るものである場合には、保険金を支払いません。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅱの規定を準用します。
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◯4U　損害賠償請求ベース特約

第１条（保険金を支払う場合）
基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」といいま

す。）第１条（事故）の規定にかかわらず、この特約により、当会社が
保険金を支払うべき賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」と
いいます。）第２条（保険金を支払う場合）の損害は、被保険者の占有
を離れた保険証券記載の財物に起因して、または被保険者が行った保
険証券記載の仕事（以下「仕事」といいます。）の結果に起因して仕事
の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡しとします。）もし

くは放棄の後、保険証券記載の遡
そ

及日以降に発生した他人の身体の障
害または財物の損壊（以下「事故」といいます。）につき、普通約款第
７条（保険責任の始期および終期）(1)に規定する期間中に被保険者に
対し提起された損害賠償請求について、被保険者が法律上の損害賠償
責任を負担することによって被る損害に限ります。

第２条（１請求の定義）
同一の事故、原因または事由に起因して提起されたすべての損害賠

償請求は、損害賠償請求が提起された時もしくは場所または損害賠償
請求者の数等にかかわらず、最初の損害賠償請求が提起された時にす
べてなされたものとみなします。

第３条（保険金を支払わない場合）
保険契約締結の際、保険契約者、被保険者またはその代理人が、保

険期間中に第１条（保険金を支払う場合）の損害賠償請求を提起され
るおそれのある事故、原因または事由が発生していることを知ってい
た場合（知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含みま
す。）は、当会社は一切の損害に対して、保険金を支払いません。

第４条（通知）
(1)　保険契約者または被保険者は、保険期間中に、第１条（保険金を支

払う場合）の損害賠償請求が提起されるおそれのある事故、原因また
は事由が発生したことを知った場合は、知った日から60日以内に、次
の事項を、書面で当会社に通知しなければなりません。
①　事故の状況、被害者の住所および氏名または名称
②　事故の発生日時、場所または事故の状況について証人となる者が

ある場合は、その者の住所および氏名または名称
③　事故の原因または事由の具体的状況

(2)　当会社は、保険契約者または被保険者が、(1)の通知を行った場合に
おいて、その事故、原因または事由に起因して、保険期間終了後５年
以内に被保険者に対して損害賠償請求が提起されたときは、その損害
賠償請求は、保険期間の終了日に提起されたものとみなします。ただし、
この保険契約が保険期間の末日までに失効しまたは解除された場合を
除きます。

(3)　当会社は、保険契約者または被保険者が、正当な理由がなくて、(1)
の通知を怠った場合は、その事故、原因または事由に起因する損害に
よって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第５条（読替規定）
当会社は、この保険契約においては、次のとおり普通約款を読み替

えて適用します。
①　第５条（損害の範囲）の規定中「事故の原因」とあるのは「損害
賠償請求の原因」

②　第７条（保険責任の始期および期間）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に提起された損害賠償請
求」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「損害賠償請求が提起された後に」

④　第９条(5)、第10条（通知義務）(7)、第16条（重大事由による解除）
(3)、第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）(3)の規定中「発生した事故」とあるのは「提起された損害賠償
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請求」
⑤　第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第18条(5)の規定中
「生じた事故」とあるのは「提起された損害賠償請求」
⑥　第６条（支払保険金の計算）(1)、第８条（保険責任のおよぶ地域）、
第30条（先取特権）(1)の規定中「事故」とあるのは「損害賠償請求」

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅱの規
定を準用します。

◯4T　自動車点検整備に関する特約

第１条（対象となる仕事の範囲)
この特約は、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償特約（以下「基本

特約Ⅱ」といいます。）第１条（事故）②における保険証券記載の仕事
が、自動車の法定定期点検整備（自動車検査証交付のための整備を含
みます。以下同様とします。）、その他整備または修理等である場合に
適用します。

第２条（保険金を支払わない場合)
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅱに定める保険金を支払わない事由のほか、次の損害賠
償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払い
ません。
①　法定定期点検整備記録簿またはこれに準じる整備、修理等の記録
簿のない車両に起因する損害賠償責任

②　法定定期点検整備、その他整備もしくは修理等を完了して被保険
者が整備委託者に車両を引き渡した日からその日を含めて30日後、
または車両を引き渡してからの走行距離が3,000kmを超えた後に生じ
た事故に起因する損害賠償責任

第３条（準用規定)
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

◯4Q　エンジン焼付損害補償対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合)
当会社は、この特約により、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以

下「基本特約Ⅱ」といいます。）第１条（事故）の規定にかかわらず、
賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）、統合賠
償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）および基本特約
Ⅱに定める保険金を支払わない事由のほか、被保険者がガソリンスタ
ンド業務遂行の結果生じた自動車のエンジン焼付に起因するエンジン
の損壊自体の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して
は、保険金を支払いません。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

◯3J　使用不能損害拡張補償特約(基本特約Ⅱ用) 

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。



149－ －

基
本
特
約
Ⅱ
に
付
帯
さ
れ
る
特
約

用　　語 定　　義

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

使用不能
その財物が本来有する機能、用途または利用価値の
全部または一部を阻害することをいい、収益を減少
させることを含みます。

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、基本特約Ⅱ第１条(事故)に規定される生産物または仕事

の目的物に急激かつ突発的な事故が生じたため全く使用できなかった
ことを原因として、それ以外の他人の財物（注）が、損壊することなく
使用不能となったことにより、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することによって被る損害（以下「拡大使用不能損害」といいます。）
に対して、保険金を支払います。

（注）他人の財物
　　　被保険者が所有、使用または管理する財物を除きます。

第３条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱに定める保険金を

支払わない事由のほか、直接であると間接であるとを問わず、被保険
者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　生産物または仕事の結果が意図した効能または性能を発揮しな

かったことに起因して、他人の財物を使用不能にしたこと（注１）に
よって生じた損害賠償責任。ただし、生産物または仕事の結果に生
じた機械的、電気的またはこれらに類似の物理的かつ偶然な事故の
結果として効能または性能が発揮されなかったことに起因する場合
を除きます。

②　生産物または仕事の結果が成分、原材料または部品等として使用
された財物（注２）を使用不能にしたことに起因する損害賠償責任

③　生産物が製造機械等（注３）もしくはその部品である場合または仕事
の結果が製造機械等の据付、修理、調整等である場合に、製造機械
等により製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工された財
物を使用不能にしたことに起因する損害賠償責任

（注１）使用不能にしたこと
　　　　�滅失、破損または汚損したことによって使用不能にした場合を

含みます。以下この条において同様とします。
（注２）�生産物または仕事の結果が成分、原材料または部品等として使

用された財物
　　　　�生産物または仕事の結果が、特定の製品の梱包またはコーティ

ングを目的として製造または販売された場合であって、その目
的のとおりに使用されたときのその財物を含みます。

（注３）製造機械等
　　　　�工作機械、製造機械、加工機械、生産ライン等、財物を製造す

る装置をいいます。以下この条において同様とします。

(2)　(1)の規定のほか、この特約については、基本特約Ⅱおよびこの保
険契約に付帯される他の特約に定める保険金を支払わない場合の規定
中、「損壊」とあるのを、「損壊または使用不能」と読み替えて適用し
ます。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社がこの特約で支払う拡大使用不能損害の額は、別表記載のと

おりとします。ただし、基本特約Ⅱの財物損壊の支払限度額に含まれ
るものとします。

(2)　当会社が拡大使用不能損害に対して保険金を支払う場合には、１回
の事故について保険証券に記載された基本特約Ⅱの財物損壊の免責金
額を適用します。
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第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅱおよびこの保険契約に付帯
される他の特約の規定を準用します。

別表　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの財物損壊の支払限度額。ただし、保険
期間中の残存支払限度額が支払限度額を下回る場合にはその額とし
ます。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

◯4Y　リコール費用補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

回収決定
記名被保険者または回収等実施者が、生産物の回収
等の実施およびその時期、方法等を決定することを
いいます。

回収生産物 回収等の対象となる生産物をいいます。

回収等
事故の発生または拡大の防止を目的とする回収、検
査、修理等の措置をいいます。

回収等実施者
生産物の回収等を実施する者（注）をいいます。

（注）記名被保険者を除きます。

コンサルティング
費用

事故に関する事実確認・調査を行うため、または回
収等の方法もしくは広告宣伝活動の方法を策定する
ために実施されたコンサルティングの対価としての
費用をいいます。ただし、当会社の書面による同意
を得て記名被保険者が負担するものに限ります。

在庫品廃棄費用
回収生産物と同種の財物であって、記名被保険者ま
たは回収等実施者の占有を離れていないものを廃棄
するための費用をいいます。

信頼回復広告費用

回収等の実施によって失われた記名被保険者または
回収等実施者の信頼を回復させることを直接の目的
として行われる広告宣伝活動のための必要かつ有益
な費用をいいます。ただし、回収等の実施の有無に
かかわらず、通常要する費用を除きます。

代替品
回収生産物と引換えに給付される生産物をいいま
す。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、基本特約Ⅱ第６条（保険金を支払わない場合－その３）

の規定にかかわらず、同特約第１条（事故）に規定する事故（以下「原
因事故」といいます。）により保険金が支払われる場合において、被保
険者が負担した次の費用または損害に対して保険金を支払います。
①　原因事故により、被保険者が同特約第３条（回収措置義務）の回

収措置を講じたことにより負担した費用
②　原因事故により、被保険者が生産物を納入、販売等をした相手先
が回収措置を講じたことにより生じた費用を被保険者が負担するこ
とによって被る損害。ただし、被保険者が負担する法律上の損害賠
償責任の範囲に限ります。

(2)　(1)の規定により、当会社が保険金を支払うべき費用または損害は、
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原因事故発生の日以降３年以内に被保険者が実際に負担した費用また
は損害に限ります。

(3)　当会社が(1)①および②の保険金を支払うのは、回収等の実施が、次
の①から③までのいずれかに該当する事由により客観的に明らかに
なった場合に限ります。
①　記名被保険者または回収等実施者の行政庁に対する届出または報

告等（注１）

②　記名被保険者または回収等実施者が行う新聞、雑誌、テレビ、ラ
ジオまたはこれらに準じる媒体による社告（注２）

③　回収等の実施についての行政庁の命令

（注１）行政庁に対する届出または報告等
　　　　文書による届出または報告等に限ります。
（注２）�新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による

社告
　　　　�回収生産物を使用または消費する者に対して、その生産物の欠

陥の存在、欠陥に起因する原因事故の発生またはそのおそれ、
および回収等の実施について周知させる効果があるもので、事
前に当会社が認めたものに限ります。

第３条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ（第６条（保険金

を支払わない場合－その３）を除きます。）に定める保険金を支払わな
い事由のほか、次の財物の欠陥に起因する生産物の回収等によって生
じた損害に対しては、保険金を支払いません。
①　自動車、原動機付自転車、自転車
②　電池、ＡＣアダプター
③　チャイルドシート
④　血液製剤
⑤　たばこまたは電子たばこ
⑥　武器
⑦　航空機

(2)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ（第６条（保険金
を支払わない場合－その３）を除きます。）に定める保険金を支払わな
い事由のほか、次のいずれかに該当する事由によって生じた事故によ
る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　生産物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、

汗ぬれその他これらに類似の現象
②　消費期限、賞味期限、使用期限その他品質保持期限を定めて製造・
販売等を行った生産物の同期間経過後の品質劣化等

③　生産物の修理（注）または代替品の欠陥

（注）生産物の修理
　　　生産物の回収等による修理を含みます。

(3)　当会社がこの特約が付帯された保険契約の保険責任を開始する時
点（以下「保険責任開始時」といいます。）より前に、保険契約者また
は被保険者が原因事故が発生するおそれがあることを知っていた場合
（知っていたと合理的に判断できる場合を含みます。）には、当会社は、
それによって発生した原因事故による回収等によって生じた損害に対
しては、保険金を支払いません。

第４条（回収決定の通知義務）
(1)　保険契約者または記名被保険者は、回収決定後（注）、次の事項を速や

かに当会社に書面により通知しなければなりません。
①　回収決定日
②　回収等の開始予定日
③　回収等の方法
④　回収生産物の種類・型式等
⑤　回収生産物の製造・販売等の数量
⑥　その他当会社が必要と認める事項
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（注）回収決定後
　　　�生産物の回収等が回収等実施者によって実施される場合は、回収

決定を知った後とします。

(2)　保険契約者または記名被保険者が正当な理由なく(1)の規定に違反し
た場合または知っている事実を告げずもしくは事実と異なることを告
げた場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し
引いて保険金を支払います。

第５条（１回の生産物の回収等）
同一の原因事故（注）により実施した一連の生産物の回収等は、実施

の時または実施の場所がいかなる場合でも、一回の生産物の回収等と
みなします。

（注）同一の原因事故
　　　�基本特約Ⅱ第２条（一事故の定義）の「一連の事故」は、この特

約においても同一の原因事故とみなします。

第６条（損害の範囲）
(1)　この特約において、当会社が保険金を支払うべき第２条（保険金を

支払う場合）の損害の範囲は、次に掲げるもののうち生産物の回収等
を実施するうえで必要かつ有益な費用で、かつ、生産物の回収等の実
施を目的とするものに限ります。
①　新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による社

告費用
②　電話、ファクシミリ、郵便等による通信費用（文書の作成費およ
び封筒代を含みます。）

③　回収生産物か否かまたは欠陥の有無について確認するための費用
④　回収生産物の修理費用
⑤　代替品の製造原価または仕入原価
⑥　回収生産物と引換えに返還するその生産物の対価（被保険者およ
び納入先等の利益を差し引いた後の金額とします。）

⑦　回収生産物または代替品の輸送費用
⑧　回収生産物の一時的な保管を目的として臨時に借用する倉庫また
は施設の賃借費用

⑨　回収等の実施により生じる人件費のうち通常要する人件費を超え
る部分

⑩　回収等の実施により生じる出張費および宿泊費等
⑪　回収生産物の廃棄費用
⑫　信頼回復広告費用
⑬　在庫品廃棄費用
⑭　コンサルティング費用

(2)　(1)の費用には、次のものを含みません。
①　他人の身体の障害または財物の損壊について法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害

②　回収生産物その他の財物の使用が阻害されたことによって生じた
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害

③　回収等の欠陥または技術の拙劣等により通常の回収等の費用以上
に要した費用

④　正当な理由がなく、通常の回収等の費用以上に要した費用
⑤　生産物の回収等に関して、特別の約定がある場合において、その
約定によって通常の回収等の費用以上に要した費用

第７条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約に基づき支払う保険金の額は、別表１に記載す

る額を限度とします。ただし、基本特約Ⅱの支払限度額に含まれるも
のとします。

(2)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、一事故について
別表２の免責金額を適用します。
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第８条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅱおよびこの保険契約に付帯
されるその他の特約の規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊の支払限度額
のいずれか低い額。ただし、いずれかの保険期間中の残存支払限度
額がそれぞれの支払限度額を下回る場合にはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊に設定されている免責金額のい
ずれか高い額とします。

◯4Z　リコール費用拡張補償特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

回収決定
記名被保険者または回収等実施者が、生産物の回収
等の実施およびその時期、方法等を決定することを
いいます。

回収生産物 回収等の対象となる生産物をいいます。

回収等
事故の発生または拡大の防止を目的とする回収、検
査、修理等の措置をいいます。

回収等実施者

生産物の回収等を実施する者（注）をいいます。

（注）記名被保険者を除きます。

コンサルティング
費用

事故に関する事実確認・調査を行うため、または回
収等の方法もしくは広告宣伝活動の方法を策定する
ために実施されたコンサルティングの対価としての
費用をいいます。ただし、当会社の書面による同意
を得て記名被保険者が負担するものに限ります。

在庫品廃棄費用
回収生産物と同種の財物であって、記名被保険者ま
たは回収等実施者の占有を離れていないものを廃棄
するための費用をいいます。

事故
他人の身体の障害または財物（生産物を除きます。）
の損壊をいいます。

信頼回復広告費用

回収等の実施によって失われた記名被保険者または
回収等実施者の信頼を回復させることを直接の目的
として行われる広告宣伝活動のための必要かつ有益
な費用をいいます。ただし、回収等の実施の有無に
かかわらず、通常要する費用を除きます。

代替品
回収生産物と引換えに給付される生産物をいいま
す。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、基本特約Ⅱ第６条（保険金を支払わない場合－その３）

の規定にかかわらず、記名被保険者が製造・販売を行った生産物の欠
陥に起因して、生産物の回収等を実施することにより生じた費用を負
担することによって被る損害に対して、保険金を支払います。ただし、
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回収等の実施は、事故を発生させまたは発生させるおそれがある生産
物に対してなされるものに限ります。

(2)　(1)の損害のほか、記名被保険者が生産物を納入、販売等をした相手
先が生産物の回収等を実施することにより生じた費用を被保険者が負
担することによって被る損害に対しても保険金を支払います。

(3)　当会社が(1)または(2)の保険金を支払うのは、回収等の実施および
事故の発生またはそのおそれが、次の①から③のいずれかに該当する
事由により客観的に明らかになった場合に限ります。
①　記名被保険者または回収等実施者の行政庁に対する届出または報

告等（注１）

②　記名被保険者または回収等実施者が行う新聞、雑誌、テレビ、ラ
ジオまたはこれらに準じる媒体による社告（注２）

③　回収等の実施についての行政庁の命令

（注１）行政庁に対する届出または報告等
　　　　文書による届出または報告等に限ります。
（注２）�新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による

社告
　　　　�回収生産物を使用または消費する者に対して、その生産物の欠

陥の存在、欠陥に起因する事故の発生またはそのおそれ、およ
び回収等の実施について周知させる効果があるもので、事前に
当会社が認めたものに限ります。

第３条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ（第６条（保険金

を支払わない場合－その３）を除きます。）に定める保険金を支払わな
い事由のほか、次の財物の欠陥に起因する生産物の回収等によって生
じた損害に対しては、保険金を支払いません。
①　自動車、原動機付自転車、自転車
②　電池、ＡＣアダプター
③　チャイルドシート
④　血液製剤
⑤　たばこまたは電子たばこ
⑥　武器
⑦　航空機

(2)　当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱ（第６条（保険金
を支払わない場合－その３）を除きます。）に定める保険金を支払わな
い事由のほか、次のいずれかに該当する事由によって生じた事故また
はその発生のおそれによる損害に対しては、保険金を支払いません。
①　生産物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、

汗ぬれその他これらに類似の現象
②　消費期限、賞味期限、使用期限その他品質保持期限を定めて製造・
販売等を行った生産物の同期間経過後の品質劣化等

③　生産物の修理（注）または代替品の欠陥

（注）生産物の修理
　　　生産物の回収等による修理を含みます。

(3)　当会社がこの特約が付帯された保険契約の保険責任を開始する時点
（以下「保険責任開始時」といいます。）より前に、保険契約者または
被保険者が事故の発生もしくはそのおそれを知っていた場合（注）また
は回収決定がなされていた場合は、当会社は、その回収等によって生
じた損害に対しては、保険金を支払いません。

（注）そのおそれを知っていた場合
　　　�知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。

第４条（回収決定の通知義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、回収決定後（注）、次の事項を速やかに

当会社に書面により通知しなければなりません。
①　回収決定日
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②　回収等の開始予定日
③　回収等の方法
④　回収生産物の種類・型式等
⑤　回収生産物の製造・販売等の数量
⑥　その他当会社が必要と認める事項

（注）回収決定後
　　　�生産物の回収等が回収等実施者によって実施される場合は、回収

決定を知った後とします。

(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由なく(1)の規定に違反した場
合または知っている事実を告げずもしくは事実と異なることを告げた
場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引い
て保険金を支払います。

第５条（保険期間と支払責任の関係）
当会社は、被保険者が、保険期間中に当会社に対して前条に規定す

る通知を行った場合に限り、保険金を支払います。

第６条（約定支払限度期間）
この特約において、当会社が保険金を支払う第２条（保険金を支払

う場合）の損害は、第４条（回収決定の通知義務）(1)に規定する通知
が行われた日以降３年以内に被保険者が費用を負担することによって
被る損害（注）に限ります。

（注）３年以内に被保険者が費用を負担することによって被る損害
　　　�生産物の回収等が被保険者以外の者によって実施される場合は、

回収決定日以降３年以内に回収等実施者に生じた費用について、
被保険者が損害賠償金を負担することによって被る損害としま
す。

第７条（一事故の定義）
同一の欠陥を原因として実施した一連の生産物の回収等は、実施の

時または場所にかかわらず、事故のおそれも含めて「一事故」による
ものとみなします。

第８条（損害の範囲）
(1)　この特約において、当会社が保険金を支払うべき第２条（保険金を

支払う場合）の損害の範囲は、次に掲げるもののうち生産物の回収等
を実施するうえで必要かつ有益な費用で、かつ、生産物の回収等の実
施を目的とするものに限ります。
①　新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による社

告費用
②　電話、ファクシミリ、郵便等による通信費用（文書の作成費およ
び封筒代を含みます。）

③　回収生産物か否かまたは欠陥の有無について確認するための費用
④　回収生産物の修理費用
⑤　代替品の製造原価または仕入原価
⑥　回収生産物と引換えに返還するその生産物の対価（被保険者およ
び納入先等の利益を差し引いた後の金額とします。）

⑦　回収生産物または代替品の輸送費用
⑧　回収生産物の一時的な保管を目的として臨時に借用する倉庫また
は施設の賃借費用

⑨　回収等の実施により生じる人件費のうち通常要する人件費を超え
る部分

⑩　回収等の実施により生じる出張費および宿泊費等
⑪　回収生産物の廃棄費用
⑫　信頼回復広告費用
⑬　在庫品廃棄費用
⑭　コンサルティング費用

(2)　(1)の費用には、次のものを含みません。
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①　他人の身体の障害または財物の損壊について法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害

②　回収生産物その他の財物の使用が阻害されたことによって生じた
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害

③　回収等の欠陥または技術の拙劣等により通常の回収等の費用以上
に要した費用

④　正当な理由がなく、通常の回収等の費用以上に要した費用
⑤　生産物の回収等に関して、特別の約定がある場合において、その
約定によって通常の回収等の費用以上に要した費用

第９条（支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約に基づき支払う保険金の額は、一事故について、

次の式により算出される額とし、別表１に記載する額を限度とします。
ただし、基本特約Ⅱの支払限度額に含まれるものとします。

保険金の額 ＝ 損害の額（注） × 縮小支払割合

（注）損害の額
　　　�他人から回収した金額があるときは、この金額を控除した額とし

ます。

(2)　(1)の縮小支払割合は、第８条（損害の範囲）(1)⑬および⑭の費用
については100％とし、それ以外の費用については90％とします。

(3)　当会社がこの特約により保険金を支払う場合には、一事故について
別表２の免責金額を適用します。

第10条（�回収決定および事故発生時の義務ならびに義務違反の場合の取
扱い）

(1)　保険契約者または被保険者は、回収決定および回収決定の原因とな
るおそれのある事故の発生または事故の発生のおそれを知った場合
は、次表「回収決定時および事故発生またはそのおそれを知った時の
義務」を履行しなければなりません。これらの規定に違反した場合は、
次表「義務違反の場合の取扱い」のとおりとします。

回収決定時および事故発生または
そのおそれを知った時の義務

義務違反の場合の取扱い

①�損害の発生および拡大の防止に
努めること。

保険契約者または被保険者が、正
当な理由がなく左記の規定に違反
した場合は、当会社は、発生また
は拡大を防止することができたと
認められる損害額を差し引いて保
険金を支払います。

②�回収を決定した場合は、第４条
（回収決定の通知義務）に規定す
る通知を行うこと。

保険契約者または被保険者が、正
当な理由がなく左記の規定に違反
した場合は、当会社は、それによっ
て当会社が被った損害の額を差し
引いて保険金を支払います。

③�回収決定の原因となるおそれの
ある事故の発生を知った場合は、
事故発生の日時、場所、被害者
の住所、氏名、事故の内容（こ
れらの事項の証人となる者があ
る場合はその住所氏名）、事故の
原因となった生産物およびその
欠陥の内容ならびにその原因を
当会社に通知すること。

④�他人に損害賠償の請求をするこ
とができる場合には、その権利
の保全および行使に必要な手続
をすること。

保険契約者または被保険者が、正
当な理由がなく左記の規定に違反
した場合は、当会社は、他人に損
害賠償の請求をすることによって
取得することができたと認められ
る額を差し引いて保険金を支払い
ます。
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回収決定時および事故発生または
そのおそれを知った時の義務

義務違反の場合の取扱い

⑤�他の保険契約等の有無および内
容（注）について遅滞なく当会社
に通知すること。

保険契約者または被保険者が、正
当な理由がなく左記の規定に違反
した場合は、当会社は、それによっ
て当会社が被った損害の額を差し
引いて保険金を支払います。

⑥�①から⑤までのほか、当会社が
特に必要とする書類または証拠
となるものを求めた場合には、
遅滞なく、これを提出し、また
当会社が行う損害の調査に協力
すること。

（注）他の保険契約等の有無および内容
　　　�既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場合

には、その事実を含みます。

(2)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(1)②および③の事
項について事実と異なることを告げた場合または(1)⑥の書類に事実と
異なる記載をし、もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合で、普
通約款第16条（重大事由による解除）に基づき当会社がこの保険契約
を解除しないときには、当会社は、それによって当会社が被った損害
の額を差し引いて保険金を支払います。

第11条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅱおよびこの保険契約に付帯
されるその他の特約の規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊の支払限度額
のいずれか低い額。ただし、いずれかの保険期間中の残存支払限度
額がそれぞれの支払限度額を下回る場合にはその額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊に設定されている免責金額のい
ずれか高い額とします。

◯6H　食品総合特約

第１章　用語の定義条項

第１条（用語の定義)
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

回収
他人の身体の障害等の事故の発生、拡大の防止また
は生産物への信頼性確保等を目的とする回収、検査
等の措置をいいます。

回収決定
被保険者または納入先等が、生産物の回収の実施、
その時期およびその方法等を決定することをいいま
す。
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用　　語 定　　義

回収実施者
生産物の回収を実施する者（記名被保険者を除きま
す。）をいいます。

回収生産物 回収の対象となる生産物をいいます。

継続契約

食品総合特約が付帯された普通約款、特別約款およ
び基本特約Ⅱに基づく保険契約（以下「食品総合保
険契約」といいます。）の保険期間の終了日（その
食品総合保険契約が終了日に解除されていた場合に
はその解除日とします。）を保険期間の開始日とす
る食品総合保険契約をいいます。

コンサルティング
費用

事故に関する事実確認・調査を行うため、または回
収方法もしくは広告宣伝活動の方法を策定するため
に実施されたコンサルティングの対価としての費用
をいいます。ただし、当会社の書面による同意を得
て記名被保険者が負担するものに限ります。

在庫品廃棄費用
回収生産物と同種の財物であって、記名被保険者ま
たは回収実施者の占有を離れていないものを廃棄す
るための費用をいいます。

初年度契約 継続契約以外の食品総合保険契約をいいます。

信頼回復広告費用

回収の実施によって失われた記名被保険者または回
収実施者の信頼を回復させることを直接の目的とし
て行われる広告宣伝活動のための必要かつ有益な費
用をいいます。ただし、回収の実施の有無にかかわ
らず、通常要する費用を除きます。

生産物
初年度契約の始期日以降に製造または販売等が行わ
れた財物で、被保険者の占有を離れた保険証券記載
の財物をいいます。

生産物の変質

生産物の製造、加工、梱
こん

包、保管または輸送中に生
産物が雑菌、病原菌等に汚染されたために、異臭や
味、色、形状等の異常が生じ、生産物の商品性が失
われること、または食中毒等により身体に障害を発
生させるおそれが生じることをいいます。

生産物への
異物の混入

生産物の製造、加工、梱
こん

包、保管または輸送中に生
産物に本来含有されるべきではない異物（雑菌、病
原菌等を除きます。）が混入または付着し、生産物
の商品性が失われることをいいます。

代替品
回収生産物と引換えに給付される生産物をいいま
す。

他の保険契約等
この保険契約の全部または一部に対して支払責任が
同じである他の保険契約または共済契約をいいま
す。

第２章　生産物回収費用補償条項

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、被保険者が、製造、販売等を行った生産物に関し、次に

掲げる事由（以下「回収事由」といいます。）に起因して日本国内に存
在するその生産物の回収を実施することにより生じた費用を負担する
ことによって被る損害に対して、この補償条項および第５章基本条項
の規定に従い、生産物回収費用保険金（以下この補償条項において「保
険金」といいます。）を支払います。
①　生産物による食中毒の発生。ただし、食品衛生法（昭和22年法律

第233号）の規定に基づき所轄保健所長に届出のあったものに限りま
す。

②　生産物による感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（平成10年法律第114号）（以下「法」といいます。）の適用を
受ける次の感染症（以下「特定感染症」といいます。）の発生。ただ
し、法の規定に基づき都道府県知事に届出のあったものに限ります。
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ア．法に規定する一類感染症、二類感染症および三類感染症
イ．法に規定する新感染症のうち法に基づき一類感染症とみなされ
た感染症

③　被保険者が生産物の製造もしくは販売を行った施設が食中毒また
は特定感染症の原因となる病原菌に汚染された疑いがある場合にお
ける保健所その他の行政機関による対象施設の消毒その他の処置

④　生産物の変質
⑤　生産物への異物の混入

(2)　(1)の保険金の支払は、回収の実施が次に掲げる事由のいずれかによ
り客観的に明らかになった場合に限ります。
①　行政庁に対する届出または報告等（文書による届出または報告等
に限ります。）

②　新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による社
告（注）

③　回収の実施についての行政庁の命令

（注）社告
　　　�回収生産物を使用または消費する者に対して、その生産物の回収

事由の存在、回収事由に起因する事故の発生またはそのおそれ、
および回収の実施について周知させる効果があるもので、事前に
当会社が認めたものに限ります。以下同様とします。

(3)　(1)の規定は、被保険者が製造、販売等を行った生産物に関し、生産
物の納入先等（以下「納入先等」といいます。）がその生産物の回収を
実施することにより生じた費用を被保険者が負担することによって被
る損害についても適用します。

第２条（回収決定の通知）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、回収決定

後、遅滞なく書面をもって次の事項を当会社に通知しなければなりま
せん。
①　回収決定日
②　回収の開始予定日
③　回収方法
④　回収生産物の種類等
⑤　回収生産物の製造・販売等の数量
⑥　その他当会社が必要と認める事項

(2)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理
由がなく(1)の規定に違反した場合、当会社は、それによって当会社が
被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第３条（保険期間と支払責任の関係）
(1)　当会社は、保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、

保険期間中に当会社に対して前条(1)の通知を行った場合に限り、保険
金を支払います。

(2)　(1)の規定にかかわらず、この保険契約が初年度契約である場合に
おいて、保険契約者または被保険者が、回収事由の発生またはそのお
それが生じたことを保険期間の開始時より前に知っていたときまたは
知っていたと合理的に推定されるときには、当会社は、保険金を支払
いません。

(3)　(1)の規定にかかわらず、この保険契約が継続契約である場合におい
て、保険契約者または被保険者が、回収事由の発生またはそのおそれ
が生じたことをこの保険契約が継続されてきた最初の保険契約の保険
期間の開始時より前に知っていたときまたは知っていたと合理的に推
定されるときには、当会社は、保険金を支払いません。

第４条（支払限度期間）
この特約において、当会社が保険金を支払うべき第１条（保険金を

支払う場合）の損害は、同条(2)①から③に定める事由が最初に行われ
た日以後12か月間に被保険者が被る損害に限ります。
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第５条（損害の範囲）
(1)　この特約において、当会社が保険金を支払うべき第１条（保険金を

支払う場合）の損害の範囲は、次に掲げるもののうち生産物の回収を
実施するうえで必要かつ有益な費用で、かつ、生産物の回収の実施を
目的とするものに限ります。
①　新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体による社

告費用
②　電話、ファクシミリ、郵便等による通信費用（文書の作成費およ
び封筒代を含みます。）

③　回収生産物か否かまたは回収事由の有無について確認するための
費用

④　回収事由の発生原因調査費用
⑤　代替品の製造原価または仕入原価
⑥　回収生産物と引換えに返還するその生産物の対価（被保険者およ
び納入先等の利益を差し引いた後の金額とします。）

⑦　回収生産物または代替品の輸送費用
⑧　回収生産物の一時的な保管を目的として臨時に借用する倉庫また
は施設の賃借費用

⑨　回収の実施により生じる人件費のうち通常要する人件費を超える
部分

⑩　回収の実施により生じる出張費および宿泊費等
⑪　回収生産物の廃棄費用
⑫　信頼回復広告費用
⑬　在庫品廃棄費用
⑭　コンサルティング費用

(2)　(1)の費用には、次のものを含みません。
①　他人の身体の障害または財物の損壊について法律上の損害賠償責
任を負担することによって被る損害

②　回収生産物その他の財物の使用が阻害されたことによって生じた
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害

③　回収の欠陥または技術の拙劣等により通常の回収の費用以上に要
した費用

④　正当な理由がなく、通常の回収の費用以上に要した費用
⑤　生産物の回収に関して、特別の約定がある場合において、その約
定によって通常の回収の費用以上に要した費用

第６条（支払保険金の計算）
(1)　当会社は、１回の生産物の回収について、損害の額（注）に別表１記

載の縮小支払割合を乗じた額を支払います。

（注）損害の額
　　　�他人から回収した金額がある場合は、この金額を差し引いた額と

します。以下同様とします。

(2)　この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者または被保険
者が、回収事由の発生またはそのおそれが生じたことをこの保険契約
の開始時より前に知っていたときまたは知っていたと合理的に推定さ
れるときには、当会社は、この保険契約の支払条件により算出された
保険金の支払責任額と、回収事由の発生またはそのおそれが生じたこ
とを知った時または知ったと合理的に推定される時の保険契約の支払
条件により算出された保険金の支払責任額のうち、いずれか低い金額
をこの保険契約の保険金として支払います。

第７条（１回の生産物の回収）
同一の回収事由を原因として実施した一連の生産物の回収は、実施

の時または実施の場所がいかなる場合でも、１回の生産物の回収とみ
なします。以下同様とします。

第８条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、この特約において、直接であると間接であるとにかかわ

らず、次に掲げる事由によって生じた損害に対しては、保険金を支払
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いません。
①　保険契約者、被保険者（注１）またはこれらの者の法定代理人の故意

または重大な過失
②　保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の故意また
は重大な過失による法令違反

③　保険契約者または被保険者の従業員の故意
④　保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人以外の者に
よる脅迫行為または加害行為

⑤　保存期間・消費期間を限定して製造・販売等を行った生産物の同
期間経過後の品質劣化等

⑥　雑菌・病原菌等による汚染がなく、生産物の設計または製造上の
欠陥を原因とする異臭や味・色・形状等の異常等が生じたこと。

⑦　生産物の代替品の欠陥
⑧　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動（注２）および労働争議

⑨　地震、噴火、津波、洪水または高潮
⑩　核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同様とします。）もし
くは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みま
す。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性
に起因する事故

⑪　⑩に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
⑫　⑧から⑪までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩
序の混乱に基づいて生じた事故

（注１）保険契約者、被保険者
　　　　�保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取

締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。
（注２）暴動
　　　　�群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の

地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認
められる状態をいいます。

(2)　保険期間が開始した場合においても、保険期間の開始時から保険料（注）

を領収する時までの間において、記名被保険者が回収事由の発生もし
くはそのおそれが生じたことを知ったとき（知ったと判断できる合理
的な理由があるときを含みます。）または回収決定がなされたときは、
当会社は、その回収によって生じた損害に対しては、保険金を支払い
ません。

（注）保険料
　　　�普通約款第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務

等の場合）の規定による追加保険料を含みます。以下同様としま
す。

第９条（保険金の請求）
当会社に対する保険金請求権は、第２条（回収決定の通知）(1)の通

知が行われた日以降、第１条（保険金を支払う場合）で規定する回収
の実施による損害が発生した時から発生し、これを行使することがで
きるものとします。

第３章　業務再開等公告費用補償条項

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、第２章生産物回収費用補償条項に基づき生産物回収費用

保険金が支払われるべき場合において、被保険者が日本国内において
次の費用を負担したことによって被る損害に対して、この補償条項お
よび第５章基本条項の規定に従い、業務再開等公告費用保険金を支払
います。
①　生産物の製造、販売等の業務を再開するにあたり、新聞、雑誌、

テレビ、ラジオ等による業務再開の社告を行うことにより生じた費
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用
②　第２章第１条（保険金を支払う場合）(1)に定める生産物の回収を
実施した後、新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等により製品検査体制の
強化やその他安全対策の徹底等の事故防止対策を実施した旨の社告
を行うことにより生じた費用

③　その他信頼を回復するために実施した公告に要した費用
(2)　当会社は、(1)の業務再開等公告費用保険金については、第２章生産

物回収費用補償条項第１条（保険金を支払う場合）(2)に掲げる事由が
最初に行われた日以降12か月間に実施した公告に要した費用で、かつ、
事前に社会通念上妥当であると当会社が認めた費用に対してのみ支払
います。

(3)　(1)の規定は、被保険者が製造、販売等を行った生産物に関し、生産
物の納入先等が負担した(1)の費用を被保険者が負担することによって
被る損害についても適用します。

第２条（支払保険金の計算）
当会社が支払うべき業務再開等公告費用保険金の額は、１回の生産

物の回収について、第５章基本条項第１条（支払限度額）に定める支
払限度額の10％を限度とし、かつ、損害の額に別表２記載の縮小支払
割合を乗じた額とします。

第３条（保険金の請求）
当会社に対する保険金請求権は、第１条（保険金を支払う場合）の

損害が発生した時から発生し、これを行使することができるものとし
ます。

第４章　利益補償条項

第１条（用語の定義)
この補償条項において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によ

ります。

用　　語 定　　義

営業収益 「売上高」よって定める営業上の収益をいいます。

営業利益

営業収益から営業費用（注）を差し引いた額をいいま
す。

（注）営業費用
　　　�売上原価または製造原価、一般管理費、販

売費等営業に関する費用をいいます。

経常費
回収事由の発生の有無にかかわらず、営業を継続す
るために支出を要する費用をいいます。

支払期間

損失に対し保険金を支払う対象となる期間であっ
て、特に定める場合を除き、第２章生産物回収費用
補償条項第１条（保険金を支払う場合）(2)①から
③に規定する事由が最初に行われた時に始まり、回
収事由の営業に対する影響が消滅した状態に営業収
益が復した時または営業収益が復したと認められる
時のいずれか早い時に終わります。ただし、いかな
る場合も12か月を超えないものとします。

収益減少額
標準営業収益から、支払期間中の営業収益を差し引
いた額をいいます。

収益減少防止費用

回収事由の発生直前12か月のうち支払期間に応当す
る期間の営業収益（「標準営業収益」といいます。）
に相当する額の減少を防止または軽減するために支
払期間内に生じた必要かつ有益な費用のうち通常要
する費用を超える額をいいます。
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用　　語 定　　義

喪失利益

回収事由発生により営業が休止または阻害されたた
めに生じた損失のうち、経常費および回収事由が発
生しなかったならば計上することができた営業利益
の額をいいます。

利益率

直近の事業年度（１か年間）において、次の算式に
より得られた割合をいいます。

利益率＝
営業利益＋経常費

営業収益

ただし、同期間中に営業損失（営業費用から営業収
益を差し引いた額）が生じた場合は、次の算式によ
り得られた割合をいいます。

利益率＝
経常費－営業損失

営業収益

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、第２章生産物回収費用補償条項に基づき生産物回収費用

保険金が支払われるべき場合において、同章第１条（保険金を支払う
場合）(1)に規定する回収事由が生じたことにより、保険証券記載の生
産物の製造または販売等を行う被保険者の業務（以下この補償条項に
おいて「営業」といいます。）が休止または阻害されたために生じた損
失（喪失利益および収益減少防止費用をいいます。以下同様とします。）
に対して、この補償条項および第５章基本条項の規定に従い、保険金
を支払います。

第３条（損失防止義務）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、事故が発

生した場合は、損失の発生および拡大の防止に努めなければなりませ
ん。この場合において、故意または重大な過失によってこれに違反し
たときは、当会社は、発生または拡大を防止することができたと認め
られる損失に対しては、保険金を支払いません。

(2)　当会社は、第２章生産物回収費用補償条項および第３章業務再開等
公告費用補償条項に規定する場合を除き、(1)の損失の発生または拡大
を防止することに要した費用を負担しません。

第４条（支払保険金の計算）
当会社が保険金を支払うべき損失の額は、次の①および②に従って

これを算出します。
①　喪失利益については、収益減少額に利益率を乗じて得られた額と
します。ただし、支払期間中に支出を免れた経常費がある場合は、
その額を差し引いた額とします。

②　収益減少防止費用については、実費とします。ただし、その費用
の支出によって減少を免れた営業収益に利益率を乗じて得られた額
を限度とします。

第５条（営業収益および利益率の調整）

営業につき特殊な事情の影響があった場合または営業の趨
すう

勢が著し
く変化した場合は、当会社は、損失の査定にあたり、契約者または被
保険者との協議による合意に基づき、標準営業収益、年間営業収益お
よび利益率につき公正な調整を行うものとします。

第６条（保険金の請求）
当会社に対する保険金請求権は、支払期間が終了した時から発生し、

これを行使することができるものとします。

第７条（保険金の支払時期）
当会社は、支払期間が終了した後でなければ、保険金を支払いません。

ただし、喪失利益が１か月以上継続して生じた場合の保険金は、収益
減少防止費用を除き毎月末に概算額を支払うことができます。
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第５章　基本条項

第１条（支払限度額）
第２章生産物回収費用補償条項、第３章業務再開等公告費用補償条

項および第４章利益補償条項に基づき支払われる保険金の額は、合算
して保険証券記載の支払限度額を限度とします。

第２条（保険契約に関する調査）
当会社は、保険期間中いつでも、保険契約に関して必要な調査をす

ることができ、保険契約者または被保険者は、これに協力しなければ
なりません。

第３条（�回収事由もしくはそのおそれの発生または損害発生の場合の手
続）

(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、保険期間
中に、回収事由の発生またはそのおそれが生じたことを知った後、遅
滞なく、書面をもって次の事項を当会社に通知しなければなりません。
①　回収事由が発生した場合には、回収事由の発生の日時、場所、被
害者の住所氏名、回収事由の内容、これらの事項の証人となる者が
ある場合はその住所氏名、回収事由となった生産物およびその欠陥
の内容ならびにその原因

②　回収事由が発生するおそれが生じた場合には、そのおそれがある
回収事由の内容、回収事由となる生産物およびその欠陥の内容なら
びにその原因

(2)　被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を請求する
場合は、保険金請求書に当会社が求めるその他の書類を添えて、当会
社に提出しなければなりません。

(3)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理
由がなく(1)および(2)の規定に違反した場合または(2)の提出書類に事
実と異なる記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは
変造した場合で、かつ、普通約款第16条（重大事由による解除）に基
づく解除がなされないときには、当会社は、それによって当会社が被っ
た損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第４条（読替規定）
当会社は、第２章生産物回収費用補償条項、第３章業務再開等公告

費用補償条項および第４章利益補償条項においては、次のとおり普通
約款を読み替えて適用します。
①　第７条（保険責任の始期および終期）(3)の規定中「保険料領収前
に生じた事故」とあるのは、「保険料領収前に発生した回収事由」

②　第９条（告知義務）(3)③の規定中「事故の発生の前に」とあるの
は、「回収事由が生じる前に」

③　第９条（告知義務）(4)の規定中「損害の発生した後に」とあるの
は、「回収事由が生じた後に」

④　第10条(通知義務)(4)および(7)の規定中「解除がなされた時まで
に発生した事故」とあるのは、「解除がなされた時までに生じた回収
事由」

⑤　第18条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）
(3)および(5)の規定中「追加保険料領収前に生じた事故」とあるの
は、「追加保険料領収前に生じた回収事由」

⑥　第22条（調査）(1)および附則(1)の規定中「事故」とあるのは、「回
収事由または回収事由の原因となるべき偶然な事故」

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

別表１　第２章　生産物回収費用補償条項の免責金額および縮小支払割合

免責金額 なし

縮小支払割合 90％
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別表２　�第３章　業務再開等公告費用補償条項の免責金額および縮小支払
割合

免責金額 なし

縮小支払割合 90％

◯4R　食中毒・特定感染症利益補償特約

第１条（用語の定義)
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

営業収益
「売上高」「生産高」等保険証券に記載された基準に
よって定める営業上の収益をいいます。

営業利益

営業収益から営業費用（注）を差し引いた額をいいま
す。

（注）�売上原価または製造原価、一般管理費、販
売費等営業に関する費用をいいます。

経常費
事故発生の有無にかかわらず、営業を継続するため
に支出を要する費用をいい、そのうち、保険証券に
記載された費用を「付保経常費」といいます。

収益減少額
標準営業収益から、支払期間中の営業収益を差し引
いた額をいいます。

収益減少防止費用

事故発生直前12か月のうち支払期間に応当する期間
の営業収益（「標準営業収益」といいます。）に相当
する額の減少を防止または軽減するために支払期間
内に生じた必要かつ有益な費用のうち通常要する費
用を超える額をいいます。

支払期間

損失に対して保険金を支払う期間であって、特に定
める場合を除き、第２条（保険金を支払う場合）①
もしくは②の届出または③の処置の行われた時に始
まり、その事故の営業に対する影響が消滅した状態
に営業収益が復した時または営業収益が復したと認
められる時のいずれか早い時に終わります。ただし、
いかなる場合も保険証券に記載された支払期間を超
えないものとします。

喪失利益

事故発生により営業が休止または阻害されたために
生じた損失のうち、付保経常費および事故が発生し
なかったならば計上することができた営業利益の額
をいいます。

付保項目の
合計金額

営業利益および経常費のうち保険証券に記載された
項目または科目の合計金額をいいます。

保険価額
事故発生直前12か月の営業収益（「年間営業収益」
といいます。）に利益率を乗じて得られた額をいい
ます。

利益率

直近の事業年度（１か年間）において、次の算式に
より得られた割合をいいます。

利益率＝
付保項目の合計金額

営業収益

ただし、同期間中に営業損失（営業費用から営業収
益を差し引いた額）が生じた場合は、次の算式によ
り得られた割合をいいます。

付保経常費－営業損失×
付保経常費

利益率＝
経常費

営業収益
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第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、次に掲げる事故（以下「事故」といいます。）により、保

険証券記載の被保険者の営業（以下「営業」といいます。）が休止また
は阻害されたために生じた損失（注）に対して、この特約に従い、保険
金を支払います。
①　保険証券記載の被保険者の営業施設（以下「施設」といいます。）
における食物中毒（以下「食中毒」といいます。）の発生または施設
において製造・販売もしくは提供した食品に起因する食中毒の発生。
ただし、食品衛生法（昭和22年法律第233号）の規定に基づき所轄保
健所長に届出のあったものに限ります。

②　施設における感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（平成10年法律第114号、以下「法」といいます。）に規定す
る次のいずれかに該当する感染症（政令により指定することが主務
官庁から公表されているものを含みます。以下「特定感染症」とい
います。）の発生。ただし、法の規定に基づき都道府県知事に届出の
あったものに限ります。
ア．一類感染症、二類感染症および三類感染症
イ．新感染症のうち法に基づき一類感染症とみなされた感染症

③　施設が食中毒または特定感染症の原因となる病原菌に汚染された
疑いがある場合における保健所その他の行政機関による対象施設の
消毒もしくはその他の処置

（注）損失
　　　喪失利益および収益減少防止費用をいいます。以下同様とします。

第３条（保険金を支払わない場合）
当会社は、直接であると間接であるとにかかわらず、次のいずれか

に該当する事由によって発生した事故による損失に対しては、保険金
を支払いません。
①　保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人（注１）の故意
または重大な過失

②　脅迫または恐喝等の目的をもって行われる記名被保険者の営業に
対する妨害行為

③　被保険者の故意または重大な過失による法令違反
④　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動（注２）および労働争議

⑤　地震、噴火、津波、洪水または高潮
⑥　核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同様とします。）もし
くは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みま
す。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性
に起因する事故

⑦　⑥に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
⑧　④から⑦までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩
序の混乱に基づいて生じた事故

（注１）保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人
　　　　�保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取

締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。
（注２）暴動
　　　　�群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の

地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認
められる状態をいいます。

第４条（損失防止義務）
(1)　保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者は、事故が発

生した場合は、損失の発生および拡大の防止に努めなければなりませ
ん。

(2)　当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま
す。）第５条（損害の範囲）②の規定にかかわらず、(1)の損失の発生
または拡大の防止に要した費用を支払いません。
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第５条（支払保険金の計算）
当会社が保険金を支払うべき損失の額は、次の①から④までに従っ

てこれを算出します。
①　喪失利益については、収益減少額に利益率を乗じて得られた額と
します。ただし、支払期間中に支出を免れた付保経常費がある場合は、
その額を差し引いた額とします。

②　収益減少防止費用については、直近の事業年度（１か年間）にお
いて、次の算式により得られた額とします。ただし、その費用の支
出によって減少を免れた営業収益に利益率を乗じて得られた額を限
度とします。

収益減少防止費用 ×
付保項目の合計金額
営業利益＋経常費

③　①および②の場合において、保険料算出の基礎となる付保項目の
合計保険金額が保険価額より少ないときは、当会社は、次の算式に
より得られた額を支払います。

（上記①および②の額の合計） ×
付保項目の合計保険金額

保険価額

④　①から③までの規定により算出した保険金の額がこの特約の保険
金額を超える場合は、この特約の保険金額をもって限度とします。

第６条（営業収益、利益率の調整）

営業につき特殊な事情の影響があった場合または営業の趨
すう

勢が著し
く変化した場合で、標準営業収益、年間営業収益および利益率が、事
故がなかったならば実現したであろう営業の状況を適切にあらわして
いないときは、前条の規定による保険金の算出にあたり、標準営業収益、
年間営業収益または利益率につき、契約者または被保険者との協議に

よる合意に基づき、特殊な事情または営業の趨
すう

勢の著しい変化の影響
を考慮した公正な調整を行うものとします。

第７条（保険金の請求）
(1)　当会社の対する保険金請求権は、支払期間が終了した時から発生し、

これを行使することができるものとします。
(2)　当会社は、喪失利益が１か月以上継続して生じた場合は、被保険者

の請求に応じ、収益減少防止費用を除き、毎月末に概算額を支払うこ
とができます。

(3)　被保険者が保険金の支払を請求する場合は、保険証券に添えて次の
書類または証拠のうち、当会社が求めるものを当会社に提出しなけれ
ばなりません。
①　保険金の請求書
②　損失の額の見積書
③　その他当会社が普通約款第28条（保険金の支払時期）(1)に定める

必要な事項の確認を行うために欠くことのできない書類または証拠
として保険契約締結の際に当会社が交付する書面等において定めた
もの

(4)　当会社は、事故の内容または損失の額等に応じ、保険契約者または
被保険者に対して、(3)に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提出ま
たは当会社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合に
は、当会社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力を
しなければなりません。

(5)　保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく(4)の規定に違反し
た場合、(3)もしくは(4)の書類（以下「保険金請求書類」といいます。）
に事実と異なる記載をした場合、または保険金請求書類もしくは証拠
を偽造・変造した場合は、当会社は、それによって当会社が被った損
害の額を差し引いて保険金を支払います。

第８条（保険金額の自動復元）
当会社がこの特約により保険金を支払った場合においてもこの特約

の保険金額は減額されません。
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第９条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
他の保険契約等（注）がある場合において、それぞれの保険契約また

は共済契約につき他の保険契約等がないものとして算出した支払うべ
き保険金または共済金の額（以下「支払責任額」といいます。）の合計
額が第２条（保険金を支払う場合）の規定により支払われる損失の額
（以下「損失の額」といいます。）を超えるときは、当会社は次に定め
る額を第２条の保険金として支払います。
①　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合
　　この保険契約の支払責任額
②　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合
�　損失の額から、他の保険契約等から支払われた保険金または共済
金の合計額を差し引いた残額。ただし、この保険契約の支払責任額
を限度とします。

（注）他の保険契約等
　　　�第２条の損失を補償する他の保険契約または共済契約をいいま

す。以下同様とします。

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款および統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」
といいます。）、基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約
Ⅱ」といいます。）の規定を準用します。ただし、普通約款、特別約款
および基本特約Ⅱに定める保険金を支払わない場合の規定は準用しま
せん。

K01 　部品製造遅延損害補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、保険証券記載の財物（以下「生産物」といいます。）を製

造する設備・機械装置（以下「設備等」といいます。）が、不測かつ突
発的な事由によって損壊し、24時間以上稼動停止となったことを直接
の原因として、被保険者が履行期日（注）までに発注者に生産物を引き
渡すことができなかったこと（以下「事故」といいます。）により発注
者に逸失利益が生じ、発注者に対して法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して、保険金を支払います。損壊は、被
保険者が生産物の製造を受注した後に、かつ、履行期日からその日を
含めて遡って30日以内に発生したものに限ります。

（注）履行期日
　　　�生産物を完成させて発注者に引き渡すべき期日であって、被保険

者と発注者との間の契約書において、あらかじめ明確に定められ
た期日をいいます。以下同様とします。

第２条（保険金を支払わない場合）
(1)　当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償（以下「基本特約Ⅱ」といい
ます。）に定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接で
あるにかかわらず、設備等に生じた次のいずれかの事由に起因する損
害に対して、保険金を支払いません。
①　紛失、盗難、詐欺または横領
②　腐食、さび、侵食もしくはキャビテーションまたはこれらに起因

してその部分に生じた損壊
③　日常の使用または運転に伴う摩滅、消耗または劣化が進行した結
果、その部分に生じた損壊

④　ボイラスケールが進行した結果、その部分に生じた損壊
⑤　設備等を仮修理その他の応急措置により運転または使用している
間に生じた損壊
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(2)　当会社は、普通約款、特別約款、基本特約Ⅱに定める保険金を支払
わない事由のほか、直接であると間接であるにかかわらず、次に掲げ
る設備等の損壊に起因する損害に対して、保険金を支払いません。
①　ベルト、ワイヤロープ、チェーン、ゴムタイヤ、ガラス、管球類、

Ｘ線管
②　切削工具、研摩工具、治具、工具類、刃または金型、型ロールそ
の他の型類

③　潤滑油、操作油、冷媒、触媒、熱媒、水処理材料その他の運転に
供せられる資材

④　フィルタエレメント、電熱体、金網、竹、木部、ろ布、ろ布枠
⑤　炉壁
⑥　基礎（アンカーボルトを含みます。）
⑦　予備用の部品

(3)　当会社は、設備等が次に掲げる物である場合、(2)の規定を適用しま
せん。
①　光学機器のレンズ、プリズム、反射鏡またはスクリーンガラス
②　集中制御装置、通信機または電子計算機の管球類
③　蒸気タービン装置または水力発電装置の潤滑油または操作油
④　変圧器または開閉装置内の絶縁油
⑤　水銀整流器内の水銀
⑥　ボイラの炉壁

第３条（支払保険金、支払限度額および免責金額）
(1)　当会社が、この特約に基づき支払う保険金の額は、一事故について、

次の式により算出される額とし、別表１に記載する額を限度とします。

保険金の額 ＝ （損害の額－免責金額） × 縮小支払割合

(2)　(1)の縮小支払割合は、80％とします。
(3)　(1)の免責金額は、別表２に記載する額とします。

第４条（損害防止義務）
(1)　保険契約者または被保険者は、設備等の不測かつ突発的な事由によ

る損壊が発生したことを知った場合は、損害の発生および拡大の防止
に努めなければなりません。

(2)　保険契約者または被保険者が正当な理由がなく(1)に規定する義務を
履行しなかった場合は、当会社は、第１条（保険金を支払う場合）の
事故による損害の額から損害の発生および拡大を防止することができ
たと認められる額を控除した額を損害の額とみなします。

(3)　当会社は、(1)に要した費用は支払いません。

第５条（保険金の請求）
被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を請求する

場合は、普通約款第27条（保険金の請求）(2)に規定する書類または証
拠に加えて、履行期日および被保険者が生産物の製造を受注した日が
記載された契約書等の書類または証拠を提出しなければなりません。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱの規定を準用します。

別表１　支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊の支払限度額
のいずれか低い額。ただし、いずれかの保険期間中の残存支払限度
額がそれぞれの支払限度額を下回る場合にはその額とします。

②50万円
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別表２　免責金額

基本特約Ⅱの身体障害または財物損壊に設定されている免責金額のい
ずれか高い額とします。
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基本特約Ⅲに付帯される特約

◯3S　事故対応費用補償特約（基本特約Ⅲ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅲ 基本特約Ⅲ保管財物危険補償をいいます。

事故

普通約款、特別約款、基本特約Ⅲおよび基本特約Ⅲ
に付帯される他の特約（以下「基本特約Ⅲ等」とい
います。）により、保険金の支払対象となる可能性
のある事故をいいます。

事故対応費用
事故の対応のために要した訴訟対応費用、初期対応
費用で事故の解決のために有益かつ必要と当会社が
認めた費用をいいます。

初期対応費用

被保険者が事故の緊急な対応のために直接要した次
の費用であって、その額および使途が社会通念上妥
当なものをいいます。
①�事故現場の保存費用、事故状況調査・記録・写真
撮影費用または事故原因の調査費用

②事故現場の取片づけ費用
③�被保険者または被保険者の使用人を事故現場に派
遣するために必要な交通費、宿泊費等の費用

④通信費用
⑤その他①から④に準ずる費用
⑥弁護士相談費用

訴訟対応費用

第三者から被保険者に対して提起された損害賠償金
の支払を求める訴訟に対して対応を行うために直接
要した次の費用であって、その額および使途が社会
通念上妥当なものをいいます。
①�被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用
費用

②�被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊
費

③�増設コピー機のリース費用
④�被保険者が自ら行う、または外部の実験機関に委
託して行う事故の再現実験費用

⑤事故原因調査費用
⑥訴訟に関する必要な文書の作成にかかる費用

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故が発生し、その結果として保管財物（注）に損害が発

生した場合において、被保険者が事故対応費用を負担することによっ
て被る損害に対して、この特約に従って、事故対応費用保険金を支払
います。

（注）保管財物
　　　基本特約Ⅲ第１条（用語の定義）に定める保管財物をいいます。

第３条（他の費用保険金との関係）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅲ等により事故対応

費用に該当する費用が支払われる場合は、重複して事故対応費用保険
金を支払いません。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約により当会社が支払うべき事故対応費用の額は、別表１に

記載された額を限度とします。
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(2)　この特約の免責金額は、別表２に記載された額とします。
(3)　当会社がこの特約により支払った事故対応費用の額は、基本特約Ⅲ

の支払限度額には含みません。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅲ等の規定を準用します。

別表１　支払限度額

当会社が支払うべき事故対応費用の額は、次の①または②のいずれか
低い額を限度とします。ただし、第１条（用語の定義）に定める初期
対応費用⑥の弁護士相談費用については、１回の事故につき、５万円
を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅲの支払限度額。ただし、保険期間中の残
存支払限度額が支払限度額を下回る場合には、その額とします。

②�1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、これ
と異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

０円

◯5A　貴重品等補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により、基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基

本特約Ⅲ」といいます。）第３条（保険金を支払わない場合－その１）
④および⑭の規定にかかわらず、保険証券記載の保管財物のうち、貨幣、
紙幣、有価証券、印紙、切手、証書、宝石、貴金属、美術品、骨董品
その他これらに類する保管財物（以下「保管貴重品」といいます。）が
損壊し、または紛失もしくは盗取（詐取を含みます。）されたことによ
り、保管貴重品について正当な権利を有する者に対して、被保険者が
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保
険金を支払います。

第２条（損害額の証明）
当会社は、被保険者が保管貴重品に関して損害額を証明できない場

合は、その証明できない額については、保険金を支払いません。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯3K　使用不能損害補償特約（基本特約Ⅲ用）

第１条（責任の範囲）
(1)　当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下｢普通約款｣といいます。）

第２条（保険金を支払う場合）にかかわらず、基本特約Ⅲ保管財物危
険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）第２条（保険金を支払う場
合）に規定する事故によって被保険者が保管財物を使用不能（注）にし
たことにより、被保険者が法律上の損害賠償責任（収益減少に基づく
損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損害（以下
「使用不能損害」といいます。）に対して、保険金を支払います。

（注）使用不能
　　　�財物が本来有する機能、用途または利用価値の全部または一部を

阻害することをいいます。
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(2)　(1)の保管財物の使用不能損害は、その使用不能損害が発生した日か
らその日を含めて60日目までの期間に生じたものに限ります。

(3)　保管財物について正当な権利を有する者が事故の発生を知らなかっ
た期間に生じた使用不能損害は、(1)の使用不能損害とはみなしません。

第２条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約の支払限度額は別表のとおりとします。ただし、基本特約

Ⅲの支払限度額に含まれるものとします。
(2)　この特約において、免責金額は別表のとおりとします。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅲの規
定を準用します。

別表　支払限度額および免責金額

支払限度額

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�　保険証券記載の基本特約Ⅲの支払限度額。ただ
し、保険期間中の残存支払限度額が支払限度額を
下回る場合には、その額とします。

②�　1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支
払限度額としてこれと異なる額が記載されている
場合には、その額とします。

免責金額

基本特約Ⅲの免責金額を適用します。
ただし、保険証券にこの特約の免責金額としてこれ
と異なる額が記載されている場合には、その額とし
ます。

◯2E　縮小支払特約（基本特約Ⅲ用）

第１条（保険金の縮小支払）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下｢普通約款｣といいます。）第６条
（支払保険金の計算）(1)の規定にかかわらず、同第２条（保険金を支
払う場合）に基づき当会社が１回の事故につき支払う保険金の額は、
次の算式によって算出した額とします。ただし、普通約款第５条（損
害の範囲）①に規定する法律上の損害賠償金から保険証券に記載され
た免責金額を差し引いた金額に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて
得た金額については、保険証券記載の支払限度額を限度として算出し、
同条②から⑥までの費用に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて得た
金額については、その全額を支払います。

保険金の額 ＝

普通約款第５
条①に規定す
る法律上の損
害賠償金

－
保険証券記載
の免責金額

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

＋
普通約款第５
条②から⑥ま
での費用

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

(2)　(1)以外の場合において、当会社が支払う保険金の額は、この特約の
付帯がない場合に支払われる保険金の額（免責金額に関する規定があ
る場合には、これを適用した後の額とします。）に保険証券記載の縮小
支払割合を乗じて得た額とします。ただし、その保険金に適用される
支払限度額を限度とします。

第２条（適用する基本特約）
この特約は、基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」と

いいます。）について適用されます。
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第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅲの規
定を準用します。

◯5N　火災落雷破裂爆発対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合)
当会社は、この特約により、次の事由によって保管財物（注）が損壊し、

または紛失したことにより被保険者が損害賠償責任を負担することに
よって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　火災
②　落雷
③　破裂または爆発

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償(以下「基本特約Ⅲ」といいます。)

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。以下同様
とします。

第２条（準用規定)
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯2B　漏水対象外特約（基本特約Ⅲ用）

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、給排水管、暖冷房装置、湿度調節装置、消火栓、業務用

もしくは家事用器具からの蒸気、水の漏出もしくは溢
いっ

出またはスプリ

ンクラーからの内容物の漏出もしくは溢
いっ

出により、保管財物（注）が損
壊したことにより、保管財物について正当な権利を有する者に対し、
被保険者が損害賠償責任を負担することにより被る損害に対して、保
険金を支払いません。

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5M　盗難対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、保管財物（注）が盗取されたことにより

被保険者が損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して
は、保険金を支払いません。

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償(以下「基本特約Ⅲ」といいます。)

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。以下同様
とします。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
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び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5D　詐取対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、保管財物（注）の詐取に起因して、被保

険者が損害賠償責任を負担することにより被る損害に対して、保険金
を支払いません。

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5E　紛失誤配対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、保管財物（注）の紛失または誤配に起因

して、被保険者が損害賠償責任を負担することにより被る損害に対し
ては、保険金を支払いません。

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5C　修理加工対象外特約

第１条（修理加工危険の対象外）
当会社は、次の損害賠償責任に起因する損害に対しては、保険金を

支払いません。
①　被保険者が保管財物（注）に対して行う修理または加工作業機械の
破損、故障または停止による保管財物の損壊に起因する損害賠償責
任

②　修理もしくは加工上の過失または欠陥による保管財物の損壊に起
因する損害賠償責任

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。以下同様
とします。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5F　保管施設外対象外特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により、保管財物（注）が保険証券記載の仕事の
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遂行のために被保険者が所有、使用または管理する施設内において管
理されている間に生じた事故に起因して被保険者が損害賠償責任を負
担することによって被る損害に対してのみ、保険金を支払います。

（注）保管財物
　　　�基本特約Ⅲ保管財物危険補償（以下「基本特約Ⅲ」といいます。）

第１条（用語の定義）に規定する保管財物をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基
本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5L　クリーニング特約

第１条（用語の定義)
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅲ 基本特約Ⅲ保管財物危険補償をいいます。

クリーニング
洗剤または溶剤を使用して、衣類その他の繊維製品
または皮革・毛皮製品を原型のまま洗たくすること
をいいます。

洗たく物

被保険者が管理する施設（以下「管理施設」といい
ます。）内または業務の通常の過程として一時的に
管理施設外において、被保険者がクリーニングのた
めに受託する衣類その他の繊維製品または皮革・毛
皮製品をいいます。ただし、クリーニング以外の目
的で保管を行う物については、洗たく物とはみなし
ません。

第２条（保険金を支払う場合）
(1)　この特約により、基本特約Ⅲ第１条（用語の定義）に定める「保管

財物」には、洗たく物を含むものとし、この特約は洗たく物に関して
のみ適用されます。

(2)　基本特約Ⅲ第３条（保険金を支払わない場合－その１）⑫および同
第５条（保険金を支払わない場合－その３）の規定は、これを適用し
ません。

第３条（損害の範囲）
当会社が、基本特約Ⅲ第２条（保険金を支払う場合）に基づき支払

うべき損害には、洗たく物の製造業者（縫製業者および染色業者を含
みます。）または販売業者が、洗たく物の損壊につき、その洗たく物に
ついて正当な権利を有する者または被保険者に対して法律上の損害賠
償責任を負担すべき場合にはそれらの者が負担すべき損害賠償金を含
みません。

第４条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この保険契約に付帯される普通約款（第４条（保険金を

支払わない場合－その２）②を除きます。）、特別約款および基本特約
Ⅲに定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接である
とにかかわらず、被保険者が次の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害に対しても、保険金を支払いません。
①　洗たく物の欠陥もしくは自然の変化（自然の状態における消耗、
変色、のび、ちぢみ、風合の変化、形崩れ等をいいます。）、かびそ
の他これらに類するもの、ねずみ食いまたは虫食いに起因する損害
賠償責任

②　洗たく物の修理または加工（染色、色ぬきを含みます。）によるそ
の洗たく物の損壊に起因する損害賠償責任
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③　クリーニングの技術上の重大な過失による洗たく物の損壊に起因
する損害賠償責任。ただし、この事由によって火災、破裂または爆
発が発生した場合を除きます。

④　洗たく物が寄託者に引き渡された日から30日を経過した後に、洗
たく物について正当な権利を有する者から被保険者に通知が行われ
たその洗たく物の損壊に起因する損害賠償責任

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5G　冷凍冷蔵倉庫業者特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、基本特約Ⅲ保管財物危険補償(以下「基本特約Ⅲ」といい

ます。)第３条（保険金を支払わない場合－その１）⑪の規定にかかわ
らず、受託財物（注）である冷凍・冷蔵物（以下「受託冷蔵物」といい
ます。）の損壊、紛失または盗取により、受託冷蔵物に対し正当な権利
を有する者（以下「寄託者」といいます。）に対し、被保険者が法律上
の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保険金を
支払います。

（注）受託財物
　　　基本特約Ⅲ第１条（用語の定義）に規定する受託財物をいいます。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約においては、賠償責任保険普通保険約款（以下

「普通約款」といいます。）第３条（保険金を支払わない場合－その１）、
同第４条（保険金を支払わない場合－その２）①、③および④、統合
賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）および基本特
約Ⅲに定める保険金を支払わない事由のほか、直接であると間接であ
るとにかかわらず、被保険者が次のいずれかの損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　寄託者に引き渡された後に発見された受託冷蔵物の損壊に起因す
る損害賠償責任

②　排水、排気（煙を含みます。）によって生じた損害賠償責任
③　日常の使用または運転に伴う冷凍・冷蔵倉庫、機械、設備装置等
の摩滅、消耗、劣化に起因する損害賠償責任

④　原因がいかなる場合でも、冷凍・冷蔵倉庫、機械、設備装置等の腐食、
さび、浸食に起因する損害賠償責任

第３条（支払保険金の計算）
(1)　１回の事故につき当会社が支払うべき保険金の額は、受託冷蔵物が

事故の生じた地および時（発生の時期が不明の場合は、発見時としま
す。）において、もし被害を受けていなければ有したであろう価額（以
下「時価」といいます。）を超えないものとします。ただし、被保険者
と寄託者との間で、あらかじめ受託冷蔵物につき価額の約定（以下「寄
託価額」といいます。）がなされており、時価がこの寄託価額を超える
場合は、当会社の支払うべき保険金の額は寄託価額を超えないものと
します。

(2)　当会社が支払うべき保険金の額は、普通約款第６条（支払保険金の
計算）(1)の規定にかかわらず、保険期間中を通じて保険金額を超えな
いものとします。

第４条（損害防止軽減費用）
特別約款第７条（防御費用）(1)の「損害の発生または拡大の防止の

ために必要または有益であった費用」には、被保険者が直接支払った
か否かを問わず、次の①および②の費用を含みません。
①　冷蔵倉庫建物、機械、設備装置等の補修、改善に要する費用
②　受託冷蔵物の避難のため、他の倉庫を借用した場合の保管料
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第５条（冷凍・冷蔵倉庫建物、機械、設備装置等の管理義務）
(1)　被保険者は、冷凍・冷蔵倉庫建物、機械、設備装置等につき、事故

の発生を予防するため、整備、点検、保守等の必要かつ適切な管理を
行わなければなりません。

(2)　被保険者が正当な理由なく(1)の規定に違反した場合には、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。

第６条（調査）
当会社は、受託冷蔵物を保管している倉庫、受託冷蔵物およびこれ

らに関する帳簿、記録その他の書類を検査することができます。

第７条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅲの規定を準用します。

◯5H　冷凍冷蔵装置の電気的・機械的事故対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、冷凍または冷蔵装置（これらの付属装

置を含みます。）の電気的・機械的事故に起因して、受託冷蔵物（注）に
生じた損害に対しては、保険金を支払いません。ただし、これらの事
故によって、火災または爆発が発生した場合を除きます。

（注）受託冷蔵物
　　　�冷凍冷蔵倉庫業者特約第１条（保険金を支払う場合）において定

義する「受託冷蔵物」をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅲ保管財物危険補償および冷凍冷蔵倉庫業者特約の規定を準用
します。

◯5J　温度変化対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、冷凍または冷蔵装置（これらの付属装

置を含みます。）の破壊、変調、故障または操作上の誤りによる温度変
化のために生じた受託冷蔵物（注）の損害に対しては、保険金を支払い
ません。ただし、これらの事由によって、火災または爆発が発生した
場合を除きます。

（注）受託冷蔵物
　　　�冷凍冷蔵倉庫業者特約第１条（保険金を支払う場合）において定

義する「受託冷蔵物」をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅲ保管財物危険補償および冷凍冷蔵倉庫業者特約の規定を準用
します。

◯5K　冷媒漏出対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、冷凍または冷蔵装置（これらの付属装置を含みます。）か

らの冷媒等の漏出または溢
いっ

出に起因する受託冷蔵物（注）の損害に対し
ては、保険金を支払いません。ただし、これらの事由によって、火災
または爆発が発生した場合を除きます。
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（注）受託冷蔵物
　　　�冷凍冷蔵倉庫業者特約第１条（保険金を支払う場合）において定

義する「受託冷蔵物」をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅲ保管財物危険補償および冷凍冷蔵倉庫業者特約の規定を準用
します。
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基本特約Ⅳに付帯される特約

◯3T　事故対応費用補償特約（基本特約Ⅳ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅳ 基本特約Ⅳ管理自動車危険補償をいいます。

事故

普通約款、特別約款、基本特約Ⅳおよび基本特約Ⅳ
に付帯される他の特約（以下「基本特約Ⅳ等」とい
います。）により、保険金の支払対象となる可能性
のある事故をいいます。

事故対応費用
事故の対応のために要した訴訟対応費用、初期対応
費用で事故の解決のために有益かつ必要と当会社が
認めた費用をいいます。

初期対応費用

被保険者が事故の緊急な対応のために直接要した次
の費用であって、その額および使途が社会通念上妥
当なものをいいます。
①�事故現場の保存費用、事故状況調査・記録・写真
撮影費用または事故原因の調査費用

②事故現場の取片づけ費用
③�被保険者または被保険者の使用人を事故現場に派
遣するために必要な交通費、宿泊費等の費用

④通信費用
⑤その他①から④に準ずる費用
⑥弁護士相談費用

訴訟対応費用

第三者から被保険者に対して提起された損害賠償金
の支払を求める訴訟に対して対応を行うために直接
要した次の費用であって、その額および使途が社会
通念上妥当なものをいいます。
①�被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用
費用

②�被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊
費

③増設コピー機のリース費用
④�被保険者が自ら行う、または外部の実験機関に委
託して行う事故の再現実験費用

⑤事故原因調査費用
⑥訴訟に関する必要な文書の作成にかかる費用

第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、事故が発生し、その結果として管理自動車（注）に損害が

発生した場合において、被保険者が事故対応費用を負担することによっ
て被る損害に対して、この特約に従って、事故対応費用保険金を支払
います。

（注）管理自動車
　　　基本特約Ⅳ第１条（用語の定義）に定める管理自動車をいいます。

第３条（他の費用保険金との関係）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅳ等により事故対応

費用に該当する費用が支払われる場合は、重複して事故対応費用保険
金を支払いません。

第４条（支払限度額および免責金額）
(1)　この特約により当会社が支払うべき事故対応費用の額は、別表１に

記載された額を限度とします。
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(2)　この特約の免責金額は、別表２に記載された額とします。
(3)　当会社がこの特約により支払った事故対応費用の額は、基本特約Ⅳ

の支払限度額には含みません。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅳ等の規定を準用します。

別表１　支払限度額

当会社が支払うべき事故対応費用の額は、次の①または②のいずれか
低い額を限度とします。ただし、第１条（用語の定義）に定める初期
対応費用⑥の弁護士相談費用については、１回の事故につき、５万円
を限度とします。
①�　保険証券記載の基本特約Ⅳの支払限度額。ただし、保険期間中の
残存支払限度額が支払限度額を下回る場合には、その額とします。

②�　1,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払限度額として、こ
れと異なる額が記載されている場合にはその額とします。

別表２　免責金額

０円

◯5Q　下請負人再寄託中補償特約

第１条（保険金を支払う場合）
(1)　当会社は、この特約により、賠償責任保険普通保険約款（以下「普

通約款」といいます。）第４条（保険金を支払わない場合―その２）②
および基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基本特約Ⅳ」といいま
す。）第３条（保険金を支払わない場合）⑤の規定にかかわらず、被保
険者の下請負人（以下「下請負人」といいます。）が被保険者より再受
託する管理自動車（注１）の管理自動車事故（注２）に起因して、管理自動
車について正当な権利を有する者に対し、被保険者が法律上の損害賠
償責任を負担することによって被る損害に対し、保険金を支払います。

（注１）管理自動車
　　　　�基本特約Ⅳ第１条（用語の定義）に定める管理自動車をいいま

す。ただし、本特約においては、同定義中「被保険者」とある
のを「被保険者から自動車を受託した下請負人」、および「仕事」
とあるのを「下請業務」と読み替えて適用します。以下同様と
します。

（注２）管理自動車事故
　　　　基本特約Ⅳ第１条に定める管理自動車事故をいいます。

(2)　(1)は、下請負人を被保険者に含めるものではありません。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、普通約款（第４条（保険金を支払わない場合－その２）

②を除きます。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」とい
います。）および基本特約Ⅳ（第３条（保険金を支払わない場合）⑤を
除きます。）に定める保険金を支払わない事由のほか、被保険者が次の
損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、保険金を
支払いません。
①　下請負人、下請負人の代理人もしくは使用人または下請負人の同
居の親族が行い、または加担した盗取もしくは詐取に起因する損害
賠償責任

②　下請負人、下請負人の代理人もしくは使用人または下請負人の同
居の親族が私的な目的で使用している間の自動車の損壊、紛失、盗
取または詐取に起因する損害賠償責任
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第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅳの規定を準用します。

◯5R　全損付帯費用補償特約

第１条（全損付帯費用の支払）
(1)　当会社は、基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基本特約Ⅳ」と

いいます。）に基づいて保険金が支払われる場合において、管理自動車（注１）

が管理自動車事故（注２）により全損（注３）となったときには、基本特約
Ⅳで支払う保険金の額の５％を全損付帯費用保険金として被保険者に
支払います。ただし、その保険金と全損付帯費用保険金は、合算して
保険証券記載の支払限度額を限度とします。

（注１）管理自動車
　　　　�基本特約Ⅳ第１条（用語の定義）に定める管理自動車をいいま

す。
（注２）管理自動車事故
　　　　基本特約Ⅳ第１条に定める管理自動車事故をいいます。
（注３）全損
　　　　�管理自動車事故（注２）により被害を受けた自動車の損害の額が、

時価額（注４）と同額またはそれを上回ることをいいます。
（注４）時価額
　　　　�基本特約Ⅳ第４条（損害賠償金の範囲）に定める価額をいいま

す。

(2)　(1)の支払保険金には、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」
といいます。）第５条（損害の範囲）②から⑥までの各費用および使用
不能損害補償特約に従って支払う保険金を含みません。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅳの規
定を準用します。

◯2F　縮小支払特約（基本特約Ⅳ用）

第１条（保険金の縮小支払）
(1)　賠償責任保険普通保険約款（以下｢普通約款｣といいます。）第６条
（支払保険金の計算）(1)の規定にかかわらず、同第２条（保険金を支
払う場合）に基づき当会社が１回の事故につき支払う保険金の額は、
次の算式によって算出した額とします。ただし、普通約款第５条（損
害の範囲）①に規定する法律上の損害賠償金から保険証券に記載され
た免責金額を差し引いた金額に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて
得た金額については、保険証券記載の支払限度額を限度として算出し、
同条②から⑥までの費用に保険証券記載の縮小支払割合を乗じて得た
金額については、その全額を支払います。

保険金の額＝

普通約款第５
条①に規定す
る法律上の損
害賠償金

－
保険証券記載
の免責金額

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

＋
普通約款第５
条②から⑥ま
での費用

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

(2)　(1)以外の場合において、当会社が支払う保険金の額は、この特約の
付帯がない場合に支払われる保険金の額（免責金額に関する規定があ
る場合には、これを適用した後の額とします。）に保険証券記載の縮小
支払割合を乗じて得た額とします。ただし、その保険金に適用される
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支払限度額を限度とします。

第２条（適用する基本特約）
この特約は、基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基本特約Ⅳ」

といいます。）について適用されます。

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、統合賠償責任保険特別約款および基本特約Ⅳの規
定を準用します。

◯5T　出張作業対象外特約

第１条（責任の範囲）
(1)　基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基本特約Ⅳ」といいます。）

第１条（用語の定義）における「管理自動車」(1)の「仕事（自動車運
転代行業を除きます。）の遂行の通常の過程」には、出張作業中（注）を
含まないものとします。

（注）出張作業中
　　　�保険証券記載の被保険者が作業委託主の指定する場所において、

他人の自動車の管理を始めた時から、作業委託主に引渡しが終了
した時までの間をいいます。ただし、保険証券記載の保管場所に
移動する場合には、その目的をもって移動を開始した時以降を除
きます。以下同様とします。

(2)　この保険契約に使用不能損害補償特約（基本特約Ⅳ用）（以下「使用
不能特約」といいます。）が付帯されている場合には、使用不能特約第
１条（保険金を支払う場合）に定める「管理自動車」についても、(1)
の規定を適用します。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款、基
本特約Ⅳおよび使用不能特約の規定を準用します。

◯5U　盗取詐取紛失対象外特約

第１条（保険金を支払わない場合）
当会社は、この特約により、管理自動車（注）の紛失（誤配による紛

失を含みます。）、盗取または詐取に起因して、被保険者が損害賠償責
任を負担することにより被る損害に対して、保険金を支払いません。

（注）管理自動車
　　　�基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基本特約Ⅳ」といいま

す。）第１条（用語の定義）に規定する管理自動車をいいます。

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、賠償責任保険普通保険約款、統合賠償責任保険特別約款およ
び基本特約Ⅳの規定を準用します。

◯5S　使用不能損害補償特約（基本特約Ⅳ用）

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により、基本特約Ⅳ管理自動車危険補償（以下「基

本特約Ⅳ」といいます。）第３条（保険金を支払わない場合）②および
同第４条（損害賠償金の範囲）の規定にかかわらず、基本特約Ⅳ第１
条（用語の定義）に規定する管理自動車を損壊または紛失したこと（以
下「事故」といいます。）により、被保険者がその損壊または紛失した
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管理自動車（以下「被害自動車」といいます。）の使用不能損害（使用
不能が発生した最初の日からその日を含めて４日目以降30日目までの
期間において発生したものに限ります。）について、法律上の損害賠償
責任（収益減少に基づく損害賠償責任を含みます。）を、被害自動車に
ついて正当な権利を有する者に対し負担することによって被る損害に
対して、保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
当会社は、賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいま

す。）、統合賠償責任保険特別約款（以下「特別約款」といいます。）お
よび基本特約Ⅳ（第３条（保険金を支払わない場合）②を除きます。）
に定める保険金を支払わない事由のほか、被害自動車について正当な
権利を有する者が事故の発生を知らなかった期間に生じた使用不能損
害に対しては、保険金を支払いません。

第３条（責任の限度）
当会社が、この特約に基づいて支払う保険金の額は、第１条（保険

金を支払う場合）に規定する事故により使用できなくなった自動車１
台について10万円を限度とし、かつ、１回の事故について保険証券に
記載された支払限度額を限度とします。

第４条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款および基本特約Ⅳの規定を準用します。

M01　超過修理費用補償特約（基本特約Ⅳ用）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅳ 基本特約Ⅳ管理自動車危険補償をいいます。

管理自動車
基本特約Ⅳ第１条（用語の定義）に定義する管理自
動車をいいます。

管理自動車事故
基本特約Ⅳ第２条（保険金を支払う場合）に定める
管理自動車事故をいいます。

管理自動車の価額

管理自動車に損害が生じた地および時における管理
自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕様・年式（注）

で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額をいい
ます。

（注）�初度登録年月および初度検査年月を含みま
す。

管理自動車の
車両保険等

管理自動車について適用される保険契約または共済
契約で、衝突、接触、墜落、転覆、物の飛来、物の
落下、火災、爆発、盗難、台風、洪水、高潮その他
の偶然な事故によって管理自動車に生じた損害に対
して保険金または共済金を支払うものをいいます。

管理自動車の
修理費

損害が生じた地および時において、管理自動車を事
故発生直前の状態に復旧するために必要な修理費を
いいます。

他の保険契約等
第２条（保険金を支払う場合）の全部または一部に
対して支払責任が同じである他の保険契約または共
済契約をいいます。

超過修理費
管理自動車の修理費が、管理自動車の価額を上まわ
ると認められる場合における管理自動車の修理費か
ら管理自動車の価額を差し引いた額をいいます。
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第２条（保険金を支払う場合）
当会社は、当会社が管理自動車事故により保険金を支払う場合にお

いて、次の条件をいずれも満たすときは、被保険者が負担する超過修
理費に対して、この特約に従い、保険金を支払います。
①　当会社が管理自動車の損害の調査をした結果、管理自動車の修理
費が、管理自動車の価額を上まわると認められること。

②　管理自動車に損害が生じた日の翌日から起算して６か月以内に、
管理自動車の損傷を修理すること。

第３条（支払保険金の計算）
(1)　１回の管理自動車事故につき当会社の支払う保険金の額は、次の算

式によって算出した額とします。ただし、管理自動車１台につき、50
万円を限度とします。

被保険者が管理自動
車の価額について負
担する法律上の損害
賠償責任の額

× ＝超過修理費 保険金の額
管理自動車の価額

(2)　(1)の規定にかかわらず、管理自動車に生じた損害に対して管理自動
車の車両保険等によって保険金または共済金が支払われる場合で、次
の①の額が②の額を超過するときは、当会社は、(1)に定める保険金の
額からその超過額を差し引きます。この場合において、既に超過額に
ついて(1)に定める保険金を支払っていたときは、その返還を請求する
ことができます。
①　管理自動車の車両保険等によって支払われる保険金の額（注）。ただ
し、管理自動車の修理費のうち、管理自動車の所有者以外の者が負
担すべき金額で管理自動車の所有者のために既に回収されたものが
ある場合において、それにより保険金の額が差し引かれるときは、
その額を差し引かないものとして算出された保険金の額とします。

②　管理自動車の価額

（注）管理自動車の車両保険等によって支払われる保険金の額
　　　�管理自動車の修理費以外の諸費用等に対して支払われる額がある

場合は、その額を差し引いた額とします。

第４条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
(1)　他の保険契約等がある場合であっても、当会社は、この特約により

支払うべき保険金の額を支払います。
(2)　(1)の規定にかかわらず、他の保険契約等により優先して保険金もし

くは共済金が支払われる場合または既に保険金もしくは共済金が支払
われている場合には、当会社は、それらの額の合計額を、それぞれの
保険契約または共済契約において、他の保険契約または共済契約がな
いものとして算出した支払うべき保険金または共済金のうち最も高い
額から差し引いた額に対してのみ保険金を支払います。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約に反しないかぎり、

普通約款、特別約款、基本特約Ⅳおよびこれらに付帯された特約の規
定を準用します。
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複数の基本特約に付帯される特約

◯5Y　シルバー人材センター特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

会員 シルバー人材センターの登録会員をいいます。

会員業務
会員が、シルバー人材センターまたはシルバー人材
センターの紹介先から請け負った、または委託され
た業務をいいます。

管理財物

基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に定める「被
保険者が使用または管理する財物」のうち、被保険
者および会員が、それぞれの業務を遂行するために
使用または管理するものをいいます。

敷地内

特別の約定がないかぎり、囲いの有無を問わず、保
険の対象の所在する場所およびこれに連続した土地
で、同一保険契約者または被保険者によって占有さ
れているものをいいます。また、公道、河川等が介
在していても敷地内は中断されることなく、これを
連続した土地とみなします。

支給財物
基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に規定する支
給財物をいいます。

施設
シルバー人材センターが所有、使用または管理する
すべての事業用設備（敷地内の動産を含みます。）
をいいます。

借用財物
基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に規定する借
用財物をいいます。

受託財物
基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に規定する受
託財物をいいます。

シルバー人材
センター

保険証券記載のシルバー人材センターをいいます。

シルバー人材
センター業務

シルバー人材センターが行う業務をいいます。

その他管理財物
基本特約Ⅰ第７条（管理財物の範囲）に規定するそ
の他管理財物をいいます。

被保険者
次に該当する者をいいます。
①シルバー人材センター
②会員

第２条（基本特約の適用）
(1)　この特約により、基本特約Ⅰ第１条（事故）は、次のとおり適用す

るものとします。
①　基本特約Ⅰ第１条①の「施設」とは、シルバー人材センターが所
有、使用または管理するすべての事業用設備（敷地内の動産を含み
ます。）をいいます。

②　基本特約Ⅰ第１条②の「仕事」とは、シルバー人材センター業務
および会員業務をいいます。

(2)　この特約により、基本特約Ⅱ第１条（事故）は、次のとおり適用す
るものとします。
①　基本特約Ⅱ第１条①の「生産物」とは、シルバー人材センターま
たは会員がその業務として生産、販売または提供し、その占有を離
れた財物をいいます。
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②　基本特約Ⅱ第１条②の「仕事」とは、シルバー人材センター業務
および会員業務をいいます。

第３条（交差責任の補償）
(1)　普通約款、特別約款、基本特約Ⅰ、基本特約Ⅱおよびこの特約の規

定は、各被保険者につき別個にこれを適用し、被保険者相互間の関係は、
それぞれ互いに他人とみなします。

(2)　(1)の規定は、これにより当会社の支払限度額を増額するものではあ
りません。

第４条（保険金を支払わない場合－基本特約Ⅱの損害の場合）
当会社は、普通約款、特別約款および基本特約Ⅱに定める保険金を

支払わない事由のほか、基本特約Ⅱの適用に当たって、被保険者が次
の商品または製品を製造または販売したことに起因する損害賠償責任
を負担することによって被る損害に対しては、保険金を支払いません。
①　医薬品、体内に挿入または移植される医療器械、医療用具、医療
器具

②　自動車、車両（原動力が専ら人力である場合を除きます。）、船舶、
航空機

第５条（管理財物に対する補償）
当会社は、管理財物について、普通約款第４条（保険金を支払わな

い場合－その２）②の規定にかかわらず、管理財物の滅失、破損、汚
損（以下「損壊」といいます。）、紛失または盗取によって、その管理
財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損
害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「管理財物損害」
といいます。）に対して、保険金を支払います。

第６条（保険金を支払わない場合－管理財物損害の場合－その１）
当会社は、管理財物損害について、普通約款、特別約款および基本

特約Ⅰに定める保険金を支払わない事由のほか、被保険者が次のいず
れかに起因する損害賠償責任を負担することによって被る損害に対し
ては、保険金を支払いません。
①　管理財物について正当な権利を有する者に引き渡された日以降に
発見されたその管理財物の損壊、盗難、詐取または紛失

②　被保険者、その代理人またはこれらの者の使用人が行い、または
加担した盗取

③　被保険者の使用人が所有し、または私的な目的で使用する財物の
損壊、紛失もしくは盗難

④　貨幣、紙幣、有価証券、印紙、切手、証書、帳簿、宝石、貴金属、

美術品、骨董
とう

品、勲章、徽
き

章、稿本、設計書、雛
ひな

型その他これらに
類する管理財物の損壊、盗難または紛失

⑤　原因がいかなる場合でも、管理財物自体の自然発火または自然爆
発

⑥　電気的または機械的な原因により生じた管理財物の損壊
⑦　管理財物の目減り、原因不明の数量不足
⑧　管理財物の自然の消耗もしくは性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、
さび、汗ぬれその他類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い等
の損壊

⑨　屋根、扉または通風孔等から入る雨または雪等による管理財物の
損壊

⑩　管理財物の潤滑油･燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピ
ラ・タイヤ等の移動するための部品その他の消耗品または消耗材に
単独に生じた損壊

第７条（保険金を支払わない場合－管理財物損害の場合－その２）
当会社は、管理財物の使用不能に起因する損害賠償責任（収益減少

に基づく損害賠償責任を含みます。）を負担することによって被る損害
に対しては、保険金を支払いません。
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第８条（保険金の支払額）
当会社が、管理財物損害に対して支払う損害賠償金は、管理財物が

事故の生じた地および時において、もし被害を受けていなければ有し
たであろう価額を超えないものとします。

第９条（管理財物の支払限度額および免責金額）
(1)　管理財物損害に関する支払限度額は、別表に記載のとおりとします。

ただし、保険証券に記載された基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度額に
含まれるものとします。

(2)　管理財物損害に関する免責金額は、基本特約Ⅰの財物損壊と同一と
します。

第10条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款ならびに基本特約Ⅰおよび基本特約Ⅱの
規定を準用します。

別表　支払限度額

①借用財物
②支給財物
③受託財物

次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度
額。ただし、保険期間中の支払限度額が設定され
ている場合で、残存支払限度額が支払限度額を下
回るときにはその額とします。

②�2,000万円。ただし、保険証券にこの特約の支払
限度額として、これと異なる額が記載されている
場合にはその額とします。

④その他管理財物 次の①または②のいずれか低い額を限度とします。
①�保険証券記載の基本特約Ⅰの財物損壊の支払限度
額。ただし、保険期間中の支払限度額が設定され
ている場合で、残存支払限度額が支払限度額を下
回るときにはその額とします。

②�保険証券にこの特約の支払限度額として記載があ
る場合には、その額

◯6G　ＬＰガス業者特約

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

用　　語 定　　義

普通約款 賠償責任保険普通保険約款をいいます。

特別約款 統合賠償責任保険特別約款をいいます。

基本特約Ⅰ 基本特約Ⅰ施設業務危険補償をいいます。

基本特約Ⅱ 基本特約Ⅱ生産物完成引渡危険補償をいいます。

器具 ＬＰガス容器その他のＬＰガス器具をいいます。

敷地内

囲いの有無を問わず、事業所およびこれに連続した
土地で、同一の保険契約者または被保険者によって
占有されているものをいいます。また、公道、河川
等が介在していても敷地内は中断されることなく、
これを連続した土地とみなします。

事業所 保険証券記載の事業所をいいます。

損壊 滅失、損傷または汚損をいいます。

ＬＰガススタンド
ＬＰガスを燃料とする自動車に燃料を供給するスタ
ンドをいいます。

ＬＰガススタンド
の付随業務

ＬＰガススタンドにおける自動車（部品および付属
品を含みます。）の点検、調整、洗車または自動車
に対するオイル、水、部品もしくは付属品の供給を
いいます。
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ＬＰガス販売業務
基本特約Ⅰ第３条（保険金を支払わない場合－その
２）�（2)に定めるＬＰガス販売業務をいいます。

第２条（基本特約の適用）
(1)　この特約が基本特約Ⅰに付帯されている場合には、基本特約Ⅰ第１

条（事故）は、次のとおり適用するものとします。
①　基本特約Ⅰ第１条①の「施設」とは、被保険者が所有、使用また

は管理するＬＰガス販売業務およびＬＰガススタンドの付随業務に
使用する施設および設備（敷地内の動産を含みます。）をいいます。

②　基本特約Ⅰ第１条②の「仕事」とは、被保険者が行うＬＰガス販
売業務およびＬＰガススタンドの付随業務をいいます。

(2)　この特約が基本特約Ⅱに付帯されている場合には、基本特約Ⅱ第１
条（事故）は、次のとおり適用するものとします。
①　基本特約Ⅱ第１条①の「生産物」とは、被保険者が行うＬＰガス
販売業務において供給したＬＰガスおよびＬＰガススタンドの付随
業務において自動車に対して供給したオイル、水、部品もしくは付
属品をいいます。

②　基本特約Ⅱ第１条②の「仕事」とは、被保険者が行うＬＰガス販
売業務およびＬＰガススタンドの付随業務をいいます。

第３条（保険金を支払わない場合の特則）
(1)　基本特約Ⅰ第２条（保険金を支払わない場合－その１）③の規定

は、自動車で輸送中（積込みまたは積卸し作業を含みます。）の容量が
600kg以下のＬＰガス容器またはその容器中のＬＰガスに起因する損害
に関しては適用しません。

(2)　当会社は、基本特約Ⅱ第４条（保険金を支払わない場合－その１）
の規定中、「②被保険者が故意もしくは重大な過失により法令に違反し
て生産販売もしくは引き渡した生産物または行った仕事の結果に起因
する損害賠償責任」を適用しません。

第４条（慣習上の支払）
(1)　当会社は、第２条（基本特約の適用）に基づく普通約款第２条（保

険金を支払う場合）の事故について、被保険者が損害賠償金を支払う
ことなく、慣習として支払う弔慰金、見舞金等（以下「見舞金等」と
いいます。）を当会社の同意を得て支払った場合は、その金額を支払い
ます。ただし、事故が被害者側のＬＰガス（器具、配管などを含みます。）
の取扱上の過誤のみに起因する場合を除きます。

(2)　(1)の規定にかかわらず、当会社は、ＬＰガススタンドの付随業務に
起因する事故については見舞金等を支払いません。ただし、ＬＰガス
の燃焼または爆発を伴った場合には、ＬＰガスの燃焼または爆発によ
る見舞金等を除きます。

(3)　(1)の規定に基づき当会社が支払うべき金額は、被保険者が被害者に
支払った金額から保険証券に記載された免責金額を差し引いた額と次
の①および②の規定を適用して算出した金額の合算額のいずれか小さ
い額とします。ただし、１回の事故につき、100万円を限度とします。
①　身体の障害（死亡を含みます。）に係る保険金の額は、同一の事故

に基づく被害者１名について、次の金額を限度とします。
ア．

項　　　　　目 限度額

（ア）死亡した場合 50万円

（イ）死亡に
至らない場合

病院または診療所に入院
した期間

31日以上
15日以上30日以内
8日以上14日以内
7日以内

25万円
20万円
10万円
5万円

治療した期間（入院した
期間を除きます。）

31日以上
15日以上30日以内
8日以上14日以内
7日以内

5万円
4万円
2万円
1万円

イ．当会社は、同一の事故に基づく同一被害者について、死亡に係
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る保険金を支払う場合において、既に支払ったア．(イ)に係る保
険金があるときは、死亡に係る保険金から既に支払ったア．(イ)
の金額を差し引いたその残額を支払います。

②　財物の損壊に係る保険金の額は、１回の事故について、10万円を
限度とします。

(4)　被保険者が(1)から(3)までの規定に基づき保険金の支払を受けよう
とする場合は、被保険者が支払った見舞金等に係る被害者の受領書等、
被保険者の損害を証明する書類を当会社に提出しなければなりませ
ん。

(5)　(4)の書類に故意に事実と異なる記載をし、もしくは事実を記載しな
かった場合、その書類を偽造もしくは変造した場合または(4)の義務に
違反した場合は、被保険者は既に受領した保険金を当会社に返還しな
ければなりません。

(6)　この条に基づく保険金は、基本特約Ⅰまたは基本特約Ⅱの身体障害
の１名、１事故および保険期間中の支払限度額にそれぞれ含まれるも
のとします。

第５条　（自動車保険との関係）
(1)　当会社は、普通約款第25条（他の保険契約等がある場合の保険金の

支払額）の規定にかかわらず、第３条（保険金を支払わない場合の特
則）(1)により当会社が保険金を支払うべき損害が発生した場合におい
て、その自動車に自賠責保険契約を締結すべき、もしくは締結してい
るときまたは自動車保険契約を締結しているときは、その損害額がそ
の自賠責保険および自動車保険契約により支払われるべき金額の合計
額を超過する場合に限り、その超過額のみに対して保険金を支払いま
す。

(2)　当会社は、(1)に規定された自賠責保険契約および自動車保険契約に
より支払われる保険金を合算した金額または保険証券に記載された免
責金額のいずれか大きい金額を免責金額として、普通約款第６条（支
払保険金の計算）および前条の規定を適用します。

第６条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない

かぎり、普通約款、特別約款、基本特約Ⅰおよび基本特約Ⅱの規定を
準用します。

＜付則＞
保険証券の基本特約Ⅱ欄に保険期間中の支払限度額の記載がある場

合でも、当会社はこれを適用しません。
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事故のご連絡・ご相談は
サービス２４

フリーダイヤル　0120-25-7474
［受付時間：24時間・365日］

１．事故のご連絡先

日新火災海上保険株式会社
弊社へのご相談・苦情・お問合せは

フリーダイヤル　0120-17-2424
［受付時間： 9：00 ～17：00（土日祝除く）］

２．弊社のお客さま相談窓口の連絡先

３．損保協会の連絡先

全国にひろがる日新火災のネットワーク

お近くの日新火災で“損害保険”のことならなんでもお気軽にご相談くだ
さい。
万一、事故にあわれた場合は、遅滞なく取扱代理店または弊社までご連
絡ください。

本店 /〒 101-8329　東京都千代田区神田駿河台２－３
お客さま相談窓口：フリーダイヤル　0120-17-2424
� ［受付時間：9：00～ 17：00（土日祝除く）］
日新火災ホームページ　http://www.nisshinfire.co.jp/

RQ308-1　2014.12　(新)　5,000　Ⅰ

一般社団法人日本損害保険協会 そんぽＡＤＲセンター
弊社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人
日本損害保険協会の「そんぽＡＤＲセンター」に解決の申立
てを行うことができます。

ナビダイヤル　0570-022808
［受付時間：9：15 ～17：00（土日祝除く）］

詳しくは、一般社団法人日本損害保険協会のホーム
ページをご覧ください。(http://www.sonpo.or.jp/)
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